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はじめに
国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS）では、我

が国の科学技術イノベーションに係る政策の企画立案に資することを目的として、世界の

主要国の科学技術イノベーションの動向を定常的に調査分析し、その結果を公表している。

本報告書は、この業務の一環として JST/CRDS が行った主要国における研究開発型スター

トアップの支援の状況についての調査結果をとりまとめたものである。

近年の ICT 技術の急激な進化を背景に、人、もの、資金、情報が瞬時に結びついて、

新たな付加価値が産み出されるようになり、また、人々の関心も「もの」から「コト」へ

と価値観の多様化が進んでいる。研究開発型スタートアップは、開発リスクを伴う研究開

発を進め、その成果をスピーディにビジネスモデルに結びつけることにより、イノベーショ

ンを牽引していく重要な役割を担っている。我が国においては、成長戦略の鍵を握る科学

技術イノベーションの担い手としてスタートアップに対する期待が高まっており、スター

トアップをとりまく環境や基盤の継続的な整備が求められる。

JST/CRDS では、一昨年、主要国における橋渡し研究基盤整備の支援として、ドイツ、

米国、英国、フランスにおける橋渡しシステムの代表例について調査を行ったが、今般、

さらに視点を広げて各国のスタートアップをとりまく状況について把握するために、関連

する基本政策や支援制度等を中心に調査を行った。また、スタートアップの事例をとりあ

げて現地に出向き、支援制度等がどのように活用されたのかについても調査した。調査対

象国については、「スタートアップ国家」と称されるほど、スタートアップを基軸とした

経済成長を目指すイスラエルを加えた。また、最近急速な変化を見せている中国について

は、目が離せない状況にあるが、ここでは事例調査として清華大学と深圳の状況について

の報告にとどまっている。なお、海外調査に先立って、日本国内の状況に関する文献調査

や関係者へのヒアリングを行い、問題意識の抽出を行った。

調査対象国のスタートアップをめぐる状況は、各国それぞれの経済や雇用の状況によっ

ても大きな違いが見られる。特に研究開発型スタートアップでは、開発リスクを伴う研究

開発を継続できる、ステージに応じた多様な資金源の存在、それらを呼び込む「目利き」

機能の発揮、スタートアップにかかわる人材の厚みとネットワークなどが鍵になっており、

各国それぞれに取り組みが進んでいる。また、地方自治体の果たす役割も大きい。現在の

ところ、米国やイスラエルのように起業に挑戦する文化や慣習に富み、早くからエコシス

テムの構築に取り組んだ国のアクティビティが高い状況であるが、それ以外の国において

も、失敗例に学びつつ成功例を積み上げていくなかで、「目利き」人材が育ち、成功した

者が次のスタートアップを支援するといった厚みを持ったエコシステムの醸成が進むもの

と考えられる。

本調査では、対象国の研究開発型スタートアップの状況を概括することを意図したが、

JST/CRDS では引き続きテーマに沿った調査にも取り組んでいくこととしており、本報

告に対するご意見やご批判を賜ることができればありがたく存じる次第である。

平成 30 年 3 月

国立研究開発法人　科学技術振興機構

研究開発戦略センター　センター長代理
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１．海外調査に当たって ━日本の概況━

新興国の台頭や不安定さを増す国際社会中で日本が引き続き繁栄していくためには、イ

ノベーションの創出を通じた持続的な経済競争力の強化が必要であることがこれまで声高

に指摘されてきた。日本は「失われた 20 年」と言われる停滞期を経験し、2016 年の名

目 GDP は世界 3 位でありながら一人あたりの名目 GDP は世界 22 位（2016 年）1 となっ

ており、ベスト 5 に入っていた 20 年前と比べて非常に下がっている。さらに、人工知能

や IoT など新しい技術の急速な発展により、従来の科学技術イノベーションの推進モデ

ルだけでは通用しない時代となっている。科学研究活動の主な成果指標である論文数も断

続的に右肩下がりの傾向にあり、科学技術・政策研究所のベンチマークによると、2003
年～ 2005 年に世界 2 位だった日本は 2013 年～ 2015 年に 5 位となり、被引用回数がトッ

プ 10% に含まれるインパクトの高い論文数も、5 位から 10 位に下がった 2。さらに日本

は食料、エネルギーの自給の問題を抱える資源小国であり、世界のどの国より早いスピー

ドで高齢化する社会である。したがって日本こそがイノベーションによる産業を興してい

く必要がある。

しかしながら、ハイテク・イノベーションの主な担い手として産業への応用が期待され

る「原石」ともいえる研究シーズを生み出す大学や研究機関の研究者の起業への意識は高

くはない。後述するが、起業数は 2005 年ごろをピークに大幅に減っている。国内での事

前調査などを通して見えてきたのは、起業もしくは大学発スタートアップが未だ研究者の

キャリアオプションとして広くは浸透していない状況である。また、スタートアップを財

政的に支えるベンチャー・キャピタル（VC）の総投資額も、米国と比較して 1/30 程度の

1,400 億円（2015 年）3 程度にとどまっており、明らかな差がある。

本調査報告書では、大学、研究機関等で達成された研究成果に基づく革新性の高い技術

や知財、全く新しいビジネスモデルを事業化する目的で設立され、急成長を目指す新興企

業を「研究開発型スタートアップ」と定義し、海外調査に向けての視座を得るために、日

本の状況を概括する。

1.1　スタートアップの必要性
「第 5 期科学技術基本計画 4」では、「大学発ベンチャーは、大学の研究成果を新規性の

高い製品やサービスに結び付けて新しい事業を創出するイノベーションの担い手としての

活躍が期待されている」としている。「日本再興戦略 改訂 20145」では、「新陳代謝を促進し、

収益性・生産性の高い分野に投資や雇用をシフトさせていくためには、既存の企業に変革

を迫るだけでは不十分であり、ベンチャーが次々と生まれ、成長分野を牽引していく環境

を整えられるかどうかが非常に重要」であり、「ベンチャー企業そのものに焦点を当てた
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1　日本貿易振興機構 各国・地域データ比較 https://www.jetro.go.jp/
2　科学技術・学術政策研究所 科学研究のベンチマーキング 2017　- 論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況 -
　　http://data.nistep.go.jp/dspace/bitstream/11035/3177/15/NISTEP-RM262-FullJ.pdf
3　 「ベンチャー白書」一般財団法人ベンチャーエンタプライズセンター
4　http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf
5　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/honbun2JP.pdf
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施策、大学発ベンチャー支援などの従来の施策のみならず、既存企業を含めた日本経済全

体での挑戦を推進する」ために、「ベンチャー支援に協力的な大企業等から成る『ベンチャー

創造協議会 6（仮称）』の創設」などの施策に言及している。

また大学発のイノベーション創出機能の強化に関連して、「昨年（平成 26 年）12 月に

成立した産業競争力強化法により、国立大学法人等から大学発ベンチャー支援ファンド等

への出資が可能となり、国立大学等のイノベーション機能を強化するための制度が創設さ

れた」ことにも言及している。このように大学発スタートアップを含めたスタートアップ

支援の重要性が指摘されており、大学発スタートアップは、「イノベーションの原動力と

して、新産業の創出や産業構造の変革、大学などの研究成果の社会還元に重要な役割を担っ

ている 7」といえる。

2017 年 6 月 2 日に閣議決定された「科学技術イノベーション総合戦略 2017 8」におい

ても、重きを置くべき取り組みとして、起業家マインドを持つ人材の育成や大学発・国研

発ベンチャーの創出促進が掲げられており、日本の科学技術政策においてスタートアップ

や起業に対する期待が高いことが分かる。

1.2　スタートアップの現状
「第 5 期科学技術基本計画」では上記のとおりスタートアップの重要性を指摘しつつも、

「大学発ベンチャーの新規設立数は近年低迷傾向にある。その背景として、資金調達や関

連技術の探索、国内外の販路開拓の難しさ、事業や経営を支える人材が十分でないといっ

た状況が挙げられ、起業しても経営で行き詰まる事例が見られている」点や、「産学連携

はいまだ本格段階には至っていない。産学連携活動は小規模なものが多く、組織やセクター

を越えた人材の流動性も低いままである。ベンチャー企業等は我が国の産業構造を変革さ

せる存在にはなり切れていない。これまで、大学が生み出す知識・技術と企業ニーズとの

間に生じるかい離を埋めるメカニズムが十分に機能してこなかったこと等により、我が国

の科学技術力がイノベーションを生み出す力に十分につながっていないということを強く

認識する必要がある」点などに言及し、日本の現状における問題点も指摘している。

文部科学省の「大学等における産学連携等実施状況調査」（図表 1）に見られるとおり、

経年の設立数は平成 17 年度（2005 年）をピークに低迷している。

6　現・オープンイノベーション・ベンチャー創造協議会（JOIC）https://www.joic.jp/index.htm
7　JST20 周年記念誌「Japan Way」
8　http://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2017/honbun2017.pdf
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図表 1　大学発スタートアップ設立数の推移

出典：科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課・大学技術移転推進室「平成 27 年度 
大学等における産学連携等実施状況について」より引用 9

1.3　スタートアップ支援制度の沿革と主な法律・政策 10

日本におけるスタートアップ支援は、1995 年以降に国立大学にベンチャー ･ ビジネス

･ ラボラトリー（VBL）の整備が進められたことが契機となっている。これは研究開発プ

ログラムの推進や創造的な人材育成、研究教育設備の整備等を目指していた 11。1998 年

には「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」

いわゆる TLO 法が制定された。この法律は、「大学、高等専門学校、大学共同利用機関

及び国の試験研究機関等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進を図

るための措置を講ずることにより、新たな事業分野の開拓及び産業の技術の向上並びに大

学、高等専門学校、大学共同利用機関及び国の試験研究機関等における研究活動の活性

化を図り、もって我が国産業構造の転換の円滑化、国民経済の健全な発展及び学術の進

展に寄与することを目的 12」としており、大学等の研究者の研究成果を特許化し民間企業

につなげる技術移転機関である TLO の設立が促進された。ほぼ同時期の 1999 年に制定

されたのが「産業活力再生特別措置法」いわゆる日本版バイ・ドール条項であり、これは

1980 年に米国で制定されたバイ・ドール法を踏まえたものとなっている。これは政府の
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9　http://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/detail/__icsFiles/afieldfile/2017/03/29/1380185_001.pdf
10　科学技術振興機構研究開発戦略センター「科学技術イノベーション政策の俯瞰」を参照して作成

　https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2014/RR/CRDS-FY2014-RR-05.pdf
11　「ベンチャー ･ビジネス ･ラボラトリー（VBL）の現状と課題に関する調査から見た大学発ベンチャーの支援方策の在り方」

　http://coi-sec.tsukuba.ac.jp/wp-content/uploads/pdf/survey/h13/h13report1.pdf
12　大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成十年五月六日法律第五十二号）
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資金に基づき生まれた研究開発から生じた特許等の権利を国ではなく民間企業や大学等の

発明者に帰属させる制度であり、日本でも同様の規定が盛り込まれた 13。

2000 年には産業技術力強化法が制定され、「特許料等の特例」として「特許庁長官は、

特許料等を納付すべき者が大学等の研究者若しくは大学又は高等専門学校を設置する者で

一定の要件を満たす者であるときは、特許料を軽減し若しくは免除し、又はその納付を猶

予すること等ができる」とされ、大学等の研究者に対する特許料の減免措置がとられた。

また同年、報酬の有無を問わず、国立大学の教員等が企業の役員に就任することが認めら

れ、「大学等技術移転促進法」に基づく TLO の取締役等と教員の兼業が可能となった 14。

日本のスタートアップ支援は、文部科学省、経済産業省、総務省など複数の省庁で実

施されている。2016 年、鑑定に設置された日本経済再生本部が「ベンチャーチャレンジ

2020 15」を策定し、各省個別に実施されている施策を官邸主導で政策連携を図る試みを開

始した。数値目標としては、ベンチャー企業への VC 投資額の対 GDP 比を 2022 年まで

に倍増させることとしている。

1.4　海外調査に向けて
本章で述べてきたように、政府はさまざまな施策で大学発スタートアップを含めた起業

支援を実施してきたが、現状では起業活動は決して好調とはいえない。海外調査に先立ち、

科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター（CRDS）海外動向ユニットでは、2016
年の 11 月から、文献調査と平行して国内の大学、研究機関、関係省庁、複数のスタートアッ

プ企業などで聞き取り調査を行った。それを踏まえて、次のように海外調査の重点を抽出

した。

第一に、学生や研究者を起業に向かわせるインセンティブに注目した。日本の大学の関

係者にヒアリングする中で、研究成果の社会実装への意識があってもその方法が分からな

いという人たちが多い、或いは起業することが研究者のキャリアオプションの一つとして

広く認知されるにはまだ時間がかかるといった意見を少なからず耳にした。その理由とし

て、多くの大学では実用化を見据えた研究をサポートする体制が整えられていないために

自身の問題としての意識がそもそも薄いという状況が生まれていることが考えられる。東

京大学のアントレプレナーシップ道場や九州大学公認の起業部などいくつかの活発な起業

家教育の事例はあるものの、研究者にとって身近な成功例がなく、全体的にみれば起業活

動指数 16 も低い。競争的資金が潤沢にある研究者にとっては、優れた研究論文を執筆し学

会等で発表の実績を積むことが最も価値ある研究者としての姿であり、日本の現状では概

して産学連携の研究開発への意欲が乏しいとされている。経済産業省から各大学への聞き

取り調査によると、大学内で産学連携活動に参画する教員の割合は 13％～ 30％と低く、

13　花輪 洋行「日本版バイ・ドール制度の変更について」産学官連携ジャーナル

　https://sangakukan.jp/journal/journal_contents/2007/12/articles/0712-07/0712-07_article.html
14　http://www8.cao.go.jp/kisei/siryo/sassi/13.pdf
15　http://www.kantei.go.jp/jp/topics/2016/seicho_senryaku/venture_challenge2020.pdf
16　「起業・ベンチャー支援に関する調査・起業家精神に関する調査」（野村総合研究所 2016 年）によると、「起業活動とは、有望な事業

　機会を認識し、そのような事業機会を実現するために人材や資金などの経営資源を結集し、その結果として新しいビジネスの誕生に

　導くプロセスである。」とある。
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日本ではまだ「産学連携」が「教育」および「研究」と並ぶ大学のミッションの一つにな

りえていない現状が指摘されている 17。CRDS の聞き取り調査でも、ある大学では、起業

や産学連携活動に関心を寄せる教員の割合は 2 割程度という回答があった。こうした状況

を打開するために、日本でも、産学連携の強化に向けた大学のインセンティブ設計強化を

目指し具体的な施策の実施が予定されている。例えば大学における産学連携マネジメント

改革推進の一環として、民間投資の導入拡大を図るべく、企業の事業戦略に深く関わる大

型共同研究の集中的マネジメント体制として「オープンイノベーション機構」を平成 30
年度から大学に整備することが計画されている 18。

また、予備調査におけるヒアリングの過程で、工学部の学生が「価値を作る」という教

育を受けていないことが問題であるという指摘や、起業家教育は大学院で行うのでは遅く、

もっと早い段階で起業家精神を教えていくことが肝要という意見もあった。さらに、起業

家への聞き取りでは、起業のノウハウを学ぶ機会だけでなく、直接自身の選択分野に関わ

らない学際的な授業が結果として自身の知識の幅を広げ、リテラシー共有に役立ったとい

う体験談を聞いた。こうしたヒアリングを何十もの関連機関や関係者に対し実施する中で

生じてきた疑問が、スタートアップに関心を寄せる人材を海外諸国ではどのように教育し

育成しているのか、また、研究シーズをどのように起業に結びつけているかという点である。

スタートアップに必要な人材の観点からは、研究者と共同して企業経営を担う経営人材

を海外ではどのように発掘し、いない場合はどうやって育成しているかについて知ること

も重要なポイントである。優秀な研究者が同時に良い経営者であることは必然ではなく、

多くが企業経営の経験も持たない。事前の国内調査で最も多かった意見が、研究シーズの

実用化には利益相反などの点も考慮しなければならず、優れた経営人材を確保することが

難しいということであった。企業での勤務経験があることとスタートアップを経営できる

こともまた異なる能力であり、創業者として、技術を理解した上でアーリー期のリスクテ

イクができ、さらに経営の資質を備えた人材が求められている状況にあると考えられる。

第二に、起業のための資金調達に中心的な役割を果たす VC の力に注目した。予備調査

におけるヒアリングでは、これまで日本の VC は金融機関系が多く、大学発のシーズへの

投資には消極的で上場直前の企業に投資して上場後に回収する、或いは成功したスタート

アップに VC からの投資が集中してしまう事態に陥りがちである点を指摘する声が多かっ

た。その理由として、VC の側に具体的な実用化を前にした技術を理解する「目利き」人

材が不足している、或いはそうした人材が十分育っていないため、プレシード期、アーリー

期のスタートアップに対しリスクの取れる投資を積極的に行うことができていないという

ことが考えられる。起業家候補だけでなく、目利き人材も同時に増えていかなければ日本

のスタートアップ環境も持続的に発展していかないだろう。日本の現状の特徴の一つに、

投資回収の手段が株式公開に偏り、株式公開前の企業買収が非常に少ない点が挙げられる。

特別な例を除いて株式公開まで 10 年から 15 年かかるといわれる日本市場では、通常ファ

ンドの存続期間が 8 年から 10 年のベンチャーキャピタル・ファンドがアーリー期の投資

１
．
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17　「産学連携に関する残された論点について」経済産業省産業技術環境局（平成 24 年 1 月）
18　「産学連携の強化に向けた大学のインセンティブ設計強化」文部科学省・経済産業省（平成 29 年 4 月）／「文部科学省における産学官連

　携の拡大に向けた取組の状況」文部科学省（平成 29 年 11 月）
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を避ける理由も頷ける。米国の例では、プレシード期、アーリー期、エクスパンション期

の各フェーズに専門の VC がおり、さらにその VC にそれぞれの分野に特化した目利きが

いて、米国のスタートアップの層の厚さを支えている。加えて米国の VC は、業績を常に

監視し、経営にも関与している。

スタートアップの業績が悪化した場合には、経営者交代や企業売却を提案・実行するこ

ともあるなど、アーリー期からの投資を成功させるために、ハンズオンでサポートするの

が一般的であるといわれている。一方日本では、1994 年に独占禁止法のガイドラインが

緩和されるまで、VC が投資先に役員を派遣することができなかった。現在は、積極的に

経営に関与する VC が増えてはきたものの、十分な数とはいえない状況である。米国に限

らず諸外国の VC がどのような出資行動を実施し、どのような役割を果たしているのかと

いった点に注目することとした。

第三に、スタートアップを成功に導く大学や研究機関の組織的な支援の取り組みに着目

した。事前調査のヒアリングの過程で、知識、技術の移転を効果的に実施するためには、

単なる起業支援だけでなく、産学連携、知財活用も合わせた包括的かつ組織的な支援が不

可欠である点を認識した。社会や産業界の需要を捉えたかたちで、研究の成果を展開して

いくための中間組織の働きが技術移転の成否を決めるといっても過言ではない。

実際、研究者個人が、さまざまなプログラムを比較して起業支援の助成金に応募したり、

経営者候補を探したりするのは物理的に難しい。また、大学の知財活動も、それを専門に

扱ういわば「プロの集団」によるサポートが研究者には必要である。日本でも一部の大学、

特に東京大学では産学共創推進本部、承認 TLO、エッジキャピタルの三者が連携して創

業支援に成果を上げているが、いまだ日本全体の動きにはなっていない。こうした組織の

運営には資金が必要である。日本でも国立大学法人法に基づいて、大学発スタートアップ

支援の対価として出資に伴う株式の取得が認められているが実際の運用については、文部

科学省が出した通知 19 により、取得した株式が公開された際、直近に株価の上昇が見込ま

れる場合であっても速やかに売却しなければならないとされている。これらの制度的制約

は大学が効果的に自己財源を生み出そうとする際の足かせとなりかねず、これを大学単体

で解決していくのは困難であると思料される。加えて、多くの大学ではいまだ産学連携本

部や知財センターの職員が任期付職員であり、不安定な雇用である上に 5 年あまりで退

職してしまうためにノウハウが蓄積しないという問題もある。

こうして国内での事前調査において見聞きした日本の現状に対し、海外調査では、支援

組織やネットワークがどのように運用され、誰が中心的な役割を果たしているのかといっ

た点に注目することとした。

スタートアップ創出の仕組みや運用には、それぞれの国の社会的、文化的背景が大きく

影響を与えている。次章以降の海外調査では、こうした社会や文化の側面について必ずし

も詳細に分析しているわけではないが、当該諸国のスタートアップを取り巻く環境には関

心を払いつつ、日本にとって参考となりうるような、また、日本の現状を変えるための示

唆を与えうるような起業や技術移転の支援制度や事例について紹介することとしたい。

19　「オープンイノベーションの本格的稼働にむけて」平成 29 年 7 月文部科学省
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■ イノベーションはなぜ途絶えたか / 山口栄一著 , 2016
■ イノベーションシステムとしての大学と人材 / 渡部俊也、他著 , 2011
■ 日本貿易振興機構 各国・地域データ比較 https://www.jetro.go.jp/
■ 科学技術・学術政策研究所 科学研究のベンチマーキング 2017　- 論文分析でみる

　　　 世界の研究活動の変化と日本の状況 -
■ 「ベンチャー白書」一般財団法人ベンチャーエンタプライズセンター

■ 「第 5 期科学技術基本計画」

■ 「日本再興戦略 改訂 2014」
■ JST20 周年記念誌「Japan Way」
■ 科学技術・学術政策局 産業連携・地域支援課・大学技術移転推進室「平成 27 年

　　　 度 大学等における産学連携等実施状況について」

■ 経済産業省・産業技術環境局・大学連携推進室「平成 27 年度大学発ベンチャー調

　　　 査 調査結果概要」2016 年 4 月

■ 科学技術振興機構（JST）研究開発戦略センター「科学技術イノベーション政策

　　　 の俯瞰」

■ 「ベンチャー ･ ビジネス ･ ラボラトリー（VBL）の現状と課題に関する調査から見

　　　 た大学発ベンチャーの支援方策の在り方」

■ 「日本版バイ・ドール制度の変更について」/ 花輪 洋行、産学官連携ジャーナル

■ イノベーション促進産学官対話会議（事務局：文部科学省高等教育局、文部科学

　　　 省科学技術・学術政策局、経済産業省産業技術環境局）

■ スタンフォード 21 世紀と創る大学 / ホーン川島瑶子 , 2012

事例調査

■ 北海道大学　産学・地域協働推進機構

■ 東北大学　産学連携先端材料研究開発センター

■ 東京大学　産学協創推進本部 
■ 東京工業大学　環境社会理工学院融合理工学系エンジニアリングデザインコース

■ 大阪大学　産学連携本部

■ 大阪大学大学院　工学研究科 
■ 京都大学　産学連携本部 出資事業支援部門 
■ 京都大学　起業家育成プログラム（経営管理大学院） 
■ 京都大学　京都大学大学院総合生存学館

■ 和歌山大学　システム工学部 光メカトロニクス学科 
■ 和歌山大学　産学連携・研究支援センター

■ 徳島大学  四国産学官連携イノベーション共同推進機構 研究支援・産学官連

　　　 携センター

■ 九州大学　学術研究・産学間連携本部 
■ 九州大学　 ロバート・ファン　アントレプレナーシップ・センター

■ 文部科学省　産業連携・地域支援課

■ 文部科学省　科学技術・学術政策研究所
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■ 経産省　経済産業政策局　新規産業室

■ 日本ベンチャー学会 
■ 産業技術総合研究所　イノベーション推進本部ベンチャー開発・技術移転センター

■ 科学技術振興機構　起業支援室

■ 科学技術振興機構　科学技術プログラム推進部

■ 新エネルギー・産業技術総合開発機構　欧州事務所

■ 新エネルギー・産業技術総合開発機構　イノベーション推進部スタートアップグ

　　　 ループ

■ 関西 TLO 株式会社 
■ 株式会社東京大学 TLO
■ クリプトン・フューチャー・メディア株式会社 
■ 特定非営利活動法人メディカルイメージラボ

■ 株式会社ユーグレナ

■ 株式会社リモハブ

■ ときわバイオ株式会社

■ 株式会社フォトシンス

■ 株式会社 Kyulux
■ 株式会社スカイディスク
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２．米国

スタートアップの中には、既存の IT 技術を駆使してサービスやアプリケーションを提

供するする「サービス型スタートアップ」と、大学や研究機関等で開発された革新的な技

術をもとにビジネスを展開する「研究開発型スタートアップ」がある。サービス型のスター

トアップの代表例は、民泊サービスのエアービーアンドビー（Airbnb）や配車サービス

のウーバー・テクノロジーズ（Uber）などであり、比較的小額の資金で短期間に商品を

開発しビジネスを拡大することが可能である。一方、研究開発型スタートアップは、多額

の資金が必要とされ、また技術の開発も長期に亘るため、手厚い支援が求められている。

本章では、まず米国のスタートアップとそれを取り巻く環境について述べ、次に米国の

スタートアップ関連の政策のうち、研究開発型のスタートアップに関連する政策と制度に

焦点を絞り紹介する。その後古くから大学発スタートアップが数多く集積するボストンと、

ハイテク関連のスタートアップを数多く生み出し急成長を遂げているオースティンのエコ

システムについて詳しく説明した後に、米国の起業環境と支援制度の特徴をまとめる。

2.1　米国の現状、スタートアップを取り巻く状況
2.1.1　スタートアップの最も盛んな国
米国は、スタートアップが最も盛んな国であり、これまでにアップル（Apple）、グー

グル（Google）、アマゾン（Amazon）などをはじめ、グローバル企業へと成長したスター

トアップを数多く輩出している。近年では、エアービーアンドビー（Airbnb）やウーバー・

テクノロジーズ（Uber）など、サービス型のスタートアップがユニコーン（上場前にも

かかわらず企業価値が 10 億ドルを超える有望な企業）として台頭してきている。フォー

チュン（Fortune）のユニコーン世界ランキング 20 によると、Uber は時価総額 620 億ド

ルで第 1 位、Airbnb は 255 億ドルで第 3 位である。そのほかにも、データ解析ソフト

ウェアのパランティア（Palantir）、ソーシャルメディアのスナップチャット（Snapchat）、
航空会社のスペース X（SpaceX）、ソーシャルメディアのピンタレスト（Pinterest）な

ど合計 6 社の米国会社が世界のユニコーンのベスト 10 入りを果たしている。

これらスタートアップの成長を支えるものが、豊富なベンチャー・キャピタル（VC）

である。米国の 2015 年の VC 投資総額は、590 億米国ドル 21（以下「ドル」と略す）で

日本の 30 倍の規模である。この金額は 2002 年以降で最高の水準となっている。VC 投資

総額をステージ別に見てみると（図表 1）、シード 10 億ドル（186 件）、アーリー 200 億

ドル（2,219 件）、エクスパンション 222 億ドル（1,146 件）、レーター 159 億ドル（829 件）

で、シードに対する投資が全体の約 2％、アーリー、エクスパンション、レーターに対す

る投資額が各 30％前後となっている。

１
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２
．
米
国

20　Fortune Unicorn list, http://fortune.com/unicorns/
21　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 米国ドル＝ 111 円となっている。



10

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援10

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

図表 1　VC ステージ別投資金額（億ドル）

出典：National Venture Capital Association Year Book 2016 22 のデータをもとに

CRDS で作成

　

VC 総投資額を業種別に見てみると（図表 2）、ソフトウェア 235 億ドル、バイオテク

ノロジー 76 億ドル、消費財・サービス 48 億ドルなどとなっており、ソフトウェア関連

が全体の 40％を占める。学術研究をベースにしたスタートアップや複雑な技術を組み合

わせ新たなシステムを作り出すようなスタートアップの多いバイオテクノロジー、工学・

エネルギー、医療機器等の業種に対する投資は、それぞれ 13％、5％、5％で、それほど

多くはない。

　

図表 2　VC 業種別投資金額（億ドル )

出典：National Venture Capital Association Year Book 2016 のデータをもとに

CRDS で作成

　

シード
アーリー
エクスパンション
レーター

シード

アーリー

エクスパンション

レーター

バイオテクノロジー消費財・サービス,

48, 8%

ソフトウェア

メディア・娯楽

ＩＴサービス

金融

工業・エネルギー

医療機器

その他

22　National Venture Capital Association Year Book 2016
　https://nvca.org/wp-content/uploads/delightful-downloads/2016/11/NVCA-2016_Final.pdf
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また VC 総投資額の州別の内訳に注目すると（図表 3）、カリフォルニア州が 339 億ド

ルで全体の 57％を占め、このうちの 46％がシリコンバレーへの投資である。次いでニュー

ヨーク州（63 億ドル、11％）、マサチューセッツ州（57 億ドル、10％）ワシントン州（12
億ドル、2％）、テキサス州（12 億ドル、2％）の順となっている。カリフォルニア州、ニュー

ヨーク州、マサチューセッツ州のトップ 3 州が、全米の約 8 割の投資を受けていること

になる。

図表 3　VC 州別投資金額（億ドル）

出典：National Venture Capital Association Year Book 2016 のデータをもとに

CRDS で作成

　
2.1.2　スタートアップの集積地とその特徴
米国のスタートアップ集積地には、シリコンバレー、ニューヨーク、ボストン、ロサン

ゼルス、シアトル、オースティンなどがあり（図表 4）、それぞれの都市でスタートアッ

プの業種とそれを取り巻く環境は大きく異なる。

図表 4　スタートアップの集積地

出典：各種資料をもとに CRDS で作成
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カリフォルニア

ニューヨーク

マサチューセッツ

ワシントン

テキサス

その他

シアトル

シリコンバレー

ロサンゼルス

オースティン

ニューヨーク

ボストン
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全米最大のベンチャー集積地はシリコンバレーであり、グローバル企業へと成長した

IT 関連の企業を数多く輩出している。代表的な企業としてはフェイスブック（Facebook）、
Google、Uber などがある。全米の VC 投資額の約 4 割がシリコンバレーに集中しており、

そのうちの 7 割がインターネットやモバイル・通信関連への投資となっている23。スター

トアップの環境は世界中で最も整っており、2017 年度のグローバル・スタートアップ・

エコシステムのランキング 24 では、総合で世界 1 位である。パフォーマンス、資金、市

場へのアクセス、スタートアップの経験の 4 つの指標においてそれぞれ世界１位、人材に

おいてはシンガポールに次いで、2 位である。 
ニューヨークは全米最大の商業都市であり、ファッション、メディア、金融、不動産な

どの産業が集積している。ニューヨークでは、これら既存の産業と IT 技術を組み合わせ

て新たなビジネスを展開するハイフンテック（－ Tech）と呼ばれる企業が数多く生まれ

ている。特に金融と IT を組み合わせたフィンテック関連の企業が急増しており、送金・

決済サービス、投資・資金運用、金融アドバイス・サービスなどを提供するスタートアッ

プが勢いを増している。ニューヨークへの投資のうちの、約 7 割がインターネット関連へ

の投資となっている。ニューヨークのエコシステムのランキングは世界 2 位であり、指

標別に見ると、パフォーマンス 3 位、資金 2 位、市場へのアクセス 3 位、人材 7 位、スター

トアップ経験 4 位となっている。人材指標でやや劣る。

ボストン地域には、世界トップレベルの研究を行う大学、病院、大手製薬会社が集積

している。古くからスタートアップ集積地として知られるこの地域では、マサチュー

セッツ工科大学やハーバード大学などの大学からスピンアウトしたライフサイエンス関

連のスタートアップが数多く存在する。最先端の遺伝子治療方法の開発を行うモデルナ・

セラピューティックス（Moderna Therapeutics）やエディタス・メディシン（Editas 
Medicine）がその代表例である。ボストン市とケンブリッジ市を中心としたニューイン

グランド地域への投資のうち、約 5 割がヘルスケア関連への投資である。ボストンのエ

コシステムランキングは、世界 5 位であり、パフォーマンス 6 位、資金 6 位、市場への

アクセス 12 位、人材 4 位、スタートアップの経験 3 位である。全米でバイオテクノロジー

研究者が最も多く、人材では 4 位に位置している。

ロサンゼルス近郊のハリウッドは、世界的に有名な映画会社が拠点を置いており、エン

ターテイメント・コンテンツ関連の産業が集積している。代表的なスタートアップとして

は、写真送信アプリを開発したスナップ・チャット（Snapchat）やオンライン動画配信

サービスを行うフールー（Hulu）などがある。また、ハリウッドの南約 80km に位置す

るアーバインには通信・IT 機器、半導体などの企業が数多く存在する。ロサンゼルスには、

カリフォルニア工科大学や、カリフォルニア大学ロサンゼルス校などが存在し優秀な技術

系人材を輩出している。ロサンゼルス地域における投資のうちの、約 6 割がインターネッ

トやモバイル・通信である。ロサンゼルスのエコシステムランキングは、世界 9 位であり、

パフォーマンス 5 位、資金 7 位、市場へのアクセス 15 位、人材 14 位、スタートアップ

の経験 11 位である。

23　Money Tree Report
24　Global Startup Ecosystem Report 2017 -Startup Genome
　https://startupgenome.com/thank-you-enjoy-reading/
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シアトルには、マイクロソフト（Microsoft）、Amazon などの多国籍企業が本社を置い

ており、これらの企業で経験を積んだ後に起業をする人も多い。また、ワシントン大学に

は全米有数のコンピュータ工学部やライフサイエンス学部があり、IT やバイオ関連の優

秀な人材を輩出している。クラウド、ゲーム、仮想現実（VR）、ライフサイエンスなどの

スタートアップが数多く誕生している。シアトルへの投資のうち、5 割がインターネット

やモバイル・通信関連、2.5 割がヘルスケア関連である。シアトルのエコシステムランキ

ングは、世界 10 位であり、パフォーマンス 12 位、資金 13 位、市場へのアクセス 14 位、

人材 3 位、スタートアップの経験 6 位である。人材が 3 位と突出して高い。

オースティンには、アイ・ビー・エム（IBM）、東芝、Apple、Google などの会社が拠

点を置いており、半導体・コンピュータ関連のハイテク産業が集積している。サムスン

（Samsung）の韓国外最大の工場も位置する。また、オースティンには、学生数 5 万人を

擁するテキサス大学オースティン校が存在し、優秀な技術系人材を数多く輩出している。

代表的なスタートアップには、世界トップレベルの会社へと成長した IT 企業のデル（Dell）
がある。オースティンのエコシステムランキングは、世界 13 位であり、パフォーマンス

15 位、資金 11 位、市場へのアクセス 18 位、人材 6 位、スタートアップの経験の 9 位である。

オースティンのエコシステムは、全米で最も急成長を遂げているエコシステムとして注目

を集めている。

2.2　スタートアップの環境整備
2.2.1　政策の歴史

1970 年後半に第 2 次オイルショックに陥った米国は、第二次世界大戦以降アメリカ経

済を牽引してきた自動車や電気産業が競争力を失い、低い生産性と高い失業率にあえいで

いた。この時期、日本の経済は順調に成長を遂げており、自動車や電気機器は米国に向け

て輸出され、米国の赤字は増大して行くばかりであった。このような状況のもとで、米国

の国際競争力を再び取り戻すために様々な政策が打ちだされていったが、そのうちの一つ

がクローニング・シリコンバレー政策であった 25。これは 1970 年代のスタグフレーショ

ンの中でも成長を遂げていたシリコンバレーを全米に水平展開させようとする試みであ

り、大学や国立研究所からの技術移転を促進するバイ・ドール法やスティーブンソン・ワ

イドラー法の策定、および研究成果の商業化を目指して大学と組んで研究開発を行う企業

に対して資金援助を行う SBIR 制度の開始へとつながっていった。これらの策が功を奏し

て、大学発のスタートアップは 1997 年には 275 社であったものが、2003 年には 374 社、

2009 年には 596 社と順調に増加している。さらに、2011 年に当時のオバマ大統領は「起

業家は経済の成長と雇用の創出に重要な役割を果たす」として、米国イノベーション戦略

のもとスタートアップ ･アメリカ・イニシアチブを開始し、資金アクセスの向上、起業人

材の育成、規制緩和、技術移転の加速化に注力した。以下に、研究開発型スタートアップ

関連の環境整備に資するおもな政策および制度を時系列で紹介する。
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25　詳細については、『大学発バイオベンチャーの成功条件』（創世社　大滝義博、西澤昭夫）を参照されたい。
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2.2.2　主な政策
2.2.2.1　バイ・ドール法 (Bayh-Dole Act)
バイ・ドール法は 1980 年に制定された大学の技術移転を促進する法律である。この法

律の制定により、大学を含む非営利団体や中小企業は連邦政府からの資金で行った研究成

果をもとに特許を取得し、その実施権を第 3 者に供与すること（ライセンシング）が可

能となった。ライセンシングにより得られた収入（ロイヤルティ収入）の一部は発明者に

支給することになっているが、残りは大学が自由に使用してよいことになり、大学の技術

移転に対するインセンティブが高められるきっかけとなった。大学のミッションの一つと

して、教育と研究の次にイノベーションの創出が加わることになり、産学連携、技術移転、

スタートアップ創出が活性化されることとなった。

2.2.2.2　スティーブンソン・ワイドラー法（Stevenson-Wydler Technology
　Innovation Act）
スティーブンソン ･ ワイドラー法は、バイ ･ ドール法と同じ 1980 年に制定された法律

である。バイ ･ドール法が連邦政府からの資金で行った研究の成果の取り扱いを定めてい

るのに対し、スティーブンソン・ワイドラー法は、連邦政府研究機関による研究成果の取

り扱いについて定めたものである。具体的には、政府の資金で行った研究成果を民間企業

等に対して積極的に技術移転し最大活用をすることが求めており、そのために①研究所を

持つ省庁は研究開発予算のうち 0.5% 以上を技術移転に充てること、②技術移転の担当部

署を設けること、③年間予算が 2,000 万ドルを超える研究所はフルタイムの技術移転担

当職員を置くことなどを定めている。この法律の制定により、1980 年以降、連邦政府研

究機関における技術移転が促進されることとなった。

2.2.2.3　共同研究開発契約（Cooperative Research and Development
　Agreement: CRADA）

1986 年に制定された連邦技術移転法により、スティーブンソン・ワイドラー法の一部

が改正され、CRADA 条項が追加された 26。これにより、連邦研究機関が、パートナー（企

業、大学、州政府など）と共同研究を進める取り決めが整備された。CRADA の特徴につ

いては、名古屋大学産学連携推進本部による調査が詳しい27。CRADA による共同研究の

結果得られた知財については、パートナーに独占・非独占実施権の選択肢が与えられてお

り、既存の研究成果のライセンスを受けることが可能である。これにより、企業は連邦研

究機関の研究成果を基に技術移転を進める利点が増え、連邦研究機関は企業の研究開発管

理の下で効率的にロイヤルティ収入などを得る可能性が高まった。また、これらの共同契

約を締結する際には中小企業が優遇されることとなった。

26　https://www.congress.gov/bill/99th-congress/house-bill/3773
27　2012 年「外国企業との共同研究におけるリスクマネジメントについて」

　http://www.aip.nagoya-u.ac.jp/industry/consult/docs/1.pdf
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2.2.2.4 スタートアップ・アメリカ・イニシアチブ
2011 年には、オバマ大統領（当時）が米国イノベーション戦略のもと、スタートアップ・

アメリカ・イニシアチブを開始した 28。このイニシアチブは、経済成長と雇用創出のため

に起業を促進することを目的としており、5 つのテーマ①資金アクセスの向上、②起業家

とメンターの連携強化、③規制緩和、④研究室から市場へ、⑤市場機会の誘発からなって

いる。各テーマにおいて官民が共同で実施している主なプログラムは図表 5 に示すとお

りである。

図表 5　スタートアップ・アメリカ・イニシアチブの主なプログラムの概要

出典：スタートアップ・アメリカのホームページをもとに主なプログラムを抜粋して記載

この図表 5 に青字で示した 3 つのプログラム、すなわちスタートアップに対して大規

模な資金援助を行う「インパクト投資枠の設定」と「アーリーステージ投資枠の設定」、

および研究開発型起業人材の育成を行う「I-Corps プログラム」については次節で概要を

説明する。

2.2.3　主な制度
研究開発型の支援制度の主なものには、クローニング・シリコンバレー政策の一環とし

てはじめられた SBIR/STTR 制度、およびスタートアップ・アメリカ・イニシアチブのも

とに開始された起業家人材育成プログラム I-Corps がある。
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つのテーマ プログラム 内容

資金アクセスの向上 インパクト投資枠の設立 貧困エリアや省エネルギーを対象としたビジネスへの投資
（ 億ドル 年）

アーリーステージ投資枠の設立 高成長のアーリーステージ企業に対する投資（ 億ドル 年）
の制定 クラウドファンディンが可能に

起業家とメンターとの
連携強化

グリーンエネルギー・アクセラ
レーター・ファンディング

グリーンエネルギー分野の起業家とメンターを結びつけるための
仕組みを構築し、異分野にも展開

グリーンエネルギー・ビジネス
コンテスト

大学生を対象にビジネスコンテストを実施
（賞金総額 万ドル）

青年向け起業家教育の拡大 学校教育への起業家教育の組み込み・スタートアップチャレンジ
の開催

規制緩和 特許プロセスの迅速化 ファストトラックの導入

研究室から市場へ
（ ：
革新的技術の移転の
加速化

大学の研究者に対する起業家教育とイノベーションネットワーク
の構築

の設立 地域レベルのイノベーションの加速化

の設立
省庁が共同で地域のイノベーションクラスターの支援を行う

市場機会の誘発 政策チャレンジの開催 イノベーション加速のための政策アイディアを国民から募集

28　Startup America Administration Commitments
　https://obamawhitehouse.archives.gov/economy/business/startup-america/commitments#access-to-capital
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2.2.3.1　中小企業技術革新（Small Business Innovation Research：SBIR）
　/ 中小企業技術移転（Small Business Technology Research：STTR）制度 29

（１）概要

1982 年に中小企業イノベーション開発法が制定され、中小企業技術革新（SBIR）制度

が開始された。SBIR は、中小企業における初期段階の研究成果、すなわち有望ではある

が投資家が投資するにはリスクの高いイノベーション・アイデアに対して政府が資金を提

供し、研究成果の実用化・商業化を図るものである。外部委託研究費が１億ドルを超える

政府機関は、その 2.5% 以上を SBIR のために充てることが中小企業イノベーション開発

法により義務づけられている。

中小企業イノベーション開発法の制定から 10 年後の 1992 年には、あらたに中小企業

研究開発法が制定され、中小企業技術移転（STTR）制度が開始されることになった。こ

のプログラムは、大学や政府研究機関と中小企業の間の連携と技術移転の促進を図るもの

であり、外部委託研究費が 10 億ドルを超える政府機関は、その 0.3％以上を STTR に充

てることが中小企業研究開発法により義務づけられている。

（２）予算

2015 年度の SBIR/STTR の予算総額は連邦政府全体で 25 億ドルであり、これは国内

最大のシード・ファンドということができる。SBIR/STTR 予算の省庁別の内訳は、国防

総省 10.7 億ドル、保健福祉省 7.97 億ドル、エネルギー省 2.06 億ドルなどなっており、

国防総省が全体の 4 割以上を占めている。2015 年度の SBIR/STTR 助成件数は 5,059 件

である。

（３）助成制度

SBIR/STTR は各省庁が個別に実施しており、支援の仕組みなどに多少の違いはあるも

のの、基本的な部分は全省庁共通の内容となっている。SBIR/STTR は 500 人以下の米国

の中小企業に対して 3 段階に分けて助成を行う。第一段階目では、アイデアの実行性の

検討とビジネスプランの作成ために最高 15 万ドルが 6 か月～ 12 か月に亘って支給され

る。第 2 段階目では、第 1 段階目で優秀な成績を上げた中小企業のみが対象となり、試

作品の開発などのために最高 100万ドルが、24か月に亘って支給される。第 3段階目では、

SBIR/STTR からの支給はないものの、他の連邦資金の配分や、製品・サービスの調達が

行われる場合もある。SBIR/STTR による助成は、グラントまたは契約によって支給され、

返済の義務がない。

（４）成果

これまでに SBIR/STTR プログラムを利用し大きく成長した会社は、クアルコム

（Qualcomm）、シマンテック（Symantec）、アイロボット（iRobot）など数多く存在する。

クアルコムは、1985 年に設立されたモバイル通信の通信技術および半導体の開発を行う

29　SBIR/STTR
　https://www.sbir.gov/about/about-sbir#sbir-program
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会社であり、現在では次世代のモバイル技術をリードする会社へと発展している。シマン

テックは、1982 年に設立されたソフトウェアの会社である。世界シェア・トップレベル

のセキュリティ対策ソフト、ノートン（NortonTM
）の開発で知られる。またアイロボッ

トは、1990 年にマサチューセッツ工科大学の研究者らによって設立された軍事用、家庭

用ロボットの開発を行う会社である。2002 年に家庭用ロボット掃除機ルンバを発売し、

一躍有名となった。

2.2.3.2　インパクト投資ファンドとアーリーステージ投資ファンド
スタートアップ・アメリカの施策の支援規模に注目すると「資金アクセスの向上」のテー

マに位置づけられている、インパクト投資ファンド（Impact Investment Funds）、およ

びアーリーステージ投資ファンド（Early Stage Innovation Funds）の規模が最も大きく、

それぞれ 5 年間で総額 10 億ドルの投資目標が示されている 30 31。

両ファンドは中小企業庁（SBA）が所管するプログラムで、既存の中小企業投資会社

（SBIC）プログラムの一環として設置された。SBIC プログラムは、まだ VC ファンドが

黎明期にあった 1950 年代において、シード段階におけるスタートアップ支援および米

国内で VC 資金が比較的不足している地域での支援を目的に設置された官民マッチング・

ファンドである 32。SBIC プログラムの支援を受けたスタートアップには、Apple、フェ

デックス（FedEx）、シスコ（Cisco）などが含まれる。

インパクト投資ファンドは、貧困地域の中小企業やクリーンエネルギーなどの新興分

野の中小企業に対して投資を行う官民マッチング・ファンドであり、負担割合は、民間 1
に対して政府 2 の構成となっている。中小企業庁（SBA）はインパクト投資ファンドに

年間平均 2 億ドルを 5 年間投資する目標を立てており、各ファンドにおいて 1.5 億を上

限に民間投資額の 2 倍の額を負担する。

一方、アーリーステージ投資ファンドは、資金調達の難しいアーリーステージの中小企

業に対して投資を行う官民のマッチング・ファンドである。負担割合は、民間 1 に対し

て政府 1 の構成となっている。中小企業庁（SBA）は、同ファンドにおいても平均 2 億

ドルを 5 年間投資する目標を立てており、各ファンドにおいて 5,000 万ドルを上限に民

間投資額と同等額を負担する

2.2.3.3　 I-Corps プログラム
米国では、SBIR や STTR のような助成金があるにもかかわらず、研究とイノベーショ

ンの間にまたがる「死の谷」を乗り越えられず失敗に終わるスタートアップが後を絶たな

かった。そこで、米国国立科学財団（NSF）は、技術をビジネスへと転換させる方法を

教え起業家を育成するための I-Corps プログラムを開始した。このプログラムは、スター

トアップ・イニシアチブの 4 つ目のテーマ「研究室から市場へ」の施策として実施され

ている。
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30　https://obamawhitehouse.archives.gov/startup-america-fact-sheet
31　https://www.sba.gov/sites/default/files/articles/SBIC-Early-Stage-Initiative.pdf
32　http://www.dbj.jp/reportshift/area/losangeles/pdf_all/058.pdf
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I-Corps プログラムは、大学の研究者に対してアイデアを形にする方法や技術を商品化

する方法を教え、起業の準備を整えるためのものであり、チーム、ノード、サイトの 3 層

から構成される。チームとは大学教授、若手研究者、メンターの 3 人一組からなる起業

を目ざす集団である。ノードとは、チームの構成員やまだチームに採用されていない研究

者を教育する拠点であり、複数の大学からなるコンソーシアムである。サイトとは、学内

の研究者の技術移転やイノベーション創出を支援する大学である。I-Corp プログラムは、

もともとはチームから出発しており、その後チームの数が増えるに従い、ノードやサイド

が設置されるようになった。全米のチーム、サイト、ノードのネットワークを構築し、イ

ノベーション・エコシステムを全国展開する体制がとられている。以下にチーム、ノード、

サイトの概要を説明する。

（１）チーム

チームは、I-Coprs プログラムの基本的な仕組みであり、NSF が直接選定するナショ

ナル・チームとノードやサイトが独自に選定するリージョナル・チームの 2 種類がある。

ナショナル・チームは、研究代表者、起業責任者、メンターの 3 人一組のグループで

NSF に応募する。通常、研究代表者は大学教授、起業責任者は大学教授とともに働くポ

ストドクターや大学院生、メンターはその地域に住む起業経験者や企業勤務経験者がなる。

チーム活動の中心的な役割を果たすのは起業責任者である。チームが NSF に採用される

と 5 万ドルが支給され、リーン・ローンチパッド・カリキュラムを受講する資格が与え

られる。

リーン・ローンチパッドは、研究室で生まれた知見やアイデアをすみやかに商品化する

方法や顧客開発プロセスなどを 7 週間かけて学ぶものである。7 週間の初めの 3 日間は、

後述するノードで開催されるワークショップに参加し、チームごとにビジネスモデルを作

成する。その後、各チームは所属大学に戻り、6 週間かけて 100 近い顧客（企業および消

費者）を訪問して意見交換をし、顧客の声を反映させながらビジネスモデルの修正を行い、

プロトタイプの製品を開発していく。この間メンターは自身のネットワークを活用し、チー

ムの技術や開発しようとしている製品に興味を持ちそうな会社や顧客をチームに紹介した

り、助言をしたりする。7 週目の終わりに再度、すべてのナショナル ･ チームがノードに

集まり、2 日間をかけて成果の発表会を行う。このカリキュラムを受講することにより、

ナショナル ･ チームはスタートアップ会社の設立、ライセンス契約、SBIR/STTR への提

案書提出の準備が整うようになる。

一方リージョナル・チームは、ナショナル・チームと同様に研究代表者、起業責任者、

メンターの 3 名からなるチームであるが、NSF によって直接選定されるものではなくノー

ドやサイトによって独自に選定されるもので、いわばナショナル・チームの予備軍という

ことができる。ノートやサイトに採用されたチームは 2 週間～ 3 週間に短縮した簡易版

リーン・ローンチパッド・カリキュラムを受講し、研究アイデアを商品化する方法や顧客

開発プロセスを学ぶ。このカリキュラムで優秀な成績を収めたチームは、ナショナル・チー

ムに応募することができる。
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（２）ノード

ノードは、NSF の選定したナショナル・チームおよび自らが選定したリージョナル・チー

ムに対してリーン・ローンチパッド・カリキュラムを教えるとともに関連するカリキュラ

ムの開発や研究などを行い、ノードのおかれた地域周辺におけるイノベーション創出を支

援する拠点である。複数の大学から構成されるコンソーシアムであり、全米に8カ所のノー

ドが存在する。各サイトと連携しながら、大学の研究シードを商業化するための様々な取

り組みが行われている。

（３）サイト

サイトとは、単一の大学におかれ、イノベーション教育やアントレプレナー教育を行っ

て、学内にある有望なアイデアを製品化するための支援を行うものである。全米に 51 の

サイトがある。各サイトは、自らリージョナル・チームを募集し、選抜したチームに場所、

資金、カリキュラムを提供し、アイデアの商品化の後押しをすると共に、リージョナル・チー

ムがナショナル・チームに応募できるようなレベルに導く役割を果たす。さらに、ノード

と協力しながら大学周辺地域のイノベーションを活性化し、全国レベルのイノベーション

創出に貢献する。

（４）成果

これまでに、I -Corps プログラムで 905 のナショナル・チームが指定され、そのうち

361 のナショナル・チームが起業をしている（2017 年 2 月時点）。I-Corps プログラムの

特徴であるリーン ･ ローンチパッド・カリキュラムを受講したチームは、SBIR/STTR 等

のスタートアップ支援資金を受給する確率が、受講しなかったチームに比べ約 2 倍高い

という調査結果がある。I -Corps チームからスタートした会社には、脳科学の知見を利用

してウェブユーザーに魅力的な動画の作成を行うネオン・ラボ社（カーネギーメロン大学

発）、グラフェンセンサー ･ 電子機器を開発するグラフェン・フロンティア社（ペンシル

バニア大学発）、機械の故障を予知するソフトフェアの開発を行っているプレディクトロ

ニクス社（シンシナティ大学発）など、起業後に大きく成長した会社も数々ある。

2.3.　スタートアップ集積地のエコシステム
本節では、スタートアップの集積地として最も知られるシリコンバレーのエコシステム

について簡潔に紹介した後に、古くから大学発スタートアップの創出が盛んなボストンの

エコシステムと、近年急速に成長しているオースティンのエコシステムをより詳しく説明

する。

2.3.1　シリコンバレー
シリコンバレーについては、既にこれまで多くの先例調査・学術研究が公表されており、

本報告書における重点的な調査対象には設定していない。ただし、同地におけるスタート

アップ動向の概要のみ次のとおり紹介する。
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2.3.1.1　シリコンバレーのスタートアップ環境とその特徴
シリコンバレーとは、カリフォルニア州北部のサンタクララからサンフランシスコに至

る湾岸地域に位置する産業クラスターを指し、当地はベイエリアと総称される。米国のみ

ならず、世界中でもスタートアップが最も盛んな地域である。米国ベンチャーキャピタル

協会 2017 年時報告書 33 に注目すると、2016 年における米国 VC 運用資産残高は約 3,335
億ドルであり、カリフォルニア州はそのうち 1,814億ドル（54％）と突出した規模を利用し、

第 2 位のマサチューセッツ州の約 502 億ドルを大きく引き離す。2016 年のカリフォルニ

ア州における VC 投資額は約 381 億ドルであった。また、カリフォルニア州に設置され

た企業により調達された VC 資金の割合は全米の 66% を占め、VC ファンドの規模に注

目すると、全米上位 10 社のうち 9 社がカリフォルニアに設置されている。

シリコンバレーでは、第二次世界大戦以降現在にいたるまで、軍事技術、半導体、パー

ソナル・コンピュータ、インターネット、ソフトウェアと、時代を先取る技術開発を継続

的に支える挑戦的な研究開発文化とエコシステムが醸成されている。2016 年、米国全体

におけるイグジットを分野別に注目すると、ソフトウェア分野が約 330 億ドルと 47% を

占め、次に大きいのが医療・バイオテクノロジー分野の約 78 億ドルが 11% である。また、

2017 年第 3 四半期におけるカリフォルニア州の投資分野では、人工知能、デジタル・ヘ

ルス、ならびに自動走行分野における投資が堅調である 34。

2.3.1.2　カリフォルニアにおける主要大学
ベイエリアの中心にはスタンフォード大学、サンフランシスコより北東にはカリフォル

ニア大学バークレー校が位置する。その他、カリフォルニア工科大学、カリフォルニア大

学ロサンゼルス校、そして、カリフォルニア大学サンディエゴ校などを世界大学ランキン

グ 50 位以内に入る大学が数多く存在し、同地の学術研究の国際的水準の高さがうかがえ

る。

学術機関の国際水準の高さは、研究開発において極めて重要である。例えば、米国にお

いて基礎研究を中心に支援を行う米国国立科学財団（NSF）による 2016 年の支援額を州

別に見ると、第 1 位はカリフォルニア州の約 963 万ドルであり、第 2 位のニューヨーク

州（約 480 万ドル）、そして第 3 位のマサチューセッツ州（約 449 万ドル）を大きく引き

離す 35。また医学研究については、年間約 3 兆円の予算規模を誇る国立衛生研究所（NIH）

が中心となり大学における研究支援を行う。NIH による 2016 年の研究支援額を州別に注

目すると、カリフォルニア州が第１位の約 37 億ドルの支援を受けており、第 2 位はマサ

チューセッツ州の約 26 億ドルである 36。このように、カリフォルニア州は医学研究にお

いても全米を牽引する研究拠点となっている。

33　NVCA2017 Yearbook　
34　MoneyTree Report Q3 2017
　https://www.pwc.com/us/en/moneytree-report/assets/MoneyTree_Report_Q3_2017_Final_Final.pdf

35　Award Summary: by State/Institution FY 2016 https://dellweb.bfa.nsf.gov/awdlst2/default.asp
36　2017 年 10 月 16 日アクセス　RePort NIH Funding　 Data frozen as of 10/14/2016. Data released on 12/27/2016　 NIH Awards
　by Location & Organization
　https://report.nih.gov/award/index.cfm?ot=&fy=2016&state=&ic=&fm=&orgid=&distr=&rfa=&om=n&pid=#tab1
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ベイエリアを中心とするカリフォルニア州の学術研究の水準の高さ、突出した VC 資金、

そして新興技術分野における先行投資の文化は、シリコンバレーが米国におけるスタート

アップ市場を牽引する環境要因として作用していると考えられる。

2.3.1.3　日本とのつながり
日本貿易振興機構（JETRO）の 2016 年調査によると、シリコンバレーには、大小規

模の企業をあわせ 770 社が現地に進出しており、情報科学分野を中心に活発な経済活動

を展開している 37。また、日本とシリコンバレーをつなぐ新たな公的支援の取り組みも進

められている。文部科学省においては、大学における研究成果に基づいた起業を目指す人

材育成プログラムにおいて、シリコンバレー現地での海外研修を組み込んでいる 38。経済

産業省は起業家や大企業等の新事業の担い手を対象とし、国内研修の後、シリコンバレー

に派遣する育成プログラムを展開している 39。また、JETRO は日本発知財活用ビジネス

支援事業の下、日本企業がサンフランシスコにおけるピッチやメンタリングを受ける機会

を提供している 40。

2.3.2　ボストン
　

2.3.2.1　ボストンのスタートアップ環境とその特徴
ボストン市は東海岸のマサチューセッツ州北東部に位置する米国で最も古い都市であ

る。人口は 67 万人である。ボストン市からチャールズ川を隔てた対岸に位置するのが人

口 10 万のケンブリッジ市であり、マサチューセッツ工科大学とハーバード大学を有する

全米でも知られる大学都市である。これらの大学では、世界中から優秀な人材を集め最先

端の研究を行っており、大学周辺には研究シーズと人材を求めて多くの大手企業が進出し

研究拠点を置いている。

ボストン地域は古くからスタートアップの集積地として知られ、現在は約2,900～3,900 
のテクノロジー（研究開発型）スタートアップが存在する。特にバイオテクノロジー関連

のスタートアップに強みを有し、破壊的なイノベーションを起こす可能性を秘めた国際競

争力のあるスタートアップが数多く生み出されている。これらのスタートアップを生み出

しその成長を支えているのがケンブリッジ市のケンドル・スクエアー地区を中心に形成さ

れているイノベーション・エコシステムである。ケンドル・スクエアーは 2 km 四方の小

さな地域であるが、北部にはハーバード大学が、南部にはマサチューセッツ工科大学が位

置している。この 2 つの大学に挟まれた地域には大手製薬会社、VC、スタートアップ

支援機関が密集しており、新しい技術の実行可能性の検討（Proof of Concept: POC）か

ら研究開発、商品化に至るまでの過程を、大学、企業、VC が密接に連携しながら支援す

ることを可能としている。ケンドル・スクエアーは、世界中で最もスタートアップの密度

の高いイノベーション地区として知られている。

１
．
海
外
調
査
に
当
た
っ
て

　
　
─
日
本
の
概
況
─

２
．
米
国

37　ベイエリア日系企業実態調査― 2016 年調査 ―
　https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/8b7b186d9b99ea5b/survey2016.pdf

38　https://www.ducr.u-tokyo.ac.jp/activity/venture/education/edge.html
39　http://www.meti.go.jp/press/2017/04/20170427003/20170427003.html
40　https://www.jetro.go.jp/services/innovation.html
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以下に、ボストンのエコシステムステムの重要なプレーヤーである大学、企業、VC お

よび支援機関とこれらの果たす役割ついて説明する。

2.3.2.2　ボストンの主要大学
ボストン地域には、マサチューセッツ工科大学、ハーバード大学、ボストン大学などを

はじめとする 50 以上学が存在する。またボストン近郊には、起業家の育成に特化した大

学で、世界的にも知られるボブソン大学も存在する。このうち、世界各国から優秀な人材

を集め高度の専門知識を持つ研究人材を育成しているのがマサチューセッツ工科大学と

ハーバード大学である。

（１）マサチューセッツ工科大学（MIT）
マサチューセッツ工科大学（MIT）は、1861 年に設立された私立大学であり、学生数

約 1 万人の世界トップレベルの名門校である。特に建築、コンピュタ・サイエンス、イ

ンフォメーションシステム、工学、技術、化学、数学の分野の教育と研究で高い評価を得

ており、がん治療やエネルギー問題など世界が直面する課題解決に積極的に取り組んでい

る。MIT は最先端の研究を行うとともに、企業との共同研究や技術移転を積極的に推進

している。2010 年から 2014 年のスタートアップ累計創出数は、92 社でありカリフォル

ニア大学システム 329 社、テキサス大学システム 120 社についで、全米で 3 番目に多い。

MIT 発のスタートアップの例としては、リチウムバッテリーの開発を行った A123、コン

テンツ・デリバリー・ネットーワーク事業を展開するアカマイ・テクノロジーズ（Akamai）、
高輝度の LED を製造するルミナス・デバイシズ（Luminus Devices）、医薬品の開発を

行うモメンタ薬品（Momenta Pharmaceuticals）などの会社が挙げられる。

MIT の構内には、技術移転オフィス（TLO）のほか、アントレプレナー・センター

（Martin Trust Center for Entrepreneurship）や技術革新センター（Deshpande Center 
for Technological Innovation）など様々な組織が存在し、起業教育や創業支援を行って

いる。技術移転オフィスでは、学内の研究成果をいち早く商業化し、広く社会に還元する

ために、研究成果の特許化を促し、その知的財産の実施権を大手企業および中小企業に提

供したり、この知財をもとにスタートアップを創業するように職員や学生に働きかけたり

している。技術移転オフィスの専門職員のなかには、起業経験が豊富な職員も多い。起業

を検討中の職員や生徒に対しては、早い段階から知的財産の保護、ビジネスプランの作成、

資金調達に関する助言を行うとともに、起業希望者が投資家やメンターとネットワークを

構築できるように、学内外の支援プログラムの紹介を行っている。技術移転オフィスで

は、スタートアップ・ガイドブック“An MIT Inventor’s Guide to Start-ups 41”を発行し、

創業までの道のりや考慮すべき点、学内外のスタートアップ支援プログラムなどをわかり

やすく示している。

2016 年に、MIT は研究開発型スタートアップの支援に特化したインキュベーター ザ・

エンジン（The Engine 42）を設立し注目を浴びている。現在の米国のイノベーションシ

41　An MIT Inventor’s Guide to Startups
　http://web.mit.edu/tlo/documents/MIT-TLO-startup-guide.pdf

42　https://www.engine.xyz/
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ステムは、将来的には大きな社会の変革をもたらすような、複雑な技術の研究開発への支

援が不十分であるとの認識から、このインキュベーターが設立されることとなった。The 
Engine では、バイオテクノロジー、医療機器、先進製造、クリーンエネルギー、ロボット、

IoT、OS などを含むディープ・ソフトウェアなど、研究開発に長い年月と多額の資金を

必要がされるタフ・テック（Tough Tech）と呼ばれる技術分野のスタートアップの支援

に重点をおいている。タフテック分野のスタートアップに対してメーカー・スペース、ラ

ボ・スペース、コワーキング・スペースを提供し研究開発環境を整えるとともに、メンター

の紹介や長期間に亘る資金調達の支援も行っている。さらに、デモンストレーションデー

を設けて、学内の起業家が産業界の人々や投資家に向けて自らのスタートアップやアイデ

アをアピールする機会を提供している。

（２）ハーバード大学

ハーバード大学は、1636 年に設立された私立大学であり全米で最も古い大学である。

学生数は 2 万人である。特に生命科学・医学、社会科学・マネジメントの分野の教育と

研究で世界的に高い評価を得ている。年間約 10 社のスタートアップを創出しており、近

年の代表的なスタートアップには、遺伝子編集技術の開発を行うエディタス・メディシン

（Editas Medicine）や臓器チップの開発を行うエミュレート（Emulate）などがある。

ハーバード大学で技術移転およびスタートアップ創業の支援を行っているのは、技術開

発オフィスである。技術開発オフィスでは、スタートアップを大きく成長させた経験を持

つ研究者などを職員として迎え、研究成果の開発から商業化に至るまでに必要な実用的な

アドバイスや支援を行っている。技術開発オフィスでは、スタートアップ・ガイドブック

“Startup Guide 43”を発行しており、起業に興味にある大学職員、大学院生、ポストドク

ターに対して起業までの道のりや、起業の長所や短所、起業に必要な資金や資金源などを

わかりやすく示している。大学の研究者と企業の研究者をつなげ、研究室での「発見」が

「イノベーション」へと速やかに導かれるようにきめ細かい指導が行われている。

ハーバード大学の技術移転オフィスの中には、医科学研究に特化したブラヴァトニク・

バイオメディカル・アクセラレーター（Blavatnik Biomedical Accelerator）が存在する。

このアクセラレーターは 2013 年にブラヴァトニク・ファミリー 基金からの寄付によっ

て設立されたもので、医科学における革新的な研究成果を社会的にインパクトの大きい医

薬品への開発へと橋渡しすることを目的としている。ここでは、毎年 2 度、学内の起業

希望者から提案書を募っており、書類選考や諮問委員会による選考を経て採択された案件

に対して 50 万ドルの資金を提供している。諮問委員会には、製薬会社の有識者や VC か

らの投資家も参加しており、研究シートの発掘と研究方向性の検討のために早い段階から

大学、産業界、VC の連携体制が確立している。有望な案件については、VC や製薬会社

への紹介も行っている。
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43　Startup Guide Harvard University Office of Technology Development
　https://otd.harvard.edu/upload/files/OTD_Startup_Guide.pdf



24

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援24

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

2.3.2.3　製薬会社
ケンドル・スクエアー地区には、マサチューセッツ工科大学やハーバード大学の研究シー

ドを求めて、多くの製薬会社が研究拠点を置いている。2016 年度の医薬品売り上げ 44 が

世界 2 位のノバルティス（スイス）が医科学研究所を設けているほか、1 位のファイザー（米

国）、8 位のグラクソ・スミスクライン（英国）やバイエル（ドイツ）、武田薬品工業（日本）、

ジョンソン・アンド・ジョンソン（米国）などの会社が拠点を置いている。これら産業界

の人々は、大学の技術移転オフィスなどと頻繁に連絡を取り合っており、研究成果の実用

化に向けて早い段階から方向性の検討を大学側と共に行い、産学共同研究の推進をしてい

る。また、後述するインキュベーターやアクセラレーターと連携し、起業家に対してメン

タリングを行ったり、技術の実用化に向けた資金提供を行ったりしている。

2.3.2.4　初期段階のハイリスク研究に投資する VC
ボストンには、バイオ関連のスタートアップに投資する VC が多く存在するが、中でも

リスクの高い初期段階の研究の投資に特化した VC が存在することが特徴的である。ア

トラス・ベンチャーズ（Atlas Ventures）、サード・ロック・ベンチャーズ（Third Rock 
Ventures）やフラグシップ・ベンチャーズ（Flagship Ventures）などがその代表例であ

る。これらの大手VCでは、以前はピッチを受けて投資先を決める伝統的な投資方法を行っ

ていたが、近年は VC が積極的に投資先を探索し投資する方法が定着しつつある。大学の

技術移転オフィスやアクセラレーターなどと連携しながら、研究シードの発掘に努めてい

る。ボストンの VC では、製薬会社等で研究開発やビジネスに従事した経験のある者や、

バイオ関連のスタートアップの起業に携わったことのある者が複数勤務しており、これら

の人々が「目利き」となって投資を行うとともに、メンターとなって高度な研究開発型ス

タートアップの支援にあたっている。

2.3.2.5　インキュベーターとアクセラレーター
マサチューセッツ工科大学やハーバード大学には、上記のようにインキュベーターやア

クセラレーターが存在し大学発のスタートアップの支援を行っているが、ボストンやケン

ブリッジの市内にはそれ以外にもアクセラレーターやインキュベーターが 50 近く存在す

る。これらの支援機関は、広く一般の起業家に対しオフィス・スペースや資金を提供した

り、メンターや投資家を紹介したりしている。また、アクセラレーターやインキュベーター

が主催するイベントは、起業家のみでなくイノベーションの創出に関わる産業界の人々に

とっても、革新的な技術を持った起業家とふれあうことのできるに貴重な機会となってい

る。以下にボストンの代表的なインキュベーターとアクセラレーターを紹介する。

（１）非営利団体アクセラレーター：マス・チャレンジ（MassChallenge）
マス・チャレンジ（MassChallenge）はボストン市とマサチューセッツ州政府の支援

を得て 2010 年に設立されたアクセラレーターである。現在は、非営利団体が運営してい

44　2016 年世界の医薬品メーカーランキング

　https://risfax.co.jp/wp-content/uploads/2017/07/World-Drug-Ranking-2016-byKENPharmaBrain1707-1.pdf
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る。ほとんどのアクセラレーターがプログラムへの参加と引き替えにスタートアップに対

して株式（エクイティー）を要求するのに対し、MassChallenge はエクイティーを要求

していない。MassChallengeは、有望な起業チームを選定して 4か月のアクセラレーター・

プログラムを実施している。選抜されたスタートアップは、このプログラムを通じてオフィ

ス・スペースが与えられ、メンタリングサービスや起業教育を受けることができる。プロ

グラム期間を通じて、3 回のコンペが行われ、コンペで優秀な成績を納めたスタートアッ

プには、政府や企業スポンサーから最高 200 万ドルの賞金が支払われる仕組みとなって

いる。MassChallenge の支援するスタートアップの分野は、ハイテクノロジー、グリー

ン・テクノロジ－、ライスサイエンスをはじめとするすべての産業分野である。2010 年

の MassChallenge 開始以来、1,211 社のスタートアップが MassChallenge のプログラム

を終了しており、これらのスタートアップは 18 億ドルの資金を調達し、7 億ドルの収益

をあげている。スタートアップによって生み出された仕事は 6 万件である（2016 年時点）。

MassChallenge の傘下には、パルス＠マス・チャレンジ（PULSE@MassChallenge）
と呼ばれるデジタル・ヘルスのスタートアップ支援に特化したアクセラレーターが存在す

る。MassChallenge とは別に、ハーバード大学医学部に近接するボストン市フェンウェ

イ地区に独自のスペースを構え、デジタル・ヘルス関連の有望なスタートアップにオフィ

ス・スペースを提供したり、メンターを紹介したりするほか、病院、産業、政府機関が協

力して実施するヘルス関連のアクセラレーター・プログラムも提供している。

（２）民間アクセラレーター：テックスターズ（TechStars）
2006 年にコロラド州のボルダー市に設立された、全米で最も知られた民間アクセラレー

ターの一つである。ボストンの Techstars は 2009 年に設立された。毎年 300 のスタート

アップを選定し、これらのスタートアップ対して 3 か月のメンター主導型のアクセラレー

ター・プログラムを実施している。プログラムの最終日には参加起業家が報道記者や投資

家に対してプレゼンテーションを行うデモンストレーションデーが設けられている。プロ

グラムの参加企業は、テックスターズ（Techstars）に対して 6% のエクイティーを譲渡し、

それと引き替えに 12 万ドルの創業資金を受け取る仕組みとなっている。Techstars の強

みは、4,800 人のメンターと 3,300 人の Techstars 卒業生を抱えていることであり、これ

らのメンターが 3 か月間かけて若手起業家を育てていく点である。起業家はこの間に実

務を学ぶとともに、メンターや卒業生とのネットワークを構築し、起業の準備を整えてい

く。Techstars がこれまでに支援した会社は 1,157 社に上り、このうちの 90% の会社は

現在も運営されているか買収された会社である。

（３）ケンブリッジ ･ イノベーションセンター（Cambridge Innovation Center: CIC）
ケンブリッジ ･ イノベーションセンター（Cambridge Innovation Center: CIC）は、

1999 年にマサチューセッツ工科大学の卒業生であるティモシー・ロウ（Timothy Rowe）
氏らがケンドル ･ スクエアーに設立した世界最大規模の民間創業支援施設（延べ面積 10
万㎡）である。「スタートアップには社会を飛躍的に発展させる力がある。起業家同士を

つなげることで、その成長をさらに促進させることが出来る」というビジョンにもとづき、

創業から成長までの段階で必要とするオフィス・スペース、ラボ・スペースおよび起業家、

投資家、大企業の人々、起業支援家が集う交流の場（コワーキング ･スペース）を提供し
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ている。さらにケンブリッジ ･イノベーションセンター内には、パートナー企業によって

提供されるアクセラレーター ･ プログラムがあり、前述の MassChallenge や Techstars
もパートナーとして参画している。大学との連携拠点、大企業のイノベーション拠点、海

外展開のための拠点も備わっており、スタートアップを多方面からサポートする複合施設

となっている。

現在、ボストンのケンブリッジ ･ イノベーションセンターには、1,500 社に及ぶスター

トアップ、研究室、大企業のイノベーション部門などが入居しており、これらの企業や研

究室の従業員は 5,000 人に及んでいる。これまでにケンブリッジ ･ イノベーションセン

ターを利用した会社は 4,000 社であり、この中にはマーケティング統合管理ソフトを開発

するハブスポット（HubSpot）、アクセラレーターの MassChallenge 、クリーンエネル

ギーの開発を行うグレイト・ポイント・エネルギー（GreatPoint Energy）、アンドロイ

ド（Android）などその後、大企業へと成長した企業も数多く含まれる。

2.3.2.6　ボストンのスタートアップ成功事例

エミュレート（Emulate）
エミュレート（Emulate）は2014年にジェームス・クーン（James Coon）博士とダニエル・

レヴナー（Daniel Levner）博士により設立された、ハーバード大学ウィス研究所発のス

タートアップである 45。Emulate は、「臓器チップ」と呼ばれる臓器の組織や機能を模倣

する小型チップの製品化に成功した。製薬会社は将来これらのチップを使用することで毒

性試験に必要な動物実験を簡略し、薬品の開発にかかる期間を大幅に短縮することが可能

となる。肺の組織や機能を模倣した「肺チップ」の製品化に続き、その他の臓器のチップ

の開発を進めており、将来的にはこれらの臓器チップをつなぎ合わせて、人体の機能をチッ

プの上で再現する「人体チップ」の開発を目指す。Emulate チームは、ウィス研究所在

籍中には国防高等研究計画局（DARPA）より研究開発費 3,700 万ドルを受給しており、

会社設立後は合計 5,900 万ドルの資金調達に成功して急成長している。資金の内訳は、会

社設立時の 2014 年に 1,200 万ドル（シリーズ A）、2016 年に 4,500 万ドル（シリーズ B）、

そして 2017 年は 200 万ドル（国立衛生研究所 NIH のグラント）となっている 46。NIH
のグラントでは宇宙ステーションでの脳科学の研究に用いる「脳チップ」の開発を行う予

定である。

スタートアップ・エコシステムとの関係
ウィス研究所は、2009 年にスイスのビジネスマンで起業家であるハンスウィルグ・ウィ

ス（Hansjörg Wyss）氏の寄付（1.25 億ドル）によりハーバード大学内に設立された研

究所である。ウィス氏の意向により、大学、学部、学科の枠を超えた学際的な研究、出口

を見据えた研究を行うことを目的としている。ウィス研究所は学術研究の起業支援に特化

したアクセラレーターのような組織であり、研究、技術移転、アクセラレーターの機能を

併せ持つ特殊な研究所である。設立からの 8 年間半のうちに、1,700 報の論文が発表され、

45　https://wyss.harvard.edu/wyss-institutes-technology-translation-engine-launches-organs-on-chips-company
46　Crunchbase, https://www.crunchbase.com/organization/emulate
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120 件の特許が成立し、20 社のスタートアップが設立されている。ウィス研究所からは

有望なスタートアップが数多く誕生しているが、Emulate はそのうちの 1 社である。

この「臓器チップ」のコア技術は、ウィス研究所の所長であり細胞生物学者であるドナ

ルド・インガー（Donald Inger）博士らのチームによって見いだされたものである。そ

の成果は、2010 年に科学雑誌サイエンス（Science）に発表された 47。その後この研究チー

ムは技術の商業化に向けて動き始めたが、技術の実行可能性の検証（Proof of Concept: 
POC）、研究開発、そして商業化に至るまでの支援をし、スタートアップの創出へと導い

たのはウィス研究所とハーバード大学の技術開発室である。

ウィス研究所の技術移転担当者は、ハーバード大学技術開発室と協力しながら、ま

ず、この技術の知的財産の保護を行うとともに、アントレプレナー・イン ･ レジデンス

（Entrepreneur in Residence: EIR）と呼ばれる客員起業家を外部から雇い入れチームに

配属した。またチームの起業の準備が整った時点では、VC の紹介も行った。ボストンの

技術移転職員は、専門性が高く起業経験が豊富である。大学、企業、VC との人脈も広く、

起業チーム人材の採用や VC の紹介も容易となっている。

EIR の役割は、研究者に対し技術の商業化や商品開発に関する助言や、資金調達に関

する助言などを行うことであり、通常企業での勤務経験や起業業経験のあるものが雇用さ

れる。Emulate チームのために採用されたジェーム・クーン（James Coon）博士は、ア

ストラゼネカ（Astrazeneca）やグラクソ・スミスクライン（GlaxoSmithKline）などの

大手製薬会社での勤務経験があり、バイオテクノロジー関係のスタートアップの創業にも

かかわった経験豊富な起業家である。クーン博士と研究チームのメンバーは、2014 年に

ウィス研究所を離れ Emulate を設立するが、その際にクーン博士は Emulate の創業者兼

CEO に就任している。

2.3.3　オースティン
　

2.3.3.1　オースティンのスタートアップ環境とその特徴
オースティンはテキサス州の中部に位置する人口約 95 万の州都である。近年、ハイテ

ク産業都市として急速な成長を遂げ、人口の流入が続いている。オースティンは、1980
年以前はテキサス大学を中心とした街であったが、国家プロジェクトである民間企業共

同研究コンソーシアム半導体製造テクノロジー（SEMATEC）と マイクロエレクトロニ

クス ･ コンピュータテクノロジー ･ コーポレーション（MCC）の誘致に成功してからは、

IBM や東芝、Apple、Samsung などの大手 IT 企業もオースティンに進出するようになり、

産学連携のもとハイテク・クラスターが形成されていった 48。

オースティンは全米でも最も起業しやすい街の一つとしても注目を集めており、現在ハ

イテク関連のスタートアップが 1,700 社～ 2,200 社存在する。2016 年度は、総額 6 億ド

ルが 75 のスタートアップに対して投資されている。オースティンのスタートアップは、
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47　Reconstituting Organ-Level Lung Functions on a Chip, Science 328 (5986), 1662-1668
　http://science.sciencemag.org/content/328/5986/1662.full

48　米国オースティン :　クラスター形成におけるスピンオフと学びあう地域　福嶋　路

　http://ci.nii.ac.jp/els/contents110010050943.pdf?id=ART0010619832
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以前は IBM などの大企業や IBM のスピンアウト企業であるチボリシステムズ（Tivoli 
Systems）などからのスピンアウトが主流であったが、1980 年代後半に大学の技術移転

に関する州の法律が改正されてからは、テキサス大学発のスタートアップも急速に増加し

ている。近年では、ITのみでなく、グリーンエネルギーやバイオテクノロジー関連のスター

トアップも盛んになってきている。

これら企業発、大学発のスタートアップを支援するのは、テキサス大学、1977 年に産

学連携と起業促進のために設立された IC2（イノベーション・創造･資金）研究所、ハイテ

ク産業、および個人投資家を中心とした地域密着型のエコシステムである。知の創出を担

う大学が州立大学であるということもあり、スタートアップの環境整備において連邦政府

や地方政府の果たす役割は、シリコンバレーやボストンなどの大都市に比べて大きくなっ

ている。また、スタートアップ活動がさかんといえども、VC 投資の大半はカリフォルニ

ア州やマサチューセッツ州に集中しており、テキサス州への投資はまだまだ低い。オース

ティンのスタートアップの重要な資金源となっているのが、個人投資家からの資金である。

以下に、オースティンエコシステムの重要なプレーヤーである、大学、IC2 研究所、個

人投資家と支援機関について説明する。

　

2.3.3.2　オースティンの主要大学
オースティンの主要大学は、1883 年に設立されたテキサス大学オースティン校である。

学生数 5 万人を擁するマンモス校であり、特に経営学部、工学部、法学部での研究と教

育の高い実績を誇る。テキサス大学オースティン校は、「社会の利益となるように人々の

生活を大きく変えること」を大きな目標に掲げており、全校を上げて起業家の育成や技術

の商品化、地元のスタートアップ・コミュニティとの連携強化に取り組んでいる。経営学

部だけでなく、工学部、理学部、薬学部などがそれぞれ独自の起業支援プログラムを実施

し、専門分野に特化した起業人材の育成や技術の商品化を支援している 49。

経営学部には技術商業化の修士課程があり、経営学部の教授による週末の集中講義やオ

ンライン講義を通じて、企業やスタートアップで働いている人々が仕事を続けながら、革

新的な商品を生み出すためのビジネススキルを身につけ修士号を取得できる仕組みとなっ

ている。また、工学部のイノベーションセンターには経験豊富な起業家が駐在しており、

工学部の職員や学生に対して、研究プロジェクトをスタートアップへと転換させるための

助言や人材の紹介など行っている。イノベーションセンターは数々のプログラムを実施し

ているが、なかでも、UT オースティン・スタートアップ・スタジオは職員の起業を支援

するプログラムで注目に値する。スタートアップ活動に専念するために職員に対して 2 年

間の休職を認めるというものであり、2 年後の大学でのポジションは保障されている。ス

タートアップに携わったのちに復職するのか、または退職して本格的にスタートアップに

携わるのかの選択は職員に任されているが、大半の職員は大学に戻り、自らの企業の経験

を活かしながら、次世代の起業家の育成に貢献している。

49　A Guide to UT Austin’s Startup Ecosystem
　https://www.mccombs.utexas.edu/~/media/Images/MSB/Centers/HerbKelleher/Guide%20to%20the%20UT%20Startup%20
　Ecosystem.pdf
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学部の枠を超えた起業家育成の取り組みとしては、2 節の主要制度で述べた NSF の

I-Corps プログラムがある。全国に 8 つあるノードのうちの一つがテキサス大学のオース

ティン校に設置されており、学内を始め、テキサス州や米国南西部に位置する若手研究者

や教職員に対して研究成果を商業化するためのノウハウを教える I-Corps カリキュラムを

実施している。また、大学の運営するテキサス・ベンチャー・ラボでは、研究成果を商品

化し、起業家やビジネス・リーダーの育成を加速化するための試みが行われている。地域

のスタートアップと起業を志望する MBA、法学部、薬学部、理工学部の大学院生を結び

つけ、大学院生が 1 学期間をかけてスタートアップの直面している課題に対して解決策

を提案するという実習を実施している。

2.3.3.3　オースティンのスタートアップ支援組織
　

（１）IC2 研究所
1977 年にテキサス大学オースティン校のビジネス ･ スクールの学部長を務めていた

ジョージ・コスメスキー（George Kozmetsky）氏が、地方自治体及び商工会議所などの

協力を得て設立した、副学長室傘下の研究所である。「イノベーション（Innovation）、 ク
リエイティビティー（Creativity）、 キャピタル（Capital）」の 3 文字の頭文字をとって

IC2（アイ・シー・スクエアー）と名付けられた。「科学技術イノベーションは地域を活

性化する。そのためには大学、政府、民間による協業が必要である」との理念もと、大学、

政府機関、民間セクターと協力しながら、30 年以上前から企業の誘致、産学連携、起業

の促進に取り組んでいる。現在では、イノベーション・エコシステムの調査や評価、学生

や社会人に対する起業教育や起業機会の提供、及びスタートアップの孵化や加速化、国際

展開に力が入れられている。

1989 年には、オースティン・テクノロジー・インキュベーター（Austin Technology 
Incubator: ATI）を開始し、学内外のスタートアップを対象に、クリーンエネルギー分野、

IT･ ワイヤレス分野、バイオ・ヘルス分野、水技術などに特化したインキュベータープロ

グラムを実施し成功へと導いている。年間 20 ～ 30 の研究開発型のスタートアップを支

援しており、2016 年のオースティン・テクノロジー・インキュベーターのプログラムを

終了した 19 社は合計で 2.2 億ドル以上の資金を調達し、3 社がイグジットした。そのう

ちの 1 社が新規株式公開（IPO）を果たしている。オースティン・テクノロジー・インキュ

ベーターは、地域の個人投資家コミュニティ、地域及び全国の VC、政府の資金源などと

長期に亘る信頼関係を構築し、特に起業家の資本市場における競争力の向上のために尽力

している。

（２）テキサス個人投資家のネットワーク
テキサスには、全米でトップクラスの個人投資家のネットワーク組織が存在する。この

組織のメリットは、他の個人投資家と協力しながらより良い投資の決定を行ったり投資の

機会を拡大したりすることができるだけではなく、共同出資をすることでより大規模の出

資が可能となる点である。個人投資家は、シード段階の企業に対して 10 万ドル～ 50 万

ドル規模の投資を行うのが一般的であり、VC はアーリー段階の企業に対して 200 万ドル

～ 500 万ドル規模の投資を行っている。一方、個人投資家のネットワーク組織は、個人
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投資家とＶＣの資金ギャップに当たる 50 万ドルから 200 万ドの資金提供が可能である。

セントラル・テキサス・エンジェル・ネットワーク（Central Texas Angel Network）は

全米屈指の個人投資家ネットワークであり、160 名の個人投資家が所属している。2006
年以降、8,300 万ドルを 142 社のスタートアップに対して投資しており、テキサス州の起

業家にとって重要な資金源となっている。

（３）民間アクセラレーター
民間アクセラレーターにはキャピタル・ファクトリー（Capital Factory）やテックス

ターズ・オースティン（Techstars Austin）などがあり、いずれもオースティン市中心部

に存在する。Capital Factory はハイテック関連のスタートアップ支援に力を入れており、

メンバーとなったスタートアップに対してコワーキング・スペース、3D プリンターなど

の研究開発用の機器や仮想現実 / 拡張現実ラボ（VR/AR Lab）の提供、ハイテク関連のイ

ベントの開催、メンターや投資家との交流会などを行っている。Capital Factory は 6 か

月間のアクセラレーター・プログラムを実施しており、プログラムに採用した会社に対

し、資金調達や顧客開発に焦点をあてた支援を行っている。具体的には、エバンジェリス

トと呼ばれる職員が、起業家に代わり会社のアピールをして投資家や顧客を呼び込んだり、

Capital Factory に所属するハイレベルレベルのメンターが個別に起業指導を行ったりし

ている。アクセラレーター・プログラムに採用された会社は、Capital Factory に対し１

% のエクイティーを支払うこととなっている。

（４）サウス・バイ・サウスウェスト（SXSW）： スタートアップの祭典
サウス・バイ・サウスウェストとは、毎年 3 月にオースティンで行われる音楽祭、映画祭、

インタラクティブ・フェスティバルが同時開始される大規模なイベントである。サウス・

バイ・サウスウェストは 1987 年に音楽祭として始まったが、その後 1994 年に映画祭が、

そして1998年にはインターネット関連のスタートアップの祭典であるインタラクティブ・

フェスティバルが加わり現在の形式となった。現在のインタラクティブ・フェスティバル

は、インターネット関連のスタートアップのみでなく新しいアイデアや技術を持つスター

トアップのお祭りへと発展している。会場では、オースティンの複数のスタートアップ支

援機関が展示会や講演会、コンペティションを催し起業家精神を盛り上げている。

2.3.3.4　オースティンのスタートアップ成功事例

グアダループ（Guadaloop） 
グアダループ（Guadaloop）は、テキサス大学工学部発のスタートアップである 50。同

社は、2015 年にイーロン・マスク（Elon Musk）氏 が CEO を勤めるスペース X が公表

したハイパーループ・コンペティション（Hyperloop Competition）への参加を目的に結

成された技術者チームを基盤とする。ハイパーループとは、次世代交通システム構想であ

り、減圧されたチューブ状の輸送空間（トンネル）内をカプセルもしくはポッドと呼ば

50　https://www.guadaloop.com/
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れる輸送機が磁気浮揚などを利用し高速で移動することで、都市間の移動時間の短縮を

目指す 51。具体的には、サンフランシスコとロサンゼルスを片道 35 分で移動できる客車

（一車両あたり最低 28 名の乗客）の実現を目標とする。この次世代技術を実現するため、

2015 年にスペース X 社は、米国のみならず、世界の学生に向けてコンペティションとい

う形で技術提案を募った。Guadaloop の企業規模は 20 名程度であり、機械・電気・シス

テム工学担当とビジネス戦略担当が主な構成員である。2017 年 8 月にスペース X におい

て開催されたハイパーループ・コンペティションにおいて、イノベーション賞を受賞し

た 52。同コンペティション参加チームの多くが、レールとの摩擦抵抗を避けるため磁気浮

揚技術（Magnetic Levitation）を利用する中、Guadaloop は空気ベアリング（軸受）技

術を用いている。空気ベアリングは低負荷容量などの欠点は有するものの、磁力利用より

も低価格かつ省エネルギーになる利点を同社は紹介している 53。

8 月のコンペティションでスペース X 社が最も重視した評価点は速度であり、

Guadaloop の技術はその点では競争の対象とはならず、速度競争には参加していない。

しかしながら、上記の空気ベアリング技術の特異性が、速度のみではなくより広いイノベー

ションの観点から評価され、イノベーションアワードを受賞することにつながった。本コ

ンペティションでは、150 チームからの参加申請の後に競争へ進めたチームは 24 チーム

であり、そのうちイノベーション賞は 3 チームに授与されたが、Guadaloop はそのうち

の一つに選ばれた。

地域におけるスタートアップ・エコシステムとの関係
Guadaloop はテキサス大学発のスタートアップであり、上述した同大学において起業

の支援の中核を担う IC2 や、オースティンの主要民間アクセラレーターである Capital 
Factory の支援を受けて活動を行う。また、スポンサー企業にはロッキードマーチン

（Lockheed Martin）などに加えて、テキサス州オースティンに本社を置く計測機器分野

の多国籍企業であるナショナル・インスツルメンツ（National Instruments）、また、同

地で活躍するソフトフェア企業のスリル・ボックス（ThrillBox）など、地域のエコシス

テムを最大限活用したスタートアップ事例であると考えられる。

2.4.　米国の起業環境 / 支援制度の特徴
米国はGDPの2.8%にあたる5,030億ドルを研究開発に投じており（OECD 2015年デー

タ）、新たな知見や技術が次々と生まれている。これらの技術を実用化・商品化することで、

イノベーションを創出し経済を活性化しようとする動きが強まっており、その一つの手段

がスタートアップである。

米国の起業環境の特徴は、スタートアップに必須の 3 要素である「ヒト（起業家、メ

ンター）、カネ（資金）、モノ（研究アイデアや成果）」がどれもが豊富に存在し、それぞ

れの層が厚いうえに多様性に富んでいることである。また、これらの 3 要素を上手に結び
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51　http://www.spacex.com/sites/spacex/files/hyperloop_alpha.pdf
52　https://static1.squarespace.com/static/5918baee20099e96149cc471/t/59a81b82d482e94cd1020a4c/15
　04189315602/Guadaloop+Press+Release+%283%29.pdf

53　https://www.guadaloop.com/ 
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つけてスタースタートアップの創出へとつなげるような支援機関が複数存在し、スタート

アップに成功した人々がメンターや投資家となり次の世代の人々をひっぱり支えていくと

いうシステムが各地で確立しているという点である。このような起業環境の整った都市で、

起業家はスタートアップに挑戦する。成功する者もあれば、失敗する者もあるが、失敗し

た者はその経験を次のスタートアップの成功へとつなげるべく懸命な努力をしている。

米国では、日々多くのスタートアップが生まれているが、その中で大きく成功するスター

トアップはほんの一握りにしか過ぎない。スタートアップの成功率を上げるためにも、政

府、大学、産業、民間が協業しながら、創業段階にある企業に対するさらなる投資、質の

高い起業人材の育成、起業家とメンターおよび経営人材との連携強化に力を入れている。

2.4.1 世界トップレベルの学術研究と技術移転の加速
米国は、日本の約 3 倍の規模にあたる 5,030 億ドルを研究開発に投じている 54。2015

年度の米国総研究開発費の投資比率は基礎研究 17.2％、応用研究 19.4％、開発研究 63.4 
％となっており、日本の基礎研究 15.2％、応用研究 20.7％、開発研究 64.0％と比べても、

基礎研究に対する投資の比率が高いことがわかる。米国にはハーバード大学、マサチュー

セッツ工科大学、スタンフォード大学、カリフォルニア工科大学を始め、世界中から優秀

な研究人材を集め最先端の研究を行う大学が数多く存在する。これらの大学では、連邦政

府からの資金支援を受けながら、基礎研究・応用研究を行っており、論文発表数、特許の

取得数においても世界トップクラスである。大学の研究室には有望な研究シードが豊富に

存在し、大学はこれを社会に還元すべく、企業と協力しながら技術移転を加速させてい

る。

米国における技術移転促進のきっかけとなったのは、連邦政府による 1980 年のバイ・

ドール法の制定と 1982 年の SBIR/STTR 制度の導入である。バイ・ドール法の制定によ

り、大学の技術移転に対するインセンティブが高まり、さらに SBIR/STTR 制度を通じて

技術移転先である中小企業に対しても助成金が支払われるようになり、企業の革新的な技

術の実用化に対するインセンティブも高まった。SBIR/STTR 制度は、導入から 35 年以

上たった現在も実施されており、2016 年度の予算総額は 25 億ドルで国内最大のシード・

ファンドとなっている。

2016 年の米国の大学のライセンシング供与総数は 5,013 件であり、そのうちの 70％は

スタートアップや小企業に対して供与されたものである。米国の大学がライセンスから得

られた収入は総額で 30 億ドルに上っている 55。大学発のスタートアップの総数も、1994
年には 212 社であったものが、1997 年には 275 社、2003 年には 374 社、2009 年には

596 社、そして 2015 年には 1,012 社と近年急増している 56。

　

54　OECD　Main Science and Technology 2015
55　AUTM FY2016 Licensing Survey
　http://www.autm.net/AUTMMain/media/SurveyReportsPDF/AUTM_FY2016_US_Highlights_no_Appendix_WEB.pdf

56　AUTM FY2015 Licensing Survey
　https://www.autm.net/AUTMMain/media/SurveyReportsPDF/AUTM_FY2015_Highlights_US_no_appendix_FINAL.pdf
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2.4.2.　スタートアップの段階に応じた多様な資金源－多くの人に起業のチャンス
米国には、スタートアップの段階に応じて、様々な資金源が存在し多くの人に起業のチャ

ンスが与えられている。図表 6 では、このような多層的な起業資金の構造を示した。

図表 6　起業資金の構造

出典：各種資料をもとに CRDS で作成

シーズ期の資金としては、創業者、家族、友人から提供される 3F 資金（Founder, 
Family, Friend の頭文字をとり 3F 資金と呼ばれる）、SBIR などの公的資金、個人投資家

からの資金がある。これは、ハイリスクのスタートアップに対して 10 万ドル～ 50 万ド

ル程度の小規模の資金を提供するものである。また、近年では、クラウドファンディング

の資金や政府、企業、スタートアップ支援団体などが提供する賞金などを獲得することも

可能となっている。

創業期の資金としては、SBIR や個人投資家からの資金の他に、個人投資家ネットワー

クや VC からの資金がある。これは、技術開発の面においてもビジネスの面においてもま

だリスクの高い創業期のスタートアップに対して、50 万ドル～ 200 万ドル規模の資金を

提供するものである。テキサスのエコシステムで紹介したセントラル・テキサス・エンジェ

ルは個人投資家ネットワークの代表例である。個人投資家ネットワークは、地域のスター

トアップを中心に資金の提供をしている。さらに、米国の大都市には、学術研究を支え

る VC も存在し、創業期の有望なスタートアップに対して資金を提供している。ボストン

のエコシステムで紹介した、Third Rock Ventures や Atlas Ventures は、そのような VC
の一例である。このように、創業期の資金源には、SBIR のような公的な資金、個人投資

家や個人投資家ネットワークの資金、さらに VC の資金が存在し、スタートアップにとっ

て一番資金調達の難しい時期を乗り越えるための大きな助けとなっている。

そして、成長初期、急成長期の資金源は、VC、銀行融資、M&A や株式公開である。スター

トアップの創業者は資金調達の戦略を立てることが求められており、経営者とともに自社

の持つ技術やビジネスプランを積極的に対外に向けてアピールし、起業の成長段階に応じ

た資金調達を行っている。
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2.4.3　リベラルアーツ教育と多様なキャリアパス － 起業人材の育成
米国の大学では、リベラルアーツ教育、すなわち人文科学や社会科学、自然科学を幅広

く学び、リーダーシップを養う教育が重視されている。このために学生は、学士課程にお

いて自分の専攻に関連する科目以外にも自分の興味がある科目を受講したり、専攻も、主

専攻を 2 つにしたり主専攻と副専攻を設けたりできる仕組みとなっている。例えば、理

工系の学生の中で起業に興味のある学生は、アントレプレナーシップのクラスを受講した

り、もっと本格的に学習したい場合には経営学を副専攻としたりする場合もある。

また大学院の教育においても近年学際的な教育が推進されており、専攻に関連のない教

科でも学科の枠を超えて受講することが可能となっている。このような幅広い教育を受け

た学生のキャリアパスは実に多様であり、理工系の大学院を卒業した後に、大学の教職ポ

ストを目指す者、企業に就職する者、起業をする者、なかには投資家となる者もおり、大

学生や大学院生にとって起業は大学卒業後の職業の選択肢の一つとなっている。ボストン

では、起業家の半数が博士号を有する。

今回調査を行ったボストンのマサチューセッツ工科大学、ハーバード大学およびオース

ティンのテキサス大学では、理工系の大学生、大学院生の希望者に対してアントレプレナー

シップ教育と実践学習を実施しており、学生と教職員のための起業支援プログラムが非常

に充実していた。特に、マサチューセッツ工科大学の「タフテック」専用インキュベーター

The Engine、ハーバード大学のバイオメディカル・アクセラレーター、テキサス大学の

IC2 研究所や、全米で展開されている I-Corps プログラムおよびアントレプレナー・イ

ン・レジデンス（Entrepreneurship in Residence: EIR）プログラムなどは日本の大学に

おけるアントレプレナー教育や支援を考えるうえで、多くの示唆を与えてくれるものであ

る。

EIR とは、起業を含めたビジネスにおいて経験豊かな人材が、受け入れ機関（企業、

VC、大学など）に在籍して起業を行う、客員起業家と呼ばれる存在である。企業内ベン

チャーに似ているが、異なる点は起業家を自社内ではなく、社外から獲得する点にあ

る 57。米国のトップ大学においては、起業支援オフィスやビジネススクールを中心に多く

の EIR が在籍する。例えば、MIT の起業センター 58、スタンフォード大学の社会起業家

プログラムにおける EIR 59、そして、ハーバード大学のイノベーションラボでは 20 名近

くの EIR が在籍する 60。ボストンの事例で紹介したワイス研究所でも、客員起業家を積

極的に雇用し活用している。

EIR の具体的な雇用体系については、雇用機関と目的によって多様な点が指摘されて

いる 61。例えば、客員起業家が組織に所属する際のオフィス・スペースを提供する場合や

事務補助のサポートがある場合、さらに給与が支払われる場合など、目的に合わせて処遇

が大きく異なる 62。大学に所属する EIR の場合、客員起業家は、市場調査、ビジネスモ

デルの構築、そして資金調達など、経営に関わる業務を請けおい、一方で大学の研究者は

57　http://blogs.itmedia.co.jp/speedfeed/2007/02/eir_entrepreneu_935d.html
58　http://entrepreneurship.mit.edu/coaching/
59　https://haas.stanford.edu/community/social-entrepreneurs-residence-stanford-seers
60　https://i-lab.harvard.edu/meet/office-hours/
61　https://www.forbes.com/sites/neilkane/2014/09/09/what-is-an-entrepreneur-in-residence/#66c6ecf44a74
62　https://www.forbes.com/sites/neilkane/2014/09/09/what-is-an-entrepreneur-in-residence/#66c6ecf44a74
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研究開発の責任者となる事例が多い。つまり、EIR は大学が学外から研究開発型起業を

目指す経営人材をリクルートする制度と理解できる。

米国の大学がこのような客員起業家制度を設置する理由が複数指摘されている。まず、

起業推進に必要な教育カリキュラムの改革、学生に対する経常的なメンターへのアクセス

の確保、著名で経験豊富な EIR の在籍による国際的な知名度の向上、そして何より、起

業成功時の大学への潜在的な収益である 63。

研究者と経営者のマッチングについては、公的ファンディング、インキュベーター、ア

クセラレーターなど多くの方法が存在するが、米国の客員起業家制度は、豊富な人材を組

織に経常的に在籍させることで、組織の目標（学術的知見を基にした商業利益の創出）に

特化した起業を支援する取り組みとして特に注目に値する。

2.4.4　支援機関によるスタートアップ・コミュニティの形成促進
米国では、独立して自らの事業を起こすことはアメリカンドリームであり、時期はとも

あれ一度は起業してみたいと考えている人が多い。学生で起業する者もいれば、一度企業

や大学に就職して経験を積み経済的にも安定した上で起業を試みる者もいる。インキュ

ベーターやアクセラレーターなどの支援組織は、これら潜在的な起業家に対してコワーキ

ング・スペースを提供したり、起業教育プログラムを実施したりして様々なバックグラウ

ンドをもつ起業志望者の夢の実現を後押ししている。　

インキュベーターやアクセラレーターなどの支援機関では、起業家、メンター、投資家、

産業界の人々を一同に集めネットワークの構築を促進するようなイベントが頻繁に催され

スタートアップ・コミュニティの形成を促進している。支援機関の中には、対象となるス

タートアップの分野を限定しないものと、限定するものがある。たとえば、ボストンのケ

ンブリッジ・イノベーション・センターでは分野を限定しておらず、様々な分野のスター

トアップ関係者が自由に交流できる場を提供している。一方、PULSE@MassChallenge
は支援対象をバイオメディカル関連のスタートアップに限定しており、ボストンの市中心

部から少し離れたハーバード大学医学部や、病院の建ち並ぶフェンウェイ地区に本拠点を

構え、バイオメディカル分野を中心とした人脈の構築の支援に力を注いでいる。

スタートアップ・コミュニティは、起業家がメンターや投資家と出会い信頼関係を築き

上げて行く上で重要な役割を果たしている。起業家同士が励まし合い、メンターや投資家

に支えられて成長するとのできるスタートアップ・コミュニティこそが、起業家にとって

のセイフティーネット（安全基地）となっているのではないかと考えられる。さらに、大

手インキュベーターやアクセラレーターのほとんどが国内外に拠点を設けており、起業家

はこれらの拠点を足がかりに、各地のスタートアップ・コミュニティとつながり、ビジネ

スの全米展開や国際展開をしていくことも可能となる。

2.4.5　人材の流動性と人材・資金の好循環
米国では会社に就職後、ステップアップのために別の会社に移動したり、最初の就職先

での経験を生かしながら全く新しい分野の仕事へ挑戦したりする者も多い。たとえば、起
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63　https://www.forbes.com/sites/ashoka/2014/10/14/top-10-reasons-why-universities-need-entrepreneurs-in-residence-on-campus/2/ 
　#513836f45841
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業に成功した後に設立した会社を離れ、次のスタートアップを設立したり、いくつものス

タートアップの経営に携わるシリアルアントレプレナー（連続起業家）となったりする者

もいる。

また、個人投資家に転身し、蓄えた富を他のスタートアップに投資するとともにメンター

となって経営のノウハウを伝授する者もいる。そして時には、大学の技術移転オフィスや

アクセラレーターなどの支援組織の専門職員となって次世代の起業家の支援をする側にま

わる者もいる。このように経験を積んだ起業家が多様な分野の職に就くことを「キャリア

循環」と呼んでいる 64。米国は人材の流動性が高く、技術の実用化のことも経営のことも

よく分かった専門人材が支援する側にも多数存在することが特徴であり、起業を成功へと

導く鍵となっていると考えられる。

シリアルアントレプレナーが次世代の起業家の育成や支援を行う例としては、オース

ティンの成功事例で言及したイーロン・マスクの主催するハイパーループ・コンペテティ

ションがある。イーロン・マスク氏は、宇宙輸送用のロケットの開発を行うスペース X
の創業者であり、オンライン・コンテンツの出版ソフトを提供するジップ・ツー（Zip2）
や、オンライン金融サービスのペイ・パル（Pay Pal）の前身であるエックス・ドット・

コム（X.Com） を創業したシリアルアントレプレナーである。イーロン・マスク氏は、次

世代輸送機の開発のために 2015 年より世界の学生に向けてコンペティションというかた

ちでアイデアの募集を行い、優勝チームに賞金を提供することで、次世代の起業家育成に

貢献している。このような世界的なコンペティションで上位入賞を果たした学生チームに

は、社会的な認知が与えられ、VC や企業からさらなる資金が集まることで、スタートアッ

プの創業と成長が促される仕組みとなっている。

64　オースティンの起業家におけるキャリア循環については、福島路氏の「ハイテク・クラスター形成とローカル・イニシアティブ」が

　詳しい。
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３．イスラエル

イスラエルは「スタートアップ国家」と称されるほど、スタートアップを基軸とした研

究開発の振興による経済成長を進めてきた。スタートアップにおける成功は社会的成功と

して広く認知され、起業文化の醸成を再帰的に支える循環が出来上がっている。この「ス

タートアップ国家」を支えているのが海外資金である。イスラエルの政策的な特徴は、海

外からの資金を呼び込み、イスラエルの技術と人材を活用し、買収によって国際市場へと

展開していく点にある。

なぜ、イスラエルにおいては研究開発が盛んであるのか。そして、イスラエルのスター

トアップは国際競争力をもつのか。本章では、イスラエルにおける研究開発動向を概観し、

特に同国のスタートアップ環境の基盤を築いた政府の基本政策および支援プログラムに注

目する。次に学術部門と関連の深い事例を中心に、起業環境を紹介する。そして、イスラ

エルにおけるスタートアップの特徴的な要因を分析する

3.1　イスラエルの現状、スタートアップを取り巻く状況
2016 年、イスラエルの人口は約 855 万人で世界第 97 位 65、2016 年の国内総生産（GDP）

は約 3,187 億米国ドル 66（以下「ドル」と略す）と世界第 33 位であった 67。人口規模は

比較的小さいが、経済活動は活発であり、世界最大の新興企業株式市場である米国ナスダッ

ク（NASDAQ）における上場企業数は、米国、中国に次いで第 3 位 68、人口比の起業数

では世界 1位となる。2016年、イスラエル発の技術系スタートアップ企業のイグジット（買

収、株式公開、バイアウト 69）は合計 104 件であり、総額約 100 億ドルであった。内訳は、

買収が 93 件（約 88 億ドル）、バイアウト 8 件（約 12.2 億ドル）そして 4 件の株式公開（1,860
万ドル）と圧倒的に買収の割合が高く 70、買収先は米・中・欧・日の多国籍企業が中心で

ある 71。起業後、海外市場への早期展開による資金調達がイスラエル発スタートアップの

大きな特徴の一つである。

また、2015 年の経済協力開発機構（OECD）データでは、イスラエルの総研究開発費

対国内総生産比が、OECD 加盟国の中で最も高い 4.25% であった 72。これは、政府支出

のみではなく、企業や海外からの投資を含めた研究開発費の総和の GDP 比であり、スター

トアップに対する海外からの研究開発投資が含まれている。
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65　World Bank Data (2017) Population Ranking Table
　https://data.worldbank.org/data-catalog/Population-ranking-table -

66　2018 年2月20日時点の日本銀行の為替レートによると、1 米国ドル＝ 111 円となっている。
67　World Bank Data (2017) Gross Domestic Product Ranking Table
　https://data.worldbank.org/data-catalog/GDP-ranking-table

68　Nasdaq Non-US Companies, accessed 28 September 2017
　http://www.nasdaq.com/g00/screening/companies-by-industry.aspx?exchange=NASDAQ&market=ADR&i10c.referrer =https %3A
　% 2F%2Fwww.google.co.jp%2F 　https://data.worldbank.org/data-catalog/Population-ranking-table -

69　バイアウトとは、経営権の獲得を目的とした企業買収を指す。
70　IVC Research Center (2017) IVC Israel High-Tech Yearbook, A. R. Printing Ltd. Tel Aviv, p.24
71　Ibid., p.28
72　OECD (2017) Gross Domestic Spending on R&D
　https://data.oecd.org/rd/gross-domestic-spending-on-r-d.htm  
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3.1.1　イスラエルにおける研究開発動向
イスラエルにおけるスタートアップ環境に注目する前提として、同国の研究開発動向の

把握が重要となる。OECD データより、同国における総研究開発費の部門別の経年変化

（1991 年～ 2013 年）からは二つの特徴が確認できる 73（図表 1）。

図表1　総研究開発費の部門別負担割合（経年変化）

出典：OECD のデータをもとに CRDS で作成

第一の特徴として、近年、総研究開発費の最も大きな割合を占めるのが、海外からの資

金である。2013 年においては、実に 49% が海外資金であった。海外からの資金とは、研

究開発を目的に、海外の企業、大学、政府、国際機関、ならびに非営利団体がイスラエル

へ支出する資金を指す 74。ここでは、海外の多国籍企業が過半数の経営権を有するイスラ

エル支社における研究開発も海外からの資金に含まれる。

海外資金は 2000 年の時点で政府の研究開発支出を上回り、2009 年には国内企業の研

究開発支出を上回っている。他の OECD 加盟国と比較した場合、海外資金が総研究開発

費に占める割合が数 % から 10% 程度である点を考慮すると、自国の研究開発費の 49%
を海外から調達するイスラエルは稀有な事例と考えられる。総研究開発費に占める政府負

担割合は 13% であり比較的小規模である 75。

第二の特徴は、海外からの投資が 1990 年代初頭から急速な成長を遂げている点である。
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73　OECD (2017) Gross Domestic Expenditure on R-D by Sector of Performance and Source of Fund
　http://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=GERD_FUNDS-

74　OECD (2015) Frascati Manual 2015 Guidelines for Collecting and Reporting Data on Research and Experimental Development,
　Paris: OECD. 海外からの資金の定義については、OECD における統計データの収集方法を記したフラスカティ・マニュアル（2015 年

　改訂）の第 11 章に詳述されている。
75　イスラエル中央統計局のデータによると、海外からの資金は、2015 年度 51.6% に達している。Central Bureau of Statistics (2017) 
　‘The National Expenditure on Civilian R&D Increased by 2.3% in 2016’, Media Release, 15 August, CBS, Jerusalem, p.4
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これらの海外資金は、スタートアップを推進するためのベンチャー・キャピタル（VC）

による投資が多く含まれている点である。2013 年には、イスラエルのスタートアップに

対して国内外から約 24 億ドルの VC 投資が行われた 76。このうち、実に 76% が海外から

の投資であり、少なくとも 18 億ドル程度は海外 VC による投資である 77。2016 年には、

同国の VC 投資は約 48 億ドルに成長し、そのうち 87％（約 42 億ドル）が海外 VC から

の投資となった 78。

国別海外資金において、歴史的に最も多くの投資を行ってきた国は米国であった。近年

では中国からの投資が急成長している。例えば、2014 年にイスラエルの国内 VC が中国

から調達した資金は 500 万ドルであったが、2015 年には 700 万ドルに増加している 79。

トムソン・ロイター社（2016 年 10 月からクラリベイト・アナリティクス社）のデータ

によると、VC 資金や研究開発費に限定しない場合、2016 年にイスラエルのインターネッ

ト、サイバーセキュリティ並びに医療機器関連のスタートアップに投資された中国からの

資金は 165 億ドルとなり急激な増加が示されている 80。中国の巨大 IT 企業による資金は

シリコンバレーに向けても多く投資されているが、それと並行し、中国の内陸部からも、

技術的競争力の強化による経済成長を目的にイスラエルへの投資が過熱している背景が指

摘されている 81。

このように、1990 年代以降、イスラエルの研究開発環境は極めて特徴的な成長を遂げ

てきた。その背景として、1980 年代に同国が抱えていた社会経済的課題の解決にむけた

政府の支援政策の大きな柱の一つとして、スタートアップが位置づけられた点が確認でき

る。これらについて次節および第三節において紹介する。
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76　ここでの VC 投資は、「ハイテク企業」に対する投資額である。ただし、投資額のうち、どの程度が研究開発に利用されているかは、

　出典基資料では記載されていない。IVC Research Center (2017) IVC Israel High-Tech Yearbook, A. R. Printing Ltd. Tel Aviv, p. 31
　http://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=GERD_FUNDS-

77　Ibid
78　Ibid.
79　Biedermann, F (2017) ‘China is Increasingly Becoming Key for Israel’s High-Tech Industry’, CNBC, 18 July
　https://www.cnbc.com/2017/07/18/china-is-increasingly-becoming-key-for-israels-high-tech-industry.html

80　Zhu, J., and Cohen, T (2017) ‘China’s Tech Money Heads for Israel as U.S. Welcome Wanes’, Business News, Reuters, 11 May
　https://www.reuters.com/article/us-china-investment-israel/chinas-tech-money-heads-for-israel-as-u-s-welcome-wanes-idUSKBN
　187080

81　Fannin, R (2015) ‘Recent Linkups by China-Israel VCs and Tech Startups Spell More Opportunity Than Risk’, Forbs, Tech, 19
　November
　https://www.forbes.com/sites/rebeccafannin/2015/11/19/recent-linkups-by-china-israel-vcs-and-tech-startups-spell-more-
　opportunity-than-risk/#3948c0102a69
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3.2.　スタートアップ関連基本政策
1980 年代のイスラエル経済は停滞傾向にあった。その背景として、堀江は次の要素を

あげる 82。1948 年の建国以来続いた左派政権下における社会主義的経済構造、地政学的

理由からの軍事支出の増大、そして、80 年代には発生したハイパーインフレの発生など

である。また、1985 年には法人税が過去最大の 66.1% までに達し、財政悪化は深刻であっ

た 83。国営企業の一部民営化は 1960 年代から実施されていたが、これらの取り組みが本

格化したのは 1980 年代後半であり、市場経済の導入、国営企業の民営化、税制改革、そ

して、スタートアップ支援などが講じられたとイスラエル財務省による報告書は指摘す

る 84。

イスラエルにおける研究開発の根幹となる「産業研究開発促進法」が制定されたのも、

まさに 1980 年代半ばであった 85。その後、研究開発に対する各種政府支援プログラム、

研究開発に従事する企業や個人投資家への税制優遇、そして、研究開発を目的とする移住

支援などが実施されてきた。

3.2.1　1984 年産業研究開発促進法（Law 5744）
同法の目的は、科学技術人材を産業界で雇用し、知識集約型製品の輸出により国際収支

を健全化させ、研究開発に基づいた経済成長を目指すことである86。2006 年から 2009 年

まで総理首席経済顧問を務めたトラフテンバーグ（Manuel Trajtenberg）は、この法律

の最も重要な点は、研究開発に投資する企業のリスクを政府が共有する環境が整備された

ことであると指摘する 87。具体的には、スタートアップ企業であれ、大企業であれ、輸出

競争力のある研究開発について、政府の公的資金を用いたマッチング・ファンドで支援を

行う各種プログラムが設置される背景となった。

このように研究開発促進法では、輸出競争力の強化に主眼が置かれている。人口が少な

く人件費が高いイスラエルは、労働集約型産業ではなくハイテク産業が重要となり、イス

ラエルが世界金融危機以降においてもプラス成長を維持することができた理由がハイテク

産業による輸出の黒字であることから、輸出競争力はイスラエルにとって決定的に重要で

あると指摘される 88。

同法の目的を達成するために、産業貿易省 89（当時）に設置された首席科学官オフィ

ス（Office of Chief Scientist: OCS）に対し、産業分野への各種グラント、税制優遇措置

などの取り組みを一元的に所管する権限が付与された90。同法は 2015 年 9 月に改正され、

82　堀江正人（2013）「イスラエル経済の現状と今後の展望～知られざる中東のハイテク・ベンチャー大国」三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサ

　ルティング調査レポート p.2
83　Ministry of Finance (2012) Opportunity Israel: Enhanced Legislation, R&D Incentives, Grants and Support Programs, 
　International Affairs Division, MOF, Jerusalem, P.8

84　Ibid.
85　The Encouragement of Industrial Research and Development Law, 5744 は 2005 年 6 月に一部改正。
86　Ibid.
87　Trajtenberg, M (2000) ‘R&D Policy in Israel: An Overview and Reassessment’, NBER Working Paper 7930, National Bureau 
　of Economic Research, Cambridge, p.5

88　堀江（2013）op. cit, p.2
89　現在の名称は経済産業省
90　Ministry of Finance (2012) Opportunity Israel: Enhanced Legislation, R&D Incentives, Grants and Support Programs,
　International Affairs Division, MOF, Jerusalem, p.16
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2016 年１月に OCS はイスラエル・イノベーション・オーソリティ（Israel Innovation 
Authority: IIA）という独立した行政機関に改組されている。イスラエルにおけるスター

トアップの公的支援の根幹は IIA が担っており、IIA の各種プログラムの詳細については

次節「スタートアップ支援制度の沿革と俯瞰」で紹介する。

3.2.2　1959 年投資促進法（Law 5719）
イスラエルに対する直接投資の推進を目的に制定されたのが、1959 年投資促進法であ

る 91。同法は、輸出競争力のある研究開発に対する海外投資を呼び込み、そして特に、イ

スラエル国内において研究開発が比較的遅れていた地域（イスラエル北部のガリヤラ、南

部のネゲヴ、そしてエルサレム）を優先投資地域に指定し、これらの経済発展を推進し、

全国的に移民を呼び込める雇用機会の創出を目的としている 92。

上述のとおり、1985 年には法人税が史上最高の 66.1% に達したが、その後、対外投

資を呼び込む目的で、法人税の削減を進め、1996 年には 36% となり 93、それ以降段階

的に削減され、2016 年には 25% まで引き下げられてきた 94。同法は、2017 年度およ

び 2018 年度の政府予算編成手続きの一環で 2016 年 12 月に一部改変された。具体的

には、2017 年に 24%、2018 年には 23% まで法人税の削減が予定されている 95。特に研

究開発を実施する企業については、「優先技術施設」に分類され、これらの企業による研

究開発から得られた利益は「優先利益」として減税の対象となる。このため、研究開発型

企業の法人税は優遇され、イスラエルの中心部では 12%、地方の優先投資地域では 7.5%
に引き下げられる 96。現在は、テルアビブ、ハイファなど、特定都市に研究開発拠点が集

中しているため、イスラエルの研究開発においては、税制や公的資金によるグラントなど

においても地方都市における研究開発の振興が重要視されている。

3.2.3　エンジェル法（個人投資家法）
研究開発企業に投資する個人投資家に対する税制優遇も進められている。エンジェル法

と呼ばれる法律（経済政策法第 20 節）は、2011 年 1 月から 2015 年 12 月までの時限

立法として制定された。この期間中、イスラエル企業の研究開発に投資を行った場合、１

企業への投資額に基づき、投資を行った年を含め 3 年間、最高で年間 500 万シュケル 97

の税額控除を受けることが可能となった
98
。この際、投資を受ける企業は少なくとも支出

の 75% 以上を研究開発に利用する必要がある。

当初、同法は運用面において課題を抱えていた。同法の下で投資を行った後、税額控除

の審査に長い時間を要したため、投資家は税額控除が可能か否か不透明な期間を強いら
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91　The Law for the Encouragement of Capital Investments LAW 5719-1959
92　Ibid.
93　Ministry of Finance, op. cit., p.8
94　EY (2016) ‘Israel Reduces Tax Rates Starting 2016’, Global Tax Alert, 7 January,
　http://www.ey.com/gl/en/services/tax/international-tax/alert--israel-reduces-tax-rates-starting-2016.

95　Nouman, L (2016) ‘Changes in the Israeli Tax Legislation - Significant Benefits for Corporates’, Lexology Newsfeed, 29 December
　https://www.lexology.com/library/detail.aspx?g=606da418-2968-47bc-9113-4eb8ef8ccc19

96　Ibid.
97　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 シュケル＝ 0.292 ドルとなっている。
98　Yigal Aron & Co (2011) Memorandum: "The Angels' Law" – Israeli Tax Benefits for Individuals Investing in R&D Companies,
　31 January, p. 2
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れることとなった。そのため、投資実績が必ずしも十分でなかったと指摘されている99。

そこで、2016 年 1 月に法律が改正され、一定の基準を満たせば、投資を行った時点で税

額控除の審査が可能となり、さらに、時限立法の期間が 2019 年 12 月まで延長され

た 100。

3.2.4　移民の起業支援とイノベーションビザ
イスラエルは、歴史的に移民の入植を積極的に進めているが、この取り組みを所管する

のが移民問題省である 101。特徴的なのは、入植後 10 年未満の移民や、国外に 3 年間以上

移住していた国民が帰国した場合、起業のための特別支援措置を設けている点である。こ

の枠組みでは、最大 85 時間まで、イスラエルにおける起業に必要な教育を受けることが

可能となる。具体的には、事業計画の策定、市場調査、そして投資家との関係構築などの

支援を受けることも可能となる 102。また、経済産業省傘下のイスラエル・イノベーショ

ン・オーソリティが所管するスタートアップの公的資金の申請についても手続き的な支援

を行っている。

上記の取り組みと並行するかたちで、スタートアップを支援する外国人就労ビザ（イ

ノベーション・ビザ）をイノベーション・オーソリティと内務省の人口移民国境管理局

（PIBA）との協力により発行している 103。外国人起業家がイスラエルで会社を設立し、

研究開発を進める際、24か月の就労ビザを発行する。滞在が認められた起業家は、イノベー

ション・オーソリティが所管する公的資金援助の一つである早期起業支援グラントなど、

追加資金への申請が可能となり、もしいずれかのプログラムに採択された場合は、専門家

ビザが再発行され、最大 5 年間イスラエルで研究開発に従事することが可能となる。

99　FBC & Co (2016) ‘Amendments to the "Angels Law"’, Legal Update, February
　http://www.fbclawyers.com/wp-content/uploads/2016/02/Amendments-to-the-Angels-Law-and-Revisions.pdf

100　Ibid.
101　Startup Israel, New Immigrants and Returning Residents: General Information

　http://www.startup-israel.org.il/new-immigrants-and-returning-residents/
102　Ibid. 
103　Israel Innovation Authority, Innovation Visas-About,

　http://innovation-visa.org.il/en/maslul.html
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3.3.　スタートアップ支援制度の沿革と俯瞰
2015 年度のイスラエル中央統計局による省庁別の研究開発支出に注目すると、経済産

業省が最大の約 21 億シュケルであり、その次が、農業・農村開発省であり 4.4 億シュケル、

そして、科学技術省 3.3 億シュケルであった 104。その中で、スタートアップの支援を中心

に進めるのが、経済産業省傘下のイスラエル・イノベーション・オーソリティ（旧首席科

学官オフィス）のスタートアップ局（Start-up Division）や成長局（Growth Division）
となる 105。スタートアップ局のプログラムは、早期起業資金を提供するプログラムには

じまり、若手起業家プログラム、イノベーションビザなど多岐にわたる。また、他の部局

が一般的な研究開発支援プログラムを広く支援する 106（図表 2）。

図表 2　イスラエルにおけるスタートアップ支援政策およびプログラム

出典：各種資料をもとに CRDS で作成

ただし、現在のイスラエルがスタートアップ国家として競争力を発揮している要因とし

て、特に重要性が高いと考えられる 2 つの公的支援プログラムがある。本章では、これ

らのプログラムを重点的に紹介する。両プログラムは、ともに 1990 年代初頭に設置され

ており、イスラエルに対する海外からの研究開発資金の呼び込み、国内における VC 市場
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104　CBS (2016) Table.9 Expenditure of Selected Government Ministries on Civil R&D
　http://www.cbs.gov.il/publications16/1661/pdf/t09.pdf 

105　IIsrael Innovation Authority, Startup Division, http://www.matimop.org.il/startup.html
106　イスラエルにおける公的支援プログラムの概要については次が詳しい Griba, G., Zetelny, I., and Ginat, G. (2015) Government

　Incentives, January, EY Circular 
　http://www.ey.co.il/circular/2015/01/_government_incentives_2015.pdf 
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の醸成、移民や防衛分野を含む高技能人材の経済活用に貢献した。つまり、イスラエルの

社会・経済的課題の解決の一つの手段としてスタートアップを戦略的に位置づけた重要な

政府プログラムの事例であると考えられる。

3.3.1　ヨズマ・プログラム
イスラエルのスタートアップ環境に大きな変化をもたらした政府施策の一つが VC の振

興である。本政策は、1993 年～ 1998 年にかけて実施されたヨズマ・プログラム（Yozma 
Program）と呼ばれる。当時のイスラエルが VC を必要とした背景として次の理由が挙げ

られる。1980 年代においては、国内に VC は数社しか存在せず、優れた技術を持って起

業を目指す者は多く存在したものの、その多くが市場開拓の実務知識の欠如や、創業以降

の資金調達ができずに失敗していた。また、起業家の間では、資金調達と引き換えに社外

関係者への会社シェアの売却に対する認識が高くなかったため、一般的に銀行からの融資

を希望する傾向にあったと指摘されている 107。ただし、そこでの課題は、将来性の不明

な企業に対して利用可能な銀行融資が絶対的に不足していた点である 108。　

これらの課題に対する解決策として、イスラエルにおける VC の振興であると結論した

のが、産業貿易省（当時）の首席科学官であり、スタートアップ支援制度の責任者であっ

たイゴール・エルリフ（Yigal Erlich）である。Erlich の理解では、豊富な資金、そして、

イスラエルの VC を育成することができる市場開拓・経営実務能力を持ち、株式運用によ

る資金調達によるハイリスク研究開発への投資が可能で、かつ国際市場へのアクセスを有

するのは海外の民間 VC であり、これらをイスラエルへ誘致する政策の必要性を指摘し

た 109。そこで設置されたのがヨズマ・プログラムである。

3.3.1.1　制度概要
1993 年、首席科学官オフィス（OCS）の下、ヨズマ・プログラムは、公的資金により

1 億ドル規模の投資会社（ヨズマ・グループ）を設立した。投資方法は次のように設計さ

れている。1．イスラエルにおける 10 件の民間 VC 設立のための支援（8,000 万ドル）、

および、2．企業への 15 件の直接投資（2,000 万ドル）である。いずれの方法も、投資対

象は早期段階の起業支援とされた。

ここでは、本プログラムに特徴的な 1．の民間 VC の設立について詳細を紹介する 110。

民間 VC の設立要件として、各 VC は、有限責任を有する事業組合として設立され、イス

ラエルに本籍を置き経営を担当する企業、イスラエルの金融機関、そして最も重要な点

は、知名度の高い海外の民間 VC の参加がそれぞれ必要とされる。政府による支援規模は、

1 件の VC（有限責任事業組合）について、最大 8 百万ドル（全体調達資金の 40% まで）

とされた。つまり、残りの 60% を民間資金とのマッチングにより、各 VC は 2,000 万ド

ル規模で設立が可能となる 111。10 件の支援を行うことで、政府支援の合計額は 8,000 万

107　Lerner, J (2010) ‘The Future of Public Efforts to Boost Entrepreneurship and Venture Capital’, Small Business Economy, 35, 
　pp.255-264, p.260

108　Ibid.
109　Erlich, Y (2003) The Yozma Program: Policy and Success Factors http://www.insme.org/files/527
110　Ibid.
111　Avnimelech, G (2009) VC Policy: Yozma Program 15-Years Perspective, SSRN

　http://dx.doi.org/10.2139/ssrn.2758195 ヨズマ・グループの定量的成果については、この Avnimelech の分析が詳しい。
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ドルとなる。

3.3.1.2 成果
1993 年に設立されたヨズマ・グループは、1996 年までに 10 件の VC の設立に成功した。

ここでは米国やシンガポールのパートナー VC を中心に、日本、ドイツ、オランダからの

資金も調達している。1998 年には公的資金の投入は終了し、その後は民営化されている。

1998 年までにヨズマ・グループは官民合わせて総額 2.63 億ドルを調達し、起業支援の

基礎を築いた 112。新設された 10 件の VC は、最初の 5 年間で 217 のスタートアップ企業

に対して支援を行い、そこでのイグジット（株式公開（IPO）、合併・買収（M&A））件

数は 122 、イグジット率は 56% であった 113。

1993 年から 2000 年までの間、イスラエル全体におけるスタートアップ企業（2,672 社）

のイグジット率は 14% であり、そのうち VC からの支援を受けた企業のイグジット率は

27%、一方で、ヨズマ・プログラムにより設立された 10 件の VC からの支援を受けた企

業のイグジット率は 48% と、相対的な成果の高さは注目に値する 114。さらに、同期間に

おいて、ヨズマ・グループの VC 全体で調達した累積資金は 32 億ドルに上り、イスラエ

ルにおける VC 市場の実に 48% を占めたと報告されている 115。

イスラエル財務省は、1990 年代におけるヨズマ・プログラムの成功によりスタートアッ

プ支援を目的とする海外からの研究開発資金が増加したことが、その後、イスラエルの研

究開発費対国内総生産比で世界一になる環境を整備したと指摘する 116。ヨズマ・プログ

ラムが設置される以前、1990 年の産業貿易省（当時）の首席科学官オフィス（OCS）の

研究開発費が約 1.4 億ドルであり、民間の VC 規模は 2,000 万ドル以下であった。つまり、

政府資金こそがイスラエルの研究開発において重要な資金源であった。しかし、2000 年

には OCS 予算約 4.4 億ドルに比べ、民間 VC の規模は 31 億ドルに成長した 117。イスラ

エルの研究開発全体において、スタートアップ支援の民間資金が極めて重要な役割を占め

る存在となった。

ヨズマ・プログラムに関わる副次的な成果として、クラスター形成効果が指摘されて

いる。ヨズマ ･ グループの成長に伴い、米国からは、マイクロソフト（Microsoft）、イン

テル（Intel）、アイ・ビー・エム（IBM）、シスコ（Cisco）といった情報分野の企業に加

え、ジェネラル・インストルメント（General Instrument）やジョンソン＆ジョンソン

（Johnson&Johnson）などの製造分野や製薬企業がヨズマ・グループ VC のパートナー企

業としてイスラエルへの投資を本格化させた。これにより、イスラエルの VC 市場は国際

的な知名度を獲得することが可能となった 118。さらに、会計事務所、法律事務所、特許事

務所、コンサルティング企業など、起業に深く関連する企業がイスラエルにおける起業支

援活動を重層化（クラスター）させる効果をもたらした 119。
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112　Ibid. p.3
113　Ibid. p.7
114　Ibid. p.9
115　Ibid. p.10
116　Ministry of Finance, op. cit.,9
117　Avnimelech, op. cit., p.10
118　The Yozma Group, Overview http://www.yozma.com/overview/default.asp
119　Avnimelech, op. cit., p.15
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2016 年、イスラエルにおいて多国籍企業が運営する企業 VC ファンドは、米国が圧

倒的に多いが、アジア諸国の存在感も増加している。特に、中国のアリババ（Alibaba 
Capital Partners）、インドのインフォシス（InfoSys）、韓国のサムスン（Samsung）、シ

ンガポールのシングテル・イノベイト（Singtel Innov8）、そして日本からはソニーや三

井物産グローバルインベストメント、ヤフー・ジャパンそしてソフトバンクなどが確認で

きる 120。

3.3.1.3　成功の理由
ヨズマ・プログラムが成功した大きな要因として 2 点挙げられ、いずれも海外 VC をイ

スラエルに呼び込む制度設計に関係している。１点目が、マッチング・ファンドの制度設

計である。まず、ヨズマ・プログラムでは、VC 設立後、5 年以内に政府からの投資分に

ついて、その初期投資額に金利（5% ～ 7% 程度）を加えた価格で、各 VC が買い取るこ

とが可能とされた。政府が立ち上げ資金のリスクを海外の VC と共有し、VC の運営が成

功した場合には、政府の投資分を VC が安く買い取れる設計であり、それ以降の利益は、

VC が享受できる制度である 121。そのため、海外の民間 VC にとっては、イスラエル市場

への参入が魅力的となった 122。実際に、プログラムの下で設立された 10 件の民間 VC の

うち、8 件がこの買収制度を利用した。

2 点目は、海外 VC から投資を受けやすい税制環境の整備である。ヨズマ・プログラム

では、イスラエル国内に新設される VC が、海外 VC との有限責任パートナーシップを結

ぶことで設置される。これにより、新設された VC は法人格を持たない有限責任事業組合

としてイスラエル国内で登録されることになる。通常は、投資家が投資先の企業（法人）

から配当を受け取る際、まず、企業には法人税が課され、企業は法人税を支払った残りの

資金を用いて投資家への配当を支払う。そして、投資家は受け取った配当に応じて所得税

を納税するため、結果として二重の課税が行われることとなる。

一方で、有限責任事業組合は、法人格を持たないため、組合の利益自体に対して法人税

がかからず、組合の利益から配当を受け取る個人（組合に加盟している個人・法人責任者

個人）への課税のみとなり、二重課税を回避することが可能となる 123。結果的に、組合

はより多くの配当を投資家へ還元することが可能となる。また、株式会社への出資では、

出資比率に応じてしか損益配分を確定することができないが、有限責任事業組合では、出

資者が損益配分を柔軟に設定することが可能となる 124。

このような有限責任パートナーシップは、米国において一般的にデラウェア ･ パート

ナーシップと呼ばれる慣行であり、これは、海外 VC がイスラエルへ参入する障壁が減る

要因と理解できる。ハーバード大学ビジネススクールにおいて各国の公的資金を用いた起

業制度に関する事例研究を行うラーナー（Josh Lerner）博士は、イスラエル政府・財務

省がこのような税制を承認していなければ、ヨズマ・プログラムが海外 VC からの出資獲

120　IVC Research Center, op. cit., p.48
121　Lerner, op. cit., p., 260
122　Senor, D., and Singer, S (2011) Startup Nation: The Story of Israel’s Economic Miracle, Twelve, New York（宮本喜一（訳）（2012）アッ

　プル、グーグル、マイクロソフトはなぜ、イスラエル企業を欲しがるのか ?　ダイヤモンド社）p.239
123　長谷部啓（2007）パス・スルー課税のあり方 －組合事業における組合員の課税関係とその諸問題－税大論叢 56 号 pp. 67-177 

　https://www.nta.go.jp/ntc/kenkyu/ronsou/56/02/hajimeni.htm
124　Ibid.
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得に成功する可能性は低かったと指摘する 125。

同時にラーナー博士はこのような制度を直接他国が輸入することは難しく、各国の社会・

経済的な文脈に大きく依存すると指摘する。しかしながら、各国における公的支援制度の

設計の分析から、マッチング・ファンドにより、政府がリスクを共有して民間資金を呼び

込み、その後は民間主導でスタートアップ市場を牽引させることが、政策を検討する際の

一つの鍵になると結論している 126。

3.3.2　インキュベーターズ・インセンティブ・プログラム 127 
イスラエルのスタートアップ環境の醸成において、重要な役割を果たしたインキュベー

ターズ・インセンティブ・プログラム（1991 年）が設置されたのも 1990 年代初頭であった。

インキュベーターとは、起業活動の開始に必要な物理的な場、法務・財務の実務知識の提

供、経営人材と技術者のマッチングの支援など多様な支援を提供できる企業・団体である。

インキュベーションは起業支援において一般的な制度であるが、当時のイスラエルにおい

ては、インキュベーターが重要であったと考えられる特殊な文脈が存在する。それは旧ソ

連諸国からの大量移民の入植と、国内防衛産業における研究開発者の雇用創出である。

まず、移民の入植に関しては、1989 年に冷戦が終結（ベルリンの壁が崩壊）したこと

で、旧ソ連諸国から大量のユダヤ人がイスラエルへ入植活動を行った。この際、注目に値

するのが、研究開発人材の入植規模である。科学誌「サイエンス」の報告によると、冷戦

崩壊直前からロシア系ユダヤ移民の入植は加速し、当時 600 万人以下のイスラエルの人

口に対して、冷戦崩壊直後から 90 万人のロシア語移民が流入する状況が発生した 128。こ

れにより、失業率の高まりなど、深刻な社会・経済的な影響が発生したが、この中には高

等教育を受けた高技能移民が多く含まれており、1991 年末の時点で移民省へ登録した科

学者は 5 万 3,000 人に上っていた129。別の統計では、1990 年から 1993 年までに 5 万 7,000
人の技術者と、1 万 2,000 人の医師のロシア語系の移民の入植を報告している 130。1989
年の時点で、イスラエル国内の技術者が 3 万人であり、医師は 1 万 5,000 人であった点

を考慮すると131、高技能移民の急速な入植状況が確認できる。これらの高技能移民を社会・

経済的にどのように活用するかが政府の喫緊の課題として立ち上がった。

次に、イスラエル政府は、国内の防衛部門における技術者の雇用創出の必要にも迫られ

た。イスラエルは独立後、度重なる中東戦争の影響で、防衛費の増大が国家財政を圧迫し

ていた。そのため、たとえば、1987 年に政府は国産戦闘機 Lavi の研究開発を中断し、よ

り安価な米国製 F-16 の購入を決定した 132。その後、防衛支出も削減の傾向が続いた。こ

れらの結果、先端航空力学、情報科学、そして電気工学分野の技術者が産業界で活動でき

る雇用創出の必要性が発生した。
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125　Lerner, op. cit., p. 261
126　Ibid.
127　Israel Innovation Authority, Incubators Incentive Program, 

　http://www.matimop.org.il/Incubators.html
128　Stone, R (1999) ‘Israel Hits Rich Seam in Ex-Soviet Immigrants’, Science, 285(5416), pp. 892–897

　http://science.sciencemag.org/content/284/5416/892.full
129　Ibid.
130　Cohen, S. and Hsieh, Chang-Tai (2000) Macroeconomic and Labor Market Impact of Russian Immigration in Israel
131　Ibid. 
132　Ng. T (2014) ‘Innovation and Technology Industry and Intellectual Property System in Israel’, Information Notes, IN13/13-14, 

　Legislative Council Secretariat, Legislative Council, HK. p.1
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このように、イスラエルにおいては、外からの大量の移民、そして国内防衛分野の技術

者の雇用創出の必要に迫られる状況であった。まず、移民については、社会主義圏からの

研究者・技術者であるため、研究開発に関する知見は優れているものの、商業活動に必要

な実務経験や、それ以前にヘブライ語・英語などの社会生活上の技能も備わっていなかっ

た 133。

つまり、当時のイスラエルにおいては、研究者・技術者に商業化を念頭においた研究開

発の必要性を理解させ、実務経験の訓練を行い、そして企業経営人材との協力機会を提供

できる枠組みが必要とされていた。そのような社会需要をふまえて 1991 年に首席科学官

オフィス（OCS）に設置されたプログラムの一つがインキュベーターズ・インセンティブ・

プログラムである。

本プログラムは、経済産業省の OCS によって設置されたが、現在はイスラエル・イノ

ベーション・オーソリティ（IIA）のスタートアップ局が所管している。2017 年 11 月の

時点で、19 のインキュベーターがイスラエル全土において起業家を支援中である 134。こ

れらの起業プロジェクトの半数近くが医療機器・創薬・その他ライフ分野であり、残りの

3 割程度が情報科学技術、残りがクリーンテック、電子工学分野などである 135。

3.3.2.1　制度概要
本プログラムは、政府が支援するインキュベーターと呼ばれる起業家支援の可能な組織

（民間 VC や研究開発部門を有する企業）を介して、起業資金の調達、ビジネスパートナー

シップを拡大するための基礎的な起業活動を支援する。つまり、起業活動において最もリ

スクの高い段階での支援となる。本プログラムに採択されたインキュベーターは、8 年間

にわたり IIA からライセンスを受けて活動をすることが可能となる。

インキュベーターの利用を希望する起業家は、起業に必要な活動資金の 85% を IIA か

ら、残りの 15% を各インキュベーターから支援される。そのため、創業資金の負担は不

要となる。IIA からの 85% の支援額は最大約 100 万ドル、支援期間は 2 年間であり、支

援期間の延長も可能となる。また、バイオ技術に特化したインキュベーターの利用を行う

場合は85%の資金の支援額が約230万ドルまで引き上げられ、基本支援期間が3年と長い。

残りの 15%はインキュベーターの負担となる。2017年度活動中の 19のインキュベーター

のうち一つはバイオ技術に特化したインキュベーターとして認定されている。

資金援助に加え、インキュベーターの利用にあたっては、起業に必要な物理的な場所・

施設、会社登録などの各種事務補助、事業計画作成支援、知財手続、法務アドバイス、市

場調査、潜在的な追加資金調達先や顧客の紹介、そしてそれらを実行可能なスタッフの獲

得を行う 136。本プログラム利用の利点は、IIA によりプロジェクトが承認されるまでは会

社の設立が不要な点であり、起業に見込みがあると判断された場合のみ創業すればよい。

　

133　Trajtenberg, op. cit., p.10
134　Israel Innovation Authority, Incubators Incentive Program,

　http://www.matimop.org.il/Incubators.html
135　Smoler, Y, Technological Incubators Program, p.15
136　Pridor, R (2009) Technological Incubators Program, p.11

　https://www.infodev.org/infodev-files/resource/InfodevDocuments_709.pdf
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選考過程について、起業家はまず、19 あるインキュベーターから自身が支援を受ける

べき組織に対し、起業プロジェクトの提案を行い、インキュベーターが承認した事案につ

いて、IIA に資金援助の申請を行う。申請が承認された段階で、創業となる。プロジェク

トの審査においては、次の要素が重要視される。早期研究開発型スタートアップであるこ

と、製品の革新性・独創性、潜在的な市場競争力、そして実行可能性などである 137。

本プログラムにおいて、各プロジェクトは有限責任会社として設置される。その際、イ

ンキュベーターから支援を受ける起業家とインキュベーターの間で権利義務に関する取り

決めが行われる。取り決めの一つが自己資本比率であり、起業家は最低 50% 必要とされ

る。創業者以外の中核的な社員も最低 10% が求められる。また、プロジェクトに追加的

な資金援助が可能な社員および、インキュベーターも 20% まで所有権が認められる。イ

ンキュベーターによる出資については出資比率に基づいて、その社員権を、社外の投資家

に譲渡することが認められている138。そのため、必ずしもインキュベーターが会社の権利・

義務に関与する必要はない。

3.3.2.2　成果
プログラム設立時の 1991 年においては、政府によるインキュベーター支援予算は 510

万ドル程度であったが、インキュベーター支援に利用可能な民間資金は皆無に等しかっ

た。しかし、上記のヨズマ・プログラムによる民間 VC の急成長の影響も受け、1990 年

代後半にはイスラエル国内のインキュベーターを支援する民間資金も大きく増加してい

た。まず、1998 年の時点で、インキュベーターを支援する民間資金の累積金額は約 2.5
億ドルとなり、政府支援の累積の約 1.9 億ドルを逆転し、さらに 10 年後の 2008 年には、

民間累積が約 25 億ドル、政府累積が約 5.1 億ドルと民間資金が 5 倍程度の規模に成長し

た 139。急成長を遂げた 2004 年から 2008 年の期間において、インキュベーターから支援

を受けた起業案件は 342 件にのぼり、年間総額約 5,000 万ドルから約 8,000 万ドル程度

の早期起業支援資金の調達に成功している 140。

また、新たな移民による本プログラムへの参加の程度について、1997 年時点では 27
のインキュベーターが活動しており、200 件のプロジェクトを進行中であった。そのうち

半数は移民によるプロジェクトであり、全プロジェクトに関わる社員の 70％程度が移民

であったと指摘される 141。90 年代後半にかけて急速に資金を増加させ、その中で多くの

移民が活用された点が確認できる。

このような成果を収めたプログラムであるが、インキュベーターは起業の最も早期の支

援を行うため、最もリスクの高い投資となる。そのため、現実的には多くのプロジェクト

の失敗が前提となるため、たとえ小規模であったとしても、公的資金による継続的な支

援は不可欠である点を、OCS における初代プログラム責任者のリナ・プリドール（Rina 
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137　Smoler, op. cit., p.11
138　Pridort, R (1997) ‘Technological Incubators Program: Israel’, Technology Incubators: Nurturing Small Firms, OCDE/GD(97) 

　202, OECD, Paris, pp.90-97, p.94
　http://www.oecd.org/sti/inno/2101121.pdf 

139　Smoler, op. cit., p.16
140　シリーズ A と呼ばれる段階の VC 投資であり、一件 300 万ドルから 800 万ドル程度を想定、近年はより金額が大きくなっている。

　Pridor, (2009) op. cit., p.25
141　Ibid., p.96
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Pridor）氏は指摘する 142 。
本節で紹介した両プログラムからも明らかなように、現在のイスラエルにおけるスター

トアップ環境の特徴を把握するには、1990 年代の政府支援プログラムが効果的な役割を

果たした点が確認できる。冷戦終結後の高技能移民の経済的活用や国内防衛分野の技術者

による経済活動、そこで必要な民間資金と起業訓練を行える人材を海外から呼び寄せるヨ

ズマ・プログラムが並行して設置された。それぞれ、イスラエルの独自の社会・経済的な

文脈において最も必要とされている政策が効果的に実施された事例であると考えられる。

現在のイスラエルがスタートアップ国家として競争力を発揮している背景として重要な時

期であったと考えられる。

142　Pridor (2009) op. cit., p.21
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3.4. 　大学発研究開発型スタートアップ　関連施策と事例

3.4.1 モービルアイ
イスラエルにおける研究開発型スタートアップ事例、特に大学との関係性のある事例と

して、モービルアイは重要である。それは、イスラエル発のスタートアップ史上、米国に

おける最高額で株式公開を行い、さらに、最高額で買収された点が挙げられる。また、大

学における知財管理のあり方においても注目を集めた点が注目に値する。まず、同社の概

要から紹介する。モービルアイ（Mobileye）社は、1991 年エルサレムのヘブライ大学のシャ

シュア（Amnon Shashua）博士が、産業界出身のアビラム（Ziv Aviram）氏と共同で創

立したスタートアップである。事業内容は、自動車運転中の事故防止に資する先進運転支

援システム（ADAS）の研究開発である。2014 年 8 月にニューヨーク証券取引所（NYSE）

において株式公開を果たし、2017 年 8 月時点での時価総額は約 141 億ドルである 143 。

モービルアイ創設者のシャシュア博士はテルアビブ大学、ワイツマン研究所で学んだ後、

米国マサチューセッツ工科大学（MIT）において脳・認知科学分野で博士号を取得した。

その後、ヘブライ大学で職を得て起業に至った。現在シャシュア博士はモービルアイ社の

CEO 兼 CTO、同時にヘブライ大学コンピュータ科学・工学部の寄付講座教授を務め

る 144 。

3.4.1.1　中核技術
モービルアイの特徴は、単眼カメラにより自動車運転中に障害物を把握、運転者に通知、

そして運転パターンの学習により事故防止を補佐する ADAS 技術であるが、その中核は、

アイキュー（EyeQ）と呼ばれるコンピュータ・チップが担っている。当該技術が将来の

自動走行システムの実現に向けて中核的な役割を担うと考えられ、同社の取り組みが重要

視されている。自動走行には、センシング技術、高解像カメラ、レーダー、およびそれら

の車内外ネットワークにおけるリアルタイム情報処理、そしてサイバーセキュリティへの

対応も必要となる。現在、第 5 世代と呼ばれる完全自動走行への応用を念頭にチップの

研究開発を進めている 145。世界で 27 の自動車メーカー（1,500 万台以上）に採用された

実績をもつ 146 。

3.4.1.2　トピックス
モービルアイに関するトピックスとして、株式公開・買収の規模と大学における知財

管理という 2 点が本報告書において参照に値する。まず、モービルアイは 2014 年 8 月に

ニューヨーク証券取引所における株式公開により約 8.9 億ドルを調達し、イスラエル発の

スタートアップ企業として米国における最高額を記録した 147。その後、2017 年 3 月、自
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143　NASDAQ (2017) Mobileye N.V. Quote & Summary Data, Accessed 12 September
　http://www.nasdaq.com/symbol/mbly 

144　Faculty, the Rachel and Selim Benin School of Computer Science and Engineering, Hebrew University of Jerusalem, 
　http://www.cs.huji.ac.il/people/faculty

145　Mobileye, the Evolution of EyeQ https://www.mobileye.com/our-technology/evolution-eyeq-chip/
146　Mobileye, Customers http://www.mobileye.com/about/our-customers/
147　Gensler, L (2017) ‘Mobileye Caps Wild Ride On Stock Market With $15.3 Billion Acquisition’, Forbes, Investing/#Stockwatch, 

　13 March
　https://www.forbes.com/sites/laurengensler/2017/03/13/mobileye-stock-intel-acquisition/#10ec32f34f08
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動走行分野における取り組みを加速する目的で、米国インテル社が約 153 億ドル（1.73
兆円）でモービルアイの買収を発表し、イスラエルスタートアップにとって市場最高の買

収額となった。インテル社はこれにより、自動走行分野におけるチップ開発で先進的な取

り組みを進めているエヌビディア（NVIDIA）社やクアルコム（Qualcomm）社との本格

的な競争に参入することが予想される 148。

3.4.1.3　モービルアイと大学における技術移転
上記の巨額買収が行われたモービルアイであるが、大学研究者による起業と大学との関

係という観点からも、興味深い事例である。共同創立者のシャシュア博士教授はヘブライ

大学の研究者であるため、モービルアイと大学との関係に注目が集まった。モービルア

イの世界的な成功を受け、同大学は歓迎の意を表明している 149。しかし、同国の新聞ハ

アレツ（Haaretz）紙は、モービルアイの成長に伴う大学への収入は限定的であると指摘

する 150。同社の設立時から、知財の取り扱いに関する議論が発生しており、その理由は、

当時のシャシュア博士の研究は、サバティカル期間、モービルアイ社内、そして他大学（イ

スラエル工科大学）など、大学外部での研究の実施現場が多岐にわたり、ヘブライ大学へ

の研究内容の帰属を定義することが複雑な状況であった 151。そのような中、大学とモー

ビルアイ社は 2000 年初期に仲裁を行い、大学が比較的小さなシェアを取得したが、同社

が株式公開を行った際は最終的にそのシェアを売却し、4,000 万ドルの利益を得た。

本紙の記事では、大学がより厳格に知財の取り扱い手続きを行うべきか、研究者の自由

な起業を促すためなるべく手続きを緩和させるかについて議論が紹介されているが、結果

的に、ヘブライ大学は研究開発を自由に進める環境を提供する選択をした。そして、モー

ビルアイの取り組みを高く評価し、シャシュア博士が大学に留まることを希望したと報告

されている 152。バイ・ドール法が存在しないイスラエルにおいて、モービルアイの事例は、

大学にとっての起業の意味合い（資金の確保、特許戦略、TLO の存在など）を検討する

際に重要であると考えられる。

3.4.2　特許法と大学における技術移転
大学発スタートアップの知財管理は重要な論点である。イスラエルにおいては、バイ・

ドール法が存在しないため、産学連携による知財が自動的に大学に帰属する環境ではない。

そのため、特許法を基に大学・研究機関が個別に知財の取り扱いについて取り決めを行っ

ている 153。イスラエルの特許法では、被雇用者による発明については、特別に合意の無

い場合は、雇用者の権利となることが記されている。2000 年から 2003 年まで科学省の

首席科学官を担当したメセル - ヤロン（Hagit Messer-Yaron）博士は、イスラエルの特

許法は学術研究に関わる内容の多くが取り扱われていないため、大学で実施される産業界

148　Cohen, T., Rabinovitch, A., and Lienert, P (2017) ‘Intel's $15 Billion Purchase of Mobileye shakes up Driverless Car Sector’,
　Reuters Business News, 13 March

149　Intel to Acquire Israeli Tech Firm Mobileye for $14.7 billion, JTA News Brief, 13 March 2017
　http://www.jta.org/2017/03/13/news-opinion/israel-middle-east/intel-to-acquire-israeli-tech-firm-mobileye-for-14-7-billion

150　Amit, H. and Zerachovitz, O (2017) ‘How Israel's Hebrew University Lost a Mobileye Windfall’, Haaretz, 23 March 
　http://www.haaretz.com/israel-news/business/1.779258

151　Ibid.
152　Ibid.
153　Patents Law 5727-1967, a) section 132 Chapter 3
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との研究開発プロジェクトに関する取り決めは大学・企業の個別の合意に託されていると

指摘する。大学研究者の成果は大学に帰属し、成果の商業化は、大学の技術移転会社を通

じて一元管理されることが一般的である。商業化で得られた利益に関わる大学と研究者間

の配分率では、研究者への配分が 40% から 60% 程度である。技術移転会社が特許出願を

行わない場合は、研究者が自費で出願を行うことが認められる 154。

起業に際して、大学が特許のライセンス料ではなく、新たに設置された会社のシェアを

要求する場合の取り決めについても、高すぎると起業の阻害要因となりうるし、低く設定

しすぎると大学への利益還元は見込めない。今後のアカデミア発起業の促進において、各

大学の戦略立案が注目される。

イスラエルの主要大学や研究機関には、技術移転会社が外部化されており、アカデミア

発の研究開発成果の知財管理・ライセンス化などを請け負う。イスラエル工科大学（テク

ニオン /Technion）の T3、ヘブライ大学のイッスム（Yissum）、そして、ワイツマン研

究所のイェダ（Yeda）研究開発株式会社などは技術移転において、主要な役割を果たし

ている。例えば、T3 を傘下に持ち、イスラエル工科大学の財務全般を担当するテクニオ

ン研究開発財団（株式会社）では、2014 年度の技術移転による商業利益が約 2,940 万ド

ルに達した 155。本調査ヒアリングによると、イスラエルにおいては、政府から大学への

運営費交付金が少ないため、各大学において、技術移転や海外からの寄付金も含めて、外

部資金の調達は貴重な財源であるという指摘もある。また、各技術移転会社の取り組みを

協力的に進める目的で、国内技術移転会社のネットワークを促進するイスラエル技術移転

機関（ITTN）が非営利組織として活動しており、現在 12 社が加盟している 156。
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154　Messer-Yaron, H (2014) ‘Technology Transfer Policy in Israel - From bottom-up to Top down?’, 6th Meeting of the European 
　TTO Circle, 20-21 January, Tel Aviv, Israel, pp.18-20

155　Technion (2015) Report of the President 2015
　https://www.technion.ac.il/wp-content/uploads/2015/06/President-Report-Extended.pdf

156　Israel Tech Transfer Organization http://www.ittn.org.il/index.php
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3.5.　イスラエルにおけるスタートアップの特徴
本章では、政府の政策的とりくみを中心にイスラエルのスタートアップ環境の成長過程

を紹介したが、他にも、国際的に優位性のあるスタートアップを支える複合的な要因が多

く存在する。これらは、海外からの投資を実施するに値する同国の研究開発の質、徴兵制

と軍における特徴的な研究開発環境、起業家精神や失敗許容文化、起業を支える多様な行

為主体の存在、そして、国際市場との協力などである。これらについて、本節で補足的に

紹介を行う。

3.5.1　起業家精神が培われる背景
スタートアップ環境を支える要因はその他数多く存在し、例えば、2011 年に公表され

た科学技術振興機構研究開発戦略センターの報告書は、高い起業家精神が培われる背景と

して次のように要約する。

「急激な発展を遂げた国のため大企業のような『安定企業』が少ないこと、または

不安定な政情のため大企業まで成長させるといった考えが少ないこと、不安定な政情

による危機意識の高い『挑戦思考』の国民性であること、旧ソビエト連邦などからの

イスラエルに安定した生活基盤のない移民が大半を占め『起業』をリスクと考えず、『起

業』がチャンスといった選択肢であり強く好まれること、軍事技術の転用といった潜

在技術および基盤があったこと、また多くの起業による成功事例があること、などが

ある。」157 

つまり、何か特定の単一要素が同国の起業家精神の背景にあるのではなく、社会・経済

的、そして地政学的な環境が重層的に関係していると主張されている。

3.5.2　イスラエルにおける徴兵制と研究開発
イスラエルでは皆兵制のため、通常男性が 3 年、女性が 2 年の徴兵義務を負う。この

皆兵制が特徴的な内容となっている。まず、高校を卒業する段階で、全国から特に数学や

物理分野で最優秀人材が研究開発部門へ配属される。実戦で即時利用できる課題解決型の

学際研究を目的とした研究開発部隊に最優秀人材を配属することで、軍事技術の優位性を

確保し、そこで研究開発訓練を受けた人材が、兵役後に技術移転や企業で経済活動に参入

する環境が存在する 158。中東における地政学的な理由から、国土や人口の少なさを補う

には、軍事技術の優位性の確保が不可欠という理由からも国策として研究開発の重要性が

認識されてきた背景がある。

イスラエル軍への入隊において数学・物理分野の最優秀人材を駆使し学際研究を行うタ

ルピオット、諜報技術のエリート部隊であるユニット 8200、そして、空軍などのサイバー

157　科学技術振興機構研究開発戦略センター（2010）科学技術・イノベーション政策動向 イスラエル編 ～ 2010 年度版～ CRDS-FY 
　2010-OR-03 p.11,
　https://www.jst.go.jp/crds/pdf/2010/OR/CRDS-FY2010-OR-03.pdf

158　Senor, D., and Singer, S (2011) Startup Nation: The Story of Israel’s Economic Miracle, Twelve, New York（宮本喜一（訳）（2012）
　アップル、グーグル、マイクロソフトはなぜ、イスラエル企業を欲しがるのか ?　ダイヤモンド社）p.101
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部隊からの派生技術がイスラエルのスタートアップにとって重要な役割を果たしている。

これらの部隊において、実戦の課題解決に資する研究開発チームに従事することは、ビジ

ネスの世界において、市場の課題を解決するための研究開発を管理できるマネジメント能

力が培われることを意味する。米国を中心とする IT 分野の多国籍企業の多くがイスラエ

ルに研究開発拠点を設置する目的の一つは、皆兵制で構築されたネットワークを有する高

技能人材をチームごと獲得することが指摘されている 159。例えば、チームエイト（Team8）
と呼ばれるシンクタンクにおいては、サイバー技術に長けた 8200 部隊出身者により組織

されており、戦略立案から起業における融資までを担当するビジネスモデルにおいて、現

在、Microsoft, Google, Cisco, アクセンチュア（Accenture）から投資を受けている 160。

3.5.3　失敗許容文化
敗者復活の仕組みについて、イスラエルのスタートアップについて包括的に取り上げて

いる書籍「スタートアップ大国イスラエルの秘密」では次のように説明されている161。まず、

徴兵が終わった後、研究開発を目指す者の進路として、大学進学、起業、そしてグローバ

ル企業 R&D 部門に就職、もしくは、大学在学中にグローバル企業での R&D でアルバイ

トなどの選択肢の存在を指摘している。そして、企業の R&D 部門から起業した場合、失

敗したとしても、出身会社に戻ることや別企業の R&D 部門で雇用されることが「ごく普

通のキャリア」であると指摘する 162。

失敗したとしても、そのような選択肢が現実的に担保されていることが重要であり、そ

れがなければイスラエルにおいても起業が容易ではない可能性を指摘する。つまり、必ず

しも挑戦指向の精神性や起業家教育のみで起業が促進されるわけではなく、現実的な経済

的リスクを回避できる選択肢の存在は、起業に踏み出す人材が多い背景の一つである。

3.5.4　スタートアップ環境を支える多様な行為主体
イスラエルにおけるスタートアップ環境を支える行為主体として国内外の VC、個人投

資家（エンジェル）、軍、政府、そして大学の他にも重要な機関やとりくみが存在する。

本章では、政府支援プログラムの一例としてインキュベーターの存在を紹介したが、同様

の取り組みとしてアクセラレーターがイスラエルにおいて近年急増している。機関毎に多

様性はあるが、アクセラレーターとは、インキュベーター同様、スタートアップに対する

場の提供や資金提供に加え、経営実務、市場開拓、企業戦略立案の補佐や人材紹介まで幅

広い支援を行う。ただし、インキュベーターと異なる点は、一定の支援期間を設定し、短

期間かつ強度の支援（訓練的要素が強い）を実施し、支援側の時間と資源の利用について

より積極的な介入が実施される特徴がある。そのため、アクセラレーターの負担も増える

ため、支援を受けるための審査も厳しい内容となることがある。

2009 年イスラエルにおいてアクセラレーターの数は 20 社程度であったが、2016 年に

は 280 社に増加している 163。これらの中には高等教育機関に設置され、学生や卒業生な
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159　本報告書調査ヒアリング情報に基づく。
160　Team8 https://www.team8.vc/ 
161　加藤清司『スタートアップ大国イスラエルの秘密 - アップル、グーグルが欲しがるイノベーション力』2017 年、洋泉社
162　Ibid., p. 35
163　IVC Research Center, op. cit., p.49
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ど大学関係者の起業を支援する組織も含まれている。例えば、ベングリオン大学 164、ヘ

ブライ大学 165、テルアビブ大学 166、イスラエル工科大学 167 などにおいてアクセラレーター

の取り組みが実施されている。また、出資ではなく賞金によって起業を支援する、米国

ボストン発の世界最大のアクセラレーターであるマスチャレンジ（Masschallenge）は、

2016 年にイスラエル支部をエルサレムに設置しており、スイス、英国、メキシコとならび、

海外支部を運営している。イスラエル Masschallenge の目的はイスラエル企業の国際市

場へのアクセスである 168。

また、起業に適したオフィス・スペースの確保も重要となる。起業においては、少人数で、

安価な活動場所が必要となる。そこで、世界的にオフィス・スペース貸出ビジネスを展開

している米国ニューヨーク発のウィワーク（WeWork）はテルアビブ、ヘルツリーヤ、ハ

イファ、ベールシェバなど、イスラエルで現在 7 箇所のオフィスを提供しており 169、

イスラエル発で現在ロンドンやベルリン含め 6 カ国で利用されているマインドスペース

（Mindspace）社も活動する 170。ちなみに、2017 年 11 月時点、WeWork のオフィス数は

日本では 3 箇所、韓国では 4 箇所、中国では 9 箇所である。

また、特に教育などの公共性の高い分野での技術開発は、必ずしも市場性が明確でない

ことがあるため、産業界による投資が活発ではない場合がある。また、政府のような大き

な組織では、小さな試験的取り組みを短期的に実施することが容易ではないため、起業の

支援が難しい分野でもある。そのため、公共性の高い分野における起業の支援に特化した

非政府組織（NGO）も存在する 171。例えば、イスラエル・イノベーション研究所（Israel 
Innovation Institute）は、比較的経済的発展が遅れているエルサレムにおける初等・中

等教育、特に理数系教育の教育支援技術の開発を進める。デジタル技術を利用して生徒一

人一人に提供する学習計画や方法を提供するためのデータベース構築や技術開発を実施す

るスタートアップ企業の支援等を行う。具体的には技術開発に必要な教育行政との連携、

現場の教師の需要把握、そして、資金集めのためのネットワーキング支援というように、

特定の技術開発へのファンディングを行うのではなく、特定課題の解決にむけたヒト・モ

ノ・カネが協力的につながるエコシステムの醸成を支援する 172。

このように、イスラエルにおけるスタートアップ環境には、多様な行為主体が重層的に

関係しており、それらのネットワークは海外にも広がっている点が、起業環境として有効

に機能していると考えられる。

3.5.5　海外市場へのアクセス
経済規模の小さなイスラエルにおけるスタートアップにとって、海外市場への進出は不

可避の選択肢であるが、イスラエル発のスタートアップと海外の多国籍企業や投資家をつ

164　BGU Innovation Lab https://bengisc.wixsite.com/bginnovationlab
165　HUstart http://hustart.com/biogiv/
166　Brainboost http://neuroscience-innovation.org/　
167　Technion Drive https://www.techniondrive.com/
168　Masschallenge Israel http://israel.masschallenge.org/
169　WeWork https://www.wework.com/l/israel
170　Mindspace https://www.mindspace.me/
171　Israel Innovation Institute https://www.israelinnovation.org.il/
172　Ed.il https://www.edisrael.org/
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なぐための取り組みが数多く存在する。例えば、スタートアップ・ネイション・セントラ

ル（Startup Nation Central/SNC）は、非営利の団体であり、イスラエル国内のスター

トアップ起業を国外の潜在的な買収先企業や共同事業先へ紹介する。国内におけるネット

ワーキングも奨励しているが、最も大きな目的は国外資本との連携の促進にある。SNC
のとりくみの中で最も重要なプロジェクトが、Start-up Finder というデータベースの構

築である 173。イスラエル国内のスタートアップ起業の概要と連絡先を海外の利益当事者

に紹介しており、直接的な関係構築や、その仲介を行う。イスラエルのスタートアップ環

境に関する各種データの照会にも対応している。非営利のため、これらの取り組みの予算

は外部からの支援より成り立つが、その多くが米国からの出資である。

国際会議やイベントも開催されている。デジタル・ライフ・デザイン（Digital Life 
Design /DLD）と呼ばれるドイツ発のスタートアップイベントが 2011 年よりイスラエル

イノベーション・フェスティバルの一環として毎年開催されており、当該分野のイベン

トとしてはイスラエル最大のとりくみとなっている。本イベントでは、情報技術分野を

中心に、イスラエル発のスタートアップやスタートアップ環境を支える金融機関、政府、

そして海外からの官民関係者がブースを出展し、関係者間のマッチングを促進している。

2017 年のイベントにおいては、Google、Microsoft、Amazon、フェイスブック（Facebook）
といった米国企業に加え、中国広州のインキュベーターや、韓国の Samsung、フランス

の政府支援による起業人材交流プログラムである FrenchTech などのブースが見受けら

れ、日本からの参加者も増加している 174。また、医療系では、全国ライフサイエンス技

術ウィーク（MIXiii Biomed）と呼ばれる国際会議が開催されており、主催団体には米国

のメイヨー・クリニック（Mayo Clinic）なども含まれ、イスラエルの主要研究大学の技

術移転オフィスによる報告も多く、その他スタートアップのブース展示が多く確認でき

る 175 。

3.5.6　日本とのつながり
日本とイスラエルとの連携については、我が国の大使館をはじめ、日本貿易振興機構

（JETRO）がオフィスを設置しており 176、スタートアップのみならず両国間の取り組みを

広く支援している。科学技術振興機構（JST）もこれまでライフサイエンス、情報科学分

野において戦略的国際科学技術協力推進事業を進めてきた 177。新エネルギー・産業技術総

合開発機構（NEDO）は国際研究開発事業においてエネルギー、機械システム、情報技術、

ナノテクノロジー分野で支援を行う178。また、イスラエルに拠点を置き、イスラエルスター

トアップ関係者と日本をつなぐ役割を果たす取り組みについては、サムライ・インキュベー

ト 179、エイニオ（Aniwo）180 などが存在し、両国の起業家および投資家の橋渡しを行う。
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173　Start-up Nation Finder https://finder.startupnationcentral.org/
174　DLD Tel Aviv September 4-7 2017 https://www.dldtelaviv.com/
175　16th National Life Sciences & Technology Week, May 23 - 25, 2017 | David InterContinental Tel Aviv, Israel 

　http://kenes-exhibitions.com/biomed2017/
176　ジェトロ・テルアビブ事務所　https://www.jetro.go.jp/jetro/overseas/il_telaviv/
177　JST　戦略的国際科学技術協力推進事業　イスラエル http://www.jst.go.jp/inter/sicp/country/israel.html
178　NEDO　平成 29 年度「国際研究開発／コファンド事業／日本－イスラエル研究開発協力事業」に係る公募について　

　http://www.nedo.go.jp/koubo/AT092_100106.html176　Mindspace https://www.mindspace.me/
179　Samurai Incubate Inc. http://www.samurai-incubate.asia/about 
180　Aniwo http://aniwo.co.il/index.html



60

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援60

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

さらに、イスラエルの 8200 部隊出身の最高経営責任者が東京を本拠地に活動するミリオ

ン・ステップス・ベンチャーズ（Million Steps Ventures）は、同部隊出身者の多様な技

術・人脈を活用し、東京に拠点を置くことで、必ずしもイスラエルの起業環境に精通して

いない日本企業の需要の掘り起こしと、両者を連携させるサービスを展開する181。そして、

駐日イスラエル大使館の経済部、科学部、文化部を中心に、日本において両国のスタート

アップ・エコシステムの強化に向けて多くのとりくみが実施されている 182。

3.6.　まとめ
本章が示すように、「スタートアップ国家」と評されるイスラエルは、スタートアップ

が単に盛んな国ではなく、スタートアップを通じた研究開発の振興による経済成長は、イ

スラエルにとって避けることの難しい選択肢であるがゆえに、戦略性を持って進めてきた

国であると指摘できる。言い換えるなら、イスラエルは、社会全体が抱える課題解決の一

手段として、スタートアップを位置づけた国であると考えられる。建国から 1980 年代に

かけての経済の停滞、中東戦争などの地政学的環境の中で経済成長を目指す政府の基本政

策、および研究開発支援プログラムが存在し、その成果としてスタートアップを機軸とす

る経済成長を実現してきた。そのため、スタートアップにおける成功は社会的成功として

広く認知され、起業文化の醸成を再帰的に支える循環が確認できる。

他方、我が国に目を向けると、例えば、先進国に先んじて超高齢社会を迎えた日本は、「課

題先進国」と表現されることもある。そこで、このような課題に対し、スタートアップを

活用することで、日本が世界に先立って解決案を提示できれば、将来他国が同様の課題に

直面した際、日本の解決モデルを輸出することも不可能ではない可能性がある。つまり、

日本が最も深刻に抱える社会課題に対し、スタートアップを活用することは、国際市場に

おける日本の競争優位性の確保につながるかもしれない。日本が先だって抱える課題の解

決に対するスタートアップのありかたは、政策的にも、そして起業の社会的認知度の向上

にむけても検討に値する挑戦であると考えられる。

もう一つ本章が紹介したように、イスラエルの公的支援制度の設計で最も重点化された

取り組みの一つが海外資金の呼び込みであった。その政策的な特徴は、海外からの資金を

呼び込み、イスラエルの技術と人材を活用し、買収による国際市場への展開である。自国

のみならず、世界の財政的・人的資源を最大減活用する戦略性により、国内外の多様な行

為主体がイスラエルのスタートアップ環境を重層的に醸成している。特にその国際性は近

年益々広がりを見せている。我が国の起業環境においては、海外からの VC 資金が限定的

である。2013 年、ジャパンベンチャーリサーチの調査によると、日本国内スタートアッ

プに対する VC 投資金額の上位 30 位のうち、海外 VC は 6 件存在し、その合計は約 40
億円程度であった 183。一方で、イスラエルにおける同年の海外からの VC 資金は約 2,400
億円であった。また、2017 年 NASDAQ におけるイスラエルのスタートアップ起業数は

97 社で世界第 3 位である。日本企業は 14 社である 184。我が国のスタートアップ支援に

181　Million Steps Ventures http://millionsteps.vc 
182　駐日イスラエル大使館　http://embassies.gov.il/tokyo/Pages/default.aspx
183　Masuda, S.「国内未公開ベンチャー投資が拡大傾向、平均調達額は 2.5 倍の 5000 万円に」『TechCrunch』3 月 17 日 

　http://jp.techcrunch.com/2014/03/17/jp20140317jvr/
184　NASDAQ Companies by Region http://www.nasdaq.com/screening/regions.aspx#
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利用可能な海外資金の呼び込みに対する制度的課題分析、海外市場における買収を見越し

た起業戦略のありかたの検討は、今後の検討課題であると考えられる。
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４．英国
英国では、大学および研究機関で生まれた新しい知見や技術を事業化し社会に実装する

ための手段としてスタートアップに期待が高まる中、研究成果のスピンアウトの重要性に

対する認識も徐々に変化し、小粒ながらも支援制度の質と量が増えてきている。しかし、

米国の大学のようにシード期であっても少しでも芽が出る可能性があると判断されれば大

学が資金を惜しみなく投入することができるほどに、英国の大学の予算は潤沢ではない。

そのため、公的な機関や王立協会等の助成がそのギャップを補う役割を果たしている。

本章では、英国の起業を取り巻く現状、政府の政策や支援制度や支援機関について説明

をした上で、大学のシーズを用いた研究開発型スタートアップの事例を紹介し、その特徴

について考察することを目指す。

4.1　英国の現状、スタートアップを取り巻く状況

英国は世界トップレベルの科学力を誇り、強い科学を維持する研究環境や関連する支援

制度も充実している。この高いレベルの科学を支えているのが大学であり、世界大学ラン

キングの上位には常に多くの英国の大学がランクインし、その競争力の高さを誇っている。

英国の大学では伝統的に大幅な自治が認められており、それに基づいて醸成された自由な

文化の中、国内外の質の高い人材を糾合し、卓越した研究の推進とレベルの高い教育を実

践してきた。

一方で、大学の科学研究の成果を実用化・商業化して社会や経済に役立てるためのシス

テムや方策が不十分であると指摘する声があり、この点は英国政府が克服しようとしてい

る課題の一つになっている。とりわけブレア政権時代以降、科学研究の成果が十分に実用

化され利用されていないとの反省から、研究成果の実用化に資するようなイノベーション

政策や大学から産業界への知識移転が推進されるようになった。この知識移転とは、学か

ら産への一方的な技術の移転ではなく、産業界からもフィードバックも含む知識全体の交

流を意味する。英国では近年、この交流を「知識交流（knowledge exchange）」という表

現で説明している。

こうして 1990 年代以降、研究成果の実用化および商業化は、大学における重要なトピッ

クの一つに位置づけられてきた。この流れの中で、大学の知財を戦略的に扱う会社の設立

も進められた。有望なシーズを早期に発掘し、大学の収入や地域経済の発展、雇用の創出

に貢献するための技術移転専門機関が株式会社のかたちで大学内に作られたのである。主

なものとして、インペリアル・カレッジ・ロンドンのインペリアル・イノベーションズ

（Imperial Innovations）、オックスフォード大学のオックスフォード・ユニバーシティ・

イノベーション（Oxford University Innovation）、ケンブリッジ大学のケンブリッジ・

エンタープライズ（Cambridge Enterprise）などがある。

英国では大学に対する公的な研究資金は主として、各地域にある高等教育資金会議

（HEFCs）を通じて配分されるブロックグラント（日本の運営費交付金に相当するもの）と、

研究会議（RCs）を通じて助成される競争的研究資金の 2 つの流れがある。2013 年度の

収入で見ると、前者の HEFCs からの交付金は英国の大学全体の収入の 19.8% を占めて

いる。これは最大の収入である授業料 44.5% の次に大きな割合である。その次に大きな
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割合を占めるのが、RCs がプロジェクトごとに支出する研究助成金や委託研究からの収

入 16.5％で、寄付や委託研究からの収入が 1.1% となっている。以上を踏まえ、全体収入

307 億ポンド 185 の内訳の割合を示したのが図表 1 である。

図表1　英国の大学の収入内訳の割合（2013年度）

出典：高等教育統計庁（HESA）ウェブサイトの情報をもとに CRDS で作成

　

ただし、図表 1 に示した収入構造は大学全体の平均値であり、一部の主要な研究型大

学では様相を異にする。ロンドン郊外のゴールデン・トライアングルの主要 5 大学（ケ

ンブリッジ大学、オックスフォード大学、インペリアル・カレッジ・ロンドン、ユニバー

シティ・カレッジ・ロンドン、キングス・カレッジ・ロンドン）の収入構造を見てみると、

平均値との大きな違いは、授業収入の割合が 24.5% にとどまる一方で、研究助成金や委

託研究の割合が 37.7% に達している点である。HEFCs からの交付金の割合は 17.9% と

平均値とほぼ変わりない。

HEFCs のブロックグラントは研究交付金と教育交付金に大別される。近年、研究交付

金の額が維持される一方で、教育交付金は大幅な削減を余儀なくされている。イングラン

ド地方を所管するイングランド高等教育資金会議（HEFCE）186 の予算の推移を示したの

が図表 2 である。これで見ると、教育交付金の額が大きく減少していることが分かる 187。

多額の研究交付金を獲得できない教育型大学では、減額となった交付金の不足分を補うた

め授業料収入を増やさざるを得ないが、現在、大半の大学で国内学生の年間授業料は上限

が 9,000 ポンドとされており、インフラを考慮して 9,250 ポンドまで引き上げることが可

能になっているが、これ以上の値上げの余地は少ない。

授業料（留学生含む）等

高等教育資金会議（HEFCs）等交付金

研究助成金・委託研究

寄付・投資収益

その他の収入

44.5 %

19.8 %

16.5 %

1.1 %

18.1 %
授業料（留学生含む）等

高等教育資金会議

（ ）等交付金

研究助成金・委託研究

寄付・投資収益

その他の収入

185　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ポンド＝ 153 円となっている。
186　2018 年 4 月に包括的なファンディング機関として英国研究・イノベーション（UKRI）、および、高等教育分野全体の規制や監督担

　う学生局（OfS）が誕生した。従来の HEFCE や公正機会局（Office for Fair Access）は廃止され、それらの機能の多くは新設の

　OfS に移管され教育省の所管となった。7 つの研究会議（RCs）、Innovate UK、および Research England は UKRI の傘下に入り

　BEIS の所管となった。この Research England は、HEFCE がこれまで担当していた大学の研究評価やブロックグラントの配分、

　産学連携推進の機能を引き継いでいる。
187　http://www.hefce.ac.uk/pubs/year/2015/201505/　
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図表 2　HEFCE の予算推移

出典：HEFCE ウェブサイトの情報をもとに CRDS で作成

　

このように近年の傾向として、交付金が減少する状況にある中、授業料の増加で補うに

も限界があり、大学としては収入の伸びが期待できる大学発スピンアウト 188 企業への支

援や出資に注目が集まっている。上述の技術移転専門会社の整備も大学側の関心に沿うと

ころが大きいと考えられる。大学側にとって起業環境を活性化させるメリットとしては、

第一に、スピンアウト企業が新規株式公開（IPO）した場合に株を売却して収益を得るこ

とができる、第二に、特許のロイヤルティ収入を得ることができる、の 2 点が挙げられ

るだろう。

上記の状況と並行して近年では、大学の研究評価制度が、研究のエクセレンスだけでな

く、その社会的・経済的インパクトも考慮するように変更された。外部からの獲得資金額、

スピンアウト数、特許取得数など、考えうるものすべてが研究のインパクトとして評価シー

トに盛り込まれる。評価の結果は最終的に HEFCs から大学への研究交付金の額に反映さ

れる。減額となった大学では評価の低い分野の学部が廃止されたりするなど、厳格な対応

がなされることもある。大学によっては研究のインパクトをめぐる記述に随分と注力して

いることもあり、大学の研究成果の商業化には高い関心が寄せられている。

他方、英国の現状を説明する事例の一つとして、産業界主導で大学の英知を戦略的に活

用している点が指摘されることも少なくない。英国では産業界の研究開発活動が主要国の

中では相対的に不活発と見なされており、これを補うべく、企業単体では到底カバーでき

ない総合的な知見を大学に求め、産業界での研究開発に大学の持つ広い知識を役立てよう

としてきた。例えばこの先 10 年～ 15 年を見越して大学に先行投資を行う代わりに、同

期間内に大学の成果を元に生まれたスピンアウト企業の株式を半数まで取得できるという
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188　本章では、スピンアウトとスタートアップを使い分けている。前者は大学の研究成果により生まれた IP を有しスピンオフした企業

　を指し、後者は本報告書全体を通じた共通定義である「大学、研究機関等で達成された研究成果に基づく革新性の高い技術や知財、

　全く新しいビジネス手法を事業化する目的で設立され、急成長を目指す新興企業」を意味する。後者は大学の研究成果に基づいた起

　業であっても、IP を有しているかどうかは問わないため、前者を包括する幅広い概念として用いている。



68

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援68

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

条件を結ぶといった具合に、民間ベースでリスクの取れる投資が大学に対して行われてい

る。

以上、アカデミアを中心とした動向について述べてきたが、以下では英国全体における

スタートアップ支援に向けた投資環境についても言及しておきたい。　

英国では 1970 年代から公的機関による直接投資（スタートアップ対象とは限らない）

を行ってきたが、現在は原則直接投資の形態はとっておらず、ファンドを組成し、ファン

ドマネージャーを雇用して純粋に商業ベースで運用している。この理由としては、地域や

業種に関する投資基準が過度に複雑化してしまったこと、また、担当する行政官に投資家

としての経験が不足していたことが指摘されている。ファンドに関しては、小規模のもの

が 1,000 以上存在し、起業家からは、どのファンドに応募すればよいか分からず混乱する

との声も聞かれるほどである。

スタートアップへの投資促進のための優遇税制として、企業投資スキーム（Enterprise 
Investment Scheme: EIS）やベンチャー・キャピタル・トラスト（Venture Capital 
Trust: VCT）が 1990 年代から導入されると同時に、2012 年には起業の初期段階のス

タートアップへの投資を対象とした優遇税制として、シード企業投資スキーム（Seed 
Enterprise Investment Scheme: SEIS）も新設された。

2013 年には中小企業向け出融資を行う英国ビジネス銀行（British Business Bank）が

創設され、異なる段階のスタートアップに対しその規模や目的に応じて融資を受けられる

枠組みが提供されている。

英国における民間ベンチャー・キャピタル（VC）の投資は、年間 5% 程度のペースで

拡大しているといわれているが、米国と比較すれば依然低い水準である。スタートアップ

のイグジットのほとんどが M&A で、IPO は年間 5 社～ 10 社程度とされている。日本の

起業の現状では IPO が目指す道になっているため、英国の状況とは対照的である。

最後に、大局的な視角から英国の状況を見てみたい。経済に関していえば、英国の抱

える問題の一つは、経常収支の慢性的な赤字である。英国の貿易収支も 1983 年以来、輸

入超による赤字状態が続いている。2016 年の英国経済は、国民投票での EU 離脱の表明

を受けてポンドが大幅に下落した。とはいえ 2016 年の実質 GDP 成長率は、前年の 2.2%
を下回ったものの、1.8% の成長を記録している（図表 3）。失業率は 2008 年のリーマン

ショックを受けて悪化したが、2011 年の 8% をピークに近年は低下しており、2016 年は

4.8% にまで下がっている（図表 4）。図表 3 および図表 4 の数字を見るかぎり、最近の英

国経済が少し持ち直してきた感があるが、キャメロン（David Cameron）政権から続く

緊縮財政や歳出削減に対する英国民の反感は現在のメイ（Theresa May）政権において

もかなり高いといわれている。
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図表 3　実質 GDP 成長率の推移（1986 年～ 2016 年）

出典：World Bank のデータをもとに CRDS で作成

　

図表 4　英国の失業率の推移（1993 年～ 2016 年）

出典：World Bank のデータをもとに CRDS で作成

　

上記のような経済状況に加えて、英国では自分で会社を興そうと思っている人が多く、

大手会社に就職するのは将来的な起業を鑑みてノウハウを学ぶためであるということを

指摘する声もある。世界銀行の報告書「ビジネス環境の現状 2017（Doing Business 
2017）189」における「ビジネスのしやすさ」と「起業のしやすさ」の世界ランキングを見
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189　http://www.doingbusiness.org/~/media/WBG/DoingBusiness/Documents/Annual-Reports/English/DB17-Report.pdf
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てみると、「ビジネスのしやすさ」で英国は 7 位（日本は 34 位）、「起業のしやすさ」で

16 位（日本は 89 位）にランクインし、環境面で相対的に優れているといえる。

とくにロンドンは別格である。世界のスタートアップのエコシステムをモニタリングし

ているスタートアップ・ゲノム（Startup Genome）による直近の報告書「グローバル・

スタートアップ・エコシステム・ランキング 2017（Global Startup Ecosystem Ranking 
2017）190」においても、ロンドンは 3 位にランクインするなど、起業における人材面や

環境面において高く評価されている。

 

190　https://startupgenome.com/report2017/?forward=thank-you-enjoy-reading
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4.2.　スタートアップ関連の基本政策に関わる報告書やレビュー
ここでは、スタートアップに関連する重要な基本政策に関する報告書や影響力のあるイ

ンディペンデント・レビューを取り上げる 191。インディペンデント・レビューによる提

言とそれに基づく改革推進という仕組みは、英国の政策立案プロセスにおける特徴的なシ

ステムといえる。インディペンデント・レビューとは、英国政府が特定の案件ごとに審議

会を立ち上げ、審議会がその案件について包括的な調査・評価を行い、改善などの提言を

示す報告書である。各省はこの提言に従う義務はないものの、従わない場合はその理由を

明確にする等、何かしらの対応を行う必要がある。インディペンデント・レビューをきっ

かけに、組織や制度の改善が行われる場合も多い。

4.2.1 関連文書
以下では時系列的に、政府による報告書を 1 つ、インディペンデント・レビューを 3

つ取り上げ、それぞれ骨子を述べる。最後に、ケンブリッジの発展のきっかけとなった報

告書に言及する。

①　政府報告書「Excellence and Opportunity: A Science and Innovation Policy for 
　　the 21st Century」（2000 年）

2000 年 7 月に発表された政府報告書では、1990 年代に戦略的経済政策として推進され

てきたイノベーション・サイクルが効果を持ち始め、大学発スピンアウト企業数が増加し

たという実績を加速させるべく、ハイテク産業形成による英国経済への成長を実現するた

めの新たな政策の必要性が提起された。

この報告書を受けて、インフラ整備、人材育成などと並んで、先端的研究成果の商業化

を促すイノベーション・プログラムとして米国で成功した中小企業技術革新（SBIR）制

度が英国に導入され、2001 年から開始された。その導入の背景には、米国の SBIR 制度

の大成功により破壊的イノベーションの創出にとって公共調達が大きな効果を持つ政策と

して重要視されてきたことから、2000 年代に入り欧州諸国でもイノベーション創出に向

けた新たな政策としてその導入が模索され始めたという事情がある。これを小企業研究イ

ニシアチブ（SBRI）という名称で欧州で最初に導入したのが英国であった 192（4.3.3 で詳

述）。

②　ランバート・レビュー（2003 年）193 
スタートアップに関連して、主に以下の 2 点について提言が述べられた。

■　知的財産の扱い

知的財産の所有権や使用についての条項を含んだモデル契約書の開発は、産学間の研究

協力を推進する一助となる。政府による知識移転促進のための第 3 の新たなファンディ
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191　これら政策やインディペンデント・レビューの詳細な内容については、CRDS 海外調査報告書【CRDS-FY2014-OR-03】「科学技術・

　イノベーション動向報告～英国編～」（2014 年度）を参照されたい。http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2014/OR/CRDS-FY2014-OR-03.pdf
192　英国 SBRI の制度改革の詳細については、西澤昭夫「英国 SBRI の再出発に向けた制度改革 － 形式的模倣から本格的導入へ － 」

　VENTURE REVIEW No.24, September 2014 によるところが大きい。

　https://researchmap.jp/?action=cv_download_main&upload_id=96509
193　http://www.eua.be/eua/jsp/en/upload/lambert_review_final_450.1151581102387.pdf
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ング制度 194 を確立し、そのファンディング規模を拡大することで、より予測可能な方法

で資金配分を行うべきである。

■　知的財産・技術移転

大学の知的財産を商業化するための障害を克服するために、大学と産業界の間の知財権

の配分にはできるだけ柔軟性を持たせ、また、大学の技術移転を担う技術移転室の質を向

上させ、技術移転に従事する職員の採用やトレーニングの向上も行うべきである。

同レビューの後、1 つ目の知的財産の扱いに関しては、契約モデル集であるランバート・

ツールが開発・運用されることとなった（4.2.2 で詳述）。2 つ目については、大学の技術

移転機関の多機能・高品質化が図られ、単なる技術移転機関ではなく、投資ファンドを有

したり起業関連のコンサルティング業務を開始したりと、組織機能の拡充と支援体制の充

実化が大学ごとに進められていった（4.3.5 で詳述）。

③　セインズベリー・レビュー（2007 年） 195

スタートアップや起業家支援に関連して、主に以下の 3 点について提言が述べられた。

■　効果的な知識移転の実施

高等教育イノベーション・ファンド（HEIF）によるビジネス志向の大学と中小企業間

の知識移転支援を増強すべきである。

■　シード期およびアーリー期にあるハイテク企業を対象とした公的支援

資金調達までのギャップを埋めるための初期段階における投資が必要とされているにも

関わらず、リスクを伴うため出資を受けにくいのが現状である。そこで、シード期および

アーリー期の企業を対象にした公的な支援の充実化を図るべきである。

■　SBRI の改革

米国を範例として、SBRI による中小企業との契約に、各省は研究開発予算の 2.5% の

配分を実施するべきである。2001 年に始まった SBRI に対し、スタートアップ支援の中

核としてイノベーション志向型の公共調達という本来の効果を達成するため、制度上の抜

本的な改革を実施すべきである。

同レビューの提言を受けて、2008 年 3 月にイノベーション・大学・技能省（DIUS）（当時）

から具体的施策が提示された 196。1 つ目について、2008 年から始まる HEIF の第 4 期の

予算を拡大することが示された（4.3.1 で詳述）。2 つ目に関しては、本章では詳細に立ち

入らないが、2008 年以降、英国政府は会社の従業員規模に応じて利用できる様々な助成

金制度を用意してきた。2017 年 12 月時点で、従業員数が 9 人以下の会社が利用できる

制度として 235 件 197、会社の規模が 10 人～ 249 人の場合には 234 件 198 の制度に関する

情報が政府のウェブサイトに掲載されている。3 つ目の SBRI の改革については、制度改

革を経て 2009 年から改訂版 SBRI が導入されることとなった（4.3.3 で詳述）。

194　高等教育機関への研究資金制度は、各地域にある HEFCs を通じて配分されるブロックグラントと、RCs から助成される競争的研究資

　金の 2 つの流れがあることから、二元支援制度「デュアル・サポート・システム」と呼ばれている。つまり、第 1 のファイディング制

　度がブロックグラント、第 2 のファンディング制度が RCs からの競争的資金ということになる。
195　http://www.rsc.org/images/sainsbury_review051007_tcm18-103118.pdf
196　https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/243607/9780108507175.pdf
197　https://www.gov.uk/business-finance-support?business_sizes%5B%5D=under-10
198　https://www.gov.uk/business-finance-support?business_sizes%5B%5D=between-10-and-249
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④　ウィッティ・レビュー（2013 年）199 
大学における研究成果の商業化および知識移転等に関連して、主に以下の 3 つの提言

が述べられた。

■　大学における第 3 のミッションの強化

大学は経済成長を高める多大な可能性を有しているため、研究および教育のミッション

に加えて第 3 のミッション（研究成果の商業化）に取り組むためのインセンティブを強

化し、経済成長に貢献すべきである。

■　HEIF への支援

大学が革新的な中小企業に協力するようなインセンティブを強化するため、政府は

HEIF への長期的支援を明示すべきである。

■　大学の研究評価制度の検討

2014 年度から導入されるリサーチ・エクセレンス・フレームワーク（REF： 大学への

研究交付金の額を決めるための評価制度（4.3.4 で詳述））でのインパクトへの比重は、次

回 2021 年の REF では 25% にすべきである。

同レビューの後、1 つ目の第 3 のミッションについては、政府の施策に明確に結びつい

たわけではないが、大学における技術移転組織の機能拡充と支援体制の整備が図られて

いった（一部の事例について 4.3.5 で詳述）。2 つ目に関して、2015 年に始まる第 6 期の

HEIF から 1 年ごとの助成となり、年間予算の増加が行われた（4.3.1 で詳述）。3 つ目は、

次回の REF に向けて、現在（2018 年 1 月時点）「研究のインパクト」の比重が審議され

ている最中である。

⑤　モット報告（1969 年） 200 201 
ケンブリッジの歴史における起業やスタートアップへの注力は、この 50 年ほどの動き

である。研究者が独立して極めてボトムアップ的に自由に研究と教育を行ってきたところ

にケンブリッジの伝統的な特徴がある。ただし全体を統括するようなリーダーシップはそ

れほど強力ではなく、技術と知識が大学内に四散する状態であったといわれている。その

ような中、「ケンブリッジ現象」の土台が形成される契機となったのは、政府の委託を受

けてまとめられたモット報告（Mott Committee Report）である。1969 年に発表された

同報告では、科学をベースにした産業（science-based industry）の振興を図る、つまり、

大学と産業界とが連携してサイエンス型産業の立地を促進させる必要性が説かれた。

これを受けて 1970 年代に、ケンブリッジ大学のトリニティ・カレッジによって 11 ヘ

クタールの所有地にサイエンス・パークが建設され、ハイテク・スタートアップ企業が集

積する下地が「自律的」かつ「内発的」に形成されていった。「自律性」とは、政府の支

援がないにも関わらず自然発生的な現象としてスタートアップの集積と発生が実現されて

いるからであり、「内発性」とは、大学が独自に、或いは地方政府や民間企業と共同して

主体的に推進しているからである。
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199　https://www.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/249720/bis-13-1241-encouraging-a-british-invention 
　-revolution-andrew-witty-review-R1.pdf

200　http://ci.nii.ac.jp/els/contentscinii_20171205114445.pdf?id=ART0001561101
201　山口栄一『イノベーションはなぜ途絶えたか － 科学立国日本の危機』（2016 年、ちくま新書）
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このようにケンブリッジに対しては特別な配慮がなされ、それが他とは一線を画す状況

を生んでいる。現在、ケンブリッジでは大学発の有力スタートアップが続々と誕生し、1,500
社を超える企業が集まっている。こうした状況は「ケンブリッジ現象」と呼ばれ、他の英

国の大学を大きく引き離す勢いを見せている。

4.2.2　知財の扱い
英国にはバイ・ドール法に相当する法律がないため、公的資金を得て行われた研究にお

ける知財の扱いには英国特許法の規程が適用されている。英国特許法は 1977 年に制定さ

れ、改訂を重ねてきた。これによれば、政府から資金供与を受けた研究から生まれた成果

は、その成果を創出した人が所属する機関に帰属することになる。

上記ランバート・レビューにおいて提案されたとおり、産学の共同研究によって生じた

知財の扱いをめぐる紛争等の発生を防ぐために、契約モデル集であるランバート・ツー

ルキット（Lambert toolkit）が英国政府により提供されている 202。同ツールキットでは、

生じた知財を実際に活用する段階では契約者双方の調整が困難になるとの理由で可能なか

ぎり避けるべきとされている。

大学の研究成果に関しては、大学ごとに別途規約が設けられている。例えばマンチェス

ター大学では、大学での研究成果による特許の 20% ～ 30% は大学に帰属するとの契約を

大学職員は最初から大学と結んでいる。それゆえ、当該特許を用いてスピンアウトする場

合も大学側は 20% ～ 30% の利益を得ることになる。大学はいわば「現物出資」のかたち

で職員の研究成果に関わっている。

他方、ケンブリッジ大学では、大学職員の研究成果はすべて大学が所有するという表現

に最初の雛型ではなっている。ただしこの表現をベースラインとして、大学、研究助成機

関、企業などの共同研究者との交渉により、知的財産権の帰属先について比較的自由に変

更することが可能である。その際、当該交渉を直接行うのは研究者自身ではない。共同研

究の成果取り扱いに係る議論は研究者の専門外であるため、学内の専門部署または専門家

に任せることが通例となっている。

202　https://www.gov.uk/guidance/university-and-business-collaboration-agreements-lambert-toolkit
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4.3.　スタートアップの支援制度や支援機関
ここではまず、英国の大学における知識移転や起業を支援するため、イングランド高

等教育資金会議（HEFCE）、研究会議（RCs）およびイノベート UK（Innovate UK）と

いった公的な研究資金助成機関が提供している制度や取り組みについて主なものを紹介す

る。最初に HEFCE の制度から紹介するのは、大学の現場から見た場合に HEFCE によ

る支援の有用性が高いと指摘されることが多いからである。その後、大学だけでなく公的

研究機関においても利用されている RCs の支援を取り上げ、最後に産業界も利用できる

Innovate UK を通じた支援を紹介する。

大学のスタートアップ支援に大きなインパクトを持つと考えられる大学の評価制度につ

いても紹介したい。これは、2014 年から導入されたリサーチ・エクセレンス・フレームワー

ク（REF）と呼ばれる制度で、研究者の起業に対するモチベーションを左右する重要な

役割を果たしている。

また、大学の起業支援体制が洗練かつ充実していることを裏付ける事例として技術移転

機関の取り組みにも目を向け、最後に、民間の力を借りた大学発スピンアウトを促す投資

事例について紹介する。

　

4.3.1　イングランド高等教育資金会議（HEFCE）
①　高等教育イノベーション・ファンド（HEIF） 203

高等教育イノベーション・ファンド（Higher Education Innovation Fund: HEIF）は、

イングランド高等教育資金会議（HEFCE）が実施する大学の知識移転促進のための助成

プログラムで、2001 年に開始された。助成対象は個人ではなく機関になる。その目的は、

産業界やコミュニティのニーズに応える高等教育機関の能力を高めることにあり、スター

トアップ支援に限定されるものではない。しかし HEIF は、知識移転への資金的なイン

センティブを大学に与えることにより、従来は産業界の研究に対する関心が少なかった大

学側の文化を変えようとしており、起業に対する意識も好意的なものへと変化するきっか

けを与える可能性を有している。

HEIF の資金配分はパフォーマンス・べースで行われており、外部収入が年 25 万ポン

ドを超える高等教育機関に受領資格が与えられる。HEIF に応募した各高等教育研究機

関には、各校の知識交換活動を推進するための戦略（strategy for knowledge exchange）
の提出も求められている 204。

HEIF の仕組みは各期で変化してきた。第 1 期（HEIF1）の 2001 年～ 2004 年には、

7,700 万ポンドが助成された。その額は、2008 年からの第 4 期（HEIF4）では 3 億 9,600
万ポンドにまで拡大している。HEIF2 以降、各期の HEIF 予算が大幅に増加していった

ことは、知識移転促進のための第 3 の新たなファンディング規模を拡大し維持すること
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203　http://www.hefce.ac.uk/ke/heif/
204　一般的に大学で実施されている技術移転（technology transfer）は近年では、科学技術に留まらず、人文・社会科学を含む総合的な

　知識を社会に移転するという意味で、知識移転（knowledge transfer）活動として拡大してきた。最近はさらに一歩踏み込み、一般

　市民からのインプットも重要視する広義の社会連携活動という意味で知識交換（knowledge exchange）という表現が使用されるよ

　うになっている。HEIF の詳細については、山田直「第 4 次高等教育イノベーション・ファンド - 大学の知識交換活動」2009 年

　1 月号『英国大学事情』によるところが大きい。

　https://scienceportal.jst.go.jp/reports/britain/20090101_01.html
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が上記 3 つのレビューのいずれにおいても提案されたことを受けての政府の対応であっ

た。HEIF4 では、資金の 40% がその大学のスタッフの人数により、残りの 60% は知識

移転の実績により配分額が決められる方式に変更された。これにより、知識移転の結果が

高い大学ほど、資金をより多く獲得できるようになった。2015 年からは 1 年ごとの助成

となり、現在は 2017 年からの第 8 期（HEIF8）が実施されている。助成金額は 1 億 6,000
万ポンドである。第 1 期から現在までの HEIF の概要をまとめたのが図表 5 である。

現在、学位授与権を有する英国の機関は 151 あり、うちカンタベリー大司教を除く「大

学」にあたる機関は 150 校である。2001 年～ 2010 年までは英国の大学のほとんどが

HEIF を利用していたが、近年は約 3 分の 2 の大学が助成を受けている。

現行の HEIF8 では、HEIF4 から使用されている配分方式に基づき各高等教育機関に

資金が配分されている。最大額 335 万ポンドを獲得している大学は 9 校で、バーミンガ

ム大学、ケンブリッジ大学、インペリアル・カレッジ・ロンドン、キングス・カレッジ・

ロンドン、リーズ大学、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、マンチェスター大学、オッ

クスフォード大学、サウサンプトン大学である。

図表 5　HEIF の概要

出典：HEFCE ウェブサイトの情報をもとに CRDS で作成

　

HEIF を通じた助成金は大学全体の予算から見ればわずかな割合を占めるにすぎない。

しかし HEIF は一度配分されれば、各高等教育機関の自由裁量により知識移転促進の目

的に関連したあらゆる取り組みに使用することができるため、大学側にとっては非常に使

いやすい予算ともいえる。例えばケンブリッジ大学の技術移転会社であるケンブリッジ・

エンタープライズの 2015 年度予算の 1 割は、大学が HEIF を通じて得た助成金の一部

が流れてきている。このように各大学の経営戦略に基づき、知識移転の目的のために様々

に活用されるのが HEIF である。

期 期間 予算（ポンド） 
助成対象となった

高等教育機関数 

1 2001 年～2004 年 7700 万 89 

2 2004 年～2005 年 1 億 8,600 万 124 

3 2006 年～2008 年 2 億 3,800 万 133 

4 2008 年～2010 年 3 億 9,600 万 130 

5 2011 年～2015 年 6 億 100 万 99 

6 2015 年～2016 年 1 億 6,000 万 100 

7 2016 年～2017 年 1 億 6,000 万 97 

8 2017 年～2018 年 1 億 6,000 万205 98 

205　HEFCE は 2017 年 7 月 10 日、政府の産業戦略の推進につなげるため 2017 年度の HEIF に追加予算として 4,000 万ポンドを支出する

　旨発表した。

　http://www.hefce.ac.uk/news/newsarchive/2017/Name,114709,en.html
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HEFCE は外部のコンサル会社に委託して、HEIF による知識移転の効果として学生に

よる起業の動向やその経済価値等に関する詳細な報告書を 2013 年に発表している 206。

なお、イングランド以外の地域でも同様のプログラムを有しており、例えば北アイルラ

ンドでは、雇用学習省と北アイルランド工業開発庁 が HEIF を実施している。

②　アイキュア（iCURe）プログラム
米国国立科学財団（NSF）による I-Corps プログラム 207 の一つを成す I-Corps Teams

プログラムを模倣して、2014 年から試験的に開始されたのがアイキュア（iCURe）である。

イングランド高等教育資金会議（HEFCE）から 280 万ポンド、イノベート UK（Innovate 
UK）から 40 万ポンドの計 320 万ポンドが初期予算として投入された。

同プロジェクトは現在のところ、英国西南部地域にあるバース大学、ブリストル大学、

サウサンプトン大学およびサリー大学による、研究および研究成果の事業化の推進パート

ナーシップである SET スクウェアード・パートナーシップ（SET squared partnership） 208

によって運営されている 209。

iCURe では、1 チームはポスドクの若手研究者、シニア研究者およびビジネス・アド

バイザーの 3 名から成り、起業トレーニングを 3 か月間受けることになる。市場機会の

検討やアイデアの発展・検証に対し資金提供がなされる。iCURe の訓練プログラムの後

に実際にスピンアウトすることは義務にはなっていない。1 チームは最初に 3 万 5,000
ポンドが助成される。

4.3.2　研究会議（RCs）
研究会議（Research Councils: RCs）は、基礎研究および応用研究に関する競争的資金

を配分している助成機関で、ビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）の傘下にある。

科学技術振興機構（JST）と日本学術振興会（JSPS）の両機能を併せた組織に相当する。

現状のところで先述したように、RCs は近年、経済的価値や英国経済への貢献を重視す

る立場にあり、雇用の創出、研究者のキャリアアップと可能性を考慮して、大学発のスピ

ンアウト企業の立ち上げを支援してきた。

RCs の一つであるバイオテクノロジー・生物科学研究会議（BBSRC）では 20 年以上

に亘り、アイデアの検証や起業知識の育成など新規ビジネスの創出につながる様々な支援

制度を展開しており、その中でも活用実績の比較的高い主なスキームをまとめたのが図表

6 である。これで見ると、例えば 1 つ目の YES は、一人当たりに対する助成額としては

日本円にして 100 万円以下と少額ながらも、ポスドクを中心とした若手のバイオ研究者

が比較的容易にアイデア検証を行うことを支援する制度である。当該制度を活用した研究

者からは、実際の起業前の段階においてその有用性は高かったと評価は概して高い。
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206　http://www.hefce.ac.uk/media/HEFCE,2014/Content/Pubs/Independentresearch/2015/Student,Start-Ups/2015_student_start-ups.pdf
207　I-Corps プログラムの詳細については、第 1 章の米国の 2.2.3.3 を参照されたい。
208　http://www.setsquared.co.uk/
209　SET スクウェアード・パートナーシップは 2003 年の結成以降、大学発の質の高いスピンアウト企業の創出、高成長が見込まれ

　る技術企業への支援、トップ・リサーチへの投資、海外との共同研究の実施等を担ってきた。IP グループ（IP Group）社（4.3.6 で

　詳述）と提携しており、同社から知的財産権の事業化、シード・キャピタル・ファイナンスおよびスピンアウト企業の事業戦略や

　財政面等への支援を受けている。SET squared partnership の活動の詳細については、山田直「SET squared Partnership（英国南

　部地域 4 大学の産学連携パートナーシップ）」2007 年 7 月号『英国大学事情』によるところが大きい。

　https://scienceportal.jst.go.jp/reports/britain/20070701_01.html
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図表 6　BBSRC が関与した大学スピンアウト支援の主なスキーム

出典：BBSRC ウェブサイトの情報をもとに CRDS で作成

BBSRC はまた、工学・物理科学研究会議（EPSRC）と共同で、嫌気性消化やバイオ

プロセッシングなど 13 のトピックごとにグループを設け、BBSRC 産業バイオテクノ

ロジー・バイオエナジー・ネットワーク（Networks in Industrial Biotechnology and 
Bioenergy: NIBB）というネットワーク作りのための資金を出している 213。同資金は、

会議を開催したり、人を集めたり、ビジネスバウチャーを作って企業と共同研究を短期間

実施したりすることに使用できる。

このネットワーク作りの資金は、起業前の段階で起業家や投資家から有益な助言や情報

を得る機会を与えたり、また、起業に絡む人脈作りのための有用な場を提供したりするた

め、スタートアップそれ自体を支援するのと同程度重要な役割を担っている。

上記のほか、各 RCs が取り組んでいる制度として、インパクト・アクセラレーション・

アカウンツ（Impact Acceleration Accounts: IAAs) というアウォードがある。IAAs では、

知識移転活動の促進或いは研究のインパクトの加速化を目的として、個人にではなく、大

学を含む研究機関に対し助成される。例えば、経済・社会研究会議（ESRC）が実施して

いる IAAs は「ESRC IAAs」と呼ばれる。ESRC IAAs を通じて現在、英国にある 24 の

研究機関が助成を受けている。2014 年の開始時から 2017 年 3 月までの助成総額は 1,800
万ポンドにのぼり、2019 年 3 月までに 700 万ポンドが追加で投資される予定である 214。

これら 24 の機関はすべて大学で、イングランドだけでなくスコットランドやウェールズ

を含む英国全土の大学が関与している。
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的容易にアイデア検証を行うことを支援する制度である。当該制度を活用した研究者から

は、実際の起業前の段階においてその有用性は高かったと評価は概して高い。 
 
 

制度名 概要 

Biotechnology Young Entrepreneurs 

Scheme（YES）210  

・バイオ分野の若手研究者（ポスドク中心）のアイデア検証

を支援し事業化に繋げる制度 

・一人当たり 5,000 ポンドの助成金の配賦 

・2015 年までに 5,000 人の活用実績を持つ 

Fellow-on Funding211  ・BBSRC が以前に助成したプロジェクトで生じた成果の商

業化や応用を支援する制度 

・プルーフ・オブ・コンセプトの段階を埋める役割を担い、申

請者はスピンアウトやライセンシングの可能性を追求でき

る 

・3 種類のスキームがあり、そのうち、いつでも申請可能な

「Pathfinder Follow-on Fund」では、申請書に記載される最

大 1 万 2,000 ポンドのうち BBSRC は 80%まで負担可能 

Royal Society of Edinburgh 

Enterprise Fellowships212 

・Scottish Enterprise、科学技術施設会議（STFC）、自然環

境研究（NERC）および QuantIC と共同で支援し、大学院生

および研究者が新規ビジネスを立ち上げることを支援する

制度 

 BBSRC はまた、工学・物理科学研究会議（EPSRC）と共同で、嫌気性消化やバイオプ

ロセッシングなど 13 のトピックごとにグループを設け、BBSRC 産業バイオテクノロジ

ー・バイオエナジー・ネットワーク（Networks in Industrial Biotechnology and Bioenergy: 
NIBB）というネットワーク作りのための資金を出している219。同資金は、会議を開催した

り、人を集めたり、ビジネスバウチャーを作って企業と共同研究を短期間実施したりする

ことに使用できる。 
 このネットワーク作りの資金は、起業前の段階で起業家や投資家から有益な助言や情報

を得る機会を与えたり、また、起業に絡む人脈作りのための有用な場を提供したりするた

め、スタートアップそれ自体を支援するのと同程度重要な役割を担っている。 
 上記のほか、各 RCs が取り組んでいる制度として、インパクト・アクセラレーション・

アカウンツ（Impact Acceleration Accounts: IAAs) というアウォードがある。IAAs では、

知識移転活動の促進或いは研究のインパクトの加速化を目的として、個人にではなく、大
 
                                                           
216 http://www.bbsrc.ac.uk/innovation/maximising-impact/biotechnology-yes/ 
217 http://www.bbsrc.ac.uk/innovation/maximising-impact/follow-on/ 
218 https://www.rse.org.uk/awards/enterprise-fellowships/ 
219 http://www.bbsrc.ac.uk/research/programmes-networks/research-networks/nibb/ 

210　http://www.bbsrc.ac.uk/innovation/maximising-impact/biotechnology-yes/
211　http://www.bbsrc.ac.uk/innovation/maximising-impact/follow-on/
212　https://www.rse.org.uk/awards/enterprise-fellowships/
213　http://www.bbsrc.ac.uk/research/programmes-networks/research-networks/nibb/
214　http://www.esrc.ac.uk/funding/funding-opportunities/impact-acceleration-accounts/
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IAAs の特徴は、上記の高等教育イノベーション・ファンド（HEIF）と同様、利用側にとっ

ては非常に使いやすい資金であるという点である。この資金は、当該研究機関とユーザー

となるステークホルダー間の人事交流や出向を支援したり、公的セクター、市民社会、産

業界、および一般市民との関係を深めたり、或いは、知識移転を促進し関連する技術や能

力を向上させるために研究機関側の文化の変化を促すことに使用したりできる。

4.3.3　イノベート UK（Innovate UK）
イノベート UK（Innovate UK）は、主に産学連携や企業におけるイノベーション活動

を支援する研究助成機関である。研究会議（RCs）と同様、ビジネス・エネルギー・産業

戦略省（BEIS）の傘下にあり、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）に相当

する機能を有する。

Innovate UK による助成プログラムは主として企業を対象としているが、産学連携プ

ロジェクトのように大学や公的研究機関にも一部助成している。これは、大学や公的研究

機関発の研究成果の実用化や商業化に貢献するという意味で、重要な役割を担っている。

①　小企業研究イニシアチブ（SBRI）215 
小企業研究イニシアチブ（Small Business Research Initiative: SBRI）は、公共調達

を利用して中小企業によるイノベーションを促進しようとする研究助成プログラムであ

る。SBRI は英国版 SBIR ともいわれ、2001 年に開始された。

ただし当初は、中小企業に委託される研究開発の内容や具体的な選定プロセス等が明示

されず、各省の研究開発予算の 2.5% という数値目標、および、これを各省庁のウェブサ

イトで広く公募することのみが定められ、実際の細目は各省庁に任せられていた。このた

め、参加した省庁も限られ、かつ委託内容も従来の手法にとどまったため、期待された効

果が得られなかった。そこで、セインズベリー・レビュー等における SBRI 改革の提案を

踏まえて、2008 年に制度改革に向けたパイロット・プロジェクトが実施され、2009 年か

ら改革版 SBRI が本格的に導入されている 216。

SBRI のフェーズ I はプルーフ・オブ・コンセプトの段階で、最長 6 か月で最大 10 万

ポンド支給される。フェーズ II はプロトタイプの作成・開発の段階で、最長 2 年で最大

100 万ポンドが支給される。プロジェクトの過程で生まれた IP は当該企業の所属となり、

Innovate UK では扱わない。

このように SBRI では比較的初期の段階にある企業のシーズに対するファンディングの

需要ギャップを埋める役割を担っている。SBRI を通じて公的セクターが直面する課題に

対する革新的解決法を見出すことにより、より良い公的サービスやより高い効率性や効果

を期待することが可能となる。参加企業全体の約 66％がスタートアップや中小企業であ

り、これら企業にとって SBRI 契約を交わしてプロジェクトを実施することは新たなビジ

ネスチャンスを見出し、独自のアイデアを市場へとつなげる機会を得ることを意味する。

2009 年 4 月以降の新生 SBRI では、国防省、保健省など 82 の省庁・公的機関が 360
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215　https://www.gov.uk/government/collections/sbri-the-small-business-research-initiative
216　英国 SBRI の制度改革の詳細については、西澤昭夫「英国 SBRI の再出発に向けた制度改革 － 形式的模倣から本格的導入へ － 」

　VENTURE REVIEW No.24, September 2014 によるところが大きい。
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の公募を行い、3,060 件もの SBRI 契約を交わし、その額は 4 億 7,000 万ポンドにのぼる

（2017 年 10 月時点）。

②　イノベーション・バウチャー（Innovation Vouchers） 217

イノベーション・バウチャーは、企業が新たな知識を独自のネットワーク外に模索する

ことができるよう、大学や公的研究機関などと中小企業による産学連携・技術移転を促進

するためのバウチャー制度で、企業が新たな知識を独自のネットワーク外に模索すること

を促進するよう設計されている。

スタートアップ企業や中小企業は、最大 5,000 ポンドのバウチャーを、自身が希望する

大学や公的研究機関の専門家から知識や技術移転を受けるための支払いに利用することが

できる。バウチャーを利用することができるのは、これまで Innovate UK からイノベー

ション・バウチャーを助成されたことのないスタートアップ企業および中小企業が対象と

なり、当該企業にとって課題解決のためにどうしても必要なアイデアを得るために専門家

の支援を必要とするような場合、そして、その専門家と協力するのが初めての場合に限ら

れる。このアイデアが Innovate UK が指定するテーマの一つに当てはまるという条件も

重要である。Innovate UK は 3 か月ごとにテーマを特定した募集を行い、応募者の中か

ら約 100 件が選定されることになっている。

4.3.4　リサーチ・エクセレンス・フレームワーク（REF）
英国の大学予算の重要な部分を占める高等教育資金会議（HEFCs）のグラントには、

すでに述べたように研究交付金と教育交付金がある。このうちの研究交付金は、研究の質

に基づき配分するという考え方が適用されており、大学ごとの研究評価の結果に基づき配

分額の大部分が決定される。

2011年に新しい研究評価制度であるリサーチ・エクセレンス・フレームワーク（Research 
Excellence Framework: REF）が示され、これに基づき 2014 年 12 月に評価結果が発表

され、2015 年度の研究交付金からこの REF の評価が反映されている。

REF の評価項目は、「研究成果（65%）」、「研究環境（15%）」、「研究のインパクト（20%）」

の 3 つから成っている。「研究のインパクト」は、研究が学術以外の「経済、社会、文化、

公共政策やサービス、国民の健康、環境や生活の質向上」に与えた影響の大きさを測定す

るものである。評価レベルについては、評価項目ごとに次の 5 段階がある。

■　4： 世界を先導する質の高さ

■　3： 国際的に優れていると認められるが最高水準と評価するには足りない

■　2： 国際的に認められる質の高さ

■　1： 国内的に認められる質の高さ

■　分類不可。

このように大学の研究の評価項目の一つに社会的・経済的インパクトが入れられたこと

は、大学の研究成果をより社会に還元していくための研究を行うインセンティブを研究者

に与えることに繋がっていると考えられる。企業と共同研究を行うこと、産業界からの委

217　https://www.gov.uk/government/news/innovation-vouchers-for-all
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託研究を引き受けること、研究成果に経済的価値を持たせること、そして大学発スピンア

ウト企業の立ち上げを積極的に支援すること、これらすべてが大学の研究を高く評価する

一因となっており、研究者がインパクトの創出に励むことは、組織的な利益につながり、

最終的には大学が得る公的助成金の額にも反映される。

4.3.5　充実した大学の起業支援体制
英国では、有望なシーズを早期に発掘し、大学の収入や地域経済の発展、雇用の創出に

貢献するため、知識や技術の移転を専門的に扱う組織制度が試行錯誤を重ねながら整備さ

れてきた。こうした支援機関がより円滑に大学の知的財産を商業化するため仕組みの改善

に国が高い関心を示しているだけでなく、大学自身も専門性の高い制度を独自に構築しよ

うと積極的に動いている。以下では、大学発のシーズの展開を支える技術移転組織の事例

として、インペリアル・イノベーションズ（Imperial Innovations）とオックスフォード・

ユニバーシティ・イノベーション（Oxford University Innovation）の 2 社を取り上げる。

①　インペリアル・イノベーションズ（Imperial Innovations）218 

インペリアル・イノベーションズ（Imperial Innovations）は、インペリアル・カレッ

ジ・ロンドンの技術移転オフィスを出自として、現在は同大学のみならず、ケンブリッジ、

オックスフォード、さらにはユニバーシティ・カレッジ・ロンドン由来の知的財産の事業

化に取り組んでいる企業である。インペリアル・イノベーションズは、インペリアル・カ

レッジ・ロンドンと技術パイプラインに関する同意書を締結しており、これにより同大学

の技術に非常に早期にアクセスし選別できる強みを持ち、大学の独占的な技術移転オフィ

スとしての機能を果たしている。そのほか、インペリアル・カレッジ NHS やロンドンホ

スピタルトラストといった国民保健サービス（National Health Service: NHS）219 の技

術移転機関としての役割も有する。ケンブリッジ、オックスフォード、およびユニバーシ

ティ・カレッジ・ロンドン由来の技術に対する投資については、それぞれの大学の技術移

転オフィスとの連携を図っている。

インペリアル・イノベーションズは起業支援と技術移転の 2 部門に分かれているが、前

者の起業支援についていえば、上記 4 大学のシーズに関連したスピンアウト企業の立ち

上げ、その支援や出資を行っている。2006 年～ 2016 年の 10 年で 140 社を超える企業が

スピンアウトした。同社は、長期的な視点での価値創造を志向しており、スピンアウトの

設立当初の時点から関与を行っている。スピンアウト企業には必ず役員を派遣しており、

その経営にも大きな影響力を保持している。また、投資先のスピンアウト企業の資本政策

や資金調達計画の立案にも関与し、追加調達ラウンドでもリードを取る。協調出資者の組

成やパートナー企業の勧誘なども行い、出資先である企業の長期的な発展に資するサポー

ト全般を担っている。

インペリアル・イノベーションズは 2005 年以降、2 億ポンドを超える投資資金を調達

しており、多くのスピンアウト企業に投資を行ってきた。また 2006 年の上場から 2016
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218　https://www.imperialinnovations.co.uk　Imperial Innovations の設立は 1986 年、上場は 2006 年である。
219　NHS は、保健省の傘下にある国民保健サービスを提供する機関。全国の NHS 病院・クリニックでの国民への医療提供のみならず臨床

　研究も行っている。NHS の研究資金配分機関である国立衛生研究所（NIHR）によって研究助成も実施されている。
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年までで、1 億 6,090 万ポンドの出資を実行している。出資先として、インペリアル・イ

ノベーションズ以外からも 7 億 5,000 万ポンドの出資を引き出している。インペリアル・

イノベーションズは 2016 年 2 月時点で 98 社に投資を行っている。経営層の人選や企業

の戦略立案にも関与している。経営層に関しては、大学の外部から CEO をリクルートす

ることが多い。最高技術責任者（CTO）は研究者がパートタイムで従事している。

インペリアル・イノベーションズはファンドを形成せず、直接投資を行っている。ファ

ンドの期限という制約がないため、投資期間は通常の民間ファンドよりも長く、10 年以

上に及ぶこともある。投資先企業が IPO をしてもすぐには株式を売却せず、さらなる企

業価値の拡大を期待して、保有し続けることもある。図表 7 ではインペリアル・イノベー

ションズのポートフォリオを示した。

図表 7　インペリアル・イノベーションズのポートフォリオ

出典：各種資料をもとに CRDS で作成

なお、インペリアル・イノベーションズは学内部署として 1986 年に設置されたが、そ

の後 10 年を経て 2006 年にロンドン証券取引所の AIM（新興企業株が取引きされる市場）

に上場を果たした。これは、英国の大学の技術移転関連企業としては初めてのことであっ

た。この上場により、インペリアル・イノベーションズはインペリアル・カレッジ・ロン

ドンの技術をベースにしたスタートアップ企業への投資を行うために 2,600 万ポンドを調

達した。また翌2007年には新株発行により、さらに3,000万ポンドの調達に成功している。

インペリアル・イノベーションズは、大学発の技術移転オフィスが法人化し上場まで成

し遂げた大成功例といわれている。同社を通じた起業例は創薬が多く、大型の案件が続出

している。このような大学の成果を公的資金によらずとも民間資金により長期的視点に

立ったハイリスクのシード期およびアーリー期への出資が可能であることが実証されてい

る。

186.9
61.8

46.7

32.3

医薬品 工学、材料 診断薬、医療機器 IT

単位：100万ポンド
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③　 オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーション 220

オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーション（Oxford University Innovation）
は、オックスフォード大学が全額出資する技術移転会社で、約 100 名の従業員を擁する。

同社は大学の技術移転機関である強みを活かして、早期にシーズを発掘し戦略的に導出方

向を設定し、次の 3 つの事業を展開している。

■　オックスフォード大学の技術に対するライセンシングや投資

ライセンシング、起業等を通じて知財の事業化を目指す研究者を支援している。また、

投資の機会を探索している起業家向けに情報とネットワーキングの機会を提供している。

■　オックスフォード大学の研究者等によるコンサルタント・サービスの提供

これは、オックスフォード・ユニバーシティ・コンサルティング（Oxford University 
Consulting: OUC）と呼ばれ、オックスフォード大学の研究者等を通じたコンサルタント・

サービスの提供が行われている。物理学、ライフサイエンス、医学から、社会科学、人文

科学に至る 5,000 名以上の研究者へのアクセスが可能である。

■　マネジメントに関する研修やコンサルティング

これは、オクセンチア（Oxentia）というオックスフォード・ユニバーシティ・イノベー

ションの子会社を通じたサービスである。もともとは 2004 年に設立されたアイシス・エ

ンタープライズ（Isis Enterprise）が同業務を担当していたが、2017 年 4 月以降現在の

名称であるオクセンチアに改名された。オクセンチアは世界中の企業、政府、技術移転機

関に対し、イノベーションマネジメントに関する研修やコンサルティングサービスを提供

している。50 か国以上での実績を持つ。英国以外では、香港、スペイン、日本等に支局

を有する。研修はオーダーメイドで設計され、少人数で 1 週間～ 2 週間行われる。

オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションによる起業支援を見てみると、同

社は 1997 年以降、100 社を超えるスピンアウトに関与し、オックスフォード大学の収入、

地域経済の発展や雇用の創出に貢献してきた。例えば 2015 年 3 月期には 10 社が創出さ

れている。オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションは 2000 年以降、2 億 6,600
万ポンド以上の資金を調達しており、スピンアウト企業のうち 5 社はロンドン証券取引

所の AIM 市場（新興企業株が取引きされる市場）に上場を果たした。

オックスフォード大学の研究開発費は 2014 年には 6 億 1,200 万ポンドとされており、

オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションはこの膨大な研究開発費によって生

み出された技術、知財の実用化のために創出されたスタートアップ企業に対して投資を行

う機会を投資家に提供し続けている。

同社の一番の強みは、早期に有望なシーズを発掘することができる点にある。ただし、

研究者に対して強制力を有していないため、研究者側から事業化相談（Disclosure）を持

ちかけられるところからスタートする。シーズの発表会も行われているが、オックスフォー

ド・ユニバーシティ・イノベーション側が積極的に動かなければ相談の持ち込みは期待で

きない。

経営者候補のリストが存在し、50 名～ 60 名が名を連ねている。この候補の中には、オッ

クスフォード大学の卒業生やシリアルアントレプレナーなどが含まれている。経営者候補

は原則無給で、あくまで会社の将来性に賭けるかたちで経営に携わっている。スタートアッ
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220　https://innovation.ox.ac.uk
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プ側が経営者に対しストックオプションを提供することもある。インペリアル・イノベー

ションズと同様に、最高技術責任者（CTO）には研究者がパートタイムで従事している。

ホームページ上で大学発スピンアウト企業（知財を活用しての起業であることが認定の

前提条件）の簡単な紹介が一覧で掲載されており、投資家はこれを見て関心があればさら

に詳細な情報をオックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションに請求することがで

きる。

上記のほか、起業支援の取り組みの一つにオックスフォード・エンジェルズ・ネットワー

ク（Oxford Angels Network: OAN）がある。これは、オックスフォード大学発スピンア

ウト企業への出資に関心のある個人や企業に対して、その機会を提供する役割を担ってい

る。OAN の会員費は無料で、ビジネス・エンジェル（BA）や民間投資家など、英国内外

を問わない。会員になることで、スタートアップ経営者らが中心となって作成した事業計

画の提案が回付される、また、アーリー期以降の段階のスタートアップがプレゼンを行う

定例の投資会議に招待されるといった特典を得ることができる。ただし、会員の誰にどの

ような事業計画を送るのかについては、オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーショ

ンが権利を有している。また、スピンアウト企業は OAN の会員から出資をうける義務を

負うものではない。

オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションがスピンアウト企業を創出する際

には、オックスフォード大学が非常勤の役員を指名する権利を確保する。OAN の会員で、

役員を希望する者、或いはマネジメントとしての時間を割くことを希望する者は、その旨

を OAN に伝えることができる。

また、オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーションは、以下の出資ファンドに

も関与し、スタートアップへの投資に携わっている。

■　ユニバーシティ・オブ・オックスフォード・ユニバーシティ・イノベーション・ファ

　ンド（University of Oxford Innovation Fund: UOIF）
UOIF はオックスフォード大学の卒業生や投資家の出資によるファンド。パークウォー

ク・アドバイザーズ（Parkwalk Advisors）社がファンドの運営を行い、オックスフォード・

ユニバーシティ・イノベーションがポートフォリオ・アドバイザーの立場で運営に関与し

ている。

UOIF I は 2014 年に 125 万ポンドを組成し全額を投資した。2015 年に UOIF II は
215 万ポンドを組成し全額を投資し、2016 年の UOIF III を経て、現在は UOIF IV の段

階に入っている。

■　ユニバーシティ・チャレンジ・シード・ファンド（University Challenge Seed Fund: 
　UCSF）

UCSF は 1999 年に設立され、プルーフ・オブ・コンセプトのための資金提供を行っ

ている。1 件あたりの出資額は、2,500 ポンド～ 25 万ポンドである。UCSF は設立以来、

150 件を支援してきた。31 件の株式を保有し、1 億 1,000 万ポンドの外部資金の調達に

成功している。出資した 3 社はロンドン証券取引所の AIM 市場（新興企業株が取引きさ

れる市場）に上場を果たした。

■　オックスフォード・インベンション・ファンド（Oxford Invention Fund: OIF）
OIF は上記の UCSF を倣って 2010 年に設置され、原資は大学への寄付金に拠る。基

礎研究と事業化の間のギャップを埋めることをその趣旨とする。OIF を通じた補助の対



85

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援 85

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

象は、プルーフ・オブ・コンセプト、試作品の製造などである。起業に結び付いた場合に

は株式を、ライセンスアウトに結び付いた場合には当該収入の一部をそれぞれ受領する契

約となっている。

これらのファンドによる支援に当たっての評価ポイントは、科学的な新規性、主要な研

究者の存在、知財の強さ、事業化の可能性、提供される製造・サービス、強いリーダー、

成長の見込みの7点で、ニッチ市場がターゲットになっている。また、これらファンドには、

投資諮問委員会（Investment Advisory Committee）が設置されており、委員には全員オッ

クスフォード大学の関係者が就いている。同委員会は定例で開催され、オックスフォード・

ユニバーシティ・イノベーションが委員会に対して案件の説明を行う。

　

4.3.6　民間による大学発スピンアウト設立投資 221 
英国には、大学等の研究で生まれた知的財産権の商業化に投資を行うスピンアウト企業

設立支援会社が存在する。その最大手の一つがロンドン証券取引所に上場している IP グ

ループ（Intellectual Property Group: IP Group）社 222 である。同社は従来型の VC で

はなく、大学発のスピンアウト企業に対する資金支援の他に、実務の専門知識やネットワー

クの提供、人材採用や経営戦略への支援等も行っている。

これは、そもそも金融機関だった会社が 2000 年にオックスフォード大学化学学科に対

し、新たな研究所の建設資金の一部として 2,000 万ポンドの資金提供をする代わりに、そ

の先 15 年間は同学科の成果を元に生まれるスピンアウト企業の株式の半数まで取得でき

るという条件でパートナー契約を結んだことが始まりである。この会社の一部は IPグルー

プ社として独立し、その後同じような投資を行う会社が後に続いた。

IP グループ社の設立当初の契約先はオックスフォード大学だけであったが、現在は英

国の 16 の大学と知的財産権の商業化と経営支援への投資の見返りとして、各大学発のス

ピンアウト企業の一定の割合の株式を取得できるという長期に亘るパートナーシップ契約

を結んでいる（2017 年 12 月時点）。図表 8 では、IP グループ社のパートナー大学となっ

ている 16 の大学を示した。

IP グループ社による各大学への第一次初期投資額は、500 万ポンドであることが多い。

契約期間は 15 年～ 25 年間である。契約対象が大学全体か特定の学科のみかについては、

各大学との契約条件によって異なる。また、IP グループ社が投資の見返りとして取得で

きるスピンアウト企業の株式比率は近年では 10% ～ 12% が多いが、非公開のところもあ

り、大学ごとに契約内容は異なっている。
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221　IP グループ社による大学発スピンアウト企業への投資・支援については、CRDS 調査報告書「変貌する英国の大学」（2008 年度）の内

　容（pp.46-48）によるところが大きい。また、IP グループ社の取り組みについては、英国在住で長年に亘り英国の高等教育および科学

　技術政策を分析されてきたフリーランスコンサルタントである山田直氏に多大な示唆およびご助言をいただいた。
222　http://www.ipgroupplc.com/
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図表 8　IP グループ社のパートナー大学 16 校

出典：IP グループ社ウェブサイトおよび各種資料をもとに CRDS で作成

IP グループ社の投資ポートフォリオによると、ヘルスケア、バイオテクノロジー、環

境保全技術等の先端技術分野をカバーしており、設立後間もない企業から成熟した企業

まで合計 100 社を含む。そのうち 17 社は、新興企業を対象としたロンドン証券取引所の

AIM 市場に上場している。
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図表 8 IP グループ社のパートナー大学 16 校 
大学 契約年 大学 契約年

バース大学 年 マンチェスター大学 年

ブリストル大学 年 ノッティンガム大学 年

ケンブリッジ大学 年 オックスフォード大学 年

カーディフ大学 年 シェフィールド大学 年

グラスゴー大学 年 サウサンプトン大学 年

リーズ大学 年 サリー大学 年

キングス・カレッジ・ロンドン 年 スウォンジー大学 年

ロンドン大学クイーン・メアリー校 年 ヨーク大学 年

出典：IP グループ社ウェブサイトおよび各種資料をもとに CRDS で作成 
 

IP グループ社の投資ポートフォリオによると、ヘルスケア、バイオテクノロジー、環境

保全技術等の先端技術分野をカバーしており、設立後間もない企業から成熟した企業まで

合計 100 社を含む。そのうち 17 社は、新興企業を対象としたロンドン証券取引所の AIM
市場に上場している。 
 
                                                           
227 IPグループ社による大学発スピンアウト企業への投資・支援については、CRDS調査報告書「変貌する英国
の大学」（2008年度）の内容（pp.46-48）によるところが大きい。また、IPグループ社の取り組みについては、ロ
ンドン在住の山田直（東京大学総長室アドバイザー、九州大学ロンドンオフィス所長）氏に多大な示唆およびご

助言をいただいた。 
228 http://www.ipgroupplc.com/ 
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4.4.　大学発研究開発型スタートアップの事例
英国の大学の研究成果をベースした研究開発型スタートアップの事例として、サーカシ

ア（Circassia）社、エス・エス・ティー・エル（SSTL）社、およびアーム・ホールディ

ングス（ARM Holdings plc）の 3 つを取り上げる。

4.4.1　サーカシア（Circassia）223 
Circassia はインペリアル・カレッジ・ロンドンからスピンアウトした創薬分野の上場

企業である。創業は 2006 年である。同社は、呼吸器系疾患の研究開発を進めており、喘

息管理をサポートする商品（NIOX®）や慢性閉塞性肺疾患系の商品（Tudorza®）等を開

発している。創業者の一人であるハリス（Steve Harris）CEO は創薬分野専門で経験を

積んできた人物で、Circassia 以前には、ゼネウス・ファーム（Zeneus Pharm）社を創

薬の専門企業へと成長させ、同社のセファロン（Cephalon）224 社 への買収を成功させた。

また、英国のワクチン会社であったパワージェクト・ファーマスーティカルズ（PowderJect 
Pharmaceuticals）225 社 の最高財務責任者（CFO）を 7 年務めたキャリアを持つ。

先述のインペリアル・イノベーションズが、2007 年に 200 万ポンドのシード投資を実

施し、その後 2009 年および 2011 年の投資ラウンドでも同社がリードを取り、Circassia
は 2014年にロンドン証券取引所のメイン市場に上場した。上場時の時価総額は 5億 8,100
万ポンドであった。この 5 億 8,100 万ポンドは、英国のバイオ企業の上場としては最大

額と考えられている。

現在、Circassia の英国の本拠地はオックスフォード・サイエンス・パークにある

が、米国のモリスヴィルおよびスウェーデンのウプサラの 2 か所に海外本部を有し、ド

イツと中国にも海外事務所を設立している。また現在、米国においてアストラゼネカ

（AstraZeneca）社と共同で呼吸器系疾患の商品（Duaklir® および Tudorza®）の開発を

進めている。

2016 年の最終利益（包括利益）は、売上高 2,310 万ポンド、売上原価 800 万ポンド、

売上総利益 1,510 万ポンドであった。

Circassia が成功したのは、先述のインペリアル・イノベーションズの存在が大きいと

いわれている。Circassia は、インペリアル・イノベーションズが初期の段階において優

秀なシーズに独占的に投資を行い、長期的な成長を保証した好例である。

4.4.2　エス・エス・ティー・エル（Surrey Satellite Technology Ltd.）226 
エス・エス・ティー・エル（Surry Satellite Technology Ltd.: SSTL）は 1985 年にサ

リー大学からスピンアウトした小型衛星製造のスタートアップである。最新の低軌道衛星、

静止衛星、惑星間プラットフォームの開発を実施しており、コスト効率に優れた即応性ソ

リューションのユニークな開発力を持つことで有名である。
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223　http://www.circassia.com
224　Cephalon は 2011 年に Teva Pharmaceutical Industries に買収された。
225　PowderJect Pharmaceuticals は 2003 年に Chiron Corporation に買収された。Chiron Corporation は 2006 年にノバルティスに買収さ

　れている。
226　https://www.sstl.co.uk
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創業に関わったスウィーティング（Martin Sweeting）氏（後に卿）は、短波アンテナ

の分野でサリー大学において PhD を取得し、1981 年には最初の小型衛星 UoSat-1 を米

国 NASA の援助を得て打ち上げ、大成功を収めた。この成功は、短期間で建設された比

較的小型で安価な衛生を用いて宇宙ミッションを成功裡に実施できることを証明した。こ

うして 1985 年にサリー大学が SSTL を設立したが、創業時の職員はたった 4 名で、資金

は 100 ポンドだったといわれている。しかし SSTL は起業前からの実績もあり、急速な

成長を遂げた。今でこそ小型衛星ビジネスの需要は急速に拡大しているものの、1980 年

代当時は小型衛星の「黎明期」といわれる状態であり、にもかかわらず、サリー大学が同

分野の将来的可能性を支援したことが SSTL の成功要因の一つと考えられる。サリー大

学は現在、サリー・スペース・センター等を擁し、小型衛星分野の研究と教育において世

界的に有名な大学になっている。

スウィーティング卿は SSTL をサリー大学での小さなアトリエから世界的な小型衛星

開発企業に育て上げた起業家かつ研究者として、英国では著名な人物である。その功績を

認められ、2000 年に王立協会によるムラード・アウォード（Mullard Award）を授与され、

同年王立協会フェローにも選出された。2002 年には、費用対効果の高い宇宙船工学分野

の先駆的功績を評価されナイト爵も授与されている。

SSTL は、欧州のガリレオ 227 計画の第一号の衛星であるジオーヴ -A（GIOVE-A）の

設計と建設に従事してきた。ジオーヴ -A は、ガリレオ衛星群の運用の可能性を検討する

上で重要な試験システムを構成する 2 基の衛星の一つである。その功績により、イノベー

ション 2005 部門の英国女王賞、ワールド・テクノロジー・ネットワークの 2004 年スペー

ス賞など様々な賞を受賞している。

SSTL は 2005 年に自社株の 10% をスペース・エックス（SpaceX）社に売却し、

2008 年には約 80% を欧州航空防衛宇宙社（European Aeronautic Defence and Space 
Company: EADS）アストリアム（Astrium）228 に売却した。EADS アストリアムは

2013 年の合併吸収の結果、エアバス・グループの子会社であるエアバス・ディフェンス・

アンド・スペース（Airbus Defence and Space）社の傘下に入り、SSTL も同様にその傘

下に入った。

創業の 1985年から 20年間での輸出貢献度は 1億 5,000万ポンドに上る。SSTL は現在、

小型衛星の輸出市場では 40% のシェアを誇っており、8 サイトで 30 基以上の打ち上げに

関与してきた。職員は約 400 人となり、本拠地はサリー大学の西にあるサリー・リサーチ・

パークにある。

4.4.3　アーム・ホールディングス（ARM Holdings plc）229 

アーム・ホールディングス（ARM Holdings plc、以下「ARM」という）の出発点は、

227　欧州宇宙機関（ESA）と EU との共同による衛星航行システム。米国の全地球測位システム（GPS）とロシアのグロナス（GLONASS）
　と並んで運用されている。

228　EADS はエアバス・グループの前身を成す企業の一つである。EADS アストリアムは EADS の航空宇宙部門の子会社で、軍民両用の宇

　宙システムとサービスを提供している。
229　ARM の歴史およびケンブリッジ現象については、以下の文献によるところが大きい。山口栄一『イノベーションはなぜ途絶えたか － 

　科学立国日本の危機』（2016 年、ちくま新書）、山口栄一「ケンブリッジ現象 － 技術の「目利き力」とはなにか（2）」『日経テクノロジー

　オンライン』

　http://techon.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20090223/166161/
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エイコーン・コンピュータなどによるジョイント・ベンチャーとして 1990 年に創業され

たアーム社（Advanced RISC Machines Ltd）である。その創業の背景には上述したとおり、

1970 年代以降、ハイテク企業集積のための措置が自主的にケンブリッジでとられ、1990
年までにケンブリッジ市とその周辺に 800 を超えるハイテク産業が集積された状況があ

る。

アーム社の技術のもとになった ARM チップを開発したのは、創業会社の一つであった

エイコーン・コンピュータであるが、これは 1978 年にハーマン・ハウザー（Hermann 
Hauser）氏が、アンディ・ホッパー（Andy Hopper）現ケンブリッジ大学教授・コンピュー

タ研究所所長らとともに創業したスタートアップである。ハウザー氏はオーストリア出身

で、ケンブリッジ大学キャベンディッシュ研究所で物理学の博士号を取得した起業家とし

て世界的に名の知れた人物である。

エイコーン・コンピュータは 1988 年にイタリアのオリベッティ（Olivetti）社の子会

社となるが、ARM 設計チームはハウザー氏の助言に従って低消費電力に特化した 32 ビッ

ト RISC チップのマイクロプロセッサを開発した。オリベッティ社による融通の利かな

い経営下にあるエイコーン・コンピュータをスピンオフさせ新しいスタートアップを創

業したいと企図したハウザー氏は、新企業への COE 就任を依頼したサクスビー（Robin 
Saxby）卿の助言のもと、当時手のひら大のコンピュータを開発しそのマイクロプロセッ

サとして低消費電力型の ARM チップに関心を示していたアップル・コンピュータ（当時）

にも資本参加を持ちかけ、エイコーン・コンピュータ、アップル・コンピュータ、および

VLSI テクノジーのジョイント・ベンチャーとして 1990 年にアーム社（Advanced RISC 
Machines Ltd）を設立した。

アーム社の船出は、エイコーン・コンピュータのエンジニア総数 12 名で、アップル社

からの初期投資は 150 万ポンドだった。サクソビー卿が COE を務めた 1991 年～ 2001
年に大きな成長を遂げ、1998 年には社名を「Advanced RISC Machines Ltd」から「ARM 
Ltd」に改称し、ロンドン取引証券所と NASDAQ への上場を果たした。創業者の一人で

あるマイク・ミラー（Mike Muller）氏は現在 ARM にて最高技術責任者（CTO）を務め

ている。ARM は 2016 年にソフトバンクグループの傘下に入ったが、買収額は約 240 億

ポンドであった。

2015 年の最終利益（包括利益）は、売上高 9 億 6,830 万ポンド、当期純利益 3 億 3,970
万ポンドであった。ARM は現在ケンブリッジに本社を置く持株会社で、米国のサニーベ

ル、オースティン、ドイツのミュンヘン、日本の横浜、中国の北京、深圳、インドのバン

ガロールなど、世界中に事務所とデザインセンターを有する。

ARM アーキテクチャを採用したプロセッサは携帯機器への組込みに適した低消費電力

という特徴を持ち、組み込み機器や低電力アプリケーション向けに広く用いられる 32ビッ

ト・64 ビット RISC CPU のアーキテクチャ、いわゆる ARM アーキテクチャに基づく

CPU コアは、PDA・携帯電話・メディアプレーヤー・携帯型ゲーム・電卓などの携帯機

器から、ハードディスク・ルータなどの PC 周辺機器まで、あらゆる電子機器に使用され

ている。

ARM は技術を知的財産（IP）として各社にライセンス提供するのみで、自社で CPU
を生産していない。このモデルはすでに 1990 年代に確立された。ARM からライセンス

供与を受けプロセッサを製造している企業は数十社に及んでいる。
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ARM から多くの有望なスタートアップがスピンアウトし、多くの冨が生み出された。

これは、非常に生産性の高いエコシステの典型と評価されている。ARM がもっと早い時

期に海外企業に買収されていたなら、その技術は他の企業の中へと消え失せ、英国に多く

の利益をもたらさなかったと言われている。また、冨だけでなく、人材育成や起業にも一

役かっている。その意味で、ARM のアウトプットは非常に高いと考えられる。

ARM は、ケンブリッジ大学キャベンディッシュ研究所での研究成果を元にした大成功

スタートアップと見なされている。しかし大学が承認する技術移転機関（TLO）等によ

り大学からライセンスを受けて設立されておらず、大学はライセンス対価として株式を取

得していないため、これら企業が経済的に巨大な利益を生み出しても、それが大学に流れ

大学の予算自体が潤沢になることはない。

　

本章で示したとおり、1990 年代以降、政府も、公的な研究資金助成機関も、そして大

学自身も、研究成果のスピンアウトの経済的重要性について認識するように変化してきた。

政府の政策では、大学からの知識移転を通じた社会経済的効果の促進やイノベーション創

出が目指されている。2017 年 11 月にビジネス・エネルギー・産業戦略省（BEIS）から

発表された産業戦略においても、知的財産（IP）のライセンシングやスピンアウト企業

を通じた経済的価値の高い研究を大学が推進する可能性について前向きに言及された。ま

た、イングランド高等教育資金会議（HEFCE）、研究会議（RCs）およびイノベート UK
（Innovate UK）などの公的な研究資金助成機関では、大学の知識移転促進、大学発スピ

ンアウト企業の立ち上げ支援、そして公共調達を利用して企業のイノベーション促進と

いった様々な助成プログラムを展開してきた。

大学においても、収入の伸びが期待できる大学発スピンアウト企業への支援には関心が

高く、自己財源の増加に繋がることへの期待は高いと思われる。上記事例の Circassia な

どは、大学の TLO であるインペリアル・イノベーションズとうまく連携するかたちで大

成功を収めた典型例といえる。英国では大学ごとに柔軟に知財を戦略的に扱うための枠組

みを設けており、スピンアウト企業からの利益還元の拡大を図り、最終的には大学の財政

基盤の強化に貢献させようとしている。英国の大学では、取得した株式等を IPO などの

換金可能な状態になり次第速やかに売却しなければならないといった日本が抱えるような

制度的課題は存在せず、大学の資産運用は柔軟に行われている。
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4.5.　英国の特徴
以上を踏まえて、英国の特徴として以下の 2 点を指摘したい。

4.5.1　幅広く大学からの知識移転を支援する多様な公的助成
スタートアップとは何が成功するのかよく分からない投機的な側面がある。大学におけ

るそうしたシーズをすくい上げるため、英国では小粒ながらも薄く広くばら撒く公的な

ファンディングや助成プログラムの種類が充実しており、大学の研究成果を事業化へと円

滑に接続できる仕組みを整えている。ただし、事業化≒スタートアップは一手段にすぎず、

政府の政策の根底には、大学の英知を社会に還元したい、また、大学の研究成果に経済的

価値を持たせ最終的には英国経済の成長にも貢献させたいとのより大きな意向がある。

本章で見てきたとおり、例えばイングランド高等教育資金会議（HEFCE）の高等教育

イノベーション・ファンド（HEIF）や研究会議（RCs）のインパクト・アクセラレーショ

ン・アカウンツ（IAAs）は、資金自体は大学ごとに配分されるが、配分されれば大学の

裁量で自由に使うことができる。そのため、大学ごとの特色を生かす制度設計のもとに比

較的早い段階（プルーフ・オブ・コンセプトの段階）にある研究のシーズをボトムアップ

で支えるための重要なツールになっている。また各 RCs では、アイデアの検証や起業知

識の育成など新規ビジネスの創出に繋がる支援制度を展開するだけでなく、ネットワーキ

ングのための資金を出していることも興味深い。

こうした公的機関による助成が、大学の資金不足を補うかたちで存在し、優れた研究の

アイデアと事業化との間を効果的に繋ぐ役割を担っている。英国の競争的資金の特徴は 1
件あたりの資金単位額が大きく、小口の資金が少ない点にあると指摘する声もある。それ

と対照的なのが、知識移転や起業支援のための小口の助成金の存在である。

政策の沿革のところで触れたように、政府の役割とは、大学からの効果的な知識移転を

柔軟かつ多様なかたちで実現するための方策を整え、そこに公的資金を戦略的に投入して

いくことである。国にも大学にも潤沢な予算があるわけでは決してない。そのような状況

の中、英国政府が行っているのは、ある一定の助成金を配賦し、最初の筋道やきっかけを

作ることである。特にリスクを伴うプレシード、シード、アーリーの段階での公的資金の

導入は、リスクマネーに対する需要ギャップを埋めるためにも存在意義があると思われる。

4.5.2　民間から大学へ巨額の先行投資
英国の大学は、民間投資・海外からの投資を積極的に得ている。OECD のデータでは、

英国全体の研究開発費の約 20% が海外からの資金によるものであり、その多くが大学に

流れている 230。これは、世界トップレベルにある英国の大学の研究力と研究環境が企業

の共同研究の相手先として魅力的であるからに他ならない。

本章では、大学発のスピンアウト企業に対する資金支援等を実施している IP グループ

社の事例を取り上げたが、英国には IP グループ社と同様に、大学発のスピンアウト企

業の設立を行う会社が他にも存在している。これら会社には、通常の民間 VC ではなく、
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230　http://www.oecd.org/sti/msti.htm
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VC が投資を開始する以前の段階においてシード・キャピタルを提供して会社の設立を担

う役割等を果たしていると考えられる。例えばビー・ティー・ジー（BTG）社 231 は、大

学や RCs 等の公的機関において生まれた発明を商業化するために英国政府によって 1948
年に設立された国立研究開発公社を前身とする組織で、1990 年の時点で 1,300 万ポンド

以上のロイヤルティ収入を英国の大学にもたらした実績があるといわれている。BTG 社

は 1995 年に「BTG plc」としてロンドン株式市場に上場し、現在は主に、神経系とガン

関連の医薬品の開発、パートナー企業との共同研究およびライセンス供与等の商業化活動

を行っている 232。

先述のオックスフォード大学化学学科に対する投資資金 2,000 万ポンドからも明らかな

ように、大学に対する投資の規模が極めて大きい。日本ではまだ本格的な産学の共同研究

の事例は少なく、多くの場合は 1 件当たりの受け入れ額が 200 万円程度という「お付き

合いレベル」にあるといわれているが、共同研究以上にリスクが大きい投資のかたちで巨

額の資金提供を企業が大学に対し行っている点は驚きである。

このように、英国にはリスクを取れる中堅の企業があり、大学における将来の研究成果

に対する「青田買い」的な先行投資を行っている。企業側にとってもそうだが、大学側にとっ

てもリスクはこの上なく大きいはずである。しかしこのような取り組みはある意味、発想

豊かな起業支援とも考えられ、うまくいけば産学の双方にとって大きな利益を出すことに

繋がる。こうした巨額の先行投資を企業が行うことができるのも、英国の大学の持つ卓越

した研究力の高さにあるといえるだろう。

英国では基本的に世界分散投資を取っており、顧客のお金を世界中に投資している。投

資のポートフォリオには必ずリスクを取れるところが確保され、スタートアップへの投資

も行われている。日本では顧客が公的機関である場合はとくに手堅い投資を行うことが求

められ、リスクをとることができない。しかし実際のところ、リスクが高くないと資産も

増えない。民間ベースで、こうしたリスクを取れる投資が大学に対し行われている点は英

国の特徴と考えられる。

231　https://www.btgplc.com/
232　BTG 社については、CRDS 調査報告書「変貌する英国の大学」（2008 年度）の内容（pp.48-49）によるところが大きい。
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4.6.　留意すべき事項
最後に、英国のスタートアップの現状について、大学関係者へのヒアリングを通じて浮

き彫りになった論点を以下に言及する。

4.6.1　起業に対する大学間の意識の差
起業に対する意識は英国の大学において一様ではない。例えばケンブリッジでは、大学

での研究や教育は経済的価値とは別の方向に行くべきとの価値観が根底に根強くあり、起

業を全面的に打ち出したりすると、周囲から下品な目で見られることも少なくないと聞く。

起業を念頭に置いた「つまらない」研究などはやらずに、もっと基盤的な研究を行うべき

との雰囲気があるようである。その反面、昨今の傾向として、起業しない＝怠慢と結び付

いてしまうのも事実で、やればできることは沢山あるのにやっていないとのレッテルを貼

られてしまうとの声もある。大学の上層部も、リサーチ・エクセレンス・フレームワーク

（REF）の評価シートにおける研究のインパクトに関する記述を充実させたいなど、知識

移転や研究成果の商業化、起業を奨励する流れにある。このため多くの先生は、この両極

端の立場の間でバランスをどのように取るべきか苦慮しているといわれている。

ケンブリッジ・エンタープライズは、研究成果の商業化について若い世代の認識はより

積極的なものへと変化し、商業化は大学の活動の一要素となりつつあるものの、全体のマ

インドセットはまだ変わっていないと指摘している。ケンブリッジは元来、教育と研究を

通じた社会の利益を追求してきた大学であるため、起業を「悪」と思う研究者も少なから

ず存在しており、マインドセットの変化と起業に積極的な環境の構築には時間はまだかか

るとのことである。

一方、マンチェスター大学のように、産学連携ありき起業ありきで研究を行っている

大学もある。マンチェスターではモノになるものを作る、そうした起業精神が強い土地

といわれている。例えばマンチェスター大学のバイオテクノロジー研究所（Manchester 
Institute of Biotechnology: MIB）は、密接に企業との共同研究を実施することを目指し

て建てられた。MIB は産業バイオテクノロジーが強い研究所で、企業のニーズに応える

共同の研究開発を実施しており、スピンアウト企業は 9 社ある（2017 年 11 月時点）。また、

2013 年の政府の重点政策（8 大技術）に合成生物学が入り、同分野の拠点形成の一つに

マンチェスター大学が選ばれたことで、獲得した追加予算によって設置された合成バイオ

ロジー研究センター（SYMBIOCHEM）においても、企業と連携して合成生物学を用い

て様々な化学物質を生成している。

このように英国の現状は、オックスブリッジのように基礎研究に強い伝統的な研究型の

大学がある一方で、近年は応用研究に傾く大学も存在している。

また大学の教官からは、スタートアップは儲けも損もないといった程度であるため、研

究者はサービス精神でやっているとの声も聞かれる。というのも、Google のようなスケー

ルのスタートアップ大成功事例が 10 年～ 20 年に一度あるかないかの稀有なケースであ

ることは、翻っていえば、起業に関してはほとんど大成功事例がないということもできる

からである。

大学の「稼ぐ力」を強化するために、スピンアウトや知識移転がどの程度重要な手段に

なりうるのかについては、大学ごと研究者ごとの多様な立場を尊重しながら、今後も継続

して議論が行われていくことと想定される。
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4.6.2　地方の格差
英国は、イングランド、スコットランド、ウェールズ、北アイルランドの 4 つの国

（country）から成る連合王国である。人口の 80% 以上がイングランドに住んでおり、人

材や財政はロンドンを中心にイングランドに集中する傾向にある。

イングランドに次いで人口が多いスコットランドは、多数の IT スタートアップが

集積する地域として注目度も高い。2006 年には１か所だったインキュベーション施設

が、2015 年までに 16 か所に増加している。必ずしも大学発のスピンアウトではない

が、代表格のスタートアップとして、航空券検索サービスを提供するスカイスキャナー

（Skyscanner）社やファンタジーゲームを運営するファンドゥエル（Fanduel）社が挙げ

られ、いずれもユニコーン企業となっている。

　大学の知識移転・技術移転を支える組織も充実しており、エジンバラ大学の技術移転機

関であるエジンバラ研究イノベーション（Edinburgh Research and Innovation）および

その傘下にある VC ファンドのオールド・カレッジ・キャピタル（Old College Capital）、
エジンバラ大学の医学系の研究開発成果の実用化を推進する企業であるスネルゴス・イノ

ベーションズ（Sunergos Innovations）、起業家教育を担うエジンバラ大学ビジネススクー

ル、スコットランドの国際化、イノベーション、投資、包括性の 4 つを重点項目として

政策を推進しスタートアップへの出資スキームを有するスコティッシュ・エンタープライ

ズ（Scottish Enterprise）、スタートアップや中小企業への投資を実施しているスコット

ランド投資銀行（Scottish Investment Bank）など、エジンバラを中心に見ただけでも

十分な量の機関が存在している。

　こうして、大学自身が収入を得るために研究開発成果の実用化を進めているとはいえ、

ライセンス収入やイグジットによる売却益は必ずしも収益性が高くなく、大型の成功事例

が出ていないのが現状である。

　また、経営人材はロンドンのような大都市に集中しており、スコットランドの中心都市

の一つであるエジンバラでも確保は難しいという話が聞かれる。スタートアップ企業の経

営に関しては、ロンドン在住の関係者に依頼し、定期的に訪問というスタイルがとられる

ことも少なくない。或いはスカイプ等でコミュニケーションを図るという方法がとられて

いる。そういった場合に、経験ある起業家に経営を任せることが多く、例えば年金で生活

している方の場合、報酬は給与ではなくストックオプションとすることもあるという。

　スコットランドでは、経営人材の確保、早期のシーズ発掘、起業家教育といった課題が

指摘されており、これは日本と共通している。

　このようにイングランドとそれ以外の地域では、スタートアップの現状が異なることに

留意する必要がある。
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4.7.　おわりに
　スタートアップはある種の「ギャンブル」に近い取り組みで何が成功するのか本当に分

からない、また、スタートアップの世界は 9 割が「ウソ」で固められると指摘する声も

ある。そのように捉えられる理由の一つに、スタートアップ企業の価値を測る一般的な尺

度が存在しない点が考えられるだろう。VC からの投資を呼び込むために、企業価値を高

額にアピールすることも可能であり、作られた数字によって判断することが許される世界

がスタートアップである。

　例えばケンブリッジ・エンタープライズでは、同社が運営するシード・ファンドによる

投資を通じて生じた価値（※ 2016 年の年次報告書 233 によると 15 億ポンドとある）の測

り方は、これまでに立ち上がったタートアップ企業に VC がどれだけ投資しているか、そ

れによって価値を計算している。価値自体に予想や期待が含まれ、また、ケンブリッジ以

外の他の会社や組織では異なる測り方を採用している可能性もあり、価値自体の評価が一

定していない。

　英国の調査を通して感じたのは、英国には、日本の問題点や課題を検討する際に参考に

なる取り組みや事例が多く存在しているという点である。SBIR や I-Corps など米国で成

功を収めているプログラムを実験的に英国にも取り込み、それを英国風に消化・吸収する

のと並行して、英国独自のプログラムや施策も展開している。日本の大学における「稼ぐ

力」を検討する際に、英国の経験から少なからず学ぶ点があると考えられる。
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233　https://www.enterprise.cam.ac.uk/wp-content/uploads/2015/04/2016_Annual_Report_corrected.pdf
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５．ロシア【コラム】

ロシアでは近年、特に若い世代を中心にスタートアップへの関心が高まっていると言わ

れている。ソ連崩壊から 25 年を経て、起業に関するロシア社会の変化が徐々に起こって

いる。

5.1.　現状
　ロシアにおけるスタートアップへの支援の現状は、大きく 5 つに分けることができる。

第一のカテゴリーは、スコルコボを通じたスタートアップへの支援である。スコルコボと

はモスクワ郊外にある村の名前であるが、ここに「ロシア版シリコンバレー」の創設を掲

げて 2009 年にメドベージェフ大統領（当時）が打ち出したロシア近代化政策の一丁目一

番地がスコルコボ計画である。スコルコボ計画全体の敷地面積は 400 ヘクタールで（※

幕張メッセの約 19 倍）、「スコルコボ基金 234」がその建設・運営の母体として機能しており、

2020 年の完成に向け現在その途上にある。スコルコボ計画の主要ミッションの一つはス

タートアップ支援である。これは、スコルコボの建設が始まった2010年と同時に開始され、

現在（2017 年 11 月時点）までにのべ 1,774 社を支援し全体で 30 億ドル 235 の収益があっ

たと報告されている。スコルコボでの分野別スタートアップ数を示したのが図表1である。

これで見ると、IT 分野の企業が一番多く 521 社で、次にバイオメディカル分野が 424 社

と続いている。

図表 1　スコルコボのスタートアップ数の分野別内訳

　スコルコボを通じた支援のかたちは様々だが、最も一般的であるのが助成金の付与であ

る。専門家による審査を経て受理されたスタートアップに対し、会社の立ち上げを支援す

るごく少額のものから、実際に研究開発を行うための大型プロジェクト資金（最大で 400
万ドル）まで多岐に亘る。2010 年～ 2016 年までの間で総額 3 億 1,300 万ドルの助成金
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234　スコルコボ基金は通称名。正式名称は「新技術発展・商業化センター発展基金」となる。
235　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ドル＝ 111 円となっている。
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がスタートアップ支援のために配分されている。スコルコボに進出するスタートアップに

は、企業が負担する社会保険料の軽減や VAT 等の各種税が控除対象になるなど、各種特

典が約束されている。また、企業のアイデアを実用化につなげていくための手助けとして、

海外研修プログラムへの参加を支援する制度等も用意されている。

第二のカテゴリーは、産業界からスピンアウトしたスタートアップが中心で、政府やベ

ンチャー・キャピタル（VC）などから資金提供を受けている。第三は、ナノテク関連プ

ロジェクトへの投資を専門とするロスナノを通じた直接投資である。ロスナノはロシア政

府が 100% 株式を保有するオープン・ジョイント・ストック・カンパニーの形態を有し、

国営会社である。第四として、ロシア科学アカデミー傘下の研究所を通じた起業サポート

がある。第五は、大学発スタートアップを促進する動きである。例えば、大学の敷地内に

研究成果の実用化を目指して設けられたインキュベーション・センター等が学内の起業環

境を支えている。

上記のカテゴリーは互いに独立して存在しているわけではなく、第一、第二および第三

が連携しスタートアップに共同出資する場合などもある。他方、第四や第五を中心とする

アカデミア発のスタートアップに関しては、小企業発展支援基金（FASIE）によるシー

ド期およびプレシード期の段階に対する公的な助成金支援が重要な役割を担っている。

FASIE による支援は、スコルコボとは対象とする段階も提供される資金の規模も異なる

（FASIE のプログラムの方が圧倒的に小粒）が、ロスナノや RVC 236 のような投資型支援

とは一線を画しつつ、主としてアカデミア発の起業を支えてきた。FASIE は 1993 年の創

設以降、現在に至るまで 6,000 件の起業、3 万件のプロジェクトを支援しており、例えば

18歳～30歳の学生や若手研究者に対し2年で50万ルーブル 237の資金提供を行うプレシー

ド期の支援プログラム「УМНИК」では、2017 年 7 月の時点でのべ 1 万 6,000 人に配

分され、1,000 社の起業に携わってきた。

以下では、現在ロシアのスタートアップで最も勢いがあると言われているスコルコボで

のイベント － ロシアにおける最大のスタートアップの祭典である「スタートアップ・ビ

レッジ（Startup Village）」 － を紹介したい。

236　RVC はロスナノと同様、ロシア政府が 100% 株式を保有するオープン・ジョイント・ストック・カンパニーの形態を有する。RVC
　は 2006 年の創設以降、公的なファンド・オブ・ファンズとして、ロシア VC の育成・活性化に従事してきた。2015 年からは、政府

　主導で進められている「国家技術イニシアチブ（ロシアにとって重要な技術振興に関する 2035 年までの計画目標を定めた国のイノ

　ベーション開発に関する長期戦略）」実施のためのプロジェクト・オフィスとしての役割も担っている。
237　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ルーブル≒ 1.95 円となっている。
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5.2.　「スタートアップ・ビレッジ」
　「スタートアップ・ビレッジ」は

2013 年に初めて開催されて以降、ス

コルコボで年に 1 度のイベントとし

て実施されてきた。直近のものは、

スコルコボ内のテクノパーク・オフィ

ス・センター（写真 1）において

2017 年 6 月 6 日～ 7 日の 2 日間に

亘って開かれている。これはもとも

と、欧州最大のスタートアップのイ

ベントであるフィンランドのスラッ

シュ（SLUSH）をモデルにロシア

で企画された。「スタートアップ・ビ

レッジ」には、毎年政府の要人が参加することから分かるとおり、ロシア政府としても関

心が高い。2013 年～ 2015 年まではメドベージェフ首相が毎年訪れている。昨年は、IT
分野やイノベーション政策を所掌するドボルコビッチ副首相が駆けつけた。「スタートアッ

プ・ビレッジ」の開催のための費用として数億ルーブルが国から出ており、力の入れ具合

が他のイベントとは違うことが分かる。

　2017 年のイベントでは、1 年か

けてロシア全国を周回して開催され

たピッチコンテストを勝ち上がった

スタートアップが競い合うピッチコ

ンテストや、世界中から集まったベ

ンチャー関係者によるパネルディス

カッション、また実践的なセミナー

がマルチトラックで開催された。訪

問者数は世界 80 か国から 2 万人に

及び、参加したスタートアップは

4,000 社、投資家は 800 人に上った。

テクノパーク・オフィス・センター

内では主に企業対企業、投資家対企

業といったかたちで個別のマッチン

グの商談が行われ、屋外に設けられたステージでは、スタートアップによる自社の技術や

製品を展示するブースやセミナー会場が設けられている。

１
．
日
本
の
現
状
に
鑑
み
て

２
．
米
国

５
．
ロ
シ
ア
【
コ
ラ
ム
】
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．
ド
イ
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コ
ラ
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写真 1　テクノパーク・オフィス・センター　
ⓒ津田　　　　　　　　　

　　　　

写真 2　メインステージでのセッション　　
ⓒ津田　　　　　　　　　
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5.3. 課題
このように近年のロシアにはスコルコボ計画などを通じ、スタートアップ大国を目指し

て意気込んでいる感がある。また本コラムでは言及しないが、全国に数多くのテクノパー

クが建設され、モスクワ以外の地域でもスタートアップにとって好意的な環境作りが行わ

れている。とはいえ、現状ではスタートアップ（特にテック系）が支えているのはロシア

の経済成長のほんの一部にすぎない。起業意識の高まりや変化は確かにあるものの、原子

力や宇宙などの分野における巨大な国家コーポレーションがロシア経済を支えている歴然

たる現実があるのも事実がある。イノベーションの創出の担い手としてロシアでスタート

アップの活躍が真摯に期待され、またスタートアップ自身がそれに応えていくためにはま

だ時間を要するように思われる。
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6.　ドイツ
輸出大国であるドイツは、世界をリードする自動車、化学、機械などの産業分野で複数

のグローバル企業を擁する一方、中小企業が全企業数の 99％を超えており、日本の産業

構造とよく似ている。産業の構成も製造業を中心とした第二次産業が約 2 割、第三次産

業が約 7 割と日本のそれと非常に近い。21 世紀も引き続き経済大国であるためにも、イ

ノベーション創出にベンチャー起業が不可欠であるとの認識は科学技術基本政策であるハ

イテク戦略 238にも明記されており、起業支援は制度化している。米国に遅れること約20年、

1990 年代から徐々に政策的にスタートアップ支援が実施されており、少しずつ成果が出

て限定的に起業数が増えている地域はあるが、総じて盛んであるとはいえない。本章では、

ドイツのスタートアップの現状を経済的、文化的な側面から分析した上で、その中でも注

目すべき連邦および州政府のプログラムと事例を紹介する。

6.1　ドイツの現状、スタートアップを取り巻く状況

6.1.1　研究開発に関する基本的情報
ドイツの国内総生産（GDP）は、2016 年に約 3.5 兆米国ドル（以下「ドル」と略す）239 

240、一人当たり GDP は約 4.2 万ドルで、GDP 総額は米国、中国、日本に次ぎ、世界第 4
位の経済大国 241 である。科学技術については伝統的に高度な水準を誇るとともに、学術や

技術開発を一貫して支援しているが、連邦と州の複雑な関係や累次の政権交代により、国

全体の政策としては把握しづらい面もあった。近年は連邦政府の研究開発およびイノベー

ションのための包括的な戦略である「ハイテク戦略」が 2006 年に発表され、以来ドイツ

の科学・イノベーション政策はこの戦略を基本計画として推進されている。ハイテク戦略

は同時に、欧州連合各国共通の目標として合意されている研究開発費の GDP 比 3% 目標

を達成するための政府の取り組みの一つでもある。2010 年には第二期施策として「ハイ

テク戦略 2020」が発表され、従来の技術シーズ型戦略から変換し、社会的な課題解決を

達成させるためのさまざまな施策が盛り込まれた。その後、順調に研究開発投資が増加し、

景況感も悪くないことなどから、第三期となる「新ハイテク戦略」（2014 年）は、よりイ

ノベーション創出に軸足を置いた政策となっている。新ハイテク戦略では、既にイノベー

ションの推進力が大きい分野、イノベーションが見込まれる分野を特定し優先的に研究を

実施している。ここでドイツの科学技術を、インプットの面から見ると、研究開発投資費

の対 GDP 比は 2.98%（2015 年暫定値）で、日本の 3.56%（2015 年）や EU の共通目標

である 3% からはやや劣る。しかし、連邦政府の科学技術予算は一貫して増額傾向にある。

メルケル首相自身が旧東独出身の理系博士であり、科学技術に対して理解があるとされて

いる。他国の研究開発予算があまり伸びない中で、ドイツは経済全体も好調であるため

EU の中でも特に目立つ予算の伸びを示している。研究者数については、ドイツは 2014

238　Hightech-Strategy 2006
239　名目 GDP、PPP 換算
240　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ドル＝ 111 円となっている。
241　JETRO 基礎的経済指標 2016 年
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年の時点で被雇用者 1,000 人当たりの研究者数が 8.37 人で、EU28 か国の 7.23 人より高

い 242。

研究が実施されているのは、主に大学ならびにマックスプランク学術振興協会（MPG）

を始めとした公的研究機関である。80 年代にあった欧州の経済不況や 1990 年の東西ド

イツ再統一に伴う財政負担などから、研究開発予算の削減圧力を受けた大学と研究機関は

外部資金を調達する必要に迫られたことが、産業界との連携を促進する一因となった 243。

現在、ドイツの大学での研究に拠出される外部資金額は総額 71 億ユーロ 244 で、そのうち

産業界からの資金が 14 億ユーロ、約 2 割程度となっており 245、2000 年に 7.8 億ユーロ程

度だったことと比較すると倍増している 246。

6.1.2　経済の状況と失業率について
産業の成熟度が高く、公的な起業支援助成プログラム、知的財産保護、コンサルティン

グファームや下請・調達企業の充実など、ビジネスインフラが整備されているにも関わら

ず、ドイツの起業数は決して多くない。図表 1 は研究開発型起業に絞ったデータではな

いが、他の EU 諸国と比較してやや低調なドイツの起業率の経年変化を示している。理由

は、好景気で人手不足が続き特に高い専門性を持った人材の有効求人倍率が良いこと、税

制上の優遇措置が少ないこと、高等教育における起業家教育が低調であることが挙げられ

る。世界銀行調査によると、起業に必要なコストは非常に高く、起業のし易さという点で

は 190 国中 114 位と極めて低い。

242　JST 研究開発の俯瞰報告書 主要国の研究開発戦略（2017 年）CRDS-FY2016-FR-07
243　「大学発ベンチャーの育成戦略」 近藤正幸著　中央経済社
244　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ユーロ＝ 135 円となっている。
245　Higher Education Institutions in Figures 2017（HRK ドイツ大学学長会議）
246　ドイツ研究財団連盟（Stifterverband für die Deutsche Wissenschaft）
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図表 1　起業率 EU 主要国比較

出典 :Commission of Experts for Research and Innovation（E-FI）

ドイツからの輸出は 1,337 億ドルで中国、米国に次いで世界第 3 位、輸入については

1,055 億ドルで米国、中国に次いでこちらも世界第 3 位である。GDP に対する輸出額の

割合は約 4 割で、日本の 15%、アメリカの 9% などと比べて非常に大きく、貿易に大き

く依存している国だということがわかる。ドイツ経済は第二次世界大戦後急成長を遂げ、

1980 年以降も着実に成長を遂げてきた。近年リーマンショックやユーロ危機などの経済

危機も経験したが、欧州の他の国と比べてそれほど大きな影響を受けていない。図表 2 に

あるとおり、リーマンショックのあった 2008 年、翌 2009 年もほとんど失業率に変化は

なく、雇用市場が安定していることが分かる。産業界だけでなく、大学のポストも増えて

いる。2005 年にスタートした大学の研究力強化プログラムであるエクセレンス・イニシ

アチブ 247 では、大学院創設支援（Graduate School）および外部機関との連携支援（Excel-
lence Cluster）助成で 2013 年までに新たに 5,614 のポストが創られた 248。12 年間で 46
億ユーロ規模のファンディングが実施されたことで、大学や公的研究機関に教授、若手研

究者、博士課程学生の支援が充実したことで、研究者が起業する必然性が薄まり起業率を

下げたともいえる。

247　Excellence Initiatives
248　Bericht der Gemeinsamen Kommission zur Exzellenzinitiative 2015 - 学術審議会 （WR） ・ ドイツ研究振興協会 （DFG）
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図表 2　失業者数と失業率

出典：（Bundeszentrale für politische Bildung (BPB)

6.1.3　スタートアップの社会的、文化的な意義について
1990 年の東西ドイツ再統一後の景気後退で「欧州の病人」と呼ばれるほどにドイツ

経済は冷え込んだ。そこでドイツが取り組んだのが製造業とりわけミッテルシュタント

（Mittelstand）と言われる中規模企業の輸出振興による構造改革である 249。生き残りをか

けて国際化していった中小企業は、世界的に無名だがニッチな市場で高いシェアを誇る隠

れたチャンピオン（Hidden Champion）と呼ばれ、高い競争力を誇るようになっており、

現在の好景気もミッテルシュタントの貢献が大きいとされている。ミッテルシュタントは

家族経営、同族経営の会社が多く、大企業と異なり柔軟で迅速な経営判断ができると言わ

れている 250。ニッチ市場で急速に成長するというところは、スタートアップが活躍する条

件とも類似が多く、ミッテルシュタントが活躍するドイツはスタートアップにとっても良

い環境になり得るといえる。一方で、1990年代にフラウンホーファー集積回路研究所 (IIS)
が開発したオーディオコーディング技術 MP3251 は世界的に普及した画期的な技術であっ

たが、実用化したのはドイツ企業ではなかった。これは、技術開発力は高くても速やかな

技術移転が機能してないことの現れとしてドイツ人が頻繁にあげる逸話である。MP3 の

特許は 20 年にわたり年 1,000 万ユーロを超えるライセンス料をフラウンホーファー応用

研究促進協会（FhG）にもたらした。しかし、この技術を実用化し製品に組み込んだの

は米国のアップルや日本のソニーであった。

249　RIETI ドイツ経済を支える強い中小企業ミッテルシタンド （Mittelstand） 岩本晃一
250　「グローバルビジネスの隠れたチャンピオン企業」 ハーマン ・ サイモン著 中央経済社
251　https://www.mp3-history.com/
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1990 年の東西ドイツ再統一後の景気後退で「欧州の病人」と呼ばれるほどにドイツ経済

は冷え込んだ。そこでドイツが取り組んだのが製造業とりわけミッテルシュタント

（Mittelstand）と言われる中規模企業の輸出振興による構造改革である255。生き残りをか

けて国際化していった中小企業は、世界的に無名だがニッチな市場で高いシェアを誇る隠

れたチャンピオン（Hidden Champion）と呼ばれ、高い競争力を誇るようになっており、

現在の好景気もミッテルシュタントの貢献が大きいとされている。ミッテルシュタントは

家族経営、同族経営の会社が多く、大企業と異なり柔軟で迅速な経営判断ができると言わ

れている256。ニッチ市場で急速に成長するというところは、スタートアップが活躍する条

件とも類似が多く、ミッテルシュタントが活躍するドイツはスタートアップにとっても良

い環境になり得るといえる。一方で、1990 年代にフラウンホーファー集積回路研究所 (IIS)
が開発したオーディオコーディング技術 MP3257は世界的に普及した画期的な技術であった

 
                                                           
255 RIETI ドイツ経済を支える強い中小企業ミッテルシタンド（Mittelstand）岩本晃一 
256 「グローバルビジネスの隠れたチャンピオン企業」 ハーマン・サイモン著 中央経済社 
257 https://www.mp3-history.com/ 
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このような状況を変えるべくスタートした起業支援プログラム「エクジスト

（EXIST,1998 年）」の効果として、高等教育機関の 3 つ目の課題である「技術移転」推進

の方法論として大学当局が起業を認識、様々な起業家教育プログラム、州と連携した起業

支援のファンディングを段階的に整備してきた。EXIST プログラムについては後述する。

同じ頃、研究開発の現場と産業を研究段階から連携させる産学連携を促進し、バイオ、ラ

イフ分野からの起業支援と拠点型の地域ネットワークの創成を目指した最初のクラスター

プログラムが 1996 年にスタートした。ビオレギオイニシアチブ（BioRegio Initiatives）
である。ドイツスタートアップ協会 252 の 2017 年版報告書によると、アンケートに回答し

た 1,837 件のハイテク・スタートアップのうち約半数が地域クラスターから生まれている。

同調査によるとスタートアップが多い州は、ベルリン市、ノルトラインヴェストファーレ

ン州、バイエルン州の順となっている。さらに、2001 年に初めてドイツの大学に起業学

科が設置され、1 名の教授が採用された。2017 年現在、16 州全ての大学に起業学科もし

くは起業学を教える教授が置かれ、総計 133 名となっている 253。

その他周辺環境としては、2000 年頃の IT バブル期に財をなしたスタートアップが、現

在エンジェル投資家やベンチャー・キャピタル（VC）として機能し始めているといわれ

ている。

6.1.4　連邦制を採るドイツ
ドイツは歴史的な経緯から州政府が多くの権限を持つ連邦制国家である。第二次大戦後

に連邦共和国として再建され、東西ドイツ再統一を経て現在は 16 の州から構成されてい

る。連邦政府が立法権を有する分野は国防、通貨、通信、知的財産、原子力の平和利用な

どに関する事項であり、文化および教育ならびに研究は州の権限となっている。各州に公

立の大学は州政府により運営され 254、連邦政府はこれまで大学制度などについて直接的な

権限を持たなかった。しかし近年、大学および大学の研究力の強化はドイツの最優先事項

であり、連邦政府は大学の競争を促し、また教育や研究への支出を増やすなど連邦と州が

共同して施策実施にあたっている。教育と研究に関しては基本法 91b 条により、必要で

あれば連邦と州の間の合意に基づき資金負担を含めて協力できるようになっている 255。各

州の独立性は産業政策にも現れており、地域によって産業に特色がある。例えば、ルール

工業地帯を抱えるノルトラインヴェストファーレン州は鉱業、重工業に歴史があり、南部

バーデン・ヴュルテンベルグ州は州都シュトゥットガルト市を中心とした自動車、機械産

業が知られている。こうした産業を技術開発および人材供給という点から支えているのが

地元の州立大学 256 や研究機関であって、いずれも州政府の戦略のもとに一体的に施策が実

施されている。従って、地元経済に資する特定の産業支援策や産学連携拠点の整備はいず

れも州政府が施策を所管していることから、クラスターの運営管理が円滑に行われている

ケースが多い。特にハイテク戦略（2006 年）の旗艦プログラムであった先端クラスター

252　Bundesverband Deutscher Startups “Deutscher Startup Monitor 2017”
253　Förderkreis Gründungs-Forschung e.V.(FGF)
254　連邦が運営する大学は、ドイツ連邦軍大学（Universität der Bundeswehr）およびスパイア行政大学院（Universität　Speyer）の 2 校のみ。
255　「ドイツに学ぶ科学技術政策」 永野 博著　近代科学社
256　総合大学（University）、専門大学（Hochschule）、教育大学（School of education）、芸術大学（Art school）など。
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競争プログラム（SCW, 2006 年～ 2017 年）257 は、ゼロから拠点を整備するのではなく、

州などによって整備され実績を上げている既存クラスターに、研究および運営の資金を支

出する施策であった。

6.2　スタートアップ関連法

6.2.1　高等教育大綱法改正（1998 年）
ドイツの高等教育は連邦政府の関与を最小限にとどめ、教育と大学における研究政策の

権限は州におかれた極めて分権的な制度となっている。1960 年代に州政府財政が逼迫し

たことや進学数増加による教育予算拡大などをうけ、1969 年に憲法である連邦基本法が

改正されて、段階的に連邦政府と州政府の協力に基づく助成が可能となった。さらに各州

に共通する大学の教育、研究、組織、管理等の枠組みを制定した高等教育大綱法（HRG）258

が 1976 年に制定された。その後、複数回の改正が実施され、1998 年の第四次改正時に、

高等教育機関の使命として、教育ならびに研究の推進と技術移転の公表についても義務と

して追加した。この改正をきっかけに、各大学の外部資金調達の動きが加速したと言われ

ている。その後 2007 年のドイツ連邦制度改革に伴い、連邦の高等教育に関わる大綱法制

定の権限は連邦基本法から削除された。しかし、高等教育大綱法自体の廃止は 2009 年の

連立政権で承認されてはいるものの現在まで実施されていない。

6.2.2　従業者発明法改正（2002 年）
1957 年に施行された従業者発明法 259 は、ドイツ国内法によって設立された私企業の従

業者、公共サービス機関の従業者、ドイツ公務員によってなされた発明について、使用者・

従業者の権利義務や権利移転手続きなどを定めた法律である。2002年の改正で、発明者（教

授、研究助手など）に全面的に帰属していた権利を使用者（大学）にも認め、代わりに従

業者は発明から生じた全収入の 30% を受け取る権利を持つとなった。これは大学にとっ

て特許実施を促進するきっかけとなり、積極的な実用化に向けた活動を促したといわれて

いる。この法改正は、上段の高等教育大綱改正と併せていわゆる「教授特権」を廃し、大

学が知財活用と起業支援を積極的に行う要因となった。

6.3　スタートアップ支援制度の俯瞰と沿革
この項では、いくつかの連邦政府の大学発起業支援プログラムとその沿革を説明する。

中でも中心的なプログラムは、連邦経済エネルギー省（BMWi）が実施する EXIST プロ

グラムである。

257　Spitzencluster Wettbewerb Programme（BMBF）2006年から 3回の採択ランドで計 15のクラスターが選出された。5年間で政府から 4,000
万ユーロの助成があり同額以上の企業からの拠出が条件となっている。

258　Hochschulrahmengesetz （HRG） 連邦法 1976 年施行　1998 年 2 章 (7) 改正
259　Gesetz über Arbeitnehmererfindungen （ArbnErfG） 1957 年施行 2002 年 42 条改正
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6.3.1　EXIST（1998 年 - 現在）研究開発型起業支援
1998 年にスタートした EXIST プログラム 260 は、ドイツ国内の大卒者による起業数が

少ないこと、大学の研究レベルは高いにも関わらず起業に関する講義が少なく、大学当

局の起業支援も積極的に行われていないこと、90 年代に起業数が増加したにも関わらず、

大学発のスタートアップが少ないことから、その改善を狙いに連邦教育研究省（BMBF）261

によって策定されたプログラムである。現在第四期のプログラムが走っており、既に助成

開始から 20 年になろうとするドイツの他の制度と比較しても息の長いファンディングで

ある。プログラム開始当時の目的は、大学に起業環境と文化を醸成し、大学の第三のミッ

ションである技術移転を実現、成果を伴う起業支援と価値を創造するスタートアップで雇

用を増やすことであった。助成対象も大学に限定されていたが、2006 年以降になって大

学外の公的研究機関へも門戸が開かれた。

この 20 年間に、所管省が BMBF から BMWi262 に替わっただけでなく、プログラム名

も「大学からの起業」から「科学からの起業 263」に変更されるなど、改善改良を重ね現在

に至る。第四期 EXIST では 3 つのサブプログラムが運用されている。

•　起業奨学金（Gründungsstipendium）：個人およびチーム向けグラント

•　研究技術移転（Forschungstransfer）：チーム向けグラントで起業後の支援も行う

•　起業文化（Gründungskultur）：大学の起業ネットワーク支援

なお、起業奨学金プログラムは 2005 年から、起業文化プログラムは 2007 年から EU
の欧州社会基金（ESF）との共同出資で実施されている 264

　

大学への支援と個人への支援
EXIST は単に大学の起業支援および起業家育成プログラムを助成するのではなく、大

学当局が地域のインフラや産業を動員して起業ネットワークを構築することを支援したこ

とに特長がある。初回 1996 年の公募では 109 件の申請の中から先ずは 12 コンソーシア

ムが書類選考に残り、最終的に5か所のモデル・イニシアチブが採択された。1つのコンソー

シアムは 2 ～ 3 大学と複数の産業パートナーが参加しており、このグラントにはほぼ全

ての公立大学が何らかのコンソーシアムを形成して応募したことになる。1990 年後半の

IT ブームによってスタートアップと新しい市場への期待が大きかったことが伺える。採

択に漏れた大学も、大部分が申請要件を満たしており、連邦政府からの助成はなかったも

のの、州政府などからの公的な支援を受けることができたため、起業環境整備の気運が高

まり多くの大学に起業支援部などが設立された。その後、2000 年になって初めて、個人

およびチーム向けの起業支援グラントであるエクジストシード（EXIST-SEED）が始まっ

た。このサブプログラムは現在の起業奨学金の原型となった、起業準備期間 1 年間のグ

ラントである。第一期のEXISTでは主に学部生を対象にし、設立された企業も IT系やサー

ビス分野が中心であった。現在では、大学院生およびポスドクへの支援に拡大し、IT 系

に限らず研究成果の市場化を積極的に支援している。

260　Existenzgründungen aus Hochschulen プログラム名の直訳は 「大学からの事業設立」
261　当時の名称は、 Bundesministerium für Bildung, Wissenschaft, Forschung und Technologie （連邦教育科学研究技術省）
262　2006 年当時は、 Bundesministerium für Wirtschaft und Technologie （連邦経済技術省）
263　Existenzgründungen aus der Wissenschaft　プログラム名の直訳は 「科学からの事業設立」
264　ESF:Europaen Social Fund は欧州構造投資基金 （European Structual Investment Fond） の一部である。
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プログラム概要
(1)　起業奨学金 Gründungsstipendium

起業準備期間の奨学金という位置づけで 1 年間支給される。対象は、大学および

公的研究機関に属する学生、研究者と卒業から 5 年以内の卒業生とされており、個

人もしくは最大 3 名からのなるチームが応募できる。学部生は申請時に卒業に必要

な単位を半分以上取得していることが条件である。奨学金の名のとおり、個人生活

を保障するもので、現役学生への支給額は月額 1,000 ユーロ、日本円に換算すると

13 万 3,000 円となり 1 か月分の生活費程度の額になっている。修士課程の学生は、

2,500 ユーロ（33 万 2,500 円）/ 月、博士課程の研究者は 3,000 ユーロ（39 万 9,000
円）/ 月が支給されている。理工系の博士課程在籍者は多くがリサーチアシスタント

や任期付研究員として大学の研究室や公的研究機関に雇用されているが、その給与

とは別に上記金額が支払われている。また、経費として別途個人には 1 万ユーロ、チー

ムに対しては 3 万ユーロまでが認められている。学生および研究者が属する大学お

よび研究機関が起業ネットワークに属していることも必須条件であり、こうしたネッ

トワークを通じて、受給期間中は様々な起業セミナーやメンタリングなどのサービ

スも経費の中から支払いをした上で受けられる。申請書類は当該大学もしくは研究

機関の起業ネットワークに起業アイデアを提出し、併せてメンターを指名する。受

給開始後、5 か月目に事業計画の中間報告を、10 か月目に最終事業計画を提出する。

事業計画を提出しても起業するか否かは本人の決定に委ねられており、無理に起業

させるようなことはない。2007 年以降でみるとプログラムへの申請数は年によって

ばらつきがあるものの 300 件前後、採択率は約 5 割程度で推移している。

(2)　研究技術移転 Forschungstransfer
技術的に高度な分野の起業計画立案を想定し起業のベースとなる研究成果の開発

を支援するプログラム。大学あるいは研究機関に属する技術者＋経営者のチームで

応募し、3 名の研究開発担当、1 名の経営担当のチーム構成が大半である。2 段階の

助成方式となっており、第 1 フェーズは 18 か月間の助成で、特に集中して研究の

継続が必要と判断された場合には最長 36 か月までの助成が認められている。この間

に事務手続きに関わる一般的な知識を教えるセミナーコースの他、個別指導、外部

のアクセラレーション・プログラムへの参加促進がなされる。学生アルバイトの給

与も経費に含むことができ、期間中原則として 25 万ユーロまでが支給される。第

2 フェーズの支給は、助成開始前に会社設立の商業登記が終わっていることが条件

で、開発の継続や外部融資獲得のためという名目で最大 75％、18 万ユーロまでのグ

ラントとなっている。(1) の起業奨学金と比較すると、より研究開発に拠ったハイテ

ク起業支援の性格を有し、申請においては必要に応じて大学や研究機関との特許や

ライセンス権の使用契約に関する同意書なども提出しなければならない。2007 年～

2015 年でみると、第 1 フェーズでは、879 件のドラフト案から 8 週間にわたる書類

審査で 350 件に絞られる。ここから専門家による諮問委員会（Jury）に諮られ、申

請者チームが委員会でプレゼンを行う。諮問委員会は累計で 225 件の申請を「良」

と評価、このうち 212 件が最終的に助成を受けた。ドラフト案提出から助成開始ま

では、概ね半年ほどかかっている。次に第 2 フェーズは、134 件の申請に対し、専
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門家諮問委員会が 106 件を「良」と評価、うち 95 件が採択されている。

同プログラムの具体的な事例は次節の 6.4 で記述する。

(3)　起業文化 Gründungskultur
プログラムスタートの 1998 年から存在する EXIST の中でも最も長く続くサブ

プログラム。助成対象は大学と研究機関で、企業文化醸成と環境の改善、研究開発

に依拠した革新的な起業数を増やすことを目的としている。具体的には、大学内部

の産学連携本部などに起業ネットワークと名付けられる相談事務所を設立するこ

と、学内の研究成果からシーズを見つけ起業を促す枠組みを構築することである。

EXIST の第一期を経て、各大学が起業支援への関心が高いことがはっきりした。こ

の時期は起業支援の在り方およびモデルの構築期であり、第 2 期以降は、企業支

援ネットワークの拡大期、ハイテク起業支援期と分類できる。2006 年に所管省が

BMWi に移って以降、ハイテク起業支援の方針に変わってきている。またハイテク

戦略の下で、大学および研究機関への研究費が増えていることもあり、今後より研

究成果の実用化に対する圧力が増すことが予想される 265。2000年から2016年の助成

額は、総計 121 億ユーロ規模である。現在は、106 校ある総合大学のうち研究に重

点をおいた大学と位置づけられる 29 校中 26 校と工科大学 10 校 266 に、技術移転お

よび起業支援オフィスが設置され、スタートアップ支援の制度化に同プログラムが

貢献していることがわかる。しかしながら、工科大学に比べ研究重点大学では依然

として基礎研究に注力しており、起業への関心や活動状況にはいまだ改善の余地が

あるとされている。

図表 3　応募大学数と採択数
プログラムフェーズ
（開始年）

申請数 採択数

EXIST I （1998 年） 109 5 ネットワーク （計 20 大学）

EXIST II （2002 年） 45 10 ネットワーク （計 37 大学）

EXIST III （2006 年） 76 （2006） /63 （2007） /46 （2008） 47 プロジェクト （計 86 大学）

EXIST IV （2010 年） 124 22 プロジェクト （計 25 大学）

出典：Gründungspotenziale und Gründungsunterstützung an forschungsstarken
Universitäten/Fraunhofer ISI

間接的な効果として、起業文化プログラムのスタートをきっかけにドイツの大学に起業

学科の設置が進んだ。ほぼすべての工科大学、研究重点大学 29 校のうち、7 割の大学に

起業学科が設置されている 267。

265　Gründungspotenziale und Gründungsunterstützung an forschungsstarken Universitäten/Fraunhofer ISI 2017
266　ドイツには総合大学（Universität/Technische Universität） 106 校、専門大学 207 校、芸術・音楽・映像大学は 51 校（2017 冬学期）がある。

工科大学は、 工学部以外の学部も併設しているケースがほとんどで、 総合大学に分類されている。
267　Gründungspotenziale und Gründungsunterstützung an forschungsstarken Universitäten/Fraunhofer ISI 2017
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6.3.2　EXIST 以外の主要な施策

6.3.2.1　ゴー・バイオ（GO-Bio268）2005 年 － 現在
バイオ、ライフサイエンス分野に特化したスタートアップ支援プログラム。EXIST 技

術移転プログラムと同様に、2 つのフェーズから構成されている。第一フェーズは、起業

前の準備期間の支援で 2 年半から最長 4 年の助成を行う。起業後の第二フェーズはさら

に 3 年間のプレシード期ファンディングが可能である。これは、ライフサイエンス分野の

実用化、商業化に他業種よりも時間がかかることから息の長い公的支援を目指したもので

ある。2016年までに 7回の採択ラウンドが行われ、合計 600チームの応募の中から 50チー

ムが助成を受けている。同プログラムが成立した背景は、1990 年代に民間 VC が乱立し

研究開発型スタートアップ支援が本格的に始まった頃、多くの VC にはまだ目利きとなる

人材が不足しており、研究シーズや知財の価値を公的な支援を受けた機関が助成という形

で評価することが期待されていたからである。ライフサイエンス分野の特化とはいえ、領

域はオープンであるため創薬、診断技術、医工など申請される起業アイデアは非常に幅広

い。第一フェーズの採択ランドは、BMBF 下に設置される専門家からなる審査委員会が

書類審査を行い、通過したチームのみがビジネスプランを作成しプレゼンの機会を与えら

れる。これまでに 24 社が起業し、6,000 万ユーロを超える出資を受けている 269。

助成金額は、採択されたプロジェクトにかかる全てのコストとなっており、案件によっ

て異なる。第 8 回目の公募要項 270 によると、人件費だけでも研究主幹、ポスドク 2 名、

博士課程学生 2 名、研究以外の人材（経営担当など）2 名、技術者 1 名まで認められ、プ

ロジェクトによって 60 万ユーロ～から 300 万ユーロのグラントとなっている。このほか

コーチングや出張費、治験のための費用が最大 10 万ユーロまで支給される大型の助成プ

ログラムとなっている。

6.3.2.2　シグノ（SIGNO）2008 年 -2016 年・ヴィパーノ（WIPANO）
大学の発明を効率的に実用化するため、全国に技術移転機関（PVA）271 を整備する知財

活用支援プログラム 272 が 2003 年に作られた。所管省は BMBF で、2003 年から 2006 年

まで 2,200 万ユーロあまり、続く 2006 年からの 3 年間で追加的に 2,800 万ユーロが拠出

された。地域によって活動内容やビジネスモデルに多少の差はあるものの、全国 22 か所

の技術移転機関が現在も存在する。大学だけではなく、フラウンホーファーは機構内に

技術移転と知財管理の部門を持ち、マックスプランクは別組織のマックスプランクイノ

ベーション（MP Innovation）を持つ。ヘルムホルツおよびライプニッツは一部を協会内

の組織で、それ以外を外部の技術移転機関に業務を委託している。2008 年にはそのプロ

グラムを引き継ぐ形で BMWi から「SIGNO- 商業化を目的とした知的財産の保護プログ

ラム 273-」が発表された。助成の対象は、大学での発明の評価のほか、特許申請費用、弁

268　正式名称は Gründungsoffensive für Bioökenomie （積極的なバイオエコノミー起業）
269　https://biooekonomie.de/
270　https://www.bmbf.de/foerderungen/bekanntmachung-1285.html
271　Patentverwertungsagenturen
272　Verwertungsoffensive BMBF
273　SIGNO – Schutz von Ideen für die gewerbliche Nutzung
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理士への手数料の一部負担などである。その後、2016 年に SIGNO は「WIPANO - 特
許及び規格による知識・技術移転プログラム」274 に改案され現在に至る。SIGNO との違

いは、助成額を全ての案件で統一し、SIGNO では認められていたコンサルティングや

セミナー参加費用などを充当しなくなったことで、利用者からは改善の要望が出ている。

WIPANO は 2019 年までの 3 年間で 2,300 万ユーロの拠出を予定している。

6.3.2.3　ハイテク創業基金（HTGF）2752005 年　- 現在）官民ファンド
ハイテク起業のアーリーステージ支援に特化したファンドで、2017 年に第三期の基金

がスタートした。基金の規模は、第一期が 2億 7,200万ユーロ、第二期が 3億 400万ユーロ、

今期は現時点 2 億 4,500 万ユーロで最終的に 3 億ユーロを目指している。第三期は連邦

経済エネルギー省（BMWi）とドイツ復興金融公庫（KfW）が 7 割、民間 26 社が 3 割の

出資を目標としている。1 社あたり最大 100 万ユーロの出資、300 万ユーロまでのエクイ

ティキャピタル投資を実施している。実績としては、これまでに 460 社に出資、投資先

分野は限定せず、製造業、エネルギー産業、ライフサイエンス・ヘルスケア分野、ICT と

幅広い。これまで合計 3 億ユーロを自己資金からスタートアップ企業に投資した。出資

を受けた企業は、その次の融資ラウンドで約 4 倍となる 13 億ユーロでそのうち 7 割が民

間の出資者から受けており、概ね好評価となっている。引き続き意思決定権を有するファ

ンド主導者は BMWi である。

HTGF は官民ファンドといいながら、いまも非常に官の割合が大きくビジネス・エン

ジェルのような自由度・柔軟性はない。しかし、HTGF が出資したというのは一つのブ

ランドになり、呼び水効果を期待できるという意味では額は小さくても大きな出資である

ことは間違いない。

274　Wissens- und Technologietransfer durch Patente und Normen
275　Hightech-Günderfonds https://high-tech-gruenderfonds.de/en/　
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図 4　起業支援プログラム俯瞰図

出典：Expertenkommission Forschung und Innovation (www.e-fi.de/) 資料をもとに

CRDS で編集

1

助
成
型

出
資
型

EXIST（1998- ）起業支援（起業チーム/研究機関の両方を助成） EXIST I/II （1998-2006年） : BMBF＞EXIST III/IV （2007年以降） : BMWi

2000 2005 2010 2015

Hightech-Gründerfonds（2005- ）官民ファンド
HTGF I(2005-2010年）/HTGF II（2011-2016）/HTGF III（2017- ）:BMWi

KfWドイツ復興金融公庫（2004- 2012）公的VC KfW（2015- ）

German Accelerator（2011- ）海外での起業支援
シリコンバレー（2011年）/NY （2014年）/ボストン（2016年）

INVEST（2013-）VC補助金
VC投資に公的資金を上乗せ

GO-Bio（2011- ）バイオ分野に特化した起業家チーム支援:BMBF

ERP/EIF-Fonds （2004- 2012）VC

VIP（2015- ）技術評価サービス:BMBF
パイロットフェーズ（2010-2015年）

Gründungskultur

EXIST SEED Gründerstipendium

Forschungstransfer

起業家教育in高校（2014）



113

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援 113

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

６
．
ド
イ
ツ

コラム 1　欧州イノベーション・技術機構 EIT 
（European Institutes for Innovation & Technology）

EIT とは、米国のマサチューセッツ工科大学（MIT）をモデルとし、教育や研究成果を
ビジネス機会につなげる能力の強化を目指して起業家人材の育成を主な目的とする EU の組
織である。Horizon2020 からはフレームワークプログラムの一部として実施され、本部は
ブダペスト / ハンガリーに置かれている。2017 年現在、気候変動（EIT Climate-KIC）、デ
ジタル化（EIT Digital）、健康（EIT Health）、食料（EIT Food）、持続可能エネルギー（EIT 
InnoEnergy）、原材料（EIT Raw Material）の 6 つの EIT が活動している。

運営は、知識・イノベーション・コミュニティ（KICs: Knowledge and Innovation 
Communities）と呼ばれる法人格を持つ組織が行う。KICs は欧州の複数の大学に拠点を設
け、ひとつの大学に最低 1 社の企業参加を条件とし、産学が密に連携した体制で実施される。
期間は 7 年から 15 年と長期で、EIT からのグラントが KICs 全体予算の 2 割程度を占め、
他は所在地のファンディング機関や参加企業から拠出されている。

2010 年から 2016 年までに、2,242 件のアイデアから 430 の新製品や新サービスが生ま
れ、305 社の企業がスタートアップした。2016 年末時点で、EIT には中小企業を含む 503 社、
171 大学・高等教育機関、146 研究機関と 74 自治体が参加している。

例えば EIT Digital の教育では、マスター、ドクター、プロフェッショナルの 3 つのプロ
グラムがある。マスタープログラムでは、欧州で提携するトップクラス大学、著名な研究
所、有力企業が、イノベーションと起業家精神の訓練と組み合わせて最先端の ICT に関す
る知識を提供し、修士とEITディプロマのダブルディグリーを授与する。EIT の取り組みは、
科学技術研究プログラムと MBA との中間的な位置づけにあるとのことであった。すなわち、
EIT がなければマネジメントの手法を学ぶことなく学業を終えるであろう科学技術研究分
野の若手を対象とし、マネジメントの能力に開眼させることを目的としているということで
ある。マネジメント知識のレベルとしては MBA には及ばないものの、研究活動だけでは得
られない知識を将来の研究者に付与することが意図されている。
ドクター・コースでは、実践的な起業家教育とビジネス開発と組織づくりについての理論

を学ぶ。具体的には、「博士後期研修センター（DTC）」の形をとり、インダストリー・パー
トナーとの連携によって科学的に課題に取り組む。ドイツベルリンに拠点（Berlin Node）
とミュンヘンにサテライト拠点（Munich Satellite）が存在する。ベルリン拠点は、ベルリ
ン工科大学内に置かれ欧州の他の 9 拠点と連携しつつ教育と産学連携研究ならびにスター
トアップ支援に取り組んでいる。ドイツテレコム、シーメンス、SAP、フラウンホーファー
応用研究協会（FhG）、ドイツ人工知能研究センター（DFKI）というパートナーをもつ。ミュ
ンヘンはミュンヘン工科大（TUM）をベースに、fortiss Institute、Siemens AG、CDTM、ミュ
ンヘン大学（LMU）などがサイバーフィジカルシステム（CPS）研究にフォーカスしたスター
トアップの支援を行っている。

EIT と KICs の運営資金は、EU を含むさまざまな官民の資金源から賄われる。EU 予算
からは、2008 ～ 2013 年までの期間に 3 億 870 万ユーロが拠出され、EIT および KICs の
設立・運営、調整などに利用された。欧州委員会は、このほか フレームワークプログラム
（FP7） や構造基金など EU 予算から 15 億 3,144 万ユーロを拠出、残りを企業や加盟各国、
地方自治体などが提供することとなっている。EIT は独自の法人格を備えた EU の組織で、
EU による助成プログラムへの応募も可能である。

EIT:　https://eit.europa.eu/e

JST: 研究開発戦略センター 科学技術・イノベーション動向報告 ～ EU 編～（2015） 
　 http://www.jst.go.jp/crds/pdf/2015/OR/CRDS-FY2015-OR-04.pdf
経済産業省 :
　平成 21 年度海外技術動向調査　調査報告書― 欧州編 第一部―平成 22 年 3 月
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6.4　研究開発型スタートアップ支援の事例

6.4.1　ミュンヘン工科大学の取り組み
高等教育機関からの起業状況をモニタリングしている起業レーダー（Gründungsradar）

2016 報告書 276 によると、総合大学部門ではミュンヘン工科大学（TUM）277 がランキング

で総合 1 位となっている。そこで、本項ではミュンヘン工科大学で実施されている注目

すべき取り組みを事例として紹介する。ミュンヘン工科大学はドイツ南部バイエルン州の

州都ミュンヘン市にある 1868 年に創立された工学系の大学で、現在は医学部や経済学部

を擁する総合大学である。学生数は約 4 万名 167 学科にのぼり、過去に 17 名のノーベル

賞受賞者を輩出している伝統ある高等教育機関である。2015 年の年間予算は 13 億 2,900
万ユーロ、基盤的経費以外の外部資金は 2 億 8,500 万ユーロを占め、このうち産業界の拠

出分は 4,600 万ユーロだった。2006 年に助成開始した、政府による大学の研究力強化を

目的にしたエクセレンス・イニシアチブの第一回採択ラウンドで第 3 の柱である「未来コ

ンセプト」278　に選出された 3 校のうちの 1 校でもあり、国内ではトップクラスの大学で

ある。TUM の「未来コンセプト」タイトルは“TUM. The Entrepreneurial University”（起

業家大学）となっており、戦略的に出口志向の研究開発を行う大学を目指している。後述

するウンターネーマー・トゥム有限会社（UnternehmerTUM GmbH）は 2002 年に在学

生のイニシアチブで設立された。大学とは別法人として、コンサルティング、メンタリング、

インキュベーションなどを担い、大学当局と連携することで年平均 50 社の起業実績を誇

る。さらに、ミュンヘン工科大学は 2011 年に EXIST 起業文化の助成プログラムに採択

され、2015 年には在校生と卒業生向けのメーカーズ・スペースを設置して支援のバリエー

ションを確実に広げている。

6.4.1.1　ミュンヘン工科大学 スタートアップ支援 UnternehmerTUM
UnternehmerTUM GmbH は、起業趣旨に賛同した自動車メーカー BMW 社の大株主

である実業家スザンネ・クラッテン（Susanne Klatten）100％出資により 2002 年に設

立された有限会社である。ミュンヘン工科大学のアン・インスティテュート 279 として、

ミュンヘン市北部ガルヒンク地区にオフィスを構えている。現在 70 名を超える職員がお

り、欧州では最大規模の起業支援組織である。大学での講義、ゼミの提供の他、各種プロ

ジェクトを運営している。予算は、9 割が民間スポンサーから、1 割がバイエルン州政府

の拠出という構成になっており、産官学の連携による運営が同社の特長である。2006 年

に TUM は大学の戦略として「起業によるイノベーション」さらに「起業家マインドを持っ

て大学運営にあたる」というコンセプトを打ち出した。トップダウンの起業支援の枠組み

276　連邦経済エネルギー省 （BMWi） によるドイツ研究財団連盟 （Stifterverband für die Deutsche Wissenschaft） とハインツ ・ ニクスドルフ

基金 （Heinz Nixdorf Stiftung） の調査 www.gruendungsradar.de/
277　Technische Universität München / www.tum.de(2017)
278　未来コンセプト （Zukunftskonzept） の英語名は Insutitutional Strategies で、 クラスターおよび大学院の両サブプログラムに採択された大

学の中から選ばれる。 他大学と差別化を図り、 コンセプトを実現するために運営費として利用できるグラントで 「未来コンセプト」 に採択された

大学はまさにエクセレンス大学の称号を得たとされている。
279　アン ・ インスティテュート （An-Institut） の An は 「近接した」 を意味する前置詞で、 大学内の研究室 （In-Institut） と差別化した組織。

法的に大学から独立し営業活動が可能な機関を示す。 大学とは近しい関係にあり、 立地は大学の敷地内か州のサイエンス ・ パークなどに置

かれるケースが多い。 法人形態は財団、 NPO、 有限会社などさまざま。
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と UnternehmerTUM のような学生（研究者）発のボトムアップのアクティビティの両

面があったことが TUM の特長でもある。どちらか一方では現在のような活動は難しかっ

たと言われている。

UnternehmerTUM 教育プログラム
教育プログラムから始まった UnternehmerTUM の歴史は、年を経るうちに本気で起

業したいという学生が増加したことから、起業支援もするようになった。さらに、同社が

提供する数多くの教育プログラムは、起業のノウハウを教える起業家教育だけではなく技

術開発に関する技能教育（Tec-Education）にも力をいれている。設立当初から大企業が

参加していたわけではなく、ぽつぽつ生まれ始めたスタートアップや起業プロジェクトに

徐々に大企業が興味を示し始め、開発で連携したり出資したりと拡大してきた経緯があ

る。対象とする学生や研究者は希望者をベースとし、特に優秀なトップクラスに波及し

たいとしている。2017 年、米国のスペースエックス（SpaceX）が主催したハイパールー

プ（Hyperloop）コンペで、UnternehmerTUM が支援したミュンヘン工科大のチーム

WARR280 が優勝したことなど、着実に成果が上がってきている。学生中心のスタートアッ

プチームが 18 か月間研究開発を重ね国際的なコンテストで 1 位になったことは、後に続

く起業家候補にとっても大きなかつ身近な目標になり得るだろう。また同チームはリー

ダーが教授ではなく、学生ということころに大きな意味があり、学生の自発的な起業およ

び新技術の実用化に向けた気運が高くなってきている。TUM には経済学部にマネジメン

ト学科（School of Management）があり、ここには起業教育のために 4 名の教授がいる。

この教員が起業や経営の理論を教え、UnternehmerTUM のコースで実践的な知識を学

ぶという仕組みになっている。経営できる人材を UnternehmerTUM で育てる。技術は

TUM だけでなく、州をベースにフラウンホーファー研究所や、マックスプランク研究所

などすべての高等教育機関と公的研究機関を対象にしている。ミュンヘンには資金を出す、

ビジネス・エンジェルや VC の層も厚くなっており、起業の環境が揃ってきた。

UnternehmerTUM アクセラレーション、インキュベーション・プログラム
UnternehmerTUM の事業は教育の他、インキュベーション、アクセラレーション、コ

ンサルティング、投資、プロトタイプ製作である。なかでも、テック・ファウンダー（Tec 
Founder）プログラムは、TUM に特長的なアクセラレーター・プログラムの一つとして

知られており、TUM 以外からも応募できるプログラム。アクセラレーション・プログラ

ムの期間は 4 か月間で、スタートアップ企業の成長をサポートするための実践プロジェ

クトを提供している。机上のデモではなく、大企業であるビー・エム・ダブリュ（BMW）、

ボッシュ（Bosch）、フェスト（Festo）社のパイロット・プロジェクトに実際に参加する。

この 4 か月間で、コーチングやメンタリングなど個別指導を受けられるだけでなく、上

記のような大企業と実際の製品やサービスに関わるプロジェクトができるということに価

値があると評価されている。プログラムの最後にデモ・デーが開催され、4 か月間の成果

を発表する。この場にはビジネス・エンジェルや VC が招かれ、投資を直接獲得するチャ

ンスが与えられる。工科大学の強みを活かし、基礎研究とエンジニアリングと産業の組み

280　http://hyperloop1.warr.de/
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合わせから確実な起業を目指している。

UnternehmerTUM は ICT、医工とクリーン技術分野を中心に研究開発型スタートアッ

プ支援に特化している。加えて独自の VC である、ウンターネーマー・トゥム ベンチャー

キャピタル パートナーズ有限会社（UnternehmerTUM Venture Capital Partners Gm-
bH）281 を 2011 年に設立、シード期からシリーズ A および B フェーズへの投資を行ってい

る。この他、経営人材候補の人材データベースのタレントプール（Talent.Pool）を設立、

技術シーズを持つ研究者と経営候補者のマッチングを行っている。現在、Talent.Pool に
は 300 名を超える現役の学生、卒業生が登録している。

6.4.1.2　アン - インスティテュート フォルティス有限会社（fortiss GmbH）
UnternehmerTUM と異なる別のアン・インスティテュートである fortissGmbH282 は

100％バイエルン州経済・インフラ・交通・技術省出資のソフトウェア、システムの研究

開発に特化した法人である。設立（2008 年）の目的は、アカデミアと産業をつなぐ橋渡

し機関としての機能を果たすことで、基礎研究から産業応用へという一方通行ではなく、

逆に産業界の課題から大学が研究アイデアを得る双方向の交流を目指している。もちろん

こうした機能はドイツにおいては公的研究機関も担っているが、fortiss 社は、独自の法

人格をもって研究開発サービスを提供することで、より迅速に柔軟に市場ニーズに対応す

ることを考えている。バイエルン州デジタル戦略の立役者の一人でミュンヘン工科大学情

報学部のマンフレッド・ブロイ（Manfred Broy）教授 283 の研究室がベースとなっている。

fortiss GmbH の役割
研究開発領域は自動運転に関わる様々なソリューションから、自動車走行、航空機飛行

に関するソフトウェアの開発である。そのほか、技術コンサルティングだけでなく、研究

開発ロードマップ作成への助言なども行っている。ミュンヘン工科大学の研究者がなぜ、

同社で博士課程やポスドクを希望するかというと、一つは産業界のプロジェクトに参加し

て、自身のポテンシャルを誇示できる最良の場と考えていること、また fortiss が一種の

インキュベーターとなって、スタートアップの可能性を見極められることが挙げられる。

また、コンサルティング業務を通じて、州や連邦政府および EU レベルのシンクタンクと

して機能していることも若い研究者にとって魅力がある。研究プロジェクトの約 6 割が州

政府、連邦政府、EU からの助成である。これに加えて産業界からの研究委託もあり、一

部のプロジェクトは競争的資金の公募に応募して獲得している。研究予算は、概ね 30%
が州政府からの基盤的経費、30% ～ 40% が戦略的プロジェクトファンディング、30％が

産業界からの委託研究費となっており、フラウンホーファー研究所と似た構成になってい

る。ただし、フラウンホーファーよりは運用が柔軟で、産業界からの委託費と基盤的経

費が連動している分けではない。さらに、fortiss は研究開発サービスをしているわけで

はなく、トップレベルの研究成果を市場に橋渡しすることを目的としているので、全ての

委託を受けることはない上、プロジェクトについても吟味する形で優秀な研究者のポテン

281　第一期ファンドは 3,400 万ユーロ、 第二期は 7,000 万ユーロ規模のクロージングを達成。
282　Forschung und Transfer Institut für Software-intensive Systeme GmbH
283　Prof. Dr. Manfred Broy / Software & Systems Engineering
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シャルを担保している。原則として同社のソフトはオープンソースとして公開し、産業界

の委託で開発したソフトの知財は発注元に帰属する。同社が特許取得するのは、当該の技

術で起業を考えた場合に保護的な措置としてのみ。研究所として多くの博士を抱えている

ので、論文作成の自由がないといけないという事情もある。

ICT 研究開発拠点としてのミュンヘン
ミュンヘン市はシリコンバレーのようなスタートアップ支援環境が整いつつある。商業

ソフト、インターネット、OS、スマートフォンのプラットフォームでは確かに米国の覇

権であるといえるが、組み込みソフトの分野は欧州も負けていない上、ロボティックスや

自動車のシステムなど細かく見ていくとドイツが上をいく分野も多くある。fortiss のラ

イバルは、ヴァイツマン研究所（Weizmann Institute イスラエル）とスタンフォード研

究スタンフォード研究所（Stanford Research Institute 米国）だと経営陣は自負してい

る。両者はまさに世界を変えた研究所で、fortiss もそのレベルを目標としている。加え

て Weizmann のように、研究だけではなく、市場への応用が極めて重要だという認識で

いる。さらに、EU の欧州イノベーション・技術機構（EIT）下でかつては ICT Lab といっ

ていた KICs（Knowledge and Innovation Communities）の地域的なネットワークづく

りを fortiss が行っている。

図表 5　EIT Digital の仕組み

出典：fortiss GmbH プレゼン資料をもとに CRDS で作成

大学が、教育と研究をする一方で、fortiss は研究と技術移転をミッションとし、棲み

分けしている。従って、上記の枠組みでも教育や職業訓練は行っていない。
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6.4.1.3　デジタルテクノロジーマネジメントセンター /CDTM
ミュンヘン市内にあるミュンヘン工科大学（TUM）とミュンヘン大学（LMU）はいず

れもエクセレンス・イニシアチブに採択されたドイツ国内でも有数の伝統ある総合大学で

ある。地元のライバル校として、これまではそれぞれ独自の取り組みを実施してきたが、

1998 年に合同でシー・ディー・ティー・エム（CDTM）284 を設置、連携して技術経営人

材の育成と起業支援を行うこととなった。設立主唱者の問題意識は、経営レベルの人間が

経営や技術を知ることはもちろん、今後は IT が分かっていないと正しい経営判断が下せ

ない。一方で、ソフトウェア技術を学ぶ学生も、単にソフトを作る能力だけでなくビジネ

スを理解しない限り良質なソフトウェアは作れないことだった。CDTM では経営学と情

報学の両方を実践的に学べるプログラムを提供している。

学際的な情報交換や人事交流が高く評価されている米国のマサチューセッツ工科大

（MIT）をモデルに作られた組織である。しかしながら、① MIT モデルを模倣するには資

金が不足、②ドイツの大学は学部制が強く学部間のやりとりが少ない。一方米国はテーマ

クラスター毎に領域に跨がった研究や教育が実施されている、③ミュンヘンは学部の立地

が分散しすぎて、米国の大学のようなキャンパスの雰囲気が少ないことなどから MIT の

仕組みをそのまま移植することは難しいとされた。そこでドイツ版に修正された上で制度

化された組織となっている。10 名の博士課程の研究者がコースの管理、運営する自治組

織で、両大学からメンターとして参加している教授たちは企業でいうと取締役会のよう立

場で、日常的なコースの運営は大学院生に任されている。大学院生（博士課程）は平均し

て 4 年間受講生の指導をする。これが CDTM の特長でもあって、スタッフの新旧入れ替

えにより活気あるセンターになっている。CDTM のコース修了生が博士課程に進学して

スタッフに加わるケースや、全く別の州から参加するケースがある。

ただし、コース修了後もマスターのような正式なタイトルを付与するのではなく、あく

まで修了証を出すのみ。コースは英語で実施され、学部生は 4 学期目から応募可能。多く

はマスター課程の学生。平均 25 名 /1 学期を受け入れている。今学期は 320 名の応募者

から 25 名を選出した。学部は、経済、工学（電気、情報）、マスコミ学など多岐にわたる。

コースは三学期（1.5 年）、入校時期の異なる学生がのべ 75 名～ 100 名が同時に存在する

計算になる。

コースの構成
■　トレンドセミナー（第一学期目）

デジタル技術に関する将来の課題から 1 つテーマを抽出して、25 名が 5 つの小さな

グループに分かれ、まず①トレンドを抽出、② 2030 年頃のシナリオ作成、③ビジネ

スモデルを作り、課題の解決を検討する。①のトレンド抽出では、技術トレンド、社

会の課題、現状のビジネスモデル、政策的法律的な分析、環境問題など外部的な要因

など異なる角度から分析を行う。最後に③では 5 つのビジネスモデル、サービスモデ

ルを完成させる。

284　Center for Digital Technology & Management
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■　マネージング・プロダクト・ディベロップメント（第二学期）

プロトタイプ製作に携わる。先ず、ヒューマンセントリックデザイン的なアプローチ

から始め、企業の担当者と直接やりとりしてプロトタイプの製作をゴールに設定して

3 か月間取り組む。

■　アントレプレナーシップ・ラボ（第三学期）

スタートアップ企業を戦略的にコンサルテーションする実践的プログラム。市場分析

やアクションプラン策定に関しスタートアップ企業に助言する。目的は、こうしたス

タートアップ企業と一緒に仕事をすることで起業の意義、起業には何が不可欠なのか

を実践的に学ぶ。

スタートアップについては、この 20 年で CDTM を修了した 600 名の学生のうちで起

業した会社が 120 社に及ぶ。CDTM の本来の目的は領域横断的な思考の下、常に革新的

な判断ができるマネージャーの養成である。その能力を発揮するのは、大企業でも政治の

場でもスタートアップでも構わないという立場で、TUM にも LMU にもそれぞれアント

レプレナー・センターがあり、そこでは起業支援をしている。CDTM はその前段階の人

材養成を担っている。起業領域では、メディア産業、スポーツ産業、製造業と分野はさま

ざまで BtoC、BtoB と両方ある。バイエルン州は産業が盛んということもあって、BtoB
が多い印象だが CDTM からはライフサイエンス系は少ない。環境・エネルギー系はライ

フよりは多いが、少なめ。おそらく産業分野として難しいのではと推測する。

TUM 起業事例 1　ダイナミック・コンポーネンツ有限会社 Dynamic Components 
GmbH
　インダストリ 4.0 領域の技術、エッジコンピューティングによる予知保全システム。

　TUM の研究者を核にしたスタートアップで、EXIST 研究技術移転を受託。

fortiss 社が所有する技術シーズを市場化するため、同社の研究者 3 名と企業コンサル

ティング会社からの経営人材候補 1 名がチームとなり、EXIST 研究技術移転に応募、1
年半の準備期間を経て 2016 年に起業した。エッジコンピューティング技術をコアとし、

応用領域は鉄道の設備保全を現場でリアルタイムに行うためのソフトウェアとデバイス

開発である。EXIST 研究技術移転の第 2 フェーズ受託中。ドイツテレコムが提供するア

クセラレーション・プログラム 285 に参加中にドイツ鉄道（DB）の貨物部門との契約を

締結するなど、スタートアップの滑り出しとしては順調である。研究開発自体は母体の

fortiss 社で継続し、現在も TUM のインキュベーション・センターに入居中。経営人材 1
名は EU の EIT Digital から助成を受けて fortiss 社がプロジェクト雇用した。州立大の

TUM で博士取得、同大のアン・インスティテュートからのスピンアウト、EU の助成金

で経営人材を確保、連邦政府の資金で起業、引き続き大学と深く関係し事業拡大を図る、

という大学発スタートアップのモデルケースである。

285　Challenge Up! https://www.facebook.com/ChallengeUpAccelerator/　ドイツテレコム、 インテル、 シスコが共同で提供するアクセラレーショ

ン ・ プログラム。



120

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援120

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

TUM 起業事例 2　ヴェネオス有限会社 Venneos GmbH
　MPG の特許をベースとしたバイオ計測デバイスメーカー。

　MPG の研究者と TUM の MBA を核に EXIST 研究技術移転を受託。

マックスプランク生物科学研究所（MPI Bio Chemical）ミュンヘンのフロムヘルツ教

授（Prof. Fromherz）の研究である、ヒトの脳とコンピュータの境界（インターフェース）

に関する技術 286 をベースに起業。2011 年に BMWi の EXIST 研究技術移転に申請し、採

択された。2012 年～ 2014 年末まで EXIST 研究技術移転 フェーズ 1、続いて 2014 年～

2015 年末までがフェーズ 2 の助成を受けた。会社を興すことがフェーズ 2 助成の条件で

あったため、2014 年中（7 月）に登記を行った。EXIST は大学もしくは研究機関からの

起業を促進するプログラムなので、ベースになる機関がいる。MPI Bio Chemical（ミュ

ンヘン市）は Prof. Fromherz が退官した後、同領域の研究が終了したため帰属先の研

究所を探す必要があり、同じくマックスプランク協会のスマートシステム研究所（MPI 
Intelligente Systeme/ シュトゥットガルト）へ移った。MPI の研究者 3 名と TUM のタ

レントプールから経営人材 1 名が創業メンバーで、経営人材 1 名は TUM の CDTM プロ

グラム修了者。Prof. Fromherz の開発した技術を基礎に、脳神経回路の分析を行う技術

を開発し、のちにそれ以外の細胞の解析にも応用できるようになったことで、2011 年に

MPI の研究者がこの技術で会社を設立させる決断をした。まず大学や研究所などアカデ

ミックな業界での普及を目指している。次世代のデバイスが完成すれば、化学、バイオ、

創薬などの産業界にも販売を拡大できる可能性がある。さらに将来的にポータブルデバイ

スのレベルまで小型化に成功すれば、診断（Diagnostics）の領域でも応用可能と考えて

いる。いわゆるBtoB 型のスタートアップで、ドイツの中規模企業が得意とするニッチマー

ケットを対象としたスタートアップである。

286　マックスプランク協会と特許ライセンス契約を締結している。
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コラム 2　公的研究機関からのスタートアップ

公的研究機関からのスタートアップの現状に触れておく。連邦と州政府は合同で、マッ

クスプランク学術振興協会（MPG）、ライプニッツ学術連合（WGL）、フラウンホーファー

応用研究促進協会（FhG）、ヘルムホルツ協会ドイツ研究センター（HGF）の 4 つの公的研

究機関に基盤的経費を支出している。連邦と州の負担割合は機関によって異なり、マックス

プランクとライプニッツが 50％ずつ、フラウンホーファーとヘルムホルツは連邦 90％、州

10％の割合である。ただしフラウンホーファーは総予算の 3 割程度しか機関助成を受けて

いないので、他の機関と比較すると連邦政府の負担は低い。つまりドイツの研究開発を支え

る公的研究機関も州政府の関与があり、特にどの機関でも研究所の新設には州政府の科学

技術政策が大きな影響を与えている。いずれの機関も多くのケースで大学に隣接した、も

しくは大学敷地内に立地しており、上記の産学連携クラスターに組み込まれる場合も多い。

2001 年に BMBF は、公的研究機関からのスタートアップへの出資ガイドライン *1 を発表

した。さらに 2012 年の科学自由法 *2 改正に基づき修正された同ガイドラインで、公的研

究機関の起業時の出資条件および研究者の兼業に関する規制は大幅に緩和された。

中でも、マックスプランクは基礎研究機関でありながら、特許のライセンシングや起業

によって大きな収入を上げている。1970 年代に現在のマックスプランクイノベーション

有限会社（Max Planck Innovation GmbH）の前身、ガルヒングインストルメンツ有限会

社（Garching Instrumente GmbH）が設立され、以来 30 年以上に渡って、特許の管理と

技術移転の支援を行っている。1990 年から現在までに 130 社を超えるスタートアップが生

まれている。最近ではマックスプランク生物科学研究所（MPI Biochemie）の Prof. Axel 
Ullrich による Suetent という抗体治療薬の特許で 9,600 万ユーロの収入を得たといわれて

いる。Suetent を出した Sugen は米ファイザーが買収し、今後も 5,000 万ユーロの特許収

入が見込まれている。

一方、フラウンホーファーは応用研究を促進し技術移転をその使命としている。企業から

の委託研究から派生した特許は原則としてフラウンホーファーに帰属しているので、所有す

る特許の実施を推し進めるために、スタートアップ（フラウンホーファーでは「スピンオフ」

という定義を用いている）支援の枠組みを整備している。フラウンホーファーでは、1999
年からフラウンホーファー・ベンチャー（Fraunhofer Venture）という組織を作り、MP3
特許収入を元に組織された基金など複数のプログラムを連動させながら、スピンオフの支援

を行っている。しかし、1 章で述べたとおり、ドイツ企業が好調であること、すなわち企業

の研究開発活動が盛んでフラウンホーファーへの研究委託が順調であることから、それほ

どフラウンホーファーからの起業数が増えているわけではない。実際、複数のフラウンホー

ファー研究所での聞き取りでは、起業によって主要な顧客である中堅企業の競争相手となっ

てしまう懸念が高いこと、せっかく確保した優秀な研究者を起業という形で放出するのは委

託数が多い現在は大きな痛手になりかねない、などという話が聞かれた。

*1 Leitlinien zur Beteiligung von Forschungseinrichtungen an Ausgründungen zum 
Zwecke des Wissens- und Technologietransfers (2001/2012)
*2 Wissenschaftsfreiheitsgesetz 



122

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援122

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

6.4.2　産学連携クラスターからの確実な起業
1996 年にバイオテクノロジー分野に特化し、大学と研究機関からの技術移転を目指し

た連邦政府によるクラスタープログラム、ビオ・レギオがスタートした。このクラスター

は、バイオテクノロジーの研究と産業の促進だけでなく、同分野のイノベーション創出の

ためのバイオベンチャー支援も同時に行ったという特長がある。その後、ドイツは連邦お

よび州政府がさまざまなクラスタープログラムを実施、ハイテク戦略（2006 年）の下で

旗艦プログラムとなった先端クラスター競争プログラム（SCW）287 につながっている。こ

こではビオ・レギオに採択されたミュンヘンのバイオクラスターの事例を挙げながら、ド

イツで成果を上げているクラスターからの起業支援の現状を解説する。

6.4.2.1　ビオ・レギオプログラム
ビオ・レギオ（BioRegio1996 年～ 2000 年）と後継プログラムのビオ・プロファイル（Bio 

Profile, 2001 年～ 2005 年）は 1990 年代後半から 2000 年代初頭にドイツのバイオテク

ノロジー産業を活性化しただけでなく、起業ブームをもたらしたことで高く評価されてい

る 288。ビオ・レギオプログラムの基本原則は「強い者をさらに強く」であり、その背景に

は基礎研究では生物・医学分野は高度に専門的な高いレベルの研究者がいて、化学・創薬

の産業に伝統がありながら、医薬品市場では米欧と日本の後塵を拝していることがあった。

2006 年に出されたプログラム評価報告書によると、両プログラムに採択された 7 つのク

ラスター 289 はドイツ国内にある他 14 か所のバイオクラスターと比較して特許申請数、起

業数ともに高く、また M&A を除いた廃業数も比較的低い値となっている。その理由は、

産業集積が進んだクラスターでは新規起業したスタートアップにとって顧客獲得やベン

チャーキャピタルへのアクセスなど環境が恵まれていることがあげられている。ドイツ国

内にあるバイオテクノロジー関連企業の 57% が７つのクラスター地域に集中しているこ

とからもその環境の違いがわかる。また、助成期間中ドイツ研究振興協会（DFG）の生物・

医学領域のうち約 5 割の研究助成金が 7 クラスター地域の大学および研究機関に拠出さ

れたという実績は、産業だけでなく基礎研究のレベルの高さを物語る。

ビオ・レギオおよびビオ・プロファイルの目的は、バイオテクノロジー分野の地元ネッ

トワークを構築し、VC 市場に対する法整備、結果バイオテクノロジー分野でドイツの国

際競争力を強化し、起業を促すことだった。「欧州 1 位のバイオテクノロジー産業を創成

する」という目標は 2006 年までに企業数では欧州 1 位のなったものの、上場しているバ

イオ企業の売り上げでは英国に及ばず、2006 年に発表されたハイテク戦略でも継続して

バイオ産業の支援と売上および雇用者数で欧州 1 位になる目標が唱われた。

バイエルン州でビオ・レギオ 290 に採択されたのは、州およびミュンヘン市がサイエン

ス・パークとして整備した、ミュンヘン市南部のマーティンスリード地区で、2 万 5,000
㎡の敷地にはミュンヘン大学（LMU）大学病院、マックスプランク生物科学研究所（MPI 

287　バイオ分野では他にハイデルベルク地域の BioRN、医工分やではエアランゲン・ニュルンベルク地区の Medical Valley が採択され

ている。
288　Evaluation der Fördermaßnahmern BioRegio und BioProfile/ BMBF 委託調査 2006 年
289　ビオ・レギオ：ミュンヘン、ライン川流域（ケルン、アーヘン、デュッセルドルフ、ヴッパータール）、ライン川・ネッカー川流域（ハ

イデルベルグ、マンハイム、ルードビヒスハーフェン）、イエナ

　　ビオ・プロファイル：ニーダーザクセン州（ブラウンシュバイク、ゲッティンゲン、ハノーファー）、ベルリン、シュトゥットガルト、
290　平成 27 年度 地域経済の発展に貢献するドイツのクラスター報告書 国際貿易投資研究所
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Bio Chemical）、同神経生物学研究所（MPI Neurobiology）があり、スタートアップの

インキュベーション施設として建設された起業センター 291 がある。これは 1991 年にバイ

エルン州政府が重点支援分野、バイオ、IT、航空宇宙、環境エネルギーを決めた州のイ

ノベーション政策に基づいている。同センターに最初に入居したのは僅か 4 社だったが、

現在は 130 を超える企業が拠点を置き 2,800 名の従業員が就業する欧州トップクラスの

バイオクラスターに成長した。こうしたクラスターでは、産学連携の推進や、知財のラ

イセンシング、VC とのコンタクトを担う地域コーディネーターの善し悪しが成功の鍵を

握っている。ミュンヘンのバイオクラスターでそれを担うのがバイオエム（BioM）292 とい

う組織で、次の項で詳述する。

6.4.2.2　ミュンヘンバイオクラスター
バイオエム株式会社（BioM AG、以下 BioM）は、ビオ・レギオ採択を受けて 1997 年

に設立された。起業支援組織、特に地域における起業支援の中間組織としての重要な役割

を果たしている。大学における技術移転には利益相反の問題がついて回るため、BioM の

ような大学からも企業からの中立な組織が特許の専門家に依頼して折衝することで円滑な

交渉が可能となっている。そのほかにも、BioM は起業候補者を指導し、起業家として投

資を受けるに相応しいスキルをつけさせるという役割を担う。

特に力を入れているのが、有能な起業家、中でも複数回の起業を経験しているシリア

ルアントレプレナーを探すことである。こうした人材に期待しているのが、研究シーズ

からのイノベーション・ポテンシャルを見つけ出すことである。BioM では 20 年の経験

でようやくこうした人材のプールができてきたという。BioM が提供する起業支援、起業

家教育プログラムには、ピッチトレーニング、ピッチコンテスト、スタートアップ経験談

の交流の場など他国や他の組織でも行われている一般的なプログラムの他にいくつか独

自の企画がある。例えばメンターサークルは、企業を退職した研究者や開発営業担当な

どからなる 50 名程度の組織で、起業希望者のコンサルタントとして指導する。彼らは無

給のボランティアで、指導した研究者やチームが起業まで至った際は、共同創業者とな

る権利を有する。実際に起業する際、創業者全員が 30 歳の若手研究者ばかりというのも

時には問題となるので、一人でも年配者が入ることで錘としての役割が果たせる。BioM
は 2001 年からバイオエム ベンチャーキャピタル基金（BioM Venture Capital Fonds）293 

という GAP ファンドを持ち、20 万～ 30 万ユーロレベルのシードファンディングを行っ

ていた。現在はハイテク創業基金（HTGF）などの官民ファンド、バイエルン州の金融機

関系 VC であるバイエルン・キャピタル（Bayern Kapital）294 やバイオ系のビジネス・エ

ンジェルが増えてきたこともあり、直接投資は実施していない。

291　Innovations- und Gründerzentrum Biotechnologie Martinsried mbH（1995 年）
292　https://www.bio-m.org/
293　累計 40 社に投資、うち約半数が成功 / 半数は失敗した。投資の実績としては決して悪くなく、むしろ成功率が高いぐらいと感じてい

る。成功率が高いということは、堅実なスタートアップにのみ投資したことになり、革新的な最先端のシーズ投資のリスクを取らな

かったということ。失敗したスタートアップも技術やシーズが悪かったとか目利きが利いていなかったといった理由ではなく、多く

が経営のミスだったと思料する。経営者の人物 / 能力を見極めるのは大変に難しい。（BioM/CEO の Prof. Domdey へのインタビュー）
294　1995 年設立。民間投資の呼び水効果を狙い、つなぎ融資に特化したファンド。200 万ユーロまでのシード期支援から 2015 年を境に

1,000 万ユーロまでの成長期ファンドを行うようになった。州の投資銀行が投資会社を設立してスタートアップ支援を行う例はドイ

ツでも珍しい。
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ミュンヘンのバイオクラスターはプレシジョン・メディシン研究開発 295 の拠点として

2009 年に連邦政府の先端クラスター競争プログラムに採択された。この傍ら先端クラス

ター競争プログラム（SCW）の関連プロジェクトとして BMBF から 2,200 万ユーロを

受託し、起業支援組織構築プロジェクト（Struktur-Projekt/ プロジェクト名：Scouting 
Incubation）として、バイオ分野の技術移転と起業支援を目的とした組織を作ることがで

きた。LMU と TUM の両大学の他、マックスプランク学術振興協会（MPG）、フラウンホー

ファー応用研究促進協会（FhG）、ヘルムホルツ協会ドイツ研究センター（HGF）、ライ

プニッツ学術連合（WGL）の技術移転オフィスとも協力・連携体制を整備した。同時期

にピッチコンテスト 296 を創設、これまで、技術移転オフィスの目利きが能動的に活動した

ものの、大学教授に直接コンタクトを取る方法がないケースなどもあり、シーズ発掘には

限界があった。アワードとしたことで研究者の側から応募があり、これまで存在すら知り

えなかった所のシーズを見つけられるようになった。現在では重要なスカウティングツー

ルとなっており、目利きによる積極的なスカウト活動はしていない。m4 アワードは隔年

開催で、1 年はミュンヘンでバイオ・創薬分野、翌年はエアランゲンで医工分野のアワー

ド授与を行っている。バイエルン州では、同アワードを制度化し今後継続していくことが

決まっている。

最近では、研究成果から市場化が可能ではというアイデアを持ちこむ研究者に、すぐに

起業というのではなく、まずは専門家である BioM とそのネットワークに預けてもらい、

市場価値を客観的に計ること（バリデーション / 妥当性評価）を勧めている。もちろん研

究者はそこで発明対価を手にするが起業のリスクは負わずに済む。BioM は年およそ 30
件の起業候補チームをサポート、数は徐々にだが増えている。BioM の誇りは、既に多く

の研究者を百万長者にしたこと。州の組織として決して高くない給与でも続けている理由

は、研究者にチャンスを与え成功するさまを間近に体験できることであるとしている。

起業事例 3 イムニック株式会社 IMMUNIC AG
　経口摂取可能な自己免疫疾患の低分子治療薬

　ミュンヘンバイオクラスターからのスピンアウト企業

IMMUNIC AG は経口摂取可能な自己免疫疾患の低分子治療薬に焦点をおいた製薬ス

タートアップで、2016 年に比較的規模の大きい 4SC AG という低分子がん治療薬を扱っ

ている企業からスピンアウトした会社である。4SC は同クラスターに本社を置く、分子

標的治療に効果を期待できる物質を研究開発し製薬会社にライセンシングするビジネス

モデルを採っている。IMMUNIC は HTGF 基金から出資を受けている。初回決算（2017
年 1 月）の 2,170 万ユーロで、IMU-838（潰瘍性大腸炎）の第一相、第二相治験および

IMU-366（乾癬）の第一相治験をカバーし、IMU-838（クローン病）の第二相治験を実

施するためにさらに 900 万ユーロの資金調達を探索中。画期的なアイデアや技術で市場

破壊的な製品やサービスを生み出す起業ではなく、商品化可能な特許を休眠させておきた

くないとう動機でのスピンアウトであること、創業者は起業経験がある研究者であったこ

と、資金調達から研究開発の計画まで明確なビジネスプランで、VC から迅速な出資を受

295　m4 Personaliseirte Medizin und zielgerichtete Therapien（2010-2015）
296　m4 アワード
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6.5 起業支援政策の特徴と課題 

6.1 および 6.2 で触れたとおり、大学や研究機関の知識や技術の移転が大学の役割に足さ

れたこと、発明者法における教授特権が廃止されたことを背景に、技術移転に関する取り

組みが促進され、環境整備のために様々な施策が実施されてきた。しかし現在でも全体と

してみれば、企業とくに中小企業はシード期の技術に投資するリスクを避けようとする傾

向にあるほか、研究者の側にも技術移転への意識が十分であるとはいえず、教育制度の改

革、法整備、知財戦略など解決しなければいけない課題を多く抱えている。ドイツ復興金

融公庫（KfW）の調査によると、2015 年の起業数は前年と比較しても 17%減の 76 万 3,000
件303で、好景気と安定した雇用環境が続いており、自ら起業しなければ就職先がないとい

うような状況はさらに少なくなっている（28%減）。一方で、革新的起業いわゆるハイテク

起業は 6%増の 9 万 5,000 件となっており、大学や研究開発をベースにした起業支援の施策

 
                                                           
303 KfW-Gründungsmonitor 2016  
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けたこと、ニッチでありながら高い世界シェアを狙う「隠れたチャンピオン型スタートアッ

プ」であることが特長である。起業にとって、ヒト（チーム）、モノ（技術シーズ）、カネ

（VC）が揃うことが大切で、ミュンヘンにはそれが存在する。ドイツおよび欧州でナンバー

ワンではあるが、まだまだボストンとは差がある。今後に期待される。

図表 6　IMMUNIC の事業パイプライン

出典：IMMUNIC AG の資料をもとに CRDS で作成

6.5　起業支援政策の特徴と課題
6.1 および 6.2 で触れたとおり、大学や研究機関の知識や技術の移転が大学の役割に足

されたこと、発明者法における教授特権が廃止されたことを背景に、技術移転に関する取

り組みが促進され、環境整備のために様々な施策が実施されてきた。しかし現在でも全体

としてみれば、企業とくに中小企業はシード期の技術に投資するリスクを避けようとする

傾向にあるほか、研究者の側にも技術移転への意識が十分であるとはいえず、教育制度の

改革、法整備、知財戦略など解決しなければいけない課題を多く抱えている。ドイツ復興

金融公庫（KfW）の調査によると、2015 年の起業数は前年と比較しても 17% 減の 76 万

3,000 件 297 で、好景気と安定した雇用環境が続いており、自ら起業しなければ就職先がな

いというような状況はさらに少なくなっている（28% 減）。一方で、革新的起業いわゆる

ハイテク起業は 6% 増の 9 万 5,000 件となっており、大学や研究開発をベースにした起業

支援の施策が効果を上げてきているのではないかと推察できる。さらに起業した人材の 5
分の 1 がデジタル関連分野であること、デジタル分野のスタートアップが国際的なマー

ケットでビジネスを展開していることからドイツの国際競争力強化に寄与していると評価

できる。関連して、起業人材における大卒が占める割合が僅かではあるが増えていること、

新規起業によるスタートアップが増えていることを鑑みると、大学や研究機関の起業環境

が整備されつつあるといえる。本節では、僅かながらではあるが増加傾向にあるハイテク・

スタートアップとその支援の仕組みを解説する。

6.5.1　連邦政府と州政府の重層的な支援
現時点で、スタートアップの活性度には地域的な差が大きくある。ベルリン市、ハンブ

ルク市 298、ノルトラインヴェストファーレン州、バイエルン州（州都ミュンヘン市）、バー

デン・ヴュルテンベルグ州（州都シュトゥットガルト市）など歴史的に産業が盛んで、政

297　KfW-Gründungsmonitor 2016
298　ベルリン市、ハンブルク市、ブレーメン市は都市であるが、歴史的経緯から州と同等の権利を有している。
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さらに 900 万ユーロの資金調達を探索中。画期的なアイデアや技術で市場破壊的な製品や

サービスを生み出す起業ではなく、商品化可能な特許を休眠させておきたくないとう動機

でのスピンアウトであること、創業者は起業経験がある研究者であったこと、資金調達か

ら研究開発の計画まで明確なビジネスプランで、VC から迅速な出資を受けたこと、ニッチ

でありながら高い世界シェアを狙う「隠れたチャンピオン型スタートアップ」であること

が特長である。起業にとって、ヒト（チーム）、モノ（技術シーズ）、カネ（VC）が揃う

ことが大切で、ミュンヘンにはそれが存在する。ドイツおよび欧州でナンバーワンではあ

るが、まだまだボストンとは差がある。今後に期待される。 
 

図表 6 IMMUNIC の事業パイプライン 

 
出典：IMMUNIC AG の資料をもとに CRDS で作成 

 
6.5 起業支援政策の特徴と課題 

6.1 および 6.2 で触れたとおり、大学や研究機関の知識や技術の移転が大学の役割に足さ

れたこと、発明者法における教授特権が廃止されたことを背景に、技術移転に関する取り

組みが促進され、環境整備のために様々な施策が実施されてきた。しかし現在でも全体と

してみれば、企業とくに中小企業はシード期の技術に投資するリスクを避けようとする傾

向にあるほか、研究者の側にも技術移転への意識が十分であるとはいえず、教育制度の改

革、法整備、知財戦略など解決しなければいけない課題を多く抱えている。ドイツ復興金

融公庫（KfW）の調査によると、2015 年の起業数は前年と比較しても 17%減の 76 万 3,000
件303で、好景気と安定した雇用環境が続いており、自ら起業しなければ就職先がないとい

うような状況はさらに少なくなっている（28%減）。一方で、革新的起業いわゆるハイテク

起業は 6%増の 9 万 5,000 件となっており、大学や研究開発をベースにした起業支援の施策

 
                                                           
303 KfW-Gründungsmonitor 2016  
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策的にも産学連携クラスターを積極的に整備し、助成プログラムも多い地域では確実に

起業数が増えている。6.4 でミュンヘン市の事例を考察したが、ドイツの産学連携クラス

ター支援制度は日本の重厚長大産業から軽薄短小産業への転換等を背景に、地方における

知識集約化産業の拠点開発を志向した 高度技術工業集積地域開発促進法（テクノポリス

法 /1983 年）を参考にした 299 ともいわれている。先述のように、ドイツは連邦制を採る国

家で経済、産業政策は州によって多様性に富んでいる上、加えて大学制度も州の所管であ

るため、地域によって特徴がある。例えば歴史的に鉄鋼生産で栄えたルール工業地帯にあ

り、欧州の主要港の一つであるハンブルクにも近く、アマゾン（Amazon）が欧州のハブ

拠点を置いているノルトラインヴェストファーレン州のドルトムントは、流通・輸送産業

の拠点として現在も機能している。市内にあるドルトムント工科大には、ドイツでも珍し

い物流を専門とする学科があり、さらにはフラウンホーファー物流・ロジスティクス研究

所（FhG IML）が産業とアカデミアのつなぎ役を果たすという構造になっている。ミュ

ンヘンの例のように、州が特定の産業支援を行うことを決め、クラスターやサイエンス・

パークの整備を行うケースや、ドルトムントのように既存の産業を基盤として、産学の集

約を実施するケースの両方が存在する。バイエルン州、ノルトラインヴェストファーレン

州、バーデン・ヴュルテンベルグ州のいずれも州の人口は 1 千万人を超え、日本の都道府

県とは財政規模が異なることや自治体の権限に差があることで単純な比較はできないが、

ドイツの制度の方が産学連携クラスターの運用に向いているといえる。つまり、物理的な

拠点環境の整備と大学支援を通じた研究人材の供給を州が、研究開発費の助成を通じて連

邦政府が産学連携クラスターを支援するという構図ができあがっている。スタートアップ

にとっての産学連携クラスターの利点は、起業後のビジネス拡大の可能性が高いというこ

とである。産業が集約していることで、市場のニーズを捉えやすいこと、起業のプロセス

で人的、物的なネットワークを構築しやすいことから、起業直後の支援を実践的に行える。

むろん、産業を集約し、研究開発費を投入すれば成功するという簡単な構図ではない。ミュ

ンヘンの BioM ならびに連邦政府のビオ・レギオプログラムで見たように、クラスター設

立時点から明確に起業に重点を置き、そのための組織運営、ネットワーク構築がなければ

ならないのは議論をまたない。ビオ・レギオの成功から先端クラスター競争までドイツ国

内には BMBF が把握しているだけでも大小 300 のクラスターがある。これらを拠点に、

ニッチな市場で国際競争力のある起業を確実に生み出すことがドイツの特徴であるといえ

る。

6.5.2　ミッテルシュタントを目指す起業支援
6.3 で触れたとおり、輸出に依存するドイツ経済を支えているのは国際競争力のある

ミッテルシュタントと呼ばれる中規模企業である。ドイツ連邦政府は、起業支援政策の中

で「今日のスタートアップは、明日のミッテルシュタント 300」であるとしている。併せて、

ハイテク・スタートアップに期待される役割は、大学や研究機関からの研究成果をその想

像力をもって新しい価値のある製品やビジネスモデル構築に貢献することである。ドイツ

299　「大学発ベンチャーの育成戦略」 近藤正幸著　中央経済社
300　Mehr Chancen für Gründungen, BMBF 2017
　　EXIST プログラムならびに多くの起業関連の施策は BMWi が推進しているが、BMBF として研究開発型起業の支援の必要性は以前

から議論されており、政権が固まり次第新たなプログラムが作られる見込み。
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のミッテルシュタントは、非常に狭い市場で高いシェアを誇るニッチチャンピオンである

という性格から、常に付加価値を市場に提案し続けない限り製品やサービスはすぐに市場

で陳腐化して、ライバル企業や新興国の企業に追いつかれてしまうという危機感を持って

いる。ゆえに、イノベーション創出のための研究開発に熱心な傾向になる。大企業と異なり、

自前の研究開発施設や人材を持つことができない中規模企業は、産学連携に積極的に取り

組み、応用研究機関であるフラウンホーファー研究所のような組織への委託研究を盛んに

行っている。これはまさしくスタートアップの成功の要素であり、ドイツにとっては、ス

タートアップ支援は同時にミッテルシュタント支援といっても過言ではない。一方で、こ

うしたミッテルシュタントを目指すスタートアップ支援は米国のグーグル（Google）や

フェイスブック（Facebook）といった新しい産業を作り出すようなダイナミズムや破壊的

イノベーションの創出とは遠い。これは、研究イノベーション審議会（EFI）の報告書 301 

にも、ドイツのイノベーションは漸進的であると説明されている。

6.5.3　まとめ
今後ドイツで持続的に研究開発型スタートアップを増やしていくにはいくつか課題があ

げられる。ひとつは、地域的な差が大きいことである。ベルリン市、ノルトラインヴェス

トファーレン州、バイエルン州など政策的にクラスターとして整備され助成プログラムも

多い地域では確実に起業数が増えているが、こうしたダイナミズムを他の地域に波及して

いくことが必要である。第二に、ドイツスタートアップ協会のアンケート調査によると、

回答を寄せた多くのスタートアップが、規制や煩雑な書類手続きを軽減すべきであること

と、税制優遇を設けることなどを指摘している。これらはすべて起業コストに影響を及ぼ

す要素であり、引き続き改善が求められる。第三の点として、米国などの起業先進国と比

較すれば未だベンチャーキャピタルやその他の金融支援の整備が遅れていることがあげら

れる。各フェーズに応じたビジネス・エンジェルや VC の充実もこれからの課題であり、

この点でも地域差がある。最後に、ドイツの大学における起業家教育の制度化についても

検討の余地がある。日本でも同様だが、大学入学前の高校生から起業や社会貢献について

の授業を行うべきであるという議論がドイツでもなされている。工科大学では産業界との

連携が増していることから、技術移転に対する意識が醸成されてきた。しかし、現在も一

部の総合大学では、大学（院）は研究の府であって市場化、商業化は企業の役割だと主張

する教授も一定数いる。彼らをサポートするのが、大学の産学連携組織や技術移転オフィ

スであり、大学当局、技術移転オフィス、企業および州政府が連携することでこうした課

題が徐々に克服されるのではないかと思われる。

301　Gutachten 2017、Expertenkommission Forschung und Innovation, 2017（EFI）
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まとめとして、ドイツのスタートアップは

・	 好調な経済を反映して決して数は多くないが、一部都市で盛んになってきている

・	 しかし、20 年前に制度化された起業支援によって大学発スタートアップは認知され

てきた

・	 破壊的イノベーションでなく、堅実で斬新的な中堅企業を目指す起業

・	 連邦政府と州政府の重層的な起業支援が実施されている

・	 特に、産学連携クラスターから確実なスタートアップを生み出す仕組みを作り出して

いる、といえる。
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ス7.　フランス

フランス政府は民間イノベーションの担い手を育てるべく、この 15 年国家レベルで研

究開発分野への投資努力を続けてきたが、民間における研究開発投資の伸びは 2015 年の

データでは鈍化している。一方、近年のフランスは、製造業の不振やそれに関連した雇用

問題などの社会経済的問題の早急な解決を迫られている。政府は、民間イノベーションの

育成という課題と、雇用等の社会経済問題を一挙に解決する糸口として、スタートアップ

支援に注力してきた。政府、公的研究機関、大学、自治体それぞれがターゲット層を絞る

ことにより多層的なスタートアップ支援を展開している。

大学を含む公的研究機関発のスタートアップに関しては、1999 年のアレグル法を契機

として研究者の起業件数は急速に伸びをみせた。他方、2014 年の「将来への投資」施策

（PIA）の第 2 期の枠組みで、技術移転促進機関（SATT）の整備、学生クラスターおよび

国家認証学生起業家（SNEE）制度が導入され、大学等における起業の機運が高められつ

つある。

本章では、フランスの起業を取り巻く社会経済的状況、政府の起業支援に関連した施策、

スタートアップ支援機関や諸制度を概観した上で、研究開発型スタートアップの事例を紹

介し、フランスの起業環境と施策の特徴について考察する。

7.1　フランスの現状、スタートアップを取り巻く現状
フランスでは近年スタートアップに注目が集まり、若年層の起業志向も高まっている。

起業先進国アメリカと比較するといまだ少ないながら、ベンチャー・キャピタル（VC）

市場の伸びも顕著である 302。起業分野はフィンテックをはじめとして、IoT、製造、ヘルス、

クリーンテック、およびモビリティなど多岐に亘り、本章で扱う大学や公的機関研究開発

型のスタートアップはそのうちの 4% ～ 10％程度となっている。

7.1.1　過去 15 年の研究開発分野における政治と政策について
ここではまず、民間への技術移転およびスタートアップ支援の観点から、研究開発分野

における過去 15 年の動きをイノベーション・研究に関する 1999 年 7 月 12 日法（通称ア

レグル法）に遡って見てみたい。アレグル法は公的研究成果を民間企業に移転することに

よる経済成長と雇用の増進効果を狙ったものであるが、同時に大学・研究機関の研究者が

公的研究機関の研究者であるステータスを保持しつつ起業し、かつ元の公的研究機関に戻

ることを可能とした法律である。

本法施行以前は、基礎研究に軸足をおくフランス最大の研究機関、国立科学研究センター

（CNRS）が 1990 年代を通じて生み出したスタートアップ数は年間 10 件に満たなかった。

民間への技術移転をその設立の出発点とする原子力・代替エネルギー庁の技術部（CEA
　Tech）を除き、フランスの公的研究機関におけるスタートアップは総じて低調であった。

そのようなフランスの研究者にとってアレグル法は意識の転換点となった。1999 年のア

レグル法施行以後 2010 年頃まで、途中に IT 不況の時期を挟みつつも順調に起業件数は

302　https://www.economist.com/news/business/21717411-capital-now-leads-europe-number-venture-capital-funding-rounds-rise
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増え、各地に公的インキュベーター拠点が設置されることとなった。

その後、公的研究機関の資金の大幅減のほか、若手研究者の研究ポスト不足や博士号取

得者の企業への就職困難といった不満を背景として、2003 年に「研究を救え」運動が研

究者の抗議デモとなって全国で起きた。この全国的な運動が、政府を交渉の場に引き出す

ことに成功し、政府との協約が 2005 年に結ばれ、これをもとに 2006 年 4 月 16 日法「研

究のための計画法」が施行された。この計画法は科学技術戦略の強化や研究関連の各機関

の資源の効率運用といった課題のほか、将来性のある研究職の提示、イノベーションの強

化と官民の一層の連携といった課題に応える必要性を指摘している。本計画法に沿って本

章に関連のある公共投資銀行（OSEO、現 Bpifrance）などの研究資金配分機関が設置され、

同時期、競争力拠点も設置された。

なお、この「研究のための計画法」をうけ、フランスとして初めて国レベルで研究イノ

ベーション戦略である SNRI（2009 年）が策定された。同戦略の後継版として FRANCE 
EUROPE2020（2013 年）が策定されたが、SNRI が技術・テクノロジーそのものに的を絞っ

ているに対し、FRANCE EUROPE2020 はより社会的課題へのアプローチが中心となっ

ている。2015 年 3 月に改訂版となる SNR FRANCE EUROPE2020 が公表された。同戦

略では社会的課題へのアプローチを引き継ぎ、資源、環境、健康や福祉、産業の復興といっ

た課題を挙げている。科学技術への社会的関わりへの期待は高い。

7.1.2　研究開発費・製造業・産業構造・雇用傾向

研究開発費　－　先行国を追走するフランス
国内研究開発の民間における投資は伸び悩んでおり、フランス政府によるこの数字の

改善の努力が過去数年に亘って続いている。2015 年のフランスの民間研究開発投資額

は 318 億ユーロ 303（GDP 比 1.45%）であったが、EU 加盟諸国ではリスボン条約により、

2020 年までに研究開発支出の GDP 比 3% うち民間の研究開発投資は GDP 比 2% を超え

ることが目指されている。フランス政府は民間側の研究投資をテコ入れするため、研究費

税額控除（7.2.3 で詳述）など様々な手段を講じている。

フランス製造業の変調
フランス製造業における重要な研究開発の分野は、自動車、航空宇宙、製薬である。こ

の 3 分野で国内民間研究開発費の 35％を占めているが、その伸びは停滞している（自動

車－ 1.5%、航空宇宙 +0.9%、製薬－ 1.3%）304。フランス製造業の国内 GDP 比は、その豊

かな製造業の構造やハイレベルな企業の存在、また、高い研究水準にも関わらず、12.6%
と低調である（英国 12.5%、ドイツ 23%）305。

この製造業の変調は製造業の雇用傾向にも表れている。図表 1 では、2007 年～ 2016
年の間における雇用傾向を示した。これで見ると製造業分野での雇用の減少が顕著である。

2007 年の第 4 四半期を 100 とした場合、2016 年の第 3 四半期の雇用指数は 86.6 である。

303　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 ユーロ＝ 135 円となっている。
304　2017 年 10 月高等教育・研究・イノベーション省発行 Note Flash No.13
305　2017 年 11 月 20 日全国産業委員会 「製造業への我々の野心（Notre ambition pour l’industrie）」　 http://www.gouvernement.fr/

sites/default/files/document/document/2017/11/dossier_de_presse_-_notre_ambition_pour_lindustrie_-_20.11.2017.pdf

T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3 T4 T1 T2 T3

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

110

80

85

90

95

100

105

民間セクター全体
（農業以外）

製造業
（非正規雇用は除く）

建設業
（非正規雇用は除く）

第三次産業
（含む全ての非正規雇用）



133

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援 133

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

７
．
フ
ラ
ン
ス

従来フランスの製造業は大企業の活力に依存する傾向があり、その不調はイノベーション

の質と規模、雇用面に少なからず影響を及ぼしている。

図表 1　フランスの雇用傾向（2007 年～ 2016 年）

出典：経済・産業・デジタル省（当時）企業局による発表資料 306 をもとに CRDS で作成

フランスの産業構造
フランス企業の産業構造を規模別に見ると、「大企業」と「マイクロ企業」の両極に集

中した二極化現象が起きている。国立統計経済研究所（INSEE）のフランス経済状況報

告によれば、274 社ある「大企業」はフランス全体の雇用者数の 29% を雇用している一

方で、全体企業数の 96% を占める「マイクロ企業」はフランス全体の雇用者の 19% を占

めるにすぎない。売上・輸出において健闘している「中小企業」および「中規模企業」の

雇用者は、それぞれ全体の 28% および 24% を雇用しているが、企業登録件数ではそれぞ

れ数 % レベルである。イノベーションにおいては事業拡大局面における意思決定の速さ

や情報共有への門戸といった点がしばしば重要になる。「中小・中規模企業」は「大企業」

に比してイノベーションと親和性が高いが、その「中小・中規模企業」がフランスの産業

構造では弱い状況が見てとれる 307。

「なぜ中小企業は失業問題への解決策となりえるのか」という 2014 年のインタビュー

に答えた経済・産業・デジタル省（当時）企業局のフォール局長のコメントに政府の濃厚

306　https://www.entreprises.gouv.fr/files/files/directions_services/etudes-et-statistiques/conjoncture/tbe/2016-12-Emploi-salarie-
resultats-3e-trimestre-2016.pdf

307　「マイクロ企業」が従業員 10 人未満で年間売り上げ或いは決算収支が 200 万ユーロを超えない会社を指すのに対し、「中小企業（PME）」

は従業員 250 人未満で、年間売り上げが 5,000 万ユーロ或いは決算収支が 4,300 万ユーロを超えない会社を指す。「中規模企業（ETI）」
とは「中小企業（PME）」に分類されない会社で、従業員 5,000 人未満で年間売り上げが 15 億ユーロを超えないか或いは決算収支が

20 億ユーロを超えない会社を指す。「大企業（GE）」は右に挙げたいずれの分類にも属さない会社を含む。
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な意図が表れている。同局長は「多くの中小企業がそれぞれ 1 社ずつ創業していくと多く

の雇用を生み出すことができる。一方で一つの世界的大企業が 1 社で 1,000 の雇用を創

出することは容易ではない。ゆえに失業対策への解はまさに起業を助けることであり、中

小企業の成長を助けることである。なぜなら起業家支援こそが雇用拡大の鉱脈である。そ

れゆえ起業家のイノベーションを助け、彼らが市場を見つけ輸出するのを助けなければな

らない。それが我々の（課題の）出口となるのです。」と指摘している。

若者の就労人口の増加と雇用問題
図表 2 が示すとおり、2009 年の米国に端を発した世界経済不況以来フランスの失業率

は高止まりが続いている。2015 － 2016 年統計の 10％超から 2017 年半ばの時点で 9.5％
となり、底は打ったと見えるものの予断は許さない状況である。特に 15 歳～ 24 歳の年

齢層では 21％と高く、学業終了後の就職に少なからず困難がある状況が見てとれる。

図表 2　フランスの失業率の推移

出典：INSEE の資料をもとに CRDS で作成
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皮肉なことにこの状況に拍車をかけるのがフランスの少子化対策の成功である 308。フラ

ンスの出生率は EU 諸国の中でも 2 番目に高い。1990 年代前半を起点に 2010 年ごろま

で上昇が続いており、2017 年現在は 1990 年代後半に出生した子供が、次々と高等教育

段階・就労可能年齢に達している。高等教育の現場では今後 2025 年までに 35 万人の生

徒数の増加を見込んでいる。これは中規模の大学が新たに十数校必要になる規模である。

溢れる数の学生を収容能力のある学科に導き、かつ将来就労市場で需要と供給のアンバラ

ンスを招かぬよう、高等教育・研究・イノベーション省（MESRI）では対策を急いでいる。

7.2　スタートアップ支援関連施策
フランスでは過去 15 年の間に様々な科学技術・イノベーションに関連する施策がとら

れてきたが、大学を含む公的研究機関を由来とした起業の原点はイノベーション・研究に

関する 1999 年 7 月 12 日法（通称アレグル法）である。本法を契機として様々な施策や

機関の設置が行われてきた。

7.2.1　イノベーション・研究に関する 1999 年 7 月 12 日法（通称アレグル法）
フランスではスタートアップ支援に限定した法律は特にないが、スタートアップに関わ

る基本的な法律としてアレグル法がある。本法は、公的研究成果を企業に移転することに

よって成長および雇用の増進を狙ったものである。同法の施行により、大学・研究機関の

研究者は公的研究機関の研究者であるステータスを保持しつつ起業し、かつ元の公的研究

機関に戻ることが可能となった。

アレグル法の条文は、公的研究機関の研究者が起業をする際に選ぶことのできる以下の

3 つの条件を定めている 309。

・	 25-1 項 : 社長或いは共同経営者として技術移転を行う場合は最長 6 年間公的研究機関

での就業を停止し、新会社の事業に従事することができる。

・	 25-2 項 : 科学技術アドバイザーとして、公的研究機関にて得た競争的技術開発の成果

を新会社で製品に展開することができる。期間は５年で契約更改は可能。許容出資比

率は 15％までとされている。公務員の職を保持し続けることができる。

・	 25-3 項 : 業界知識をもつ技術エキスパートとして、（第三者による）研究開発の成果

の展開に参加することができると定めている。許容出資比率は 5％までとされている。

公務員の職を保持し続けることできる。　

アレグル法の施行から 15 年を経た時点で、本法制度を利用した起業の実績は年間約

100 件程度で推移している。研究者に意識の変革をもたらし、その後の様々な技術移転支

援法制度の拡充の出発点となった点で本法律の意義は大きいと考えられる。しかし、その

効果については様々な意見があり、2017 年 2 月には適用の一層の柔軟化をめざした法改

正の提案報告書が答申されている。勤続年数などの履歴を保持しつつ起業を行える点は退

職後の年金等にまつわる問題を考慮しており、公的研究機関の研究者が起業を目指すハー

ドルを低くすることに少なからず貢献していると考えられる。また、起業・企業経営経験

308　フランスの人口は、6,699 万人（2017 年 1 月 1 日 INSEE）であり、微増ながら増加している（年率 0.45％程度）。
309　本条項は研究に関する法（Code de la recherche）に近年統合されており、2017 年 12 月 22 日版では 25-1 項は 531-1 ～ 531-7 項に、

25-2 項は 531-8 ～ 531-11 項に、25-3 項は 531-12 ～ 531-14 項に各々統合されている。
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者が古巣の公的研究機関で後進の育成に従事するなど公的研究機関と民間との間の人の流

動化をもたらしつつある点も重要である。

またアレグル法の存在は、研究者が起業する際のリスクテイクを考える場合にも大事で

ある。研究開発型スタートアップがパリに次いで盛んであるグルノーブル・アルプ地方で

は、研究者にとってリスクの低い 25-2 型の起業が圧倒的に多い。25-2 型起業においては

自己の研究成果のシーズを技術移転して起業するが、企業の経営は他の者に委ねることに

なる。CEO 経験者など人材を探すネットワークの存在・人的流動性は、スタートアップ

成功の一つの鍵といえる。

7.2.2　「将来への投資」施策（PIA）
2008 年～ 2009 年の世界的経済危機をはさみ、2009 年にサルコジ（Nicolas Sarkozy）

大統領（当時）の主導で、保革両陣営のメンバーにより構成された委員会の答申に基づき

総額 470 億ユーロの支援として「将来への投資」施策（PIA）が発表された。この答申に

は次の提案が含まれている。

	中小企業対策として、革新的な企業の創出とソーシャル・イノベーションを支援する（5
億ユーロ）

	革新的な中小企業が金融支援を利用しやすくする（15 億ユーロ）

	研究施設に投資し、教育におけるイノベーションを支援し、フランスにおける研究の

魅力を向上させる（20 億ユーロ）。

フランスの研究開発支出は従来、単年度予算を基準としており、米国の大学のように中

長期な研究開発支援を行うことが難しかった。2010 年 3 月より開始された同施策の原資

は成長分野について歳出年度を跨いで継続的に支援することを可能にしており、PIA1 期

～ 3 期の 3 期に分けてプログラムが採択され、資金が配分されている。主な領域は高等

教育と研究、産業と中小企業対策、持続可能な発展、デジタル、バイオとライフであるが、

総額約 470 億ユーロのうち、2014 年に PIA 第 2 期の枠組みで下記スタートアップ支援に

直接かかわるプログラムに予算が配分された。

	技術移転促進機関（SATT）計 14 社の整備に 8 億 5,600 万ユーロ

	学生クラスター・ペピット（PEPITE）と国家認証学生起業家（SNEE）制度の設

置 310 に 260 万ユーロ

	フレンチテックの活動支援に 2 億 1,500 万ユーロ

PIAは現在第3期に入っており、2018年に終了する見込みである。マクロン（Emmanuel 
Macron）政権は選挙前の公約を反映し、2017 年 9 月に新大型投資計画（GPI）2018-
2022 を発表した。同発表の文中には、2018 年から実施する新大型投資計画の枠組みにお

いて PIA の第 3 期の決定事項を継承する旨触れつつも、新計画の方針に鑑みた上として

いる。

7.2.3　研究費税額控除（CIR）
研究費税額控除（CIR311）は企業の研究開発投資額に応じ一定額の法人税を控除する施

310　この項の導入は当時の国民教育・高等教育・研究省（MENESR）の主導で行われた。
311　CIR: crédit d’impôt recherche
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策で、企業の研究開発を促し競争力の向上を図ることを目的としている。研究開発にかかっ

た費用の約 30% が 1 億ユーロを上限として税額控除され、1 億ユーロを超えた部分につ

いてはその 5% が税額控除される。

スタートアップのみならず全ての企業が CIR の対象となっており、利益が出ていない

段階では還付金として受け取ることができる。研究開発費用がその支出の大部分を占める

スタートアップにとってこの税額控除制度が大きな助けとなっているのは間違いない。

2017 年時点で、CIR は 60 億ユーロ規模で推移しており、これはフランス全体の研究

開発投資額の約 12% を占めている。この額の大きさからも、民間の研究開発投資を支え

ようとする政府の前向きな姿勢が伺える。フランス政府はこの施策の継続を表明している。

研究費税額控除の役割としては、企業の研究活動を国内に留める点や、企業の博士号取得者

の採用を促す枠組みである「研究を通じた育成のための企業との協定（CIFRE）312」を通じて

企業の研究開発活動を支援する点も挙げることができる。

7.2.4　新規イノベーション企業向け税制措置（JEI）
新規イノベーション企業（JEI）は、会社設立後数年間の困難な時期を乗り越えるため

に研究開発に積極的な若い企業を支援することを目的として 2004 年度の予算法に基づき

設けられた制度である。以下 4 つの要件に合致し認定されたイノベーティブな中小企業

には、以下で述べる減税や社会保障負担金の免除が設立後 7 年間適用される。

	設立 8 年未満であること

	中小企業であること（従業員 250 名未満で、売上高が 5,000 万ユーロ未満或いは収支

決算が 4,300 万ユーロ）

	研究開発費用が支出合計の 15% を超えること

	独立企業であって既存の企業の活動の引き継ぎ等でないこと。

減税
初年度は収益の全額が課税免除となり、次年度以降は 50% まで免除される。JEI の認

証を保持している間は年間割り当て定額法人税（IFA）も免除される。また、JEI と認定

された企業は所在する地方自治体の議決に基づき、事業税と既建築固定資産税も 7 年間免

除される。なお本優遇措置は EU 委員会の定めた援助の閾値金額（決算 3 回あたり）20
万ユーロを超えることはできない。

社会保障負担金の免除
認定された企業は、研究者、技術者、研究開発プロジェクト管理者、プロジェクト関連

の産業財産権・技術協定担当の法律家、研究開発上或いは新製品の競合テストに携わる担

当者の社会保障の雇用主負担金が免除される。

312　CIFRE とは、企業との活動に基づいた博士号取得を支援する施策である。博士号取得者の企業による採用を促進する目的をもって

いる。博士課程学生の雇用契約をおこなった企業に一定の助成をする仕組み。企業側の支出は R&D 投資と認められ、研究費税額控

除の対象にもなる。詳細については、CRDS 海外調査報告書【CRDS-FY2014-OR-04】「科学技術・イノベーション動向報告～フラ

ンス編～」（2014 年度版）の P71 を参照されたい。
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2008 年以降、JEI の新規認定数は安定しており、年 600 件～ 700 件で推移している。

2015 年 1 月の経済・産業・デジタル省（当時）企業局の報告によれば、2004 年の導入以

来、6,600 社の企業が本制度を利用し、法人税等の減税では累計 1 億 2,000 万ユーロ（2013
年単年では 800 万ユーロ）の減免、また社会保障負担では累計 10 億 5,000 万ユーロ（2013
年単年で 1 億 900 万ユーロ）の免除がなされた。フランスにおける社会保障負担費は大

変重く、この減免が企業にとってもたらすインパクトは大きいと考えられる。

図表 3 で示すとおり、JEI として認定された企業の 75% はデジタル或いは企業向けサー

ビスの分野で活動している。

図表 3　JEI の業種別割合（2012 年）

出典：経済・産業・デジタル省（当時）企業局の報告資料をもとに CRDS で作成

これら JEI 企業には地理的な集中が見られ、例えばパリを含むイルドフランス地域は

JEI の 40% を擁し、関連する企業従業員のほぼ半数を有している。JEI の 70%、従業員

の 75% が 4 つの地方に集中している。以上を踏まえ、フランス全土における JEI 数を地

図で示したのが図表 4 である。
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図表 4　JEI の分布状況（2012 年）

出典：経済・産業・デジタル省（当時）企業局の報告資料をもとに CRDS で作成

先述の研究費税額控除（CIR）を適用しつつ、同時に JEI の認定を得ることも可能である。

実際、JEI の 3 分の 2 は CIR を受けており、2011 年は額にして 13 億 1,000 万ユーロの

税額控除に上った。

7.3　スタートアップ支援機関と制度の俯瞰
1999 年の通称アレグル法以後、国立科学研究センター（CNRS）や原子力・代替エネ

ルギー庁（CEA）など大規模な公的研究機関では、自前の技術移転支援機関を整備して

きた。一方、大学等は技術移転支援機関の質と量について公的研究機関には及ばず、この

面での徹底を図るため、2014 年に「将来への投資」施策（PIA）の第 2 期の枠組みで技

術移転促進機関（SATT）を整備し、同時に起業教育を目指した学生クラスター・ペピッ

ト（PEPITE）および国家認証学生起業家（SNEE）制度を導入した。地方ではこの国レ

ベルの動きと並行して、またこれを補う形でスタートアップのスケールアップ、つまり中

小企業レベルまでの育成を視野に入れた支援を試みている。

以上の動向をまとめて、フランスにおけるスタートアップ支援機関と政策の全体像を示

したのが図表 5 である。
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図表5　フランスにおけるスタートアップ支援機関と政策

出典：各種資料をもとに CRDS で作成

以下では、公的研究機関での技術移転、大学での支援、補完する地方での取り組みにつ

いて、順を追って述べることとする。

7.3.1　公的研究機関でのスタートアップ支援
国立科学研究センター（CNRS）をはじめとする公的研究機関では、研究成果を民間に

移転し結果として経済の活性化につながることが求められており、各公的研究機関ではア

レグル法を基準としたルール整備を行い、スタートアップの支援推進をしている。

国立科学研究センター（CNRS）の技術移転支援

国立科学研究センター（CNRS）は基礎研究を中心に自然科学のみならず人文科学分

野まで含むフランス最大の研究機関である。研究成果の技術移転は CNRS の役割とし

て 1980 年代から奨励されていたが 313、起業数は低調であった。その CNRS と研究者に

大きな意識転換を迫ったのがアレグル法の制定であり、この法律の施行により研究者は

CNRS での研究の傍ら起業をすることが可能となった。CNRS の民間への技術移転は企

業とのパートナーシップや研究のシェア、特許の技術移転とライセンス使用、スタートアッ

プの創設或いは出資と様々な形態をとって行われている。

CNRS の調査によれば、1999 年以降 CNRS の共同或いは学術パートナーとの共同研究

室由来のスタートアップは 2016 年末の時点で約 1,300 件に上る 314。存続率は 70% で、ス

313　Decret82-993　Nov24．1982 年に＜フランスの経済の進歩に貢献する＞旨明文化されている。
314　CNRS の技術移転に関する報告 Le CNRS, un acteur engagé dans la Valorisation  2014/12/09
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ピンオフタイプのスタートアップが全体の 60％を占める。年間 54 件（全体の 60%）ほ

どあるスピンオフタイプの起業家の属性は CNRS の研究者が 20 人～ 30 人、ポスドクや

エンジニア、技術スタッフが 20 人～ 30 人である。アレグル法に関しては、25-1 型での

起業は年 3 件～ 5 件、25-2 型は年 20 人～ 30 人とのことで、研究者は技術アドバイザー

として、シーズを持ち込み、経営者を別途求める方式が多い。

図表 6 では、1970 年以降の CNRS 所属の研究者による年間起業数の経年変化を示した。

これで見ると、1999 年以前は年間 5 件ほどに留まっていたのが、1999 年直後の起業数は

アレグル法施行の効果により大きく伸び、1999 年以降の起業件数は計 1,026 件に達した。

2004 年に一度急激な減少を迎えたものの、2007 年以降は年間約 80 件の起業数での推移

が見て取れる。しかし 2010 年以降、起業数は減少傾向にある。

図表 6　1970 年以降の CNRS 所属の研究室による年間起業件数

出典：CNRS の技術移転に関する報告 315 におけるデータをもとに CRDS で作成

315　CNRS 技術移転に関する報告 2015 年 Le CNRS, un acteur engage dans la valorization
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分野別に見てみると、スタートアップ全体の約 38% が情報通信関連分野である。その

他 24% がバイオ・健康、19% が化学・材料分野、6% が環境、6% が機械・交通手段・エ

ネルギーとなっている。

生存している企業の 4 分の 3 は従業員数 10 名以下の企業である。全体で見ると、数千

人の雇用を創出している。売上高が 100 万ユーロ以上の企業は全体の 13% に留まる。

CNRS 内にはイノベーション・企業連携局（DIRE316）という組織があり、CNRS 由来

の特許やライセンスの管理、知財の保護、企業や競争力拠点との連携、技術移転に際して

の交渉、起業家へのサポートを行っている。DIRE の人員は約 30 名で、CNRS の全国に

ある拠点・パートナーシップでのスタッフを合わせると約 300 名となり、技術移転を支

援している。

また CNRS には、フランス科学イノベーション技術移転社（FIST SA317）と呼ばれ

る 1992 年 8 月に設立された従業員数 50 名ほどの組織がある。FIST SA は、CNRS が

70%、公共投資銀行（Bpifrance）が 30% 出資する傘下の子会社で、DIRE が所管してい

る。FIST SA は主に CNRS の研究成果の技術移転を行い、CNRS がスタートアップに出

資する際は DIRE が FIST SA を通じて行っている。シードファンディング等は行ってい

ない。1998 年～ 2014 年の期間で FIST SA が金銭の出資のない形で資本参加したスター

トアップは 22 社あり、300 万ユーロの価値に相当する。うち 12 社が現在も活動中であり、

その中で 3 社が上場を果たした。また 4 社は、他企業から戦略的に買収され、約 100 万ユー

ロの収入をもたらした。2014 年の技術移転促進機関（SATT）の設立以降、下記の例外

を除いて、CNRS の新規の起業案件に関してはその技術移転支援業務が SATT に委託さ

れている。CNRS は SATT の一株主でもある。

	企業との共同研究の場合、研究成果は当該企業と CNRS が所有

	ノルマンディー地方（SATT がないため）

	パリ・シアンス・エ・レトル（Paris Sciences & Lettres: PSL）加盟の大学 318 の案件

	CNRS が 2010 年～ 2012 年に優先領域と定めた Strategy Focus 20 の分野 319

原子力・代替エネルギー庁技術部（CEA Tech）
原子力・代替エネルギー庁技術部（CEA Tech）は、原子力・代替エネルギー庁（CEA）

の技術部の対外的な名称である。主にパリ地区およびグルノーブルに拠点をもち、マイク

ロ、ナノを専門とする電子情報技術研究所（LETI）、新エネルギーおよびナノ材料革新技

術研究所（LITEN）、インテリジェントシステム研究所（LIST ）の 3 つのユニットを擁する。

CEA Tech では約 100 名が技術移転部門（マーケティング、IP（特許）、契約、インキュ

ベーションの各部署）に従事している。この CEA-Tech を中核として従来から技術移転

に取り組んでいる CEA では、必ずしも SATT の導入を必要としていない。というのも、

SATT の導入は CEA のビジネスモデルと相いれない面もあるため、CEA の SATT 参加

は薬分野などに限定されている。

316　DIRE: la Direction de l’Innovation et des Relations avec les Entreprises
317　FIST SA : France Innovation Scientifique et Transfert SA
318　Ecole Normale Superieur, Collège de France など
319　グラフェンとナノ材料（2D）、磁気、スピントロニック、腫瘍学‐免疫療法、アルツハイマー、蓄電池、太陽電池、ビッグデータな

ど 20 分野である。



143

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援 143

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

７
．
フ
ラ
ン
ス

CEA Tech におけるスタートアップのプロセスは主に 4 段階に分けられ、1）発見期、2）
熟成期、3）設立準備期、4）会社登記期である。この間、上記の技術移転部門が特許や

ライセンス、マーケティング等のサポートを提供する。たとえば EU や国等の支援が期待

できる公募に応募する際の書類等の作成のサポートもこの技術移転部門が行う。

通常、スタートアップ期間は 18 か月と定められており、ユニットの責任者、シーズに

関わるスタートアップチーム、CEA アンヴェスティッスモン（CEA Investisssement）320、

技術移転部門、インキュベーション部署のメンバーから成る委員会が定期的に開かれ、シー

ズの推進の是非がチェックされる。LETI、LITEN、LIST の各ユニットでは、フルタイ

ム或いは兼業のスタッフがスタートアップのサポートを担当している。通常は CEA アン

ヴェスティッスモンが、スタートアップ企業の起業前段階（熟成期）の支援負担の相当分

として新会社の資本の 15％を取得する。

その他のサポートとしては、CEA の研究施設へのアクセスがある。ミナテック 
（MINATEC）321 内の研究室のレンタルや最新の機器・設備や研究所の人員を有償で使用で

きる。

CEA は公的研究機関でありつつ、フランスの政府機関分類では産業商業公共機構

（EPIC）という産業・商業的性格の法人格をもつ組織であるため、一部の活動において民

間企業と同様の商業的利益や目標を追求することが求められているという点を強調してお

きたい。EPIC 法人格を有するがために、CEA の社員は非公務員と位置付けられ、アレ

グル法の対象外となる。そのため CEA はスタートアップに関し独自にアレグル法に準じ

た内部規定を設けて運用している。CEA の活動方針では基本的に、顧客企業やパートナー

との協業を推進しているが、顧客や既存の技術が存在しない場合の選択肢としてスピンオ

フタイプのスタートアップが有効な技術移転の手段として捉えられている。

ここで CNRS と CEA のスタートアップ支援の各々の内部規定について比較してみた

い。

起業準備期間については、CNRS は定めがないのに対し、CEA は起業準備期間を 18
か月と定めており、迅速な起業が求められている。新会社の資本への投資幅は、CEA で

は 20％～ 30％と幅が大きいが、それに比べ CNRS は 15％と控えめである。

給与面では、CNRS 出身の研究者が起業した場合、起業 1 年目は CNRS 勤務時代と同

等の給与を CNRS から受け取りつつ起業に邁進することができる。この 1 年目の給与は

CNRS に返済する必要はない。起業 2 年目以降も 1 年目と同等の給与を CNRS から受け

取ることができるが、起業後 5 年の間に返済しなくてはならないという条件がある。他方、

CEA 出身の研究者は上記起業準備期間の 18 か月の間、CEA から給与を受け取ることが

できる。

以上を踏まえ、両機関の起業に関する様々な規定を比較してまとめたのが図表 7 である。

320　CEA アンヴェスティッスモンは CEA が擁する投資担当の傘下の子会社である。
321　MINATEC は、CEA によって運営されているオープン・イノベーション・キャンパスである。運営規範は CEA の従業員の場合は

CEA の運営規範に準ずる。
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図表 7　CNRS と CEA の研究者の起業に際する規定比較

起業猶予期間

研究者の起業
後所属機関へ
の復帰可能期
間（年）

起業期間中の
所属機関から研
究者への給与
期間

投資金額初期 投資額後期 資本への投資幅

CNRS CEO 規定なし 6 １～2年 12万ユーロ（SATT経由）18万ユーロ（SATT経由） 15％まで

技術アドバイザー 規定なし 6 １～2年 なし なし

18カ月 4 約18カ月 資本の15％ 20万－30万ユーロ 20%-30％までCEA

出典：CNRS、CEA Tech からの聞き取りに基づき CRDS で作成

CNRS の研究者がスタートアップ企業の CEO を務め、かつ CNRS から支給される給

与を返済できない場合、CNRS では別の支援が提供される。つまり、CNRS からの給与

を返済する代わりに、当該研究者が CEO を務めるスタートアップ企業の資本金の一部を

CNRS 名義とすることで CRDS への返済に充当することができる。ただし、この支援を

受けるためには、企業の経営展望が良好であることが条件である。このような形の決済は

研究者個人と CNRS との間ではなく、CNRS とスターアップ企業の 2 つの法人間で行わ

れる。CEO の給与は本来スタートアップ企業から支払われるべきところ、CNRS が肩代

わりしているため、スタートアップ企業側に債務が発生する。この債務の返済を給与相当

額のスタートアップの資本部分の名義を CNRS と書き換えることによって行うのである。

上記図表 13 にまとめた規定の違いは、CNRS と CEA、この 2 つの機関のスタートアッ

プ支援へのポリシーの違いとも関連している。CNRS は基礎研究を主体とする研究機関

であり、研究者の起業を奨励しているが、起業への出資は最小限に留めている。それに対

し CEA は応用研究を主体としており、研究者による起業はその事業の延長線上であると

考えている。CEA のスタートアップは、CEA と起業する CEA の研究者双方の意思の結

果である。CEA の起業への出資がより積極的であるもう一つの理由は、CEA は産業的商

業的性格をもった産業商業公共機構（EPIC）という事業体で、市場や顧客とのつながり

をその事業と収入の柱の一つと捉え重視しているためと考えられる 322。

このように、特に大規模公的研究機関ではアレグル法をベースとした 4 年～ 6 年の起

業休暇や新規企業への資本参加など、スタートアップに対する支援条件が整っている。

CEA は CEA から起業したスタートアップの宣伝にも積極的である。毎年 3 日程度「ルー

ト」と呼ばれるスタートアップの発表展示会をその他のイベントと共催し、業界へのお披

露目に努めている。

起業件数を見てみると、CNRS の 1999 年～ 2016 年までの起業平均件数が年間 72.2 件、

CEA の 2007 年～ 2015 年の起業平均件数が年間 9.7 件である。全国でのアレグル法での

起業が 1999 年～ 2015 年で年間 100 件推移であることから、制度や仕組みの完備が一定

の役割を果たしていることが確認できる。一方で、全国での年間件数が 100 件推移の域

を超えないことから、シーズの母数がある程度決まっているか、或いは、技術移転機関に

322　CEA Tech の予算は 2007 年～ 2015 年の間に平均 7％ずつ増加しており 2015 年で 5 億 9100 万ユーロとなっている。国よりの補助

金部分は１億5000万ユーロレベルで推移している一方、増収部分は企業との契約収入が2007年～2015年の間に1億ユーロの上乗せ、

PIAよりの資金配分が年平均7500万ユーロ（2012年～2015年）、EUと自治体からの資金配分の上乗せが7000万ユーロとなっており、

CEA Tech の予算は 2014 年より CEA 内で最も大きな部分を占めるようになっている（出典 CEA の民間研究の技術移転 2007-2015
　会計検査院　報告）。

準備
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おける人手や制度の問題も考えられうる。一層の法制度の柔軟化が待たれるところである。

CNRS をはじめとする国研ではそもそも研究者の評価は論文をベースになされており、

研究者が関与したプロジェクトの起業率は考慮されていない。研究者の起業への能動的な

参与への動機付けを促すための環境作りはまだまだ決して盤石とはいえない面がある。

7.3.2　全国の大学・公的研究機関での支援制度

7.3.2.1　大学・COMUE
2013 年に施行された高等教育・研究法に基づき、大学・研究機関コミュニティ（COMUE）

というシステムが導入された。これは、大学・研究機関の機能の中で共通部分の活動を「大

学・研究機関コミュニティ」という大学と同等の地位を持つ新たな法人格に委譲する仕組

みである。技術移転支援機関を含め、学位授与・論文生産等の大学の様々な活動を個々の

大学・研究機関とは別個に設立された COMUE に集めて行うことで、世界的なプレゼン

スを増すことを目的としている。

ここではグルノーブル・アルプ大学（UGA）323 の事例を用いて示す。UGA は COMUE 
UGA という、複数の大学・研究機関等からなる連合体（この連合体にも大学としての法

人格がある）の中核的な組織であり、分野横断型でかつ世界レベルの研究を行うことが求

められるイニシアチブ・エクセレンス（IDEX）の一つに 2016 年に選ばれた。COMUE 
UGA には、大学の UGA、グランゼコールのグルノーブル工科大学（Grenoble INP）、国

立科学研究センター（CNRS）、国立情報科学・自動化研究所（INRIA）が参加し、CEA
等の機関と連携しつつコミュニティを形成している。

図表 8 では COMUE の概念を示し、正規の参加メンバーを黄色の組織でハイライトし

た。COMUE の名の下に発表や競争的資金の獲得が行われており、技術移転支援につい

ても、この COMUE の構成員が地域の技術移転促進機関（SATT）であるリンクシウム

社に出資をし、その支援を共有している。

323　UGA は、Université Joseph Fourier（理学・科学・ライフ、論文数でフランス 12 位）、Université Pierre Mendès-France（人文社

会）、Université Stendhal（文学・言語学 / 芸術・コミュニケーション）が統合して 2016 年１月に誕生した。現在、学生数ではフラ

ンス第 5 位の大学である。統合後、UGA はイニシアチブ・エクセレンス（IDEX）に選出された経緯がある。
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図表 8　COMUE の概念図

出典：UGA ウェブサイトをもとに CRDS で作成

UGA 内の技術移転部は、傘下の技術移転子会社フロラリス（Floralis）324 や医療関係

をメインとしたインキュベーターであるビオポリス（Biopolis）325 などを統括している。

UGA は科学・文化・専門的性格公的機関（EPSCP）の法人格を有し、技術移転促進機関

（SATT）やスピンオフなどへの投資はフロラリスのような技術移転子会社を通じて行っ

ている。フロラリスの技術移転支援は、シーズのコンセプト・熟成の前段階や特許の申請

の段階から関わり、起業後の製品の改善の段階までをカバーしている。支援分野の内訳は、

バイオが 38%、保健関連が 26%、材料等が 14％、デジタルが 12%、その他となっている。

一方、SATT の支援は製品の熟成段階から起業の段階までで、起業後の製品の改善には通

常関与しない。

7.3.2.2.　技術移転促進機関（SATT326）
技術移転促進機関（SATT）は、フランスの各地域・大学など研究機関の様々な技術移

転部門を一部統合して整備されたフランス全土に計 14 社存在する組織である。2014 年

の「将来への投資」施策（PIA）の第 2 期の枠組みにおいて 10 年間で総額約 8 億 5,600
万ユーロの投資が発表され、SATT の設立が実施された。

SATT の設立には、国と地域の大学や公的研究機関が共同で出資しており、その主な役

324　フロラリスは、資本金 150 万ユーロで、2004 年 2 月に創設された。従業員 80 名を擁する。売上高は 1,000 万ユーロである。
325　ビオポリスは、資本金 750 万ユーロで、2006 年に創設された。大学病院キャンパス内に立地している。
326　SATT: Les sociétés d'accélération du transfert de technologies

ComUE
グルノーブル

大学・研究機関コミュニティ

グルノーブル・ア
ルプ大学（UGA）

国立科学研究
センター（CNRS）

グルノーブル
工科大学

（Grenoble INP）

国立情報科学・自
動化研究所
（INRIA）

サヴォワ・
モンブラン大学

グルノーブル
政治学院

グルノーブル国立
建築学院

原子力・代替エネル
ギー庁（CEA）

グルノーブル
経営学院

高等美術
デザイン大学

環境農業科学技
術研究所
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割は地域の公的研究機関での研究結果を選別し迅速に世に送りだすことである。「ブリー

ダー的役割」を担う機関といえる。SATT では、研究成果の熟成と起業の準備支援に関

与しつつ、知財の保護・ライセンス業務とスタートアップ育成に投資を行っている。初

期段階の支援を主としており、案件 1 件あたり平均約 30 万ユーロかかる起業支援費用は

SATT からスタートアップへの投資とみなされ、SATT の出資金当座勘定で管理される。

この費用は新会社の資本金の一部に転換される場合が多い。支援期間は約18か月で、特許・

知財・ビジネスやマーケティングのエキスパートを平均約 30 名擁している。

フランス全土に 14 社ある SATT の各社長の経歴は、元インキュベーター社長、民間企

業の研究開発部門責任者、大規模研究機関出身など多岐に亘る。SATT によっては起業の

ための人選、ビジネスプランの策定等まで幅広くサポートを行うところもある。対象とす

るシーズの研究機関は、CNRS と大学の共同研究室、複数の公的機関と大学、及びグラ

ンゼコールとの共同の研究、CNRS と CEA と大学の共同研究など様々である。

従来より CNRS と CEA など大規模な公的研究機関には技術移転支援組織が内部に整

備され機能していたが、同様のサポートが大学、共同研究室や大学病院等まで広く行き届

いていなかった。SATT の導入により、これら後者の機関にも研究シーズの技術移転を熟

練の人材が担当する円滑な体制が構築され、効率的な技術移転が図られることになった。

2017 年 1 月の SATT 協会（LE RESEAU SATT）327 の発表によると、SATT 計 14 社全

体でこれまで 173 件のスタートアップを送り出している。なお、SATT が対応している

スタートアップは公的研究機関発のものであり、フランス全体のスタートアップ数の 4%
～ 10% と推定される。

SATT はライセンスビジネスや投資活動を通じて 10 年後の独立採算を目指しているが、

フランスは地方ごとに異なる産業構造であるため、同じビジネスモデルでの採算見通しは

未知数であり、一部困難が予想されている。2017 年 10 月に、経済省のルメール（Bruno 
Le Maire）大臣と高等教育・研究・イノベーション省（MESRI）のヴィダル（Frédérique 
Vidal）大臣は共同書簡において、今後 3 か月で「イノベーションサポートシステムの見

直しへの具体的な提案作成」を指示し、4 名の委員を任命した。また 2017 年 11 月 10 日

の上院議員との「文化と教育および通信に関する委員会公聴会」の席上、ヴィダル大臣は

「一部の SATT は経済モデルを構築しつつあるが、そのほかの SATT はそうではない」と

して、今後機能しない SATT については存続しない可能性があることを示唆した。

フランスでは、大学、学校、公的研究機関、および地方自治体の支援を受けた独自の技

術移転組織が多様に存在し、かつ近年その数は増している。この傾向は、フランスに存在

する公的な技術移転支援機関が加盟する団体であるレゾ・キュリー（RESEAU C.U.R.I.E）

の加盟機関数の増加となって現れている。このレゾ・キュリーは、2017 年で創設 26 年

目となる団体であり、公的技術移転機関の役割の周知、発展、専門性の向上などに取り組

んできた。毎年加盟機関を集めた会議等も行っている。2000 年～ 2008 年にかけてレゾ・

キュリーの加盟数は 70 から 162 へと増え、近年は SATT や技術研究所（IRT）、大学病

院研究所（IHU）なども加盟し、2017 年時点で 190 ほどに達している。14 社ある SATT
一覧を示したのが図表 9 である。

327　https://www.satt.fr/en/about-technology-transfer/
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図表 9　14 の SATT 一覧

出典：高等・研究・イノベーション省（MESRI）ウェブサイトをもとに CRDS で作成

各地域のSATT名 出資構成員

SATT コネクトゥスアルザス
ストラスブール大学、国立科学研究センター、オットアルザス大学、国
立保健医学研究所、 ストラスブール国立応用科学院、
ストラスブール国立水環境工学学院、預金供託公庫

SATTリューテック
パリ第六大学、 パリ第二大学、コンピエーニュ技術大学、 キュリー研
究所、国立自然史博物館,国立科学研究センター 、預金供託公庫

SATTトゥールーズ　テックトランスファー コミュ・トュールーズ大学、国立科学研究センター、預金供託公庫

SATTイルドフランス・イノヴ
ソルボンヌ・パリ・シテ大学、パリ東大学、セルジー・ポントワーズ大学、
国立科学研究センター、国立保健医学研究所、 預金供託公庫

SATTシュドエスト

エックス・マルセイユ大学、南トゥーロン・ヴァ―大学、ニース・ソフィア
アンティポリス大学、アヴイニヨン・ペイドュヴォークリューズ大学、コル
シカ大学、国立科学研究センター、 国立保健医学研究所、マルセイユ
エコールサントラル、預金供託公庫

SATTアキテーヌ・シアンストランスファー
ボルドー大学、国立科学研究センター、ポー・ペイドアドゥール大学、
国立保健医学研究所、預金供託公庫

SATTノール
コミュ・リール・ノールドフランス、 ランス・シャンパーニュ・アルデンヌ大
学、ピカルディ―・ジュール・ベルヌ大学 、国立科学研究センター、預
金供託公庫

SATTウエストヴァロリザシヨン
コミュ・ブルターニュ・ロワール、国立科学研究センター、開発研究所、
預金供託公庫

SATTアックスエルエール

モンペリエ大学、 ペルピニャン大学、ニーム大学、モンペリエ国立高等
化学学院、モンペリエ・スーパグロ国立農科学高等研究センター, 国立
科学研究センター、 国立保健医学研究所, 開発研究所、国立農学・環
境科学技術 研究所、 預金供託公庫

SATTグランサントル
サントル・ヴァルドロワール大学、コミュ・クレルモン大学、 コミュ・リ
ムーザン・ポワトゥ・シャラント、国立科学研究センター、 国立農学・環
境科学技術 研究所、 預金供託公庫

SATTグランエスト
ブルゴーニュ大学、フランシュ・コンテ大学、ロレーヌ大学、 トロワ技術
大学、国立科学研究センター、国立保健医学研究所、 預金供託公庫

SATTプルサリス コミュ・リヨン大学, 国立科学研究センター、 預金供託公庫

SATTリンクシウム
グルノーブル工科大学、サヴォワ・モンブラン大学、グルノーブル・アル
プ大学、国立科学研究センター、原子力・代替エネルギー庁、国立情
報科学・自動化研究所、預金供託公庫

SATTパリサクレ― コミュパリ・サクレ―、 預金供託公庫

SATT コネクトゥスアルザス
イルキルシュ

SATTグランエスト
ディジョン

SATTリンクシウム
グルノーブル

SATTプルサリス
リヨン

SATTグランサントル
クレルモン＝フェラン

SATTトゥールーズ
テックトランスファー
トゥールーズ

SATTアックスエルエール
モンペリエ

SATTシュドエスト
マルセイユ

SATTアキテーヌ・
シアンストランスファー
タランス

SATTウエスト
ヴァロリザシヨン
レンヌ

SATTノール
リール

SATTパリサクレ―
オルセー

SATTリューテック
パリ

SATTイルド
フランス・イノヴ
パリ
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図表 10 では、フランス全土にある SATT の拠点を地図上で示した。これで見ると、

SATT はフランス全土に展開していることが分かる。

図表 10：フランス全土の SATT 拠点

出典：SATT ネットワークのプレゼン掲載図をもとに CRDS で作成

以下では SATT の一事例として、SATT リンクシウム社の例を紹介する。

SATT リンクシウム（SATT LINKSIUM）社

リンクシウム社は全国に 14 社ある SATT の一つであり、オーベルニュ・グルノーブル・

アルプ地方の大学や公的研究機関（多くは CNRS と大学の共同研究室）の研究成果の起

業化を目指すプロジェクト保持者を技術移転やファイナンス面からサポートしている。社

内組織は、１）熟成、2）インキュベーション、3）ライセンシング、4）契約、5）業務

の 5 部署から成り、各部署 3 名～ 6 名のエキスパートを擁する計約 30 名の構成である。

リンクシウム社はインキュベーターのグレイン（Grenoble Alpes Incubation: Grain）
を母体として、グルノーブル工科大学（Grenoble INP）の知財のエキスパートスタッフ

を吸収して 2014 年に創立された。現在に至るまで 15 のスタートアップを送り出し、87
のプロジェクトを扱い、1,530 万ユーロの投資を行っている。プロジェクトは、1）熟成期、

2）設立準備期の 2 段階で実施されている。

各地域のSATT名 出資構成員

SATT コネクトゥスアルザス
ストラスブール大学、国立科学研究センター、オットアルザス大学、国
立保健医学研究所、 ストラスブール国立応用科学院、
ストラスブール国立水環境工学学院、預金供託公庫

SATTリューテック
パリ第六大学、 パリ第二大学、コンピエーニュ技術大学、 キュリー研
究所、国立自然史博物館,国立科学研究センター 、預金供託公庫

SATTトゥールーズ　テックトランスファー コミュ・トュールーズ大学、国立科学研究センター、預金供託公庫

SATTイルドフランス・イノヴ
ソルボンヌ・パリ・シテ大学、パリ東大学、セルジー・ポントワーズ大学、
国立科学研究センター、国立保健医学研究所、 預金供託公庫

SATTシュドエスト

エックス・マルセイユ大学、南トゥーロン・ヴァ―大学、ニース・ソフィア
アンティポリス大学、アヴイニヨン・ペイドュヴォークリューズ大学、コル
シカ大学、国立科学研究センター、 国立保健医学研究所、マルセイユ
エコールサントラル、預金供託公庫

SATTアキテーヌ・シアンストランスファー
ボルドー大学、国立科学研究センター、ポー・ペイドアドゥール大学、
国立保健医学研究所、預金供託公庫

SATTノール
コミュ・リール・ノールドフランス、 ランス・シャンパーニュ・アルデンヌ大
学、ピカルディ―・ジュール・ベルヌ大学 、国立科学研究センター、預
金供託公庫

SATTウエストヴァロリザシヨン
コミュ・ブルターニュ・ロワール、国立科学研究センター、開発研究所、
預金供託公庫

SATTアックスエルエール

モンペリエ大学、 ペルピニャン大学、ニーム大学、モンペリエ国立高等
化学学院、モンペリエ・スーパグロ国立農科学高等研究センター, 国立
科学研究センター、 国立保健医学研究所, 開発研究所、国立農学・環
境科学技術 研究所、 預金供託公庫

SATTグランサントル
サントル・ヴァルドロワール大学、コミュ・クレルモン大学、 コミュ・リ
ムーザン・ポワトゥ・シャラント、国立科学研究センター、 国立農学・環
境科学技術 研究所、 預金供託公庫

SATTグランエスト
ブルゴーニュ大学、フランシュ・コンテ大学、ロレーヌ大学、 トロワ技術
大学、国立科学研究センター、国立保健医学研究所、 預金供託公庫

SATTプルサリス コミュ・リヨン大学, 国立科学研究センター、 預金供託公庫

SATTリンクシウム
グルノーブル工科大学、サヴォワ・モンブラン大学、グルノーブル・アル
プ大学、国立科学研究センター、原子力・代替エネルギー庁、国立情
報科学・自動化研究所、預金供託公庫

SATTパリサクレ― コミュパリ・サクレ―、 預金供託公庫

SATT コネクトゥスアルザス
イルキルシュ

SATTグランエスト
ディジョン

SATTリンクシウム
グルノーブル

SATTプルサリス
リヨン

SATTグランサントル
クレルモン＝フェラン

SATTトゥールーズ
テックトランスファー
トゥールーズ

SATTアックスエルエール
モンペリエ

SATTシュドエスト
マルセイユ

SATTアキテーヌ・
シアンストランスファー
タランス

SATTウエスト
ヴァロリザシヨン
レンヌ

SATTノール
リール

SATTパリサクレ―
オルセー

SATTリューテック
パリ

SATTイルド
フランス・イノヴ
パリ
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リンクシウム社の総予算は 5,700 万ユーロ（うち 100 万ユーロは資本金、5,600 万ユー

ロは出資金当座勘定で管理される）で、2014 年から 10 年の間に 3 回に亘って投入される。

予算の決定は首相直下の総合投資委員会（CGI）でなされ、3 年に１度の監査がある。リ

ンクシウム社の資本は 33％が政府出資、67％はグルノーブル・アルプ大学（UGA）、グ

ルノーブル工科大学（Grenoble INP）、サヴォワ・モンブラン大学（Université Savoie 
Mont Blanc）、国立科学研究センター（CNRS）、原子力・代替エネルギー庁（CEA）、お

よび国立情報科学・自動化研究所（INRIA）の出資となっている。

7.3.2.3.　学生クラスター（ぺピット）
2014 年の「将来への投資」施策（PIA）の第 2 期の枠組みで、フランス全土で 29 か所

ある各学区内の大学・学校内に、イノベーション、技術移転と起業のための学生クラスター

であるペピット（PEPITE328）が組織された。本制度は 7.3.2.4 で紹介する国立認証学生起

業家（SNEE）制度と同時期に導入された。ペピットは SNEE 制度の受け皿として機能

し、両輪で動く施策となっている。ペピットには PIA の資金 260 万ユーロが預金供託公

庫（CDC）経由で投資され、その主な役割は起業を志す学生にフリーのコワークスペース、

地域で行われる起業イベントや起業家人脈へのアクセス、コーチング等を提供することで

ある。常駐の職員がサポートを行い、運営委員会が財政面、教育面、地域起業家との連携

面、起業へのサポート面について包括的に支援する。ペピットは、会社の登記前で SATT
などの支援対象外にある起業学生の事実上の技術移転支援機関となっている。

大学レベルでの学生クラスターは 15 年程前より個別に地域限定で存在していたが、ペ

ピットの設置により全国組織として統合された。起業経験者の OB 層が豊富であり、メン

ターなどのボランティアとして活動している地域ほど、クラスターとしての活動もより成

功しやすくなる側面がある。各ペピットの予算は学区域により幅があるが、平均 50 万ユー

ロである。先述の CNRS や CEA の技術移転部門や SATT が現役の研究者に的を絞った

ものであるのに対し、ペピットは起業家を志願する学生や研究者に将来の起業を促す布石

となっている。

7.3.2.4.　国立認証学生起業家（SNEE329）制度　
国立認証学生起業家（SNEE）制度は、2014 年の「将来への投資」施策（PIA）の第 2

期において、国民教育・高等教育・研究省（当時）、経済・産業・デジタル省（当時）、お

よびフランス預金供託公庫（CDC）により導入された。ペピットと両輪で機能し、その

対象は学士号レベルから博士号レベルを履修中・履修後卒業免状取得済みの学生である。

SNEE 制度はハイレベルのアスリートに供与されている支援制度がモデルとなっており、

実際に起業する学生を助けるセーフティーネットの役割も果たしている。

応募した起業を志す大学生は選考委員により選抜される。選抜は各学区にある大学・学

校内に創設されたペピットにて行われる。選考委員は大学関係、コンサルタント、起業家

が 3 分の 1 ずつ選ばれる。選抜の基準は、本人の熱意と野心、および起業プロジェクト

328　PEPITE: Pole Etudiant Pour l'Innovation, et Transfert et l’Entrepreneuriat。ただし一部地域では、PEE や PEIPS とも呼ばれ

ている。
329　SNEE : Le statut national d'étudiant-entrepreneur
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の現実可能性である。

本制度を利用することで、学業の傍らインターンシップを含む起業準備を行うにあた

り、必要に応じて試験を含む履修学科日程の調整を行うことができる。また、起業のため

の特別なトレーニングコースや起業に有用な学課を選択して受講することも可能となり、

卒業後は社会保障を利用することができる。当該社会保障は 28 才まで享受可能であるた

め、卒業免状取得後就労前で社会保障制度に入れない起業家志望者には有用な補助となる。

SNEE 制度を取得した学生起業家 1 名あたり 2 名のメンター（起業経験者と教授が各 1 名）

がつく。

SNEE 制度は 2014 年導入当初は知名度も低かったが、今では先駆者的成功者も生ま

れつつあり、ホーソン効果やフェロモン効果が学生クラスターの中で発揮されつつある。

全国レベルでの SNEE 制度登録数は初年度に 645 人であったが、2016 年には 1,556 人、

2017 年には 3,000 人を超す学生起業家が登録されている。以前は「まず学業を終わらせ、

それから起業」とされていたのが、「起業に乗り出していくために、学業を活用する」に

変わりつつある。フランスは多様性と柔軟性の国であり、体制や制度を超えて自発的に個

人が行動し個を発信する社会であるが、そういった国民性と若者の積極性を国が全面的に

支援していることがこの制度の成功の要因の一つと考えられる。2000 年前後以降生まれ

の若者には起業は身近な選択肢となりつつあるようである。
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コラム 1.　 i-LAB 全国コンクールとペピット・コンクール
i-LAB 全国コンクールは、高等教育・教育・イノベーション省（MESRI）によるイノベーティ

ブな起業の立ち上げを支援する全国コンクールで1999年より実施されている。2014年以降、

第 2 期の PIA においてペピットが設置されたことより、新たに若い研究者・学生を対象に

したペピット賞のジャンルが追加された。これらコンクールは、スタートアップにとって受

賞金による実質的なシードファンディング的役割と、受賞による「お墨付き」を得るという

飛躍のきっかけを与える役割を果たしており、フランスでは「トランポリン」と呼ばれている。

イノベーティブな起業の立ち上げを支援する i-LAB 全国コンクール（1999 年～）

i-LAB 全国コンクールはこれまで 1,800 の企業を創出した実績があり（うち 7 割が現在

も事業を継続）、スタートアップを目指す起業家のスプリングボードとなっている。2017 年

は 62 件の受賞があり、うち 5 件がグランプリを受賞した。受賞プロジェクトの分野別は、

医療が 23%、薬学・バイオが 19%、デジタル・ソフト技術と通信関連が 18%、材料・機械・

エンジニアリングが 14%、化学・環境が 13%、電気・センサー関連機器が 10％である。

同コンクールを通じた助成はフランスのシードファンディングの一つともなっており、起

業する際に受け取ることができる助成金は最高 45 万ユーロである。助成金窓口は公共投資

銀行（Bpifrance）となっており、Bpifrance では本支援で年間予算約 1,200 万ユーロを見

込んでいる。

ペピット・コンクール（2014 年～）

ペピット・コンクールは、学生や若手卒業生によるイノベーション起業プロジェクトの

立ち上げを奨励し、その中の優秀なプロジェクトを資金援助によって支援することを目的

としている。同コンクールは 2014 年の「将来への投資」施策（PIA）の第 2 期において、

i-LAB 全国コンクールに追加されたかたちで始められた。2017 年は 53 件が受賞し、うち 3
件がグランプリを受賞した。2 万ユーロのグランプリが 3 件、1 万ユーロの賞が 20 件、5,000
ユーロの賞が 30 件である。ペピット・コンクールの金融機関窓口はフランス預金供託公庫

（CDC）である。CDC ではこのコンクールとは別に、このほど若い企業を支援するため、

学生クラスターのペピット所属の起業家を対象として 1 件 5 万ユーロまで貸し付けを行う

若年起業家向け基金を開始している。
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7.3.3.　自治体および公的研究機関での支援制度
公的研究機関発のスタートアップは技術移転促進機関（SATT）卒業後に市場に飛び出

し、シード段階からシリーズ A330 といった段階に入る。その後を支援する役割を、地域の

競争力拠点やエージェント、フレンチテックやフレンチテックの拠点を兼ねるインキュ

ベーター、金融機関、および民間投資会社が果たしていることが多い。パリのみならず各

地方においてそれぞれ支援機関が立ち上がっている。その中には活動期間も長く地元に根

付き、中央省庁の支援を受けた、技術移転支援機関に匹敵するような実績を上げている機

関も存在する。

制度としては、「未来への投資」施策（PIA）以前より存在する制度・機関が多く、

SATT などの新しい制度と複合的に作用してスタートアップを支援している。

競争力拠点 331

2004 年にブラン（Christian Blanc）国会議員の提唱をもとに、米国のシリコンバレー

やバークレーのキャンパスを参考に企業を中心とした産学連携の拠点 － 競争力拠点 － 
の導入が決定され、公募を経て翌 2005 年には 71 か所の拠点が採択された。公募の際に

は「地域の経済発展戦略との一貫性、国際的発信力、関連機関との連携、研究開発とのシ

ナジーと付加価値を生み出す力」が選定の指標とされた。

2017 年時点での 68 の競争力拠点における統計によると、会員企業に占める割合は中

小企業が 65%、大企業が 8%、研究・教育機関が 17%、その他が技術移転支援機関である。

会員企業の関連分野は、ナノテク、バイオ、環境、自動車、航空機などである。各競争力

拠点が行う様々な取り組み、例えば年間を通じたイベント、ワークショップ、海外視察、

研修などに参加することで、研究機関・研究所との情報交換や研究プロジェクトの推進、

大学や研究機関での教育を受けることができる。拠点の活動資金は、国レベルでは省際型

資金（FUI）や「将来への投資」施策（PIA）の予算が国立研究機構（ANR）などを介し

て拠出され、公共投資銀行、預金供託公庫経由の資金もある。また、会員企業の年会費や

公的補助金（地方、地方自治体）なども予算の一部を成している。

競争力拠点のスタートアップ支援における最大の役割の一つは、ニーズをもつ会員の代

表者間の出会いの場を設け仲人を務めることである。もう一つの役割は、より大きな公的・

私的支援を得るためのラベリングと市場投入までのコーチングを含めた一連の流れに対す

るサポートである。競争力拠点は蓄積した知見や外部専門家の協力を得てスタートアップ

を評価し、市場での将来性があるものについて「お墨付き」を与える。国の窓口に申し送

ることで、スタートアップは国の助成を得るのみならず、場合によっては地方自治体から

の助成が増額になる場合もある。このラベリング機能は競争力拠点の生命線であり、スター

トアップはこの機能を利用したいがために競争力拠点にやってくる。

また競争力拠点では、専門分野での知見を有するスタッフや、業界に長いベテランのス

タッフがコアとなってその豊富な人脈を活用し、省庁の競争的資金の窓口担当者、研究機

330　シリーズ A とは、スタートアップの熟成段階をレベル付けした呼称。様々あるようであるが、フランスの民間キャピタルセレナキャ

ピタルの説明では、シード期（資本金 30 万ユーロ～ 100 万ユーロ）、シリーズ A（100 万～ 500 万ユーロ）、シリーズ B ／ C（500
万～ 5,000 万ユーロ）、グロース期（中小企業レベル）と分けられている。

331　競争力拠点の詳細については、CRDS 調査報告書【CRDS-FY2014-OR-04】「科学技術・イノベーション動向報告～フランス編～」（2014
年度版）の pp.68 ～ 69 を参照されたい。
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関の担当者の紹介を行うなど、そのノウハウを生かした支援を行っている。　　　　　　

ライフ関連ではバイオセーフティレベルが BSL2、BSL3 のラボを用意するなど付加価

値を提供している拠点や、デジタル関連では毎年 5 万人レベルの来場者を迎える来場無

料のイベントを開催する拠点もある。公的研究機関由来のスタートアップは全国コンクー

ル等での受賞といったハードルを越すと、高等教育・研究・イノベーション省（MESRI）
から経済省の管轄に入っていくが、その橋渡しを同拠点が担うというイメージである。

SATT やフレンチテックとも連携して活動している。会員数は近年増加傾向にある。

アレグル法を契機として整備された公的インキュベーター

1999 年の通称アレグル法に基づく公募により、公的インキュベーター 24 拠点が全国

に設置された。これらは、スタートアップ関連の支援機関の中では最も歴史の長い機関で

ある。公的研究機関のインキュベーターの役割は、公的研究の成果を由来としてイノベー

ティブな企業の創設を促すことであり、起業家が必要とする個別案件にあわせたサポート

や財務・法務・経営に関する支援（市場分析や特許申請など）、コンサルティング、オフィ

ス等の紹介・便宜を提供し、シーズ保持者がアイデアやプロジェクトを会社として組織だっ

たものにし、かつ採算がとれるような形に手助けをすることにある。ここでいう「インキュ

ベーター」とは、起業家に起業のためのサポートを提供する主体であって、オフィスの提

供等のみを意味しない。

支援期間は平均約 24 か月で、業界によりこの期間は異なる。場合によってその後数か

月延長されることもある。2000 年～ 2016 年までの統計では、公的インキュベーターは

4,300 のイノベーティブなシーズ案件を受け入れ、うち約 40% は公的研究機関由来のシー

ズ、38％は公的な研究室との共同研究に関連したものであった。本支援期間中に起業に

至った件数は約 3,000 件であった 332。

分野別の内訳は、生命科学が 31%、情報通信技術が 37%、エンジニアリング技術が

28%、社会・人文科学が 4% である。プルサリス（リヨン）とリンクシウム（グルノー

ブル）の 2 拠点は、2014 年の SATT 創設に際し同機関に併合されている。このことから

も 2014 年以降の減少の一部は、SATT の導入によるものと推測される。以上を踏まえ、

2000 年～ 2015 年までの公的インキュベーター拠点における起業件数の推移を示したの

が図表 11 である。

332　http://www.enseignementsup-recherche.gouv.fr/cid5739/les-incubateurs-d-entreprises-innovantes-lies-a-la-recherche-publique.
html
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図表 11　公的インキュベーター拠点における起業件数の推移（2000 年～ 2015 年）

出典：高等・研究・イノベーション省（MESRI）ウェブサイトをもとに CRDS で作成

フランス公共投資銀行（Bpifrance）
Bpifrance は公共投資一般を扱う行政的性格の公的機関（EPCA）であるが、その中に

主に企業のイノベーション活動を支援するセクションがある。国立研究機構（ANR）がアー

リー期の研究プログラムのファンディングに、環境・省エネルギー機構（ADEME）が環

境・持続可能な発展関連プロジェクトにフォーカスする一方で、Bpifrance は下記のよう

な補助金をはじめ幅広い融資をスタートアップや中小企業、大手企業に対し行っている。

	研究開発関連の融資（補助金、ローン、無利子ローンなど）

	短期 / 中期 / 長期融資

	銀行ローンの担保

	キャピタルインベストメント。

Bpifrance は 2014 年度にイノベーション活動に対し、8 億 7,700 万ユーロの支援を行っ

ている。
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コラム 2.　フレンチテック活動
フランス独特のスタートアップ支援としてフレンチテック活動がある。担い手は、経済省

所管のビジネスフランス 333、外務省所管の在外大使館、商工会議所、Bpifrance などの金融

機関、支援企業やスタートアップである。従来からあったフランスのスタートアップ関連イ

ベントのプレゼンス増進を目指して、「フレンチテック」というロゴを作りブランド化し、

フランスのスタートアップの発信を国内外に行っている。フランス国内には 14 のフレンチ

テック拠点があり、IoT、製造、ヘルス、クリーンテック、モビリティ、フィンテック、セ

キュリティ、食品、スポーツ、および観光といった分野を網羅している。担い手であり海外

でのフレンチテック活動に従事するビジネスフランスの人員は全世界で約 1,500 名おり、ラ

スベガスの CES のような国際イベントへのフランスのスタートアップの参加のサポートや、

ジャーナリストへの宣伝、インフルエンサーへの周知などマーケティング活動を行っている。

パリのビジネスフランスには専属のメンバーが 4 名おり、イベント・PR、フレンチテック

チケット 334 などの活動を行っている。資金も「未来への投資」施策（PIA）の第 2 期の際に

配分されており、骨子は以下 3 点である。

	全てのフランスのスタートアップにワンロゴ（フランス伝統のシンボル鶏を採用）

	国内外への発信とそのための 1500 万ユーロの補助金

	アクセラレーターの育成に 2 億ユーロ

フレンチテックの活動は出発点がデジタル分野の起業家を支援することが主眼であったこ

とから、デジタルを媒介としたフィンテックやサービス関連が多くを占める。しかし、デジ

タルの応用分野が農業・食品、健康と生活の美学、製造業など多岐に亘ることから、競争力

拠点、SATT などと連携しつつ、フランス全体のスタートアップの支援を網羅している。こ

れは、産業側或いは川下からのアプローチといえる。

333　経済省から独立した産業 ・商業的性格の公的機関。 仏国内への海外投資部門とフランス企業の国外への投資を支援する部門から成る。
334　スタートアップ支援プログラムの一つ。 チーム単位に 4 万 5,000 ユーロの助成を行うなど様々な支援を提供している。
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7.3.4　支援制度の俯瞰と沿革のまとめ
これまで見てきたフランスの支援制度を整理すると、その基となる法律や施策の導入時

期により 3 つの波に分類される。

第一の波は、通称アレグル法の導入と施行であり、同法を通じてインキュベーターが設

置された。第二の波は「研究のための計画法」であり、研究資金配分機関である公共投資

銀行（OSEO、現 Bpifrance）や国立研究機構（ANR）などの研究資金配分機関が整備さ

れ、省際資金が導入された。第三の波は、サルコジ政権時の「将来への投資」施策（PIA）

であり、技術移転促進機関（SATT）などが作られた。

波ごとに整備される機関は新しいものではなく、既存の組織を改組したものである場合

も少なくない。既存の組織を残したまま類似の機関を新たに設置する場合もあり、結果と

してフランスのスタートアップおよびイノベーション支援制度は多重構造の様相を呈する

こととなった。これは複雑さという点で今日のフランスのスタートアップシーンが抱える

大きな問題の一つである。

この多層な支援制度を俯瞰して示したのが図表 12 である。

図表 12　関連制度の俯瞰図

出典：2013 年 2 月高等教育・研究省報告書「研究協力の支援制度の調査」掲載図を

もとに CRDS で作成
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7.4　研究開発型スタートアップの事例と関連支援組織
本章ではフランスにおける研究開発型スタートアップの事例を取り上げる。

7.4.1　事例 (1) － 公的研究機関によるスタートアップの支援について
ここでは、国立科学研究センター（CNRS）と原子力・代替エネルギー庁（CEA）そ

れぞれのスピンオフ事例を挙げて比較する。

1) 公的研究機関発のスタートアップ１: HPROBE 社 － CNRS のスピンオフ（シード期

～シリーズ A）

HPROBE 社は SATT リンクシウム社の支援を受け、2017 年にグルノーブルで設立さ

れた新しいスタートアップである。同社のシーズは CNRS のスピンオフカンパニーであ

る研究所スピンテック（株主：CEA, CNRS, UGA）を由来としている。

シリコンウェファー上での磁気に関する 10 年に亘る研究の結果、スピンテックのノジ

エ（Jean-Pierre Nozieres）氏は効果的な測定方法を特定し、MRAM の製造ラインで使

用可能なスピーディな検査装置を考案し、製造のスループットに貢献する装置を発明し

た。MRAM は今後モバイル機器が IoT 化されていく段階で課題となる低消費電力（スト

レージに要する）の問題を解決する有望な手段の一つであるため、今日急速な売り上げ拡

大が見込める製品である。同氏は、有望市場に新製品を提案するため HPROBE 社 を起

業した（有望なユーザーとしてアイ・ビー・エム（IBM）、サムスン（Samsung）、台湾

の TSMC などが見込まれている）。

急速に展開する市場のスピードに鑑み、シーズ開発者であるノジエ氏はアレグル法の

25-2 型での起業を選び、2016 年に SATT リンクシウム社にシーズを持ち込んだ。コンセ

プトの検証および起業準備期間に必要とした支援（30 万ユーロ相当）を SATT より受け

起業に至った。HPROBE 社は 2017 年の i-LAB 全国コンクールでさらに 30 万ユーロの

補助金資格を獲得し、同年にノジエ氏は CNRS で表彰されている。ノジエ氏はグルノー

ブル・アルプ大学で物理博士号取得、グルノーブル工科大学でエンジニアリングの学位取

得。スピンテックの共同創設者であり元 CEO であるが、同社以外に HPROBE を含む 4
つのスタートアップの立ち上げに関わった 335。国立科学研究センター所管のネール研究所

（Institut NEEL）、IBM リサーチ研究所（IBM-Research）や米国のアプライド・マグネ

ティックス研究所（Applied Magnetics Laboratory）で働いた経歴をもつ。

HPROBE 社の CEO には、これまでに切削機器の会社社長を 10 年務め実績を買われた

ルブラン（Laurent Lebrun）氏が就任している。

2) 公的研究機関発のスタートアップ 2： SOITEC 社 － CEA のスピンオフ（ユーロネク

スト上場）

SOITEC 社は 1992 年にグルノーブルで操業したスタートアップで、SiC や GaN 等の

高性能半導体製品の設計および製造におけるリーディングカンパニーである。現在は従業

員 950 名、4 か所の製造拠点と 3,000 の特許を有し、売上における海外比率は 93% を占

335　 これら 4 つのスタートアップは、クロクステクノロジー（Crocus Technology, 2006)、イーバデリス（eVaderis, 2014)、アンタイオ

ス（Antaïos, 2016)、エイチプローブ（Hprobe, 2017) である 。
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める。同社は、カリフォルニアのバークレー校など世界中の研究施設や大学、企業とパー

トナーシップを結んでいる。SOITEC 社はグルノーブルの CEA-LETI 出身の研究者によ

り創設され、創設時より CEA から投資を受けている。今日では SOITEC 社 は CEA の最

重要顧客の一つとなっている。

SOITEC 社の研究開発部門のデュポン（Frédéric Dupont）氏とルテルトル（Fabrice 
Letertre）氏は、2014 年 4 月に GaN パワー素子を手がける EXAGAN 社を起業した。

スピンオフした当時、母体である SOITEC 社は当時の太陽電池市況の落ち込みのため、

EXAGAN 社の立ち上げに十分な投資を行うことが難しかった。そこで当時 SOITEC 社

が CEA-LETI と GaN デバイス技術の共同開発を行っていた経緯をうけ、EXAGAN 社の

起業に際しては、CEA の投資子会社である CEA アンヴェスティッスモン（CEA Inves-
tissement）が資本参加することとなり、さらに CEA と EXAGAN 社が研究契約を締結す

ることで円滑な起業となった。EXAGAN 社は CEA LETI と SOITEC 社の両方のスター

トアップであり、EXAGAN 社の起業に CEA の介助は不可欠であったと考えられる。現

在 EXAGAN 社は MINATEC キャンパスの中にあって、ミナロジック（Minalogic） やテ

ネルディス（Tenerrdis）などのクラスターと緊密に連携している。

7.4.2　事例 (2) － 大学・学校発のスタートアップの支援について
ここではパリ・サクレー大学のメンバー校の一つであるアンスティテュ・ドプティック・

グラデュエート・スクール（Institut d’optique Graduate School）で生まれた TRUE 
SPRIT 社と、グルノーブル・アルプ大学で生まれた RHEONOVA 社の 2 つの事例を取り

上げる。

1）大学発スタートアップ 1： TRUE SPRIT（起業レベル：シード期）

TRUE SPRIT 社 のメンバー 3 名は、パリ・サクレー大学のメンバー校の一つアンス

ティテュ・ドプティック・グラデュエート・スクール（Institut d’optique Graduate 
School）の卒業生である。起業家・イノベーションコース（FIE）336 を履修し、在学中よ

りワイン製造者が製品であるワインの輸送中の劣化の検査を外部研究室に委託している事

実に注目した。彼らは 6 つの特許を登録しつつ、その納期やコストを軽減する、従来の検

査装置に比べサイズと価格の圧縮に成功した光学検査装置を開発して起業した。プロジェ

クトに際しては、パリ・サクレー大学の学生クラスターより 2015 年～ 2016 年にかけて

合計 1 万 3,000 ユーロの支援を得ている。また 2016 年のパリサクレーチャレンジコンテ

ストで入賞し、1 週間に亘るシリコンバレーでの研修資格を得た。同 2016 年、イルドフ

ランス地方のコンテストで入賞し、ステーション F の 6 か月インキュベーション資格を

得て現在に至る。当初は 5 名のメンバーでスタートしたが、プロジェクト途中で 2 名は

他の道を行くことになった。

彼らの起業は学業中で会社設立登記前であったために、技術移転促進機関（SATT）の

支援を得ることができなかったが、学生クラスター PEIPS やイルドフランス地方からの

336　 FIE とは、Institut d’optique Graduate School の起業家・イノベーションコースである。 同コースでは、2 年のマスター課程の終了時にスター

トアップを実際に立ち上げることを目的としている。 　教師やコーチ、 メンターにつき、 起業家とスタートアップの立上げについて、 顧客、 市場

の分析、プロトタイプ製作、ファンドを得る方法、ビジネスモデル構築などのアプローチを習得する。 同校では施設内に 37 の企業とスタートアッ

プが入っており企業との協業 ・連携が可能。 プロトタイプ製作に必要なファブラブも完備している。
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援助、国立認証学生起業家（SNEE）制度や研究費税額控除（CIR）を最大限に活用して

起業に至った。起業に際しては、ワイン生産者や検査研究室のエキスパートの支援も得

ている。起業メンバーへのインタビューでは FIE 課程履修当初から起業を目指しており、

起業以外の選択肢はなかったとのことで、彼らにとっては実に自然な選択であったことが

感じられた。なお、同じ学校の FIE コースを履修して起業したスタートアップは 15 件で

ある。成功している会社としては、映画アバター 2 と 3 にジェームズ・キャメロン（James 
Cameron）監督により採用されたステレオラブ（STEREOLABS）社などがある。

2）大学発スタートアップ 2： RHEONOVA 社（起業レベル：シード期～シリーズ A）

RHEONOVA 社は、SATT リンクシウム社の母体であるインキュベーターのグレイン

（Grenoble Alpes Incubation: Grain) においてシーズである慢性呼吸器疾病の患者向け診

断機器を持ち込み起業した会社で、同社の診断機器は生体中液体の粘性を測るのに優れて

いる。肺等呼吸器疾患の患者は疾病の初期段階で生体中液の粘性に特性が現れることに着

目し開発に至った。公害がある地域がポテンシャル市場と考えられている（中国、米国、

EU など）。

CEO のパタラン（Jérémy Patarin）氏はグルノーブル工科大学において、物理学（流

体力学）を専攻し博士号を取得した人物である。2013 年に上記グレインのインキュベー

ションの登録を行い、2014 年に 5 名で起業した。2015 年に特許を取得した後、2017 年

の i-LAB 全国コンクールで受賞し補助金受領資格を得ている。2017 年時点で、従業員は

10 名となっている。今後臨床試験を経て、CE マーク、FDA をとり、2 年後の上場を目

指している。資金面ではスタートアップに厚い優遇財政と（アメリカのように少数に多額

が集中する方式ではない）フランスの少額の浅く広いファンディングが自分たちのような

スタートアップの創業時には大いに助けになるとのコメントを聞いた。特に印象的だった

社員のコメントが、給与は少なめであるが、若いうちに大企業の研究室では経験できない

様々なビジネス領域を経験できること、活気のある職場が就職の決断の決め手となったと

の発言であった。

シーズ醸成は UGA と CNRS との協業の下で進められ、最初の臨床試験段階ではグル

ノーブル・アルプ大学病院の協力を仰いでいる。製品プロト機の評価に必要な臨床段階の

サポートを COMUE 内の CNRS や大学病院が果たしており、この橋渡しには SATT（途

中まで前身であるインキュベーターのグレイン）や COMUE が機能していると考えられ

る。

CNRS や CEA のように自前の大規模な技術移転機関を持たない大学では SATT や

COMUE の果たす役割は大きいといえる。また高等教育・研究・イノベーション省

（MESRI）および各高等教育機関は、起業と雇用の創出を加速させるべく、SATT によら

ず起業件数を増やす努力を、ペピットなどの学生クラスターの設置や起業のための履修課

程の新設を通じて行っている。

7.4.3　事例 (3) － 競争力拠点・公的インキュベーター等による地元振興

地元振興スタートアップ： GENFIT 社
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GENFIT 社は現在職員 4,000 名規模の企業に成長し、ナスダック市場に 8 億ドルの価

値で上場しているリールの競争力拠点ユーラサンテで育った最も古いスタートアップの一

つである（本社：ルース市・オードフランス地方）。非アルコール性脂肪肝炎（NASH）337

の治療方法・薬を開発している。2014 年 2 月にアメリカの食品医薬品局 FDA のファスト・

トラック指定（優先承認審査制度）を、56 か所のクリニック（フランス、ベルギー、オ

ランダ、イタリア、英国、ドイツ、スペイン、ルーマニア）における NASH 患者へのエ

ラフィブラノール（Elafibranor）薬のフェーズⅡ b の臨床試験の際に得た。米国肝臓学

会議（AASLD）のオープニング講演に選ばれるなど注目を浴びている。Elafibranor 薬

は 2017 年時点で臨床試験のⅢ段階である。

1999 年 9 月当時リールのパスツール研究所・国立保健医学研究所・リール大学のア

テローム性動脈硬化症部門のダイレクターであり、リール第二大学科学会議議長であっ

たフルシャール（Jean-Charles Fruchart）氏（1999 年～ 2008 年における GENFIT 社

の President/ 共同設立者）とムニイ（Jean-Francois Mouney）氏（Chairman 兼　現

CEO）が共同で設立した。

GENFIT 社はプロジェクト当初より地元リール市のユーラサンテの全面的支援を得て

設立された会社である。パリ所在のリスクキャピタルの投資を仰ぐのが業界の通例であっ

た設立当時、金融機関の支持を得るのに苦労があったものの、1999 年末に金融機関の

クレディ・ミューチュエル（Credit Mutuel）の信頼を、そして UCB-Pharma, Aventis, 
Sanofi-Synthelabo, Lipha-Merck など大手製薬会社 4 社と複数年にわたる投資を保証す

る契約を結ぶことに成功した。設立後間もない 2000 年 6 月には、当時の金額で資本は

1000 万フラン～ 1300 万フランに達し、Pierre Fabre, Servier, LFB、Fournier、興和

の 5 社とも契約を結んだ。GENFIT 社は研究成果の技術とノウハウを製薬業界に移管す

ることに軸足を置いており、当時の雇用担当相であった社会党の重鎮オブリー（Martine 
Aubry）氏の強い支援を受けることができた。

2008 年数か月にわたる経営上の確執ののち、共同設立者であり科学技術アドバイザー

であったフルシャール氏は同社の経営陣より去っている。フルシャール氏はレジオン・ド

ヌール勲章はじめ様々な賞を受賞した有名な人物で、1999 年 7 月のアレグル法施行当時

は 54 歳で定年退職前であった。起業を試行している間も公務員としての身分を保証し、

年金受給資格に問題を残さないアレグル法の施行は、同氏の起業への決断の背中を押した

と考えられる。

経済利益共同体（GIE）338 ユーラサンテ（Eurasanté）
ユーラサンテは、インキュベーター（認可 1999 年）および栄養・保健・長寿（NSL）

分野に関する競争力拠点（2005 年）の両方でフランス政府に認可されているバイオライ

フパークであり、経済利益共同体（GIE）の法人格を持つ。リール市および南隣のルース

市（オードフランス地方・旧名ノール・パ・ド・カレ）に位置し、リール大学病院の周辺

337　脂肪肝の程度が進むと肝臓に炎症が起こる場合がある。 肝臓に炎症が起こり、 肝細胞が急激に壊されて機能しなかったり脂肪化が進んだりし

ている状態を 「脂肪性肝炎」 といい、肝硬変の前段階とされている。 肥満や糖尿病を原因とする非アルコール性脂肪肝の一部は、「非アルコー

ル性脂肪肝炎 （NASH 〔ナッシュ〕）」 と呼ばれている。
338　経済利益共同体 （Groupement d’intérêt économique: GIE） とは、 株式会社と組合の間に位置する法人格である。 加盟メンバー企業は各

社のアイデンディティーを保ちつつ、 経済活動の発展 ・ 改善の為共同で経済活動を営むことができる。 GIE の社員はメンバーである複数の企

業での仕事に従事することができる。
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に集まるヨーロッパでも最大規模の大学医療キャンパスの中に立地している。バイオパー

ク内に進出している企業数は約 1,000 社、関連従業員は 2 万 7,500 人である。ヘルス用

途の特殊繊維、医療・病院関連機器、食物と健康に関する企業活動を主軸とする企業が多

い。パーク内の病院施設は神経変性疾患、心臓・代謝疾患、脳神経外科、癌、感染症・炎

症性疾患、アルツハイマー、小児科、ゲノム研究所、輸血センターといった医療に関する

あらゆる施設がそろっている。高等教育としては 2 万人の学生が在籍する。医科大学で

はフランス 2 番目（学生数 1 万 1,000 人）、薬学ではフランス 3 番目（2,200 人）、19 の

エンジニアリング学校がある。

パークの所在するリール市地域圏は公的資金と共に重要である、様々な民間シードファ

ンディング機関や個人投資家が多数存在するフランスでも稀な地域でもある。今日のユー

ラサンテは 21 年の実績をもつライフサイエンスに関する経済パークであり、公的研究機

関のスピンアウトやアーリー期の起業を支援し、この地方に付加価値を与え、雇用を創出

することをその使命としている。

ユーラサンテの強みは、過去の支援実績を通じた業界の様々な知見・潜在市場の把握と

関連情報の提供、そして患者集団・民間医療・バイオ関連企業へのアクセスである。技術

移転促進機関（SATT）からも案件を受け入れ、ライフ関連のスタートアップが必要とす

る長い支援期間をカバーしている。地理的優位性を生かして今後、Brexit で混沌しつつ

ある欧州の中において主導的な役割を果たしていくべく活動している。2017 年時点で 40
件のスタートアップを支援しており、過去起業した実績は 170 件である。
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コラム 3.　リール市地域圏について
リール市は人口400万人の町で、地理的にはフランスとベルギーとの国境に位置する。リー

ル市が位置するノール・パ・ド・カレ地方はフランドルとも呼ばれ、北西ヨーロッパの中で

はドイツのルール鉱脈の次に規模の大きい炭田鉱脈が存在し、19 世紀後半石炭の産出によっ

て豊かになった。フランスで最初に繊維工業が発祥した土地でもある。1970 年代以降石炭

産業の衰退とともに深刻な経済の停滞・貧困を経験し、石炭・繊維に代わるものとして自動

車産業の誘致が行われ、産業構造の転換が図られている。

こういった経済苦境の下、同地方では神経変性疾患、心臓・代謝疾患、癌といった疾患の

罹患率がフランス全国平均より高い傾向にあった。同地方の輸血センターは全国一の規模を

誇り、1990 年代前半当時のリール大学病院長とリール市長との間で、地域の輸血センター

を母体としリール都市圏の住民を患者集団（コホート）とした、リールをライフ・健康分野

の技術移転の拠点、かつ研究の担い手として開発する構想が生まれた。本日のユーラサンテ

の前身となるユーラサンテ組合が 1994 年に地元ノール・パ・ド・カレ地方、リール市、ルー

ス市、大学、金融機関の間で結成された。ユーラサンテはリール市民の血によってできた競

争力拠点といえる。
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以上見たように競争力拠点やエージェント、フレンチテック拠点等はスタートアップを

育成し、中小企業へ脱皮することをサポートしている。各地方は支援策を講じ、一度は魅

力を失った企業活動の地としての優位性を取り戻すべく企業と雇用の創出に邁進してお

り、しばしば地方の支援策や機関のパフォーマンスは政府の支援機関とバッティング或い

は凌駕する場合もあるほどである。特にデジタル分野の競争力拠点はスタートアップ数が

増加傾向にあり、ライフ・健康分野の起業に関しては長期間の支援が行われている。

他方、競争力拠点等への国の競争的資金経由の補助は年々減少傾向にある。現状では、

競争力拠点は増える会員企業へのサポートと、競争力拠点の本来の役割である地域経済の

振興と活性化の両立という難しい舵取りを迫られている。

フランスの産業構造は 7.1 で見たように、特に隣国のドイツなどに比べ中規模企業の数

はテコ入れが必要である。というのも、地域に根付く中企業には、地域に活力を生む存在

として期待が寄せられているからである。

スタートアップがスケールアップする際には、人事、財務など含め経営の次元が異なる

ため、その転換をスタートアップ経営者単独で図ろうとするのは困難が伴う。スタートアッ

プが中企業に脱皮していくには何らかの支援の増強が必要であると思われる。これは、ス

タートアップ生存率に直結する問題でもある。

7.5　フランスの起業環境と施策の特徴

7.5.1　国の資金を投入した国家レベルでの起業支援
7.1 で見たとおり、スタートアップ育成を通じて社会課題の解決を目指すことは、フラ

ンスにとって極めて優先度が高い。「将来への投資」施策（PIA）だけをみても起業支援

の投資額は約 11 億ユーロとなっており、政府は公的研究機関・高等教育機関のあらゆる

階層でのスタートアップの出生を促進し数の増加を目指している。

組織的支援の主な特徴は、制度の概要で見てきたように、1）アレグル法を通じて国の

研究者、技術者の身分を一定期間保障することにより起業しやすくしていること、2）国

の研究機関が起業そのものに財政的組織的に関与して市場に製品を送り出す事業を行って

いること、3）国の研究機関・高等教育機関の任期制・非任期制を問わず施策の徹底を図っ

ていることである。

1）においては、大学・研究機関の研究者がその身分を保持しつつ、共同経営者、技術

アドバイザー等として起業した会社に一定期間従事することが可能であり、研究者、技術

者の起業意識を高めていると考えられる。起業件数は年平均 100 件程度と数こそ多くな

いが、一種シンボル的に牽引している面もある。2）は、原子力・代替エネルギー庁（CEA）

に見られるように、その研究者、技術者が開発した技術に財政的な出資を行いつつ、原子

力・代替エネルギー庁技術部（CEA Tech）が組織的に起業支援を行う仕組みであり、自

らの技術を市場まで送り出す機能を果たしている。3）では、2014 年以降の「将来への投資」

施策（PIA）の資金を投じた技術移転促進機関（SATT）や学生クラスター、国立認証学

生起業家（SNEE）制度等を通じ、これまで技術移転機関の支援が行き届かなかった高等

教育機関全体を含めた施策の徹底に効果を発揮し、画期的な意識改革をもたらしている。

近年、フランス政府には社会経済問題克服が喫緊の課題として立ちはだかっており、この
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解決に向け、支援する年齢層を下げて裾野を広げ、より多くの技術移転を促進することに

ウェイトを置いている。

起業環境については、国の制度でありながら、アレグル法をベースとした支援制度にお

ける給与待遇面に見られるように、申告や交渉等によって非常に柔軟な運用が行われてい

る。また SATT と競争力拠点やフレンチテックなど各支援の役割分担がそれほど明確に

なっていないことが逆に功を奏して、制度間のフレキシビリティが大きい。現場の人間の

裁量に任されている部分も多分にある。このようにスタートアップ支援の内容は、それぞ

れのリスクの許容度に応じて提供されている。

同じく環境整備という点では、今後起業をより加速していくために労働法など現在のフ

ランスの労使をめぐる環境の改革が必要であり、マクロン政権の今後の手腕が問われると

ころである。

7.5.2　多種多様な支援制度や支援機関を起業家自らが取捨選択する環境
本章冒頭の 7.1.1 で述べたとおり、政府の試行錯誤の努力の結果、年代によって設立さ

れた多くの技術移転支援関連の機関がフランス国内に混在する状況になっており、起業家

はその中から適宜自らの起業に合致するものを取捨選択しなければならない。

アレグル法導入直後から設置の始まったインキュベーターをはじめとして、競争力拠点

や、地域および EU の助成金によって運営されているエージェント、各大学や高等教育

機関が独自にもつ技術移転促進やアクセラレーター、「将来への投資」施策（PIA）によっ

て導入された技術移転機関など、関係者からは「ミルフィーユ」とも「地層」とも揶揄さ

れるほど制度の構造が分かりにくい。

しかし誤解を恐れずにいえば、既存の機関を廃止して新規に機関を設置することは、意

見交換によるコンセンサスが不可欠なフランスにおいては難事業であることは想像に難く

なく、既存のものを放置したまま、国の意志を反映した新規機関を設置する手法はフラン

スでは過去にも例のあることである。結果として複数の様々な技術移転機関が一つの案件

に関わる今日の状況が醸成され、サポート機関を探すスタートアップ側にとっても、ライ

センス収入を糧とする技術支援機関、公的機関側にとっても、理想的な状態とは言い難い。

7.3.2.1 で触れたように、今後はより実践面を重視した手直しが行われる可能性があると

考えられる。

7.5.3　若い世代を中心に自己実現の手段としての起業
前述のようにフランスのスタートアップ支援は、政府の積極的な政策の表れである。興

味深いのは、そのような政府の政策に載って自主的に起業していく人々が増えてきている

点である。

グランゼコールの一つポリテクニークの学生の 2017 年のアンケート回答では、学生

の 15% が何らかの形でスタートアップでの就業を希望しているとの結果も示されている。

同校の若者は大企業の問題を直視し、それへのソリューション提起を志向し、縦社会でな

いビジネス現場で、社会・健康にインパクトを及ぼすようなビジネスを実現し、自らの手

で雇用を作り出したいという要望があるとのことである。

本章では、CNRS や CEA など大型公的機関だけでなく、大学や、共同研究室や病院等

にも技術移転支援サポートが行き届くように、SATT が導入され、若い世代への支援とし



166

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援166

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

て、学生による起業を促すため、ペピットや SNEE 制度も導入され、財政面、教育面、

地域起業家との連携面、起業へのサポート面など包括的な支援が実施されている点を確認

した。このように若い世代を中心に起業が将来の自己実現の一手段として活用されてきて

いる。

最近の SOFRE 社 339 の起業家へのアンケート結果によると、今日、起業家のバックグラ

ウンドは多様で、平均年齢が 35 歳でその約 9 割をしめる高学歴のスタートアッパーの動

機は金銭的なものではなく、仕事における自己裁量という自由の獲得であった。また別の

アンケート調査によると、これらスタートアッパーの求めるものは、自分達の生活の質の

向上であり自己実現であった。

7.6　おわりに
事例でとりあげたアテローム性動脈硬化症へのケアや大気汚染による呼吸器疾患の診断

機器などは現代社会での諸問題に対応するシーズである。また紙面の都合で取り上げな

かったが、トンネル・橋梁のような大規模インフラを定点観測しつつ老朽化による突然の

崩壊を事前探知できるようなセンサーと駆動ソフトウェアの開発といった正に先進諸国の

抱える社会問題解決に対応したシーズも見受けられた。

セーフティーネットとしてのアレグル法だが、精神的ハードルを低くするのには効果は

あるようだが、失敗した場合の評判という点ではやはりフランスの社会はまだまだ失敗許

容社会ではなく、年齢が上がるほど起業はより周到に行われる傾向はあるようだ。

欧州の一員であるフランスで国や個人が目指すスタートアップのゴールは、大局的には

雇用の改善や国と各地域の経済の活性化、個人の才能の開花による自己実現と推察する。

339　フランスの調査会社。2016 年より Kantar TNS に社名変更。
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8.　中国【事例調査】

8.1　はじめに
時代は第四次産業革命の前夜に入り、主要国では次世代産業技術推進策が次々と打ち出

されている。各々の政策において、既存企業の製造技術の高度化が進められる一方で、新

しい産業、新ビジネスモデルが創出され、技術力の高いスタートアップが急成長していく

ことに対する期待も高まっている。

こうした流れの中で、中国は最近の急激な発展により、スタートアップへの投資額が米

国と肩を並べ 340、ユニコーン数は米国に次いで世界 2 位 341 となり、起業活動が最も活発な

国となった。大学、地方行政および大手企業が設置するコワーキング ･スペース、メーカー

ズ・コーヒー 342 において、新しいビジネスを興そうとする若者たちの姿、起業を話題にす

るテレビニュースや新聞紙はどこでも見ることのできる馴染ある光景になっている。

中国のスタートアップは、従来の大学研究成果の橋渡しの延長線にあるものもあれば、

民間の力で自然発生したり、帰国留学生が優遇政策や民間資本を最大限活用しているもの

もあったりと様々である。また、スタートアップのタイプやビジネスモデルは地域ごとに

産業集積が異なり、大学や国立研究機関の強い分野も違うため、百花繚乱の様相を呈して

いる。

このように、起業の状態や環境が多様で、かつ非常に速いスピードで変化している中国

の全体像を正確に掴むことは極めて困難である。そこで本章は事例調査として、清華大学

と深圳の 2 つの事例を説明することを通じて「スタートアップ大国」として台頭する中

国のダイナミズムの一端を描き出すことを目的にしている。この 2 つの事例を取り上げ

るのは、それらが中国政府によってベスト・プラクティスとして認められている興味深い

事例だけだからでなく、その仕組みや特徴を知ることで、中国のスタートアップの現状を

よりよく理解することができると確信するからに他ならない。

8.2 大学によるスタートアップ支援の事例としての清華大学
中国国務院は 2016 年 4 月に、清華大学、上海交通大学、南京大学、および四川大学の

4 つの大学を第一期スタートアップ支援モデル大学に指定した。現在、これら大学の優れ

た経験を他の大学に普及しようとしている。本節ではまず、序論として中国の大学の傘下

企業が生まれた歴史背景と現状を概説した上で、清華大学傘下の啓迪控股（TUSHOLD-
INGS）に重点を置きながら、代表的な傘下企業のガバナンス体制およびスタートアップ

支援の 3 つの在り方について説明を行う。

8.2.1 中国大学の傘下企業の背景と現状
1980 年代以降、中国の大学では以下の 4 つの状況を背景に、教育機能、研究機能に加

340　http://jbpress.ismedia.jp/articles/-/50572
341　http://fortune.com/unicorns/
342　モノづくりをする人々、クリエイターのためのコーヒースタンドで、コワーキング・スペースの一種である。
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えて、研究成果の産業への橋渡し機能が自然発生的に生じ、大学企業 343 の形で主として経

済活動が行われていた。

	独自の財源の開拓が必要になったこと

	国家主導のハイテク産業創出推進政策が大学の市場への参入チャンスを生んだこと

	大学が保有する技術に対する市場価値の評価が増したこと

	企業の研究開発能力が不足していたこと

初期の段階では、大学は公的機関でありながら企業の経営に直接参加し、大学の財源を

確保していた。しかし、こうした活動が結果的に国の市場経済改革を攪乱する行為と見な

され、2001 年に中国国務院は「北京大学・清華大学の校弁企業の管理体制を規範する通知」

を発表し、両大学の経営権を大学から分離させた。この通知はその後全国の大学にも適用

されることとなった。

この政策により、北京大学と清華大学の両大学が擁する傘下企業の成長は一時的に鈍化

したものの、傘下企業を管理する大学資産管理会社が設置されたことで、これら企業の活

動は再開された。現在、大学傘下企業の経営権は大学から分離されているとはいえ、大学

の財源に関わる問題でもあるため、傘下企業と大学管理層の間は初期の段階と同様に密接

なコミュニケーションが図られていると容易に推察される。

中国の大学傘下企業の規模を見てみると、2013 年末までで全国 552 の大学が 5,279 の

傘下企業を有し、傘下企業資産総額は 3,538 億元 344 に達している 345。そのうち北京大学と

清華大学の傘下企業の資産総額は、それぞれ 1,176 億元と 971 億元で、これは全体の 6
割以上を占め、大学間の資産格差が大きいことが分かる。北京大学と清華大学以外の大学

の資産状況に関する公開データはないが、図表 1 では資産規模を把握するために、15 の

大学が所持している上場会社の株総額を整理して示した。これで見ると、北京大学や清華

大学の資産額は桁違いに大きいことが分かる。

図表 1 の大学が所有する会社は研究成果の橋渡しだけではなく、出版や不動産業など

にも進出している。先述のとおり、2016年 4月に中国国務院は、研究成果の橋渡しやスター

トアップ支援が最も成果を上げている清華大学、南京大学、四川大学、および上海交通大

学（図表 1 において★で表示）を第一期モデル大学に指定した。8.2.2 ではそのうち最も

資産規模の大きい清華大学を事例として取り上げ、そのガバナンス体制と代表傘下企業の

説明を行った上で、啓迪控股（TUSHOLDINGS）を中核とするスタートアップ支援の 3
つの在り方について言及したい。

343　 大学企業とは、 大学は直接出資することによって設立された企業を指す。 初期の段階では、 大学側の責任者が企業の経営に直接関わること

が多かった。
344　 2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 人民元＝ 17 円となっている。
345　 中国教育部統計： https://xw.qq.com/mil/20150102009892/EDU2015010200989203
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図表 1　中国の大学の所持する上場企業の株総額
大学名 所持株総額

北京大学 290.57 億元

★清華大学 182.80 億元

ハルピン工業大学 71.55 億元

東北大学 40.37 億元

復旦大学 16.44 億元

中南大学 12.73 億元

★南京大学 9.49 億元

★四川大学 7.29 億元

山東大学 4.88 億元

上海外国語大学 1.70 億元

南京理工大学 0.94 億元

★上海交通大学 0.89 億元

西北農林科技大学 0.60 億元

安徽理工大学 0.17 億元

長安大学 0.11 億元

出典：東方財富 Choice 数据のデータ 346 をもとに CRDS で作成

8.2.2　清華大学傘下企業のガバナンスおよび代表企業
清華大学は中国教育部が所管し、北京大学と併せて中国大学の「双雄」と呼ばれる大学

である。2018 年世界大学ランキング（World University Rankings 2018）を見ると、清

華大学は 30 位で、アジアではシンガポール国立大学、北京大学に次いで第 3 位である。

清華大学は 1980 年代から直営の企業を数々立ち上げたが、2000 年初頭、国の政策に

より清華控股（TSINGHUA HOLDINGS）を設立し、散らばっていた傘下企業を図表 2
のように総括した。清華大学は清華控股の株式 100％と CEO の任命権を有するが、運営

管理には直接関わらない。清華控股の傘下企業は大きく、サイエンス・パーク運営管理企

業、ハイテク企業、投資企業の 3 つに分けられる。

サイエンス・パーク運営管理企業の啓迪控股（TUSHOLDINGS）は清華控股傘下の最

大企業である。啓迪控股は、大学と産業、地方行政の間に介在し、大学の研究成果の橋渡

しやスタートアップ支援の中核を担い、新企業を生み出す重要な組織である。

ハイテク企業では、半導体チップ、環境エネルギー、ライフ ･ヘルス分野にフォーカスし、

モバイル端末用 CPU チップ、メモリチップを供給している紫光集団（TSINGHUA UNI-
GROUP）、富士通のように電子情報製品、情報システム技術が強い清華同方（TSINGHUA 
TONGFANG）、原子力発電所を建設する中核能源（CHINERGY）、バイオチップを作る

博奥生物（CAPTALBIO）等が有名である。

346　上海と深圳の証券取引場に上場した 26 社（大学傘下企業）の株を所持している 15 の大学をリストアップした（2016 年 11 月 25 日

時点のデータ）。
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2012 年に清華控股の CEO に就任した徐井宏氏による改革の一環で、投資企業として

の清控資産管理集団（TSINGHUA ASSET MANAGEMENT）が設置され、清華大学系

企業の成長や外部企業の買収などが行われている。

2015 年の財務データによると、清華控股は 52 社の株式を所持し、そのうち 25 社の 
株所有比率が 50％を超えている。清華控股の子会社には大規模なグループ企業が多く、例

えば最大の子会社である啓迪控股（TUSHOLDINGS）の傘下には 800 社以上が存在して

いる。清華大学の収益を見てみると、傘下会社から株式の配当収益が 15.14 億元、企業か

らの委託研究額が 15.9 億元、技術譲渡金およびライセンシング料が 5 億元、寄付金収益 347 

が 5 億元となっている。

図表 2　清華大学と傘下企業の関係性を示した組織構造図

出典：清華大学、清華控股の HP をもとに CRDS で作成

347　寄付金の多くは、清華大学系企業およびビジネスで成功した卒業生からのものである。

中国教育部 

清華大学 

清華控股（株式 100％所有） 

TSINGHUA HOLDINGS 

清華同方 

（株式 25％所有） 

紫光集団 

（株式 51％所有） 

啓迪控股 

（株式 45％所有） 
清控資産管理集団 

（株式 45％所有） 

投資信託： 諾徳基金 

M&A 向けファンド：   金信資本 

産業投資ファンド：  清石資本 

中小企業投資ファンド：清控銀杏 

早期･中期 VC：    紫荆資本 

金融コンサルティング：清控三聯 

財務ガバナンス：   清控財務 

金融教育：  道口財富 

そのた 

中核能源 

博奥生物 

啓迪桑徳 

ハイテク企業 大学サイエンス・パーク運営企業 投資企業 

その他 

清控創業投資有限公司 
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8.2.2.1.　啓迪控股（TUSHOLDINGS）
1994 年設立の啓迪控股（TUSHOLDINGS）は中国の科学技術サービス企業 348 を代表

する大企業である。世界最大のサイエンス・パーク群を運営し、中国各地に 300 以上の

インキュベーション・センターを有し、資産総額は 2,000 億元（2018 年 2 月）を超える

清華大学系最大の企業である。啓迪控股の株式の 45% は清華控股が保有し、傘下には 12
の上場企業と 800 以上の非上場企業を擁する。啓迪控股はもともと、清華大学の研究成

果を産業界へ橋渡しする目的で設立された技術移転機関だが、現在ではスタートアップ支

援においても中核的な役割を担っている。

計画経済で生産活動が指導されていた時代、大学は人材育成、国立研究機関は技術開発、

企業は生産と分業が実現されていたため、企業の研究開発能力は全体的に弱かった。研究

成果を橋渡しする場合、研究人材も同時にスピンオフしなければ、技術シーズは企業で発

展することなく死んでしまうリスクが高かった。

現在、清華大学で開発された半導体加工設備や OLED のような最先端技術を関連の地

域産業クラスターにスピンオフする際、研究人材も一緒に動けるような体制も整えるため

に彼らの家族に対し快適な生活を保証することまで考えなければならない。そのため啓迪

控股は、全国各地のサイエンス・パークの環境整備だけでなく、居住施設、商業施設、娯

楽施設、保育園、幼稚園、小中学校、および病院の設立までも対応している。また、研究

成果の橋渡しやスタートアップの支援のみを行うのではなく、環境保護、スマートシティ、

クリーンエネルギー、医療健康、教育、文化 ･エンターテインメント等の事業にも力を入

れ、高水準なハイテク産業クラスターの提供を目指している。

啓迪控股自身もエンジェル・ファンド、VC ファンド、PE ファンドを有し、清華大学

内外のチームや会社に投資している。啓迪控股は現在、100 億元の投資ファンドを管理し

ているが、将来的には金額が 300 億元の M&A 用の PE ファンドを設立する計画があるよ

うである。

8.2.2.2.　紫光集団（TSINGHUA UNIGROUP）
紫光集団（TSINGHUA UNIGROUP）は、その株式を清華控股が 51%、民間企業健坤

集団が 49％保有する資産総額 371 億元の国有会社である 349。現在は傘下に、半導体チッ

プを生産する紫光展鋭（SPREADTRUM）、紫光国芯（UNIGROUP GUOXIN）および

Yangtze Memory Technologies Co.（YMTC)、並びに、クラウド ･コンピューティング＆

クラウド ･ ストレージ・サービスを提供する紫光股份（UNIS）、新華三集団（H3C）お

よび紫光西部数据（UNIS WDC）の計 6 社を擁し、世界から最も注目されている半導体

会社といえよう。

傘下企業の一つである紫光展鋭は、モバイルチップの世界市場で第 3 位のシェアを誇り、

ナスダック上場企業の展訊と鋭迪科（RDA Microelectronics）を統合してできた会社であ

る。現在はサムスン（Samsung）、HTC、華為、レノボ等 1,300 社にモバイルチップを提

供し、2015 年の出荷量は 7 億枚となっている。

348　科学技術サービス企業は日本語には馴染みのない用語であるが、中国では、産学研連携を軸にして、研究成果の橋渡しの促進やスター

トアップ企業支援など、政府の支援業務を事業化した企業を意味する。
349　http://www.thunis.com/drupal/sites/default/files/2017-016.pdf
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同じく傘下企業の紫光国芯（UNIGROUP GUOXIN）は IC カードや FPGA350 などを

開発 ･ 生産する会社であり、年間 10 億枚を産業界に供給している。YMTC は国の戦略的

新興産業方針に基づき、紫光集団、国家集積回路産業基金、湖北省科学技術投資基金に

よって武漢で作られたメモリカードの会社である。工場の投資総額は 240 億米国ドル 351 

（以下「ドル」と略す）に達し、2020 年に年間出荷量 360 万枚、売上高が 100 億ドルを

目指している。

紫光股份（UNIS）は情報システム、ストレージ・サーバーなどハードウェアを中心に

提供する会社であるのに対し、新華三集団（H3C）は米国 HP 社から株式 51% を買収し

た HP 社との合資会社で、産業にクラウド ･ コンピューティング＆クラウド ･ ストレー

ジなどのソリューションを提供している。紫光西部数据社は 2016 年に紫光集団と米国

Western Digital 社が共同で 3 億ドルを出資してできた合弁会社で、最先端のクラウド ･

ストレージ・システムを提供している。

紫光集団は半導体チップとクラウド ･ストレージ技術にフォーカスし、自社開発、共同

出資や買収によって技術力を強化し、地方政府、民間企業および外国企業との協力や連携

を柔軟に行っている。同社は、売上高が 5 年後に 1,000 億元を超え、モバイルチップの

世界シェアで第 1 位になることを目指している。

8.2.2.3.　清華同方（TSINGHUA TONGFANG）
清華同方は 1997 年に清華大学が直接に出資し設立した PC メーカーで、清華控股の傘

下企業である。2016 年時点で資産総額が 563 億元、売上高が 271 億元となっている。清

華同方の株式は、清華控股が 25%、紫光集団が 2.3% 保有している。

清華同方は傘下に 8 社の上場企業と 6 つの非上場企業を抱え、清華大学系の巨大グルー

プ企業の一つである。清華同方は初期の頃は PC の組み立て、液晶テレビや液晶ディスプ

レイの製造を行っていた。現在は中国国内でレノボに次いで第 2 位の PC メーカーとなっ

ている。PC 関連業務に加えて、自社の ICT システム技術によって、スマートシティ、照

明プロジェクト、環境保護、省エネ、健康医療、金融保険業など、事業の多角化を図って

いる。

8.2.2.4.　清控資産管理集団（TSINGHUA ASSET MANAGEMENT）
2012 年に清華控股の CEO に就任した徐井宏氏の主導により、従来のハイテク企業、

サイエンス・パーク業務に加えて、投資業務が新しい軸として設けられ、清控資産管理集

団（TSINGHUA ASSET MANAGEMENT）が新設された。その狙いは投資による事業

の急成長にあった。VC ファンド、産業投資ファンド 352、PE ファンド、メザニンファンド

（Mezzanine fund）、M ＆ A ファンド、ファンド・オブ・ファンズ（FoF）など 30 余りのファ

ンドが設置され、全体で 700 億元の資金規模に達した。

350　製造後に購入者や設計者が構成を設定できる集積回路であり、広義には PLD（プログラマブルロジックデバイス）の一種である。
351　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 米国ドル＝ 111 円となっている。
352　欧米では VC の一種として位置づけられているが、中国では特に投資することによって企業の構造改革を狙う VC ファンドを産業投

資ファンドと称す。
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8.2.3　清華大学のスタートアップ支援の 3 タイプと事例
清華大学は 30 年に亘って研究成果を橋渡しするシステムを整備してきた。橋渡しの一

部はスタートアップ支援と関連するものであり、以下の 3 つのタイプに分けられる。

	研究開発型スタートアップの支援

	学内の社会課題型スタートアップの支援

	外部のアイデア ･技術に対するスタートアップ支援。

以下では、これらタイプについて、その仕組みと成功事例を見てみたい。

8.2.3.1.　研究開発型スタートアップの支援
清華大学は国の重大な需要や地域経済の振興に資するハイテク技術について、このタイ

プで起業を支援する場合が多い。これはいわゆる「ハイテック ･プッシュ型」と呼ぶこと

ができ、その特徴は、技術の研究開発の周期が長く、チームメンバーも多く、投資資金の

規模が大きい点にある。清華大学、清華控股および地方国有企業、地方政府が共同で投資

し、清華大学は研究チームを、清華控股（または傘下グループ企業）および地方国有企業

は投資資金を、地方政府は工場用地と資金を提供する。清華控股傘下のグループ企業が清

華大学や地方政府に直接協力する場合もあるが、ただし、大学側の技術の成熟度が低かっ

たり、地方政府からの投資が芳しくなかったり、人材誘致のための生活環境が整っていな

かったりする場合は、基本的には啓迪控股が技術開発の場や研究開発者の生活環境等を提

供し、大学、地方政府、地方国有企業間の繋ぎ役として重要な役割を果たしている。啓迪

控股が介在するスタートアップ支援は以下の段階を踏んでいる。

① 全国に散在しているサイエンス・パークやオフィスを通じて、地方政府、地方

国有企業および民間企業のニーズを吸収し、清華大学の既存技術とマッチング

させる。

② マッチングが成功したら、清華大学、清華控股や地方国有企業が費用負担する

形で、大学で結成された開発チームが試作品を作る 353。

③ 試作品が完成すると、会社は研究チーム全員とともにスピンオフして地方にあ

る啓迪控股のインキュベーション・センターに入居する。この時点で、会社は

法人登記される。同センターにおいて量産技術の開発に従事する。

④ 量産技術の開発の目途がついたら、清華控股や地方政府、また地方国有企業が

共同で出資し、工場の建設に着手する。会社が清華控股傘下になるか、或いは

地方政府や地方国有企業傘下になるのかについては、各出資側の出資額によっ

て決められる。

⑤ 工場が完備されると、インキュベーション・センターに入居しているメンバー

が工場に移り、さらに求人を募集して会社の規模拡大に努める。

353　どちら側が管理権を握るかについて議論され、将来的に管理権を握る主体が試作品費用を負担する場合が多い。例えば、清華大学

が国のニーズに合わせてハイテク企業を作る場合、清華大学又は清華控股は試作品費用を負担する。地方政府の要望で地方産業を振

興する場合、主に地方国有企業が試作品費用を負担する。
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事例：維信諾社（Visionox）
維信諾社（Visionox）は、邱勇院士（現大学総長）が 1996 年に実施した「次世代ディ

スプレイ技術 OLED 研究プロジェクト」の結果で設立されたハイテク企業である。2001
年に当該研究プロジェクトの成果を研究者らがスピンオフし、北京で維信諾科学技術有限

公司を作り、2002 年に OLED の試作品の研究開発に成功した。ただし、北京の周辺では

大きな工場用地がなく、地方都市に工場を作らなければならない。そのため、2003 年に

研究チームの主要メンバーが江蘇省昆山市にある啓迪控股のインキュベーション・セン

ターに入居して、OLED ディスプレイの量産技術の開発を開始した。量産技術の目途が

ついた 2006 年頃に、昆山市の国有会社、清華控股の傘下の華控技術移転有限公司（TLO）

および他の 2 社による共同出資を受けて、崑山維信諾科学技術有限公司を設置し、崑山

の国有会社が株式の 52%、華控技術移転有限公司が株式の 3% を保有することになった。

その後も、清華大学から人材供給や技術提供の支援を受けて、崑山維信諾科学技術有限

公司は 2012 年に PMOLED 出荷量において世界一となり、現在は世界市場で 30% のシェ

アを誇っている。また 2017 年 9 月にはフレキシブル AMOLED の量産を開始し、第 6 代

AMOLEDパネルの生産ラインを建設した 354。維信諾社は今では中国OLED産業をリード

する企業となっている。

清華大学は上記②③④⑤の支援プロセスで、天津市政府と協力して華海清科社

（HWATSING）を設立し、清華大学機械系の雒建斌院士が開発した半導体の化学機械研

磨（CMP）技術をベースに、12 インチウェハプロセスに対して世界トップレベルの性能

を持つ CMP 機械も量産している。

8.2.3.2.　学内の社会課題型スタートアップの支援
清華大学は学内の社会的ニーズの解決に向けたスタートアップ ･チームにも支援を行っ

ている。このようなスタートアップの特徴は、初期段階では社会的ニーズを反映した製品

やサービスを提供しているが、次第に競争を重視した技術優位の開発を行うようになる点

にある。その際、母校である清華大学から技術や人材を確保する場合が多い。以下では、

このタイプの支援の在り方について見てみたい。

① 大学生や大学院生たちが研究チームを結成する。

② 結成されたチームは、啓迪控股と清華大学経済管理学院が共同で作った

X-Lab355 に入居する。入居期間中に、大学の教授、起業家および投資家からの

アドバイスを受けつつ、市場分析、開発する製品の内容、およびビジネスプラ

ンについて検討を重ねる。

③ 有望な研究チームは、X-Lab からエンジェル・ファンドによる資金提供を受け

ることができる、或いは、X-Lab を通じて外部のエンジェル・ファンドの紹介

を受けることができる。

④ 資金提供を受けて起業した後、啓迪控股のインキュベーション・センターに入

354　http://www.qichacha.com/firm_8e641955effe5190922a94cb113f8ab4.html
355　X—Lab は 2013 年に設置された清華大学のスタートアップ教育プラットフォームで、学内の学生や OB に向けに無料でスタートアッ

プ教育プログラムを提供している。X—Lab では 100 名のメンターと繋がり、学生に対してビジネスモデルの構築、組織管理、融資、

関連法律など幅広く相談に応えることが可能である。さらに、無料でフェイスブック（Facebook）、アイ・ビー・エム（IBM）、アリ

ババ、リスラエルといった世界トップレベルの企業を訪問し、起業家たちと交流するチャンスを利用することもできる。こうした取

り組みを通じて、学生は起業を理解し、その心構えを培うことができる。
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居し、研究開発を継続する。

⑤ インキュベーション・センターにおいて、会社の財務管理知識、知財管理知識、

公的助成金の申請に関する研修およびサポートを受ける。

⑥ インキュベーション ･ センターでは、清控資産管理集団の VC ファンドや外部

VC ファンドの紹介を受けることができる。

⑦ VC ファンドから資金提供を受けてさらに成長したスタートアップは、インキュ

ベーション・センターから外に移る。移動先はスタートアップの業種によって

異なるが、生産環境が整備されている地域、関連産業を招致する地域のサイエ

ンス・パークなど様々である。

⑧ 工場建設の段階、或いは地域展開・全国展開を図る段階では、戦略投資資本や

PE 資本を受け入れることになる。この段階において、製品化やサービスが清

華控股の戦略方針にあった場合、清華控股や他の傘下グループ会社が巨額の資

金投入をして筆頭株主となる。清華控股の戦略方針に沿わない場合、外部の企

業となる。

　

学内の社会課題型スタートアップ支援は 2010 年まで上記①④⑤⑥⑦⑧のプロセスしか

なく、大学生研究チームが前段階なしに啓迪控股のインキュベーション・センターに入居

することはハードルが相当高かった。そこで、大学生らの起業をやりやすくするために②

③の成長段階が設けられた。

事例：中文在線（ChineseAll.com）
清華大学学生であった童之磊氏は、2000 年にオンライン書籍を提供するスタートアッ

プを興して、啓迪控股のインキュベーション・センターに入居した。同センターで、テナ

ント代の優遇、税金の減免、財務管理、および投資ファンド先の紹介などを受けた。現在

の主な投資家は、その当時清華大学サイエンス・パークが紹介した人々である。中文在線

は、2007 年に清華大学サイエンス・パークが始めた「ダイヤモンド計画 356」の資金を受け

て、急成長を遂げた。2015 年に深圳証券取引所の創業板で上場し、現在は 6 億 7,000 万

人のオンライン読者、200 万以上のオンライン作者と 2,000 名以上の知名作者を抱える中

国最大のオンライン書籍 ･出版会社となった。

この事例は 2000 年の起業のため、②③の成長段階を踏んでいない。とはいえ、2010
年以降に支援されたスタートアップは年数が短いため、まだ成功事例と呼べる会社が少な

いのも事実である。将来的には数多くのユニコーンや IPO 企業の誕生が期待されている。

356　「ダイヤモンド計画」とは、清華大学サイエンス・パークで毎年 400 以上の中から選ばれたスタートアップ Top10 に対し、5 年間で

総額 75 億元の資金支援を行うプログラムである。その原資の内訳は、清華大学サイエンス・パークが 2 億元、中信銀行、交通銀行、

民生銀行、浦発銀行および北京銀行等のパートナーは残りの分を出資する。「ダイヤモンド計画」は、例えば 2015 年の Top10 のうち、

9 社が生き残り、7 社は IPO を果たして、2 社はアリババと太極計算機社によって買収された。
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8.2.3.3.　外部のアイデア ･ 技術に対するスタートアップ支援
清華大学は社会貢献の一環として、外部の優秀な技術や中小企業をサイエンス・パーク

に取り込み成長させている。このタイプの支援プロセスでは、外から優秀なスタートアッ

プを啓迪控股のインキュベーション・センターに誘致し、起業家および投資家等からア

ドバイスを受けたりすることで、ビジネスプランに磨きをかけることができる。その後、

8.2.3.2 の③④⑤⑥⑦⑧の順で支援を受ける。

事例：商湯科技（Sense Time）
上海交通大学の学部・修士卒の徐立氏は香港中文大学の博士コースに入学し、2014 年

に研究室の技術をベースに商湯科技（Sense Time）を設立して清華大学サイエンス・パー

クに招致された。サイエンス・パークに入居した主な理由は、清華大学情報科学技術国家

実験室（承認中のナショナルラボ）や智能技術とシステム国家重点実験室から輩出される

優秀な AI 分野の人材を獲得できるためである。商湯科技は若く優れた人材を吸収しなが

ら、ハイレベルのコンピュータ・ビジョンの研究開発に注力している。

商湯科技チームは 2014 年に、大規模画像処理における世界最高レベルの競技会

ILSVRC（The ImageNet Large Scale Visual Recognition Challenge）に参加し、画像

認識において 40.7% の認識正確率でグーグル（Google）（43.9% 認識正確率）に次いで第

2 位を獲得した。商湯科技は同競技会において、2015 年に「ビデオから対象物の検出部

門」で、2016 年には「対象物の検出部門」、「対象物の検出・追跡部門」、「シーン解析部門」

の 3 部門において世界 1 位の成績を誇っている。

2015 年に商湯科技は「ダイヤモンド計画」に選出され、清華大学サイエンス・パーク

や銀行から巨額の投資を受けている。「ダイヤモンド計画」の呼び水効果で、2016 年 4 月

には A シリーズで StarVC から 1,000 万ドル、7 月に B シリーズで CDH や SAILING　

CAPITAL 等の 16 の VC から 4.1 億ドル、11 月に C シリーズでアリババから 15 億元の

投資を受けることに成功した。商湯科技は現在、企業向けに顔検出・認識、車・歩行者の

検出などのサービスを提供し、AI 領域において成長が早いユニコーン企業として世界で

の注目も高い。

商湯科技は 2017 年 12 月にコンピュータ・ビジョンにおいてすでにホンダと共同開発

を開始している。また 2017 年 11 月にはクアルコム社から戦略投資を受け、近いうちに

協力が開始すると言われている。

以上を踏まえ、清華大学のスタートアップ支援の 3 タイプの仕組みについて整理した

のが図表 3 である。
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図表 3　清華大学のスタートアップ支援の仕組み

出典：各種資料およびインタビュー結果をもとに CRDS で作成

8.2.4　まとめ
2015 年以降、「大衆創業　万衆創新」政策に応じて、清華大学内外のアイデアや技術が

幅広くサポートされてきた。研究成果の橋渡しシステムとスタートアップ支援システムが

うまく融合され、ユニークな支援の仕組みが形成されていると考えられる。

この仕組みの最大の特徴は、大学や産業に関わるスタートアップのすべての要素を組織

内に取り込み、啓迪控股がハブとして国の優遇政策を利用しながら、地方政府や産業との

つながりを強化して、独自のスタートアップ ･エコシステムを構築している点である。グ

ループ企業、技術、人材の育成、様々なファンド（エンジェル ･ファンド、VC ファンド、

戦略投資ファンド等）といった異なる要素を同一の組織内に置くことで、それらの情報が

より自由かつ円滑に流れ、取引費用も発生せずに迅速に反応できるメリットを生んでいる。

このスタートアップ ･ エコシステムを通じて、大学の研究者や学生が産業界とコミュニ

ケーションを行う場が作られ、出口志向の研究開発人材を育成することが可能となる。こ

うした人材が企業にとっては即戦力にもなることも期待されている。啓迪控股は、提供す

る各種サービスにおいて、スタートアップの一定の株式（普通は 10％以下）と交換する

ことができる。こうして啓迪控股は保有する株式を売却して収益を得ることができ、国か

らの支援がなくても持続的にスタートアップ支援ができる仕組みができている。

チーム、会社の物理的移動 清華大学関連組織 

資金の流れ 

知識の流れ 外部組織 

業務連携 

清華大学経済管理学院 清華大学の技術･チーム 外部の技術･チーム 

清華 X-Lab 

清華同方 

その他の清華系 

ハイテク企業

外部エンジェル･
ファンド

外部メンター 

清華大学 他の 13学院 

紫光集団 

外部の会社 

清控資産管理集団 

（多様な投資ファンド/金融コンサルティング等） 

独立会社 
BAT系会社 

外部 VCファンド 

国有会社、産業基金 

啓迪控股 
サイエンス・パーク、サイエンスシティ
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8.3　深圳のスタートアップ
2011 年頃から中国全土で自然発生的に興ってきたスタートアップは、BAT357 や華為

（Huawei）といった大成功企業の影響を受けて、北京、上海、杭州、深圳などの諸都市

で勢いがある。本節では、基本状況、注目された原因を踏まえて、深圳のスタートアップ

の特徴を整理する。

8.3.1　深圳の基本状況
深圳市は 1978 年の改革開放政策の下で設置された最初の経済開発特別区で、中国で最

も早く市場経済体制を導入した地方都市である。深圳は数十万人の漁村から 38 年の間に、

人口が 1,137 万人（2015 年末）に、面積が 1,996 平方キロ（東京は 2,188 平方キロ）の

大都市となった。人口の男女比が 53.6：46.4 で、平均年齢は 31.2 歳であり、中国の中で

も極めて若い都市である。

深圳は中国第一ランク都市を意味する「一線都市」と呼ばれ、他には北京、上海、広

州、の 3 都市がこの名称を持つ。図表 4 で示すとおり、2012 年から中国の GDP 成長率

が減速する中、深圳市の成長率は漸減しているとはいえ、8.8％以上の高い成長率を維持し、

北京、上海、および全国平均をはるかに上回っている。深圳市の2016年のGDPは1兆9,492
億元で、2017 年の成長率を 8％で計算すれば、香港や広州を上回る可能性が高い 358。

図表 4　GDP 成長率の比較（深圳 ･ 北京 ･ 上海および全国平均）

出典：中国統計局のデータをもとに CRDS で作成

深圳はゼロから産業の創出をスタートした。深圳市政府は非常にオープンな姿勢で海外

の企業を深圳へと誘致し、アップルの OEM 生産企業で有名なフォックスコンも 1988 年

頃、台湾以外で初めての工場を深圳に建てている。中国国内企業も、土地 ･建物、資金提供、

手厚い地方行政の支援を受けて、華為（Huawei）、ZTE、騰訊（Tencent）、BGI などの

深圳を代表する企業が生まれた。また、深圳市政府は研究開発拠点を作るために 2000 年

357　BAT は、百度（Baidu）、アリババ（Alibaba）、テンセント（Tencent）の 3 社の頭文字を指す。
358　http://www.mofcom.gov.cn/article/i/jyjl/j/201709/20170902641051.shtml 

7.9% 7.8%
7.3% 6.9% 6.7%

10.0% 10.5%

8.8% 8.9% 9.0%

7.7% 7.7%
7.3% 6.9%

6.7%7.5% 7.7% 7.0%
6.8%

6.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

中国 深圳 北京 上海



181

海外調査報告書
海外の研究開発型スタートアップ支援 181

CRDS-FY2017-OR-01 国立研究開発法人科学技術振興機構　研究開発戦略センター

８
．
中
国

頃から清華大学、北京大学、浙江大学といった中国のトップ大学を誘致して深圳キャンパ

スを開設した。さらに 2006 年には、中国科学院、香港中文大学と協力して深圳先進技術

研究院を設置し、各大学の深圳キャンパスと併せて研究開発を強化し、地元産業に研究成

果の橋渡しを行っている。

こうした経緯を経て現在の深圳には、通信設備、計算機と電子機器、機械製造、新エネ

ルギー、新材料、バイオを中心としたハイテク産業が創出されている。

8.3.2　深圳のスタートアップの特徴

特徴 1：深圳スピード
深圳での研究開発はスピードが極めて速い。「シリコンバレーの 1 か月間は深圳の 1 週

間 359」との指摘があるほどである 360。深圳のスピードを理解するためは、製品やサービスの

企画プロセスの変化と深圳の強さの両方から見る必要がある。

深圳には世界中のエレクトロニクス・メーカーの下請けとなる工場が多数存在し、電子

部品のサプライ・チェーンが完成している。つまり深圳一都市ですべての電子部品の調達

が可能である。図表 5 では、電子部品を日本国内で生産した場合と深圳のエコシステム

を活用して生産した場合の費用と時間を比較した。

図表 5　日本国内のスクラッチ開発 361 プロセスと
深圳のエコシステムを利用した生産プロセスの比較

出典：JENESIS 社 362 の資料をもとに CRDS で作成

359　http://www.recruit.jp/meet_recruit/2016/07/gl15.html
360　東京大学発のベンチャー企業である TeamLab 社による報告。TeamLab 社はウルトラテクノロジスト集団を自称し、プログラマ（ア

プリケーションプログラマ、ユーザーインターフェイスエンジニア、DB エンジニア、ネットワークエンジニア）、ロボットエンジニ

ア、数学者、建築家、ウェブデザイナー、グラフィックデザイナー、CG アニメーター、編集者など、情報の表現に関わる専門家か

ら構成されている。
361　スクラッチ開発とは、パッケージ製品を利用せず、ゼロからシステム開発を行う手法である。
362　 深圳で日本向けの EMS サービスを行い、 日本交通タクシーのドライブレコーダなどを受託生産している会社である。 創設者は日本人である。

1 か月  2 か月  3 か月 4 か月  5 か月  6 か月  7 か月

日本 

国内 

 金型費用： 500 万円     MOQ：1 万個 
ソフト開発： 400 万円 製品単価：1 万円 
ボード開発： 300 万円 
認証費用：  100 万円 

 合計：  1,300 万円

深圳 

金型費用：    0 円   MOQ：1,000 個 
ソフト開発：  0 円 製品単価：5,000 円 
ボード開発：  0 円 
認証費用：  50 万円 
合計： 50 万円 

仕様協議･見積 契約  開発 設計  金型  試作品  評価  量産 

見積 発注 試作品 評価 量産 
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深圳は電子部品の調達が便利であるだけでなく、ハードウェアや通信技術の開発に関わ

る人材も豊富である。多くの人は会社で勤務しながら、起業チームを結成して勤務時間以

外でスタートアップ活動を行っている。彼らはコワーキング ･スペースやメーカーズ ･ス

ペースに低い賃貸料を払い、非常に低いコストで金型、ソフトウェアおよび電子集積回路

の開発を行っている。その後、認証費用を払い、SNS やクラウド ･ ファンデングサイト

で資金提供を受けて、1,000 個（最小発注単位）で生産を外注する。製品に対する評価が

良ければ、改良しながら追加生産してヒット商品を生む可能性もある。たとえ製品化が期

待どおりに進まなくても、100 万円程度の損失しか発生しないと言われている。

深圳では 2015 年頃までは量産のための融資がなかなか大銀行から下りなかったため、

スピードはそれほど目立たなかった。しかし「大衆創業　万衆創新」政策により、クラウ

ド ･ ファンディング ･プラットフォームの構築が推奨され、知的財産評価 ･担保制度が導

入された結果、小企業の融資が非常に便利になり、資金調達の期間も短縮した。これも深

圳の特徴となるスピードを生み出すことにつながった。

深圳のスタートアップは、開発から販売開始までの期間を大幅に短縮させ、消費者から

の製品改良のアイデアを素早く次の新しいバージョンに反映させている。こうして量産し

て販売するというバージョンアップの循環に入り、最終的に品質の高い製品が生まれるこ

とになる。深圳では、アプリなどから消費者からの意見を直接受けたり、ビッグデータ解

析で消費行為を分析して製品やサービスの問題点を発見したりして改良していくプロセス

が大事にされている。素早く対応することにより、アップデートされた製品やサービスを

次々と市場へ提供することが重視されている。こうした方式は Interactive Process Inno-
vation と言われ、この方式を用いている最も代表的な企業が騰訊社（Tencent）である。

写真 1　深圳経済特区初期の理念を表すスローガン
�周

ハードウェア ･スタートアップは深圳で便利な環境に恵まれる一方、激しい競争を耐え

なければならない。競争上の優位性を確保するには、独自の技術を開発したり、製品やサー

ビスを進化させて差別化したりしなければならない。少なくても半年に一度製品やサービ

スのバージョンアップしておかなければ、必ず誰かに模倣され競争上の優位性と市場を

失ってしまうという声も現場から聞こえている。
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特徴 2：世界とのつながり
深圳は地理的に香港と隣接し、昔から香港経由で世界とのビジネス・ネットワークを構

築してきた。他方、深圳を管轄している広東省は華僑のふるさとの一つであり、東南アジ

アや欧米の華僑圏との間には自然にネットワークが形成されている。さらに近年は、数多

くの若い中国人が留学先から深圳に帰国し、これにより世界各地の大学や研究機関との

ネットワークも出来上がっている。中国国務院僑務弁公室（国務院華僑事務オフィス）の

データによれば、2016 年 10 月時点で深圳に常住する外国人数は 2 万人、短期滞在する

外国人数は 100 万人おり、年間 780 万人が深圳を訪問している 363。

深圳には国際市場を視野に入れた企業が多数存在している。図表 6 が示すとおり、中

国の都市別 PCT 特許申請件数では、深圳は北京や上海などの都市をはるかに上回り、中

国 1 位となっている。図表 7 を見れば、これに大きく貢献しているのが ZTE 社と華為社

（Huawei）であり、世界でも第 1 位と第 2 位となっている。

図表 6　中国都市別 PCT 特許申請件数ランキング（2016 年）
順位 都市 出願件数

1 深圳市 19,647 件

2 北京市 6,651 件

3 広州市 1,642 件

4 上海市 1,560 件

5 蘇州市 1,088 件

6 青島市 906 件

7 東莞市 876 件

8 武漢市 712 件

9 南通市 552 件

10 杭州市 538 件

出典：各市の知的財産局のデータをもとに CRDS で作成

図表 7　PCT 特許出願上位企業（2016 年）
順位 企業 出願件数

1 ZTE （中国 ･ 深圳） 4,123 件

2 Huawei （中国 ･ 深圳） 3,692 件

3 Qualcomm 2,466 件

4 Mitsubishi Electric 2,053 件

5 LG 1,888 件

出典：WIPO 報告書 364 をもとに CRDS で作成

深圳の国際化におけるもう一つの特徴は、経験豊かな帰国留学生 365 の活躍である。深圳

市政府は世界のトップレベルと競争できるような企業を創出するために、世界一流の人材

363　 http://www.gqb.gov.cn/news/2016/1012/40826.shtml　
364　http://www.wipo.int/export/sites/www/ipstats/en/docs/infographic_pct_2016.pdf
365　主に、世界ランキング Top100 の大学から帰ってきた中国人留学生を指す。

合格チームに奨励金

10万台湾ドルを
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や技術を導入する必要性を認識し、2010 年に海外人材プログラムである「孔雀計画」を

立ち上げた。「孔雀計画」の応募資格は「千人計画 366」と同等で、傑出した業績がなければ

選ばれない。「孔雀計画」に選出された個人は 80 万元～ 150 万元、チームは最大 8,000
万元の支援を受けることができる。これまでに 2,000 人以上の海外人材と 50 以上の研究

チームを深圳に直接招致し、1 万人以上の帰国留学生を深圳に間接的に呼び戻したとされ

ている。フレキシブル ･ ディスプレイを製造するユニコーンである Royole 社、アリババ

に顔認識技術を提供している ORBBEC 社 367 の創設者チームはこの「孔雀計画」を通じて

深圳に戻り、最新鋭のハイテク会社に成長した。

また深圳市政府は、2000 年頃に帰国留学生人材のスタートアップを支援するために、

南山区で深圳留学生創業パーク（インキュベーション・センター）を設置し、919 人の帰

国留学生を呼び入れた。うち 693 のスタートアップをアクセラレートし、そのうち 5 社

が IPO を果たし、1 社は上場準備中である。

深圳の課題として深圳の大学や企業で行われているのは、基本的に開発である。オリジ

ナリティが問われる基礎研究から生まれた製品はほぼ皆無であるため、ハイテク型スター

トアップが栄えるボストンのような都市と容易に比較することはできない。しかも、起業

の発想やビジネスモデルの多くは米国を参考しているため、これらのオリジナリティもま

だ脆弱といえる。

しかしながら、最先端のモバイルペイメント技術を所有する騰訊社（Tencent）は、「app 
of app368」の発想を持つ Wechat を作って世界にインパクトを与えたこともある。少しず

つでもこのようなユニークな思考が広がっていけば、将来的には深圳のオリジナリティを

支える技術が生み出される可能性は大いにあると考えらえる。

366　「千人計画」とは国レベルの外国ハイレベル人材招致プログラムで、手厚い手当と高額な研究開発スタートアップ資金を受けられる

ことで有名である。
367　AI チップを開発し、３D カメラ技術においてインテルと競争しているハイテク会社。
368　他のアプリの OS になるような包括的なアプリである。
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9.　台湾【コラム】
台湾政府は 1980 年代から産業技術政策を通じて半導体産業を興した。以後 30 年に亘

り半導体関連のスタートアップが誕生し続け、世界トップシェアを誇る半導体産業群の

形成に至った。台湾積体電路製造有限公司（TSMC、2017 年 Fortune Global 500 ランキ

ングの 369 位）は 1987 年に台湾工業技術研究院（ITRI）からスピンオフした企業だが、

現在は世界第三位の半導体会社となり、世界最大のシリコンウェーハのプロバイダでもあ

る。TSMC による 2016 年の R&D 投資額は 22 億米国ドル 369 で、台湾政府の拠出額 1,154
億台湾ドル 370 の 55.6% に相当する。この数字からも明らかなとおり、TSMC は台湾の経

済成長や産業技術の研究開発に大きな貢献をしている。一方、1997 年のアジア金融危機

以降、台湾の経済成長率は低い水準で悪戦苦闘してきた。激化する国際競争の中で、ポス

ト半導体を見据えていかに新しい産業を創出して台湾の産業競争力の優位性を再構築する

のかが焦眉の課題となっている。こうした背景を踏まえ、台湾科学技術部は 2012 年に開

催された第 9 回全国科学技術会議の指示を受けて、2013 年から大学研究成果の橋渡しに

資する「創新創業激励計画（From IP to IPO Program: FITI）」を実施し、新産業の創出

を目指したスタートアップ支援を行ってきた。

FITI は、台湾の大学や公的研究機関の大学生や研究者から構成されたチームに対し 4
か月間の起業に関する研修やキャンプを実施し、選考を経て奨励金を付与していくプログ

ラムであり、その目的は新たな産業を生み出す萌芽を育てることにある。国家実験研究院

（NARLab）科学技術政策研究・諮訊センター（STPI）が FITI の運営を担う。学部生、

大学院生および研究者で 2 名～ 6 名のチームを結成し申請することができる。STPI では

書類選考を経て、年間 30 チーム～ 40 のチームを選出している。選抜されたチームには

最初に3万台湾ドルの奨励金が与えられ、4度の研修および2度に亘る2泊3日のキャンプ、

並びに、3 次に及ぶ選考を経る。1 次選考に合格したチームに 10 万台湾ドルの奨励金、2
次選考に合格したチームにはさらに 25万台湾ドルの奨励金と「起業ポテンシャル賞」称号、

最終選考に合格したチームに対しては「傑出起業賞」称号、100 万台湾ドルの奨励金、お

よび民間企業からの寄付金として起業基金 100 万台湾ドルが与えられる。

FITI では、参加チームに対し、台湾系シリコンバレー企業家、投資ファンド、専門領

域の研究者がメンターとして関わり、会社経営に関連する財務、法務、マーケティング、

ブランド力および技術力の構築などの知識を教授しながら、起業相談も行っている。ま

た、試作品作製を支援する一環として、新竹科学工業パークなどのハイテク産業集積クラ

スターに入居し、スペース、実験装置、および技術支援を受けることもできる。チームの

技術を広めるため、Taiwan B.I.G Demo のような展示会に出展させ、エンジェル・ファ

ンドとのマッチングも FITI に参加することで実現可能となる。以上をまとめたのが図表

1 である。

369　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 米国ドル＝ 111 円となっている。
370　2018 年 2 月 20 日時点の日本銀行の為替レートによると、1 台湾ドル＝ 3.774 円となっている。
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図表 1　FITI における支援の流れ

出典：創新創業激励計画 HP の情報に基づいて CRDS で作成

FITI を経て起業した後の義務として、「起業ポテンシャル賞」と「傑出起業賞」を受賞

したチームは、起業後の 3 年～ 7 年の期間で黒字となった任意年の純資産額の 5％（ただ

し、受けた奨励金額と起業基金額の合計額の 2 倍以内）を返還しなければならない。

FITI では、2017 年末までに 400 のチームに支援した。そのうち 121 チームが会社を

設立し、民間から計 11.8 億台湾ドルの投資を受けた。成功例の一つとして台湾清華大学

のチームを挙げたい。このチームは FITI の支援を経て、卓上型電子顕微鏡を製造する台

湾電鏡儀器社（TEMIC）を創設した。同社は 2015 年に台湾工業研究院（ITRI）と協働

で Neroscope 流體螢光電子顕微鏡を開発し、現在では製品を中国大陸に輸出している。

台湾政府は、国内のスタートアップ振興のためのイニシアチブを取り、各種の支援策を

打っている。FITI はその一例である。こうした政府の支援策を受けて、大学や公的研究

機関は起業人材の教育と起業サポートに注力している。また、若い世代は親の代からの起

業精神を受け継いで、新しい展開をスタートアップに生み出そうとしており、国全体とし

て起業しやすい環境が醸成されつつある。2016 年 5 月に発足した蔡英文政権では、新産

業の創出のための目玉政策として「アジア ･ シリコンバレーの形成策」を発表し、2025
年までに IoT 分野においてスタートアップ 100 社とグローバルな大企業 3 社の創出を目

標に掲げている。こうして、単なるスタートアップ支援にとどまらず、TSMC を超える

新たな産業の創出に大きな期待が寄せられている。
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10.　おわりに
本調査を通じて、主要国のスタートアップを取り巻く現状、政府の支援策、それぞれの

国の特徴を見てきたわけだが、どの国もイノベーション推進の原動力としてスタートアッ

プに期待し、米国やイスラエル、中国の一部地域ではスタートアップの隆盛がイノベーショ

ン創出に貢献している状況にある。スタートアップが必ず成功するという理想的なモデル

は世界中どこを探しても存在しない。世界の国々に先駆けて起業環境が整備され、マイク

ロソフト（Microsoft）やアップル（Apple）のようなグローバル企業へと成長したスター

トアップが生まれている米国の仕組みをベスト・プラクティスとしてひな形にする形で、

各国がそれぞれの文化や社会に適応させ起業支援を実施しているのが現状である。日本も、

1990 年代後半からスタートアップ創出に向けたいくつかの施策が行われてきた。とはい

え、リスクがあるから必ず成功するというものでもない。むしろ、失敗しても次につなが

る持続的なエコシステムが重要なのではないか。

日本のスタートアップ支援への示唆

第一章で述べたように、日本政府は様々な施策で大学および研究機関で生まれた新しい

知見や技術を事業化して社会に実装するため起業支援を実施してきている。それにも関わ

らず 2006 年頃から設立数自体は減少してしまっている。ここでは、日本のスタートアッ

プの概況を把握するなかで抽出した点について示唆を与える海外の取組み事例をふり返っ

ておきたい。

①　人材の問題
起業への関心を高めることや起業時の企業経営を担う人材を増やす必要があるというの

は、日本特有の問題ではない。他の主要国で最重要な課題として認識しているからこそ多

様な施策が採られている。中でも経営人材育成プログラムとして知られているのが、米国

の I-Corps プログラムである（pp.17-19 参照）。スタートアップ失敗の原因が技術力不足

ではなく、多くの場合研究者や技術者が技術を事業化させるノウハウを持たないことと捉

えた NSF が始めたプログラムである。このほかにも全米の大学で展開されているプログ

ラムには、経営人材候補が企業、VC、大学などの受け入れ機関に在籍して起業を行う客

員起業家（EIR）制度（p.27、pp.34-35 参照）がある。この制度を通じて、研究者と経営

者のマッチングを行い、起業経験の豊富な人材を組織に経常的に在籍させることで、それ

ぞれの所属先のニーズに応じた起業支援が可能になっている。スタートアップ先進国とい

われる米国でも引き続き様々なプログラムが実施されていることからも分かるとおり、研

究シーズの事業化における人材の育成は大きな課題であることは間違いない。

研究者の起業への関心を高める措置としては、ドイツ EXIST プログラムの起業奨学金

（pp.107-109 参照）を挙げられる。ドイツでは、公立の大学には授業料が存在しないため、

この奨学金は主に生活費ということになるが、決められた期間に学業とは別に経営につい

てなどの講義を受けて、起業の可能性を探るための資金の意味合いが強い。いきなり研究

者か起業家かの背水の陣で臨むのではなく、猶予期間を持ってキャリアの可能性を見極め

られるという点が、プログラムスタートから 20 年近く経った今も評価されている理由で
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ある。他にも生活費の支援だけでなく、CNRS を始めとするフランスの国立研究所では、

研究者が研究所の職員である（公務員）というステータスを維持しながら起業することが

でき、その後、事業の進展度合いで研究所に戻ることも引き続き技術アドバイザーとして

企業側に残ることもできるようになっている。フランスも概して産学連携が盛んな国では

なく、これまで様々な試みがなされてきており、ステータスを維持したまま起業活動を可

能にしたのはその一環だと推察する。このように各国も若手人材がスタートアップへ挑戦

するモチベーションの向上に工夫している。一方で、スタートアップ国家と言われるイス

ラエルでは、スタートアップを国家戦略として取り組んだ結果、起業家のステータスが年々

あがって、現在では親が子弟に望む職業として、医師や弁護士を押さえて起業家であると

いわれているほどになっている。

②　起業への資金的な支援の不足
「目利き」という意味では、米国の SBIR 制度が知られている。山口が指摘するとおり、

SBIR では、「海のものとも山のものともわからない無名の科学者」に政府の資金を投資

しながらイノベーションを起こしているのである 371。さらに米国では、SBIR に限らず豊

富な資金源が存在し、プレシード期から事業拡大期まであらゆるステージに個人ならび

に機関投資家が資金を提供している（p.33 の図表 6 参照）。米国のような環境は臨むべく

もないが、例えばプレシード期の支援としては英国の IP Group の取り組みに注目したい

（pp.85-86 参照）。大学への先行投資を行う代わりに、一定期間内で大学に生まれた成果

に基づくスピンアウト起業の株式を半数まで取得できるという条件で、民間からの投資を

促すといった試みがなされている。むろん、こうした試みは単体では成果を上げることは

できず、税制改正や上段のような人材育成プログラムなどとセットで初めて機能する。国

内の資金不足を海外からの直接投資という形で解決したのがイスラエルである（第 3 章

参照）。日本の技術が優れていれば、海外 VC の関心が高くなるし、海外 VC の呼び込み

が呼び水効果を生むという側面もあると考えられる。

③　大学および研究機関の起業支援体制が確立されていない
起業支援組織が自立的に運営できるようになるには、特許のライセンス収入など安定し

た資金が必要である。日本では未だ、特許のライセンス収入と経費との収支がプラスになっ

ているのは、東京大学と京都大学など一部の大学に限られ、自立的な資金運用は事実上困

難な状態が続いている。主要国の例を見ても、米国の私立トップ大学による大学経営や中

国の一部大学の資金運用を除いては、政府や自治体が一体となって起業支援、中小企業支

援に取り組まざるを得ない状況である。とはいえ、共同研究の拠点や産学連携の場を提供

するだけでなく、TLO や産学連携のプロフェッショナルを集め、より効果的なスタート

アップ支援を行っている例を見てきた。IT 産業が好調で土地の値段高騰が続くシリコン

バレーでは、新規に起業してオフィスを構えたり、事業拡大のために用地を確保したりす

るのは容易ではない。そのため、シリコンバレーを避けて、スタートアップする起業家の

受け皿として機能しているのが、テキサス州オースティンの事例である（pp.27-31 参照）。

州の支援をベースに、テキサス大学オースティン校や IC2 研究所がハブとなって、第二

371　イノベーションはなぜ途絶えたか　山口栄一 /2016
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のシリコンバレーとしてスタートアップ・エコシステムが作り出されている。同様にドイ

ツの事例では、州政府の産業政策をベースにトップダウンの重点施策と大学および研究機

関当局のオリジナリティあるプログラムによって、産学連携クラスターからの着実なス

タートアップ創出を見てきた。さらに、プロフェッショナルな集団という意味では、英国

のトップ大学による戦略的な知財運用の事例から、高い研究レベルを誇る大学から少しず

つ稼げるスタートアップが生まれている様を紹介した。

日本でも九州大学の有機 EL 研究拠点のように、県ならびに市の整備した拠点に九州大

学の研究センターが置かれ、国の助成金で最先端研究が実施されたその成果を基に設立さ

れたスタートアップを JST が出資するという例もある。これらを特殊例とせずに、第二、

第三の具体的な成果を増やして行くことが大切である。

おわりに

研究開発型スタートアップ支援調査には調査事例の現場に関与する多くの方々にご協力

いただいた。短期間での悉皆の調査は不可能なため、あえていえば取材調査が可能であっ

た事例を取り上げたに過ぎないことはあらかじめ了承願いたい。本調査で取り上げた研

究開発型スタートアップではなく、世界のイノベーションをリードするのは、アマゾン

（Amazon）に代表されるプラットフォーム型もしくはサービス型スタートアップという

指摘もあるだろう。しかしここではあえて、大学や研究機関の研究成果によるスタートアッ

プに特化した調査であったことをお断りしておく。最後に、報告書内容の検討にも、産学

官の関係者に幅広く貴重な示唆を頂戴した。ただいなご理解とご支援に深く感謝する。
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11.　参考情報： 国内のスタートアップ支援プログラムの俯瞰とスタートアップ事例の紹介
海外調査を実施する前の段階として、国内のスタートアップ支援制度の事前調査を行っ

た。この事前調査の過程で得られた情報を本章で以下のとおりとりまとめる。

文部科学科省所掌の JST ならびに経済産業省所管の NEDO の起業支援プログラムは、

支援ステージで大別すると前者が共同研究型の可能性試験や実用性検証の事業化育成を、

後者が実用性検証から上市に向けた実証試験までを助成している。

●　JST の支援プログラム

1999 年度に、JST は「新規事業志向型研究開発成果展開事業」を開始した。これは大

学 ､ 国公立研究機関等の優れた研究成果の実用化の可能性を発掘し ､ベンチャー起業によ

る迅速な実用化を促進するため ､ 大学 ･ 国研等の研究者と起業化構想を推進する共同研

究責任者の連名による研究開発課題を募集し ､JST における選考のうえ ､ 最長 3 年間の研

究開発を実施する事業であった。 後に見直しを行い、2002 年に創設された「大学発ベン

チャー創出支援制度」に移行した。2009 年度に A-STEP に再編し、研究シーズ自体の起

業の可能性検証からプレ・ベンチャー段階の事業育成、起業後の実用化検証までシームレ

スに推進することが可能となり、2014 年度まで募集を行った。

「大学発新産業創出プログラム 」（START）では、事業化ノウハウを持った人材を事業

プロモーターとして活用し、大学等発ベンチャーの起業前段階から、研究開発・事業育成

のための公的資金と民間の事業化ノウハウ等を組み合わせることにより、リスクは高いが

ポテンシャルの高い技術シーズに関して、事業戦略・知財戦略を構築しつつ、市場や出口

を見据えて事業化を目指している。2013 年 4 月には START の成果をもとに「株式会社

マテリアル・コンセプト」が設立された。

2013 年 1 月には、「日本経済再生に向けた緊急経済対策 」が閣議決定され、それに続

く産業競争力強化法制定により国立大学法人と JST などの一部国立研究開発法人が VC
への出資ができるようになった。文部科学省は実用化に向けた官民共同の研究開発の推

進を目指し 1000 億円のファンドを配分した。内訳は、東北大学に 125 億円、東京大学

に 437 億円、京都大学に 272 億円、大阪大学に 166 億円である。共同研究開発を迅速に

開始するために国立大学法人評価委員会に官民イノベーションプログラム部会が設置され

た。

さらに 2013 年には研究開発力強化法が改正され、JST は自らの研究成果を活用する者

に対し、金銭および現物での出資を行うことが可能になったことである 。これを受けて

2014 年 4 月には、「出資型新事業創出支援プログラム 」（SUCCESS）が始まった。この

事業の背景としては「創業初期の企業はリスクが高く、民間の企業や金融機関は資金を出

しづらいため、資金不足に陥りがち」であることがあげられる。事業内容としては、「JST
の研究開発成果の実用化を目指すベンチャー企業に対し、出資や人的・技術的援助を行い」

それにより「JST がベンチャー企業の株主になることで民間の資金が集まってくる『呼

び水効果』を狙っており、また「金銭による出資だけでなく、JST が保有する知的財産

や設備等を現物で出資することも可能」である。
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図表 1　JST による科学技術からイノベーションを創出するための支援制度

出典：JST 概要 2016-2017

このほか、グローバルアントレプレナー育成促進事業（EDGE プログラム：Enhancing 
Development of Global Entrepreneur Program372）を 2015 年～ 2017 年に文部科学省か

ら受託実施した。同プログラムは、専門性を持った大学院生や若手研究者を中心とした受

講者が起業家マインド、事業化ノウハウ、課題発見・解決能力および広い視野等を身につ

けることを目指し、受講者の主体性を活かした実践的なアクティブラーニング方式で人材

育成の取り組みへの支援を行った。特に、短期的な人材育成プログラムへの支援を行うの

みではなく、ベンチャー関係機関、海外機関、民間企業との連携を行うことで関係者間

の人的・組織的ネットワークを構築する取り組みを促すことを目的としていた。13 大学

が採択され、東京大学を幹事校に社会人にも門戸が開放され実施された。補助金額は年 1
億円を上限に 2 年目以降はそれぞれ 1 年度目 95％、2 年度目 85％が助成された。

2018 年度スタートの次世代アントレプレナー育成事業（EDGE NEXT プログラム：

Exploration and Development of Global Entrepreneurship for NEXT generation）は、

EDGE プログラムに採択された大学をはじめ、これまで各地の大学で取り組まれてきた

アントレプレナー教育で得られた成果や課題を踏まえて、研究開発成果をもとにした起業

や新事業創出に挑戦する人材の育成、関係者・関係機関によるベンチャー・エコシステム

の構築を目的とした後継プログラムである。EDGE NEXT では、3 つ以上の国内大学等

が連携しコンソーシアムを構成して申請することが公募の要件とされ、うち 1 校が主幹

機関、他の 2 機関を教導機関とすることが規定されている。1 件あたりのグラントは最大

5,000 万円で、5 つのコンソーシアムが採択された 373。

●　NEDO の支援プログラム

経済産業省下の国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の

ベンチャー、中小・中堅企業向けのテーマ公募型事業は次の表のとおりである。

372　 http://edgeprogram.jp/
373　 採択された 5 つのコンソーシアム主幹機関はそれぞれ、 東北大学、 東京大学、 名古屋大学、 九州大学、 早稲田大学　http://www.jst.go.

jp/shincho/program/edge-next.html
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図表 2　NEDO によるシーズ発掘から事業化までの支援制度（H29年度時点） 

出典：NEDO ベンチャー ･中小 ･中堅企業向け支援事業の紹介資料

この中で研究開発型ベンチャーの起業家支援事業には、以下の 5 つがある。

1. NEDO Technology Commercialization Program（TCP）
2. 起業家候補（SUI: スタートアップイノベーター）支援事業

3. シード期の研究開発型ベンチャー（STS）への事業化支援

4. 企業間連携スタートアップ（SCA）に対する事業化支援

5. 高度専門産業支援人材育成プログラム（SSA）。

SUI 事業では、技術シーズを活用した事業構想を有する起業家候補に対し、事業化支

援人材（カタライザー）による指導・助言の機会提供など、研究開発型ベンチャーを立ち

上げるための活動を支援している。事業期間は 1 年以内で原則として 3,500 万円までの支

援が行われる。平成 27 年度は 81 件の応募に対し 10 件、同 28 年度には 53 件の中から 7
件が採択された（SUI 事業の新規公募は平成 28 年度までで終了。）。

平成 30 年度からは、特定の技術シーズを有する研究機関又は事業会社に所属する個人、

又は起業を目指す個人である起業家候補人材に対して、事業化支援人材（カタライザー）

による指導・助言の機会提供や市場調査、試作品設計・製作に係る資金的支援（500 万円

以内）を行う NEDO Entrepreneurs Program(NEP) を開始する予定。

STS 事業では、具体的な技術シーズを活用した事業構想を持ち、NEDO が認定したベ

ンチャーキャピタル等が出資を行うシード期の研究開発型ベンチャーに対して、事業化

のための助成を実施している。認定 VC は平成 29 年 3 月現在、官民合わせて 24 社あり、

米国やシンガポール資本の VC も含まれている。平成 28 年は 13 件、平成 29 年度は 22
件の交付が決定している。

また、2016 年 11 月に公表された「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライ

ン 374」では、「大学発ベンチャーの創出・育成にむけた取り組み例」として以下が記載されている。

374　イノベーション促進産学官対話会議 （事務局 ： 文部科学省高等教育局、 文部科学省科学技術 ・ 学術政策局、 経済産業省産業技術環境局）

http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/12/1380114.htm
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【イノベーション創出人材の育成】

・	 次世代を担う才能豊かな学生等が、イノベーションを創出することへの興味を持ち、

新たな価値を生み出す創造性や起業家精神を育むことのできるようなプログラムを構

築する。

・	 さらに、専門性を持った大学院生や若手研究者を中心とした受講生に対し、起業家マ

インド、事業化ノウハウ、課題発見・解決能力及び広い視野等を身に付けるため、受

講者の主体性を活かした実践的な人材育成に取り組む。特に、海外機関や産業界との

連携等により実課題を題材にすることで、実際に行動を起こせる人材を育成する。

・	 あわせて、イノベーション創出人材の育成を行うことができる教員の育成や学内外の

イノベーション創出人材育成への理解習得等の環境を整備する。

【大学をハブとしたベンチャー企業創出・育成の強化】

・	 起業家、既存企業、大学、研究機関、金融機関、公的機関等が結びつき、新たな技術

やビジネスモデルと用いたベンチャーを次々と生み出し、それがまた優れた人材・技

術・資金を呼び込み発展を続ける「ベンチャー・エコシステム」の形成のハブとして

の役割を、知の創出拠点である大学が担う。特に、大学・企業・ベンチャーキャピタ

ル等がベンチャー企業と一体となり、投資のみならず多様な方策により本格的な連携・

経営支援等を行う（いわゆる「ハンズオン型」のサポート）ことが有効である。

・	 また、世界レベルの大学発ベンチャー・エコシステムの形成は、事業会社である大企

業との連携を通じて、資金・人材・知識の大規模循環を促すことが有効である。

【革新的技術シーズの事業化及び国際展開の推進】

・	 大学内に、起業を志す研究者等が相談できる窓口を設けるとともに、研究者等の要望

段階に合わせたベンチャー支援事業や、事業化のノウハウ等を持つ民間企業等の紹介

を行う等、研究者等への起業への国際的なサポート体制を整備する。

●　公的な起業支援プログラムによる支援の実例

ときわバイオ株式会社 375 は産業技術総合研究所（産総研）からの技術移転によるスター

トアップで、安全で安定した iPS 細胞の自動作製技術の研究開発を実施している。基本

技術のステルス型 RNA ベクターは、遺伝子情報を乗せて細胞の核内ではなく細胞質内で

安定した遺伝子発現を行うことが可能で、ベクターが染色体（DNA）に入ること自体を

回避することで安全性が格段に上昇する。iPS 細胞に限らず抗体やワクチン作製時にも応

用が期待され、数か月かかるインフルエンザワクチン作製に応用されれば 1 か月ほどで

ワクチンを作ることができる。研究代表の産総研ヒト細胞医工学研究ラボ長の中西真人博

士は、1993 年～ 1996 年に JST さきがけプログラム 376 の助成を受け、RNA を安定的に発

言させる仕組みも研究し、RNA 型独立レプリコン（複製の単位）を開発する端緒を得た。

創薬医療のスピードを変える可能性を秘めた技術を実用化させるために、START に応募

375　 www.tokiwa-bio.com/
376　 戦略目標に基づいて未来のイノベーションをはぐくむ個人型研究支援プログラム。
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し、ウォーターベイン・パートナーズ株式会社を事業プロモーターに 2014 年に設立され、

翌年特許を出願した。2017 年 11 月には、JST や富士フイルム株式会社などが第三者割

当増資を引き受け、合計 3 億 3,000 万円を出資することが決まった。

●　公的な起業支援プログラムによる支援の実例

株式会社Kyulux377は九州大学 最先端有機光エレクトロニクス研究センター（OPERA）・

センター長 安達千波矢主幹教授が開発に成功した第三世代有機 EL 発光材料 TADF（熱

活性化遅延蛍光）の実用化を担うスタートアップである。TADF はレアメタルを使わず

に電子をほぼ 100％光へ変換できる低コスト高効率発光が可能で、分子設計の自由度を最

大限に生かせる材料として期待されている。さらに高純度の発色を実現する究極の発光

技術 Hyperfluorescence が実現可能となり、次世代の有機 EL ディスプレイを実現する画

期的な技術として、世界のディスプレイ・メーカーから注目されている。研究の拠点で

ある OPERA は内閣府の最先端研究開発支援プログラム（FIRST）「スーパー有機 EL デ

バイスとその革新的材料への挑戦」（2009 年〜 2013 年）で整備され、隣接した敷地の福

岡市産学交流センター（FiaS）を拠点に九州先端科学技術研究所有機光デバイス研究室

が応用研究を、さらに福岡県産業・科学技術振興財団（IST）の有機光エレクトロニクス

実用化開発センター（i3OPERA）が実用化開発研究を担い、産官学連携による研究から

開発まで一気通貫体制が整っている。この産学官連携の実用化体制を利用し、Kyulux は

OPERA が取得した 2 件の基本特許の独占実施許諾を受け、その他 100 件あまりの特許

を九州大学から譲渡を受けて同社を設立した。米国 Apple 社が 2015 年に次世代スマー

トフォンに有機 EL ディスプレイの採用を発表したことが追い風となり、2016 年中に

SUCCESS の出資 1 億円を含め計 15 億円を調達している。なお、研究主幹の安達教授は、

JST の CREST プログラム 378 で「超高速・超省電力高性能ナノデバイス・システムの創製」

の「有機半導体レーザーの構築とデバイス物理の解明」（九州大学 未来化学創造センター：

2002 年〜 2007 年）において、本研究成果の着想を得たとしている。

　

株式会社フォトシンス 379 は、物理的な鍵ではなく、スマホで解錠できれば便利なのにと

いう日常生活の気づきから、実際に試作、生産、販売へとつなげてきたスタートアップ企

業である。Akerun が最初に動作した瞬間の感動体験をベースに IoT ビジネスをスピード

感をもって成長させている。2015年 9月、マーケットの伸長にともなう販売戦略の拡大と、

さらなる製品の開発を目的として、株式会社ジャフコ、YJ キャピタル株式会社、株式会

社ガイアックス、株式会社ベータカタリストの 4 社から第三者割当増資による 4.5 億円の

資金を調達した。SUI では、支援開始より 1 億円以上の資金調達を行った企業はプログ

ラムから卒業する規定となっており、同社は卒業企業第 1 号となった。

株式会社スカイディスク 380 は、センサデバイスの開発、通信環境の構築、分析クラウド

377　www.kyulux.com/
378　戦略的創造研究推進事業。
379　 photosynth.co.jp/
380　 skydisc.jp/
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の構築、AI を使った分析をワンストップで行うソリューション・カンパニーである。創

業者の橋本司氏にとっては 2 度目の起業であり、同氏は日本では珍しいシリアルアント

レプレナーに数えられる。2017 年 10 月にニッセイ・キャピタル、DG Daiwa Ventures、
環境エネルギー投資、山口キャピタル、加賀電子、ドーガンベータ、アーキタイプベンチャー

ズを引受先とする第三者割当増資により、総額 7.4 億円を調達、2016 年 1 月にもニッセイ・

キャピタル、アーキタイプベンチャーズ、ドーガンが運営するファンドから 1 億円を調

達していて、今回はそれに続く資金調達となる。公的資金を活用しながら会社の規模を拡

大し、日本企業による M&A は厳しいという見方を示しつつ、現時点では IPO を目指す。

起業当初から海外展開を見え据えた事業プランを有し、この度の増資で、いよいよ提供分

野の拡大と海外展開が具体化してきた。

●　注目事例

株式会社ユーグレナ 381 は、2005 年に東京大学農学部出身者を中心とした平均 25 歳～

26 歳の若いメンバーにより設立された。創業後も数年東京大学内に研究拠点を有し、沖

縄県石垣島にて微細藻類ユーグレナ（和名：ミドリムシ）を培養する生産と研究活動を行っ

てきたスタートアップである。2014 年に東京証券取引所一部上場を果たした。食料問題、

そして環境問題の新たな解決法の創出に挑戦しながら、多角的な事業展開に取り組んでい

る。現在はより利益率の高い機能性食品や化粧品をベースにビジネスを展開し、エネル

ギー・環境事業への拡大を目指している。2015 年の第 1 回ベンチャー大賞 で初代内閣総

理大臣賞を受賞した。さらに日本最大級の技術系 VC リアルテックファンド を SMBC 日

興證券および起業アクセラレーターの株式会社リバネスと共に立ち上げ、シード期および

アーリー期の支援を実施している。なお、同ファンドは NEDO の研究開発型ベンチャー

支援事業（STS）の認定 VC としての指定を受けている。

ペプチドリーム株式会社 382 の例を紹介する。ペプチドリームは東京大学の研究成果を

ベースに 2006 年創業、2013 年に東証一部に上場を果たしたバイオベンチャーで、比較

的低分子量の特殊ペプチドを mRNA を鋳型として自在かつ簡便に合成して安価にスク

リーニングする技術を基にしている。同社の設立にあたっては、シーズとしての可能性を

見極めた東大 TLO が、単なる知財ライセンシングの場合は受け手となる企業が米国しか

想定できなかったため、国内で起業してビジネス化していくことを後押しし、顧客になり

うる企業へのコンタクトを作るところまで支援した。このような組織的な支援がスタート

アップの成功には大きな意味を持ちうる。

381　 www.euglena.jp/
382　 www.peptidream.com/
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